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01. 中華人民共和国サイバーセキュリティ法

中华人民共和国网络安全法

法令情報

効力: 法律

状態: �行

公布機関: 全国人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 2016- 11- 07; 2025- 10- 28修正 / 2025- 12- 29 / 2017- 06- 01; 2026- 01- 01修正施行

定義条文: 第七十八条

制裁条文: 第59条- 第75条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2025- 12/ 29/ c_ 1768735112911946. htm

法令用語

网�安全等�保�制度: ネットワーク安全等級保護制度

关�信息基��施: 重要情報インフラ施設

网�运�者: ネットワーク運営者

重要数据: 重要データ

个人信息: 個人情報

中国語原文

第二十条国家支持人工智能基础理论研究和算法等关键技术研发，推进训练数据资源、算力等基础设

施建设，完善人工智能伦理规范，加强风险监测评估和安全监管，促进人工智能应用和健康发展。 国

家支持创新网络安全管理方式，运用人工智能等新技术，提升网络安全保护水平。

第二十三条国家实行网络安全等级保护制度。网络运营者应当按照网络安全等级保护制度的要求，履

行下列安全保护义务，保障网络免受干扰、破坏或者未经授权的访问，防止网络数据泄露或者被窃取、

篡改：

（一）制定内部安全管理制度和操作规程，确定网络安全负责人，落实网络安全保护责任；
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（二）采取防范计算机病毒和网络攻击、网络侵入等危害网络安全行为的技术措施；

（三）采取监测、记录网络运行状态、网络安全事件的技术措施，并按照规定留存相关的网络日志不

少于六个月；

（四）采取数据分类、重要数据备份和加密等措施；

（五）法律、行政法规规定的其他义务。

第三十三条国家对公共通信和信息服务、能源、交通、水利、金融、公共服务、电子政务等重要行业

和领域，以及其他一旦遭到破坏、丧失功能或者数据泄露，可能严重危害国家安全、国计民生、公共

利益的关键信息基础设施，在网络安全等级保护制度的基础上，实行重点保护。关键信息基础设施的

具体范围和安全保护办法由国务院制定。 国家鼓励关键信息基础设施以外的网络运营者自愿参与关键

信息基础设施保护体系。

第二十三条的规定外，关键信息基础设施的运营者还应当履行下列安全保护义务：

（一）设置专门安全管理机构和安全管理负责人，并对该负责人和关键岗位的人员进行安全背景审查

；

（二）定期对从业人员进行网络安全教育、技术培训和技能考核；

（三）对重要系统和数据库进行容灾备份；

（四）制定网络安全事件应急预案，并定期进行演练；

（五）法律、行政法规规定的其他义务。

第三十九条关键信息基础设施的运营者在中华人民共和国境内运营中收集和产生的个人信息和重要数

据应当在境内存储。因业务需要，确需向境外提供的，应当按照国家网信部门会同国务院有关部门制

定的办法进行安全评估；法律、行政法规另有规定的，依照其规定。

第四十条关键信息基础设施的运营者应当自行或者委托网络安全服务机构对其网络的安全性和可能存

在的风险每年至少进行一次检测评估，并将检测评估情况和改进措施报送相关负责关键信息基础设施

安全保护工作的部门。

第四十条规定的网络安全保护义务的，由有关主管部门责令改正，给予警告，可以处五万元以上十万

元以下罚款；拒不改正或者导致危害网络安全等后果的，处十万元以上一百万元以下罚款，对直接负

责的主管人员和其他直接责任人员处一万元以上十万元以下罚款。有前两款行为，造成大量数据泄露、

关键信息基础设施丧失局部功能等严重危害网络安全后果的，由有关主管部门处五十万元以上二百万
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元以下罚款，对直接负责的主管人员和其他直接责任人员处五万元以上二十万元以下罚款；

造成关键信息基础设施丧失主要功能等特别严重危害网络安全后果的，处二百万元以上一千万元以下

罚款，对直接负责的主管人员和其他直接责任人员处二十万元以上一百万元以下罚款。

日本語訳

第20条 国家は人工知能の基礎理論研究及びアルゴリズム等の中核技術の研究開発を支援し、学習デー
タ資源、演算能力等のインフラ建設を推進し、人工知能倫理規範を整備し、リスクモニタリング・評
価及び安全監督管理を強化して、人工知能の応用と健全な発展を促進する。国家はネットワーク安全
管理方式の革新を進め、人工知能等の新技術を用いてネットワーク安全保護水準を向上させることを
支援する。

第23条 国家はネットワーク安全等級保護制度を実施する。ネットワーク運営者は、ネットワーク安
全等級保護制度の要求に従い、次の各号の安全保護義務を履行して、ネットワークが妨害、破壊又は
無断アクセスを受けないよう保障し、ネットワークデータの流出、窃取、改ざんを防止しなければな
らない:

(1) 内部安全管理制度及び操作規程を制定し、ネットワーク安全責任者を定め、ネットワーク安全保
護責任を履行すること;

(2) コンピュータウイルス及びネットワーク攻撃、ネットワーク侵入等ネットワーク安全を害する行
為を防止する技術的措置を講じること;

(3) ネットワークの運用状態及びネットワーク安全事件をモニタリング・記録する技術的措置を講じ、
規定に従い関連ネットワークログを6か月以上保存すること;

(4) データの分類、重要データのバックアップ及び暗号化等の措置を講じること;

(5) 法律、行政法規が規定するその他の義務。

第33条 国家は、公共通信及び情報サービス、エネルギー、交通、水利、金融、公共サービス、電子
政務等の重要産業及び分野並びにその他破壊、機能喪失又はデータ流出が生じた場合に国家安全、国
民経済及び国民生活、公共の利益を著しく害するおそれのある重要情報インフラ施設について、ネッ
トワーク安全等級保護制度を基礎として重点保護を実施する。重要情報インフラ施設の具体的範囲及
び安全保護方法は国務院が定める。国家は、重要情報インフラ施設以外のネットワーク運営者が重要
情報インフラ施設保護体制に自発的に参加することを奨励する。

第23条の規定のほか、重要情報インフラ施設の運営者は、次の各号の安全保護義務を追加で履行しな
ければならない:
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(1) 専任の安全管理機構及び安全管理責任者を設置し、当該責任者及び中核的地位の職員に対して安
全背景調査を実施すること;

(2) 定期的に従事者に対してネットワーク安全教育、技術訓練及び技能評価を実施すること;

(3) 重要システム及びデータベースについて災害復旧バックアップを実施すること;

(4) ネットワーク安全事件緊急対応計画を制定し、定期的に訓練を実施すること;

(5) 法律、行政法規が規定するその他の義務。

第39条 重要情報インフラ施設の運営者が中華人民共和国の領域内での運営中に収集・生成した個人
情報及び重要データは、領域内に保存しなければならない。業務上の必要により国外に提供する必要
が確実にある場合は、国家インターネット情報部門が国務院の関連部門と共同で制定する方法に従い、
安全評価を経なければならない; 法律、行政法規に別段の規定がある場合は、その規定による。

第40条 重要情報インフラ施設の運営者は、自ら又はネットワーク安全サービス機関に委託して、そ
のネットワークの安全性及び存在し得るリスクについて、毎年最低1回以上の点検・評価を実施し、
点検・評価の状況及び改善措置を、重要情報インフラ施設安全保護業務を担当する関連部門に報告し
なければならない。

第40条が規定するネットワーク安全保護義務を履行しなかった場合、関連主管部門は是正を命じ、警
告を与え、5万元以上10万元以下の過料に処することができる; 是正を拒否し、又はネットワーク安全
に危害を及ぼす等の結果を招いた場合は、10万元以上100万元以下の過料に処し、直接責任を負う主
管人員及びその他の直接責任者に対して1万元以上10万元以下の過料に処する。

前2項の行為により、大量のデータ流出、重要情報インフラ施設の一部機能喪失等ネットワーク安全
に重大な危害の結果をもたらした場合、関連主管部門は50万元以上200万元以下の過料に処し、直接
責任を負う主管人員及びその他の直接責任者に対して5万元以上20万元以下の過料に処する;

重要情報インフラ施設の主要機能喪失等ネットワーク安全に特に重大な危害の結果をもたらした場合、
200万元以上1000万元以下の過料に処し、直接責任を負う主管人員及びその他の直接責任者に対して
20万元以上100万元以下の過料に処する。

要点

人工知能技術開発の支援及びネットワーク安全等級保護制度実施義務を明示する。重要情報イ
ンフラ施設条項を通じて、専任機構の設置、国外へのデータ移転時の安全評価、年1回以上の
リスク点検・評価の履行義務を規定する。管理義務違反時の段階的過料及び関係者に対する処
罰基準を定める。
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02. 中華人民共和国電子商取引法

中华人民共和国电子商务法

法令情報

効力: 法律

状態: �行

公布機関: 全国人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 2018- 08- 31 / 2018- 09- 01 / 2019- 01- 01

定義条文: 第二条; 第九条

制裁条文: 第七十四条- 第八十九条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2018- 09/ 01/ c_ 1123362506. htm

法令用語

�子商�: 電子商取引

�子商���者: 電子商取引経営者

�子商�平台��者: 電子商取引プラットフォーム経営者

平台内��者: プラットフォーム内経営者

商�秘密: 営業秘密

中国語原文

第二条中华人民共和国境内的电子商务活动，适用本法。 本法所称电子商务，是指通过互联网等信息

网络销售商品或者提供服务的经营活动。 法律、行政法规对销售商品或者提供服务有规定的，适用其

规定。金融类产品和服务，利用信息网络提供新闻信息、音视频节目、出版以及文化产品等内容方面

的服务，不适用本法。

第五条电子商务经营者从事经营活动，应当遵循自愿、平等、公平、诚信的原则，遵守法律和商业道

德，公平参与市场竞争，履行消费者权益保护、环境保护、知识产权保护、网络安全与个人信息保护

等方面的义务，承担产品和服务质量责任，接受政府和社会的监督。



11

第九条本法所称电子商务经营者，是指通过互联网等信息网络从事销售商品或者提供服务的经营活动

的自然人、法人和非法人组织，包括电子商务平台经营者、平台内经营者以及通过自建网站、其他网

络服务销售商品或者提供服务的电子商务经营者。 本法所称电子商务平台经营者，是指在电子商务中

为交易双方或者多方提供网络经营场所、交易撮合、信息发布等服务，供交易双方或者多方独立开展

交易活动的法人或者非法人组织。 本法所称平台内经营者，是指通过电子商务平台销售商品或者提供

服务的电子商务经营者。

第二十五条有关主管部门依照法律、行政法规的规定要求电子商务经营者提供有关电子商务数据信息

的，电子商务经营者应当提供。有关主管部门应当采取必要措施保护电子商务经营者提供的数据信息

的安全，并对其中的个人信息、隐私和商业秘密严格保密，不得泄露、出售或者非法向他人提供。

第三十条电子商务平台经营者应当采取技术措施和其他必要措施保证其网络安全、稳定运行，防范网

络违法犯罪活动，有效应对网络安全事件，保障电子商务交易安全。 电子商务平台经营者应当制定网

络安全事件应急预案，发生网络安全事件时，应当立即启动应急预案，采取相应的补救措施，并向有

关主管部门报告。

第三十二条电子商务平台经营者应当遵循公开、公平、公正的原则，制定平台服务协议和交易规则，

明确进入和退出平台、商品和服务质量保障、消费者权益保护、个人信息保护等方面的权利和义务。

第九条第二款规定的服务外，电子商务平台经营者可以按照平台服务协议和交易规则，为经营者之间

的电子商务提供仓储、物流、支付结算、交收等服务。电子商务平台经营者为经营者之间的电子商务

提供服务，应当遵守法律、行政法规和国家有关规定，不得采取集中竞价、做市商等集中交易方式进

行交易，不得进行标准化合约交易。

日本語訳

第2条 中華人民共和国の領域内の電子商取引活動に本法を適用する。本法にいう電子商取引とは、イ
ンターネット等の情報ネットワークを通じて商品を販売し、又はサービスを提供する経営活動をいう。
法律、行政法規が商品の販売又はサービスの提供について規定している場合は、その規定を適用する。
金融類の製品及びサービス、情報ネットワークを利用したニュース情報、音声・映像プログラム、出
版及び文化製品等の内容面のサービス提供には、本法を適用しない。

第5条 電子商取引経営者は、経営活動に従事する際、自発、平等、公正、誠実の原則を遵守し、法律
及び商業道徳を遵守し、市場競争に公正に参加し、消費者権益保護、環境保護、知的財産権保護、ネッ
トワーク安全及び個人情報保護等の義務を履行し、製品及びサービスの品質責任を負い、政府及び社
会の監督を受けなければならない。

第9条 本法にいう電子商取引経営者とは、インターネット等の情報ネットワークを通じて商品の販売
又はサービスの提供の経営活動に従事する自然人、法人及び非法人組織をいい、電子商取引プラット
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フォーム経営者、プラットフォーム内経営者及び自社ウェブサイト、その他のネットワークサービス
を通じて商品を販売し、又はサービスを提供する電子商取引経営者を含む。

本法にいう電子商取引プラットフォーム経営者とは、電子商取引において取引当事者又は複数の当事
者にネットワーク経営場所、取引仲介、情報掲載等のサービスを提供し、取引当事者又は複数の当事
者が独立して取引活動を展開できるようにする法人又は非法人組織をいう。本法にいうプラットフォー
ム内経営者とは、電子商取引プラットフォームを通じて商品を販売し、又はサービスを提供する電子
商取引経営者をいう。

第25条 関連主管部門が法律、行政法規の規定に従い電子商取引経営者に関連電子商取引データ情報
の提供を求める場合、電子商取引経営者はこれを提供しなければならない。関連主管部門は、電子商
取引経営者が提供したデータ情報の安全を保護するために必要な措置を講じなければならず、そのう
ち個人情報、プライバシー及び営業秘密については厳格に秘密を保持しなければならず、流出、売却
又は他人への不法提供をしてはならない。

第30条 電子商取引プラットフォーム経営者は、技術的措置及びその他必要な措置を講じて、そのネッ
トワークの安全と安定的な運用を保障し、ネットワーク違法犯罪活動を防止し、ネットワーク安全事
件に効果的に対応し、電子商取引の取引安全を保障しなければならない。電子商取引プラットフォー
ム経営者は、ネットワーク安全事件緊急対応計画を制定しなければならず、ネットワーク安全事件が
発生した場合、直ちに緊急対応計画を発動し、相応の救済措置を講じ、関連主管部門に報告しなけれ
ばならない。

第32条 電子商取引プラットフォーム経営者は、公開、公正、公平の原則を遵守してプラットフォー
ムサービス規約及び取引規則を制定し、プラットフォームへの参加・退出、商品及びサービスの品質
保証、消費者権益保護、個人情報保護等の権利義務を明確にしなければならない。

第9条第2項に規定するサービスのほか、電子商取引プラットフォーム経営者は、プラットフォームサー
ビス規約及び取引規則に従い、経営者間の電子商取引のために倉庫保管、物流、決済、引渡し等のサー
ビスを提供することができる。電子商取引プラットフォーム経営者が経営者間の電子商取引のために
サービスを提供する場合、法律、行政法規及び国家の関連規定を遵守しなければならず、集中競売、
マーケットメイク等の集中取引方式で取引をしてはならず、標準化契約取引を行ってはならない。

要点

電子商取引及び電子商取引経営者、プラットフォーム経営者の法的定義と適用範囲を定める。
プラットフォーム経営者にネットワーク安全の確保、緊急対応計画の策定、利用規約の制定義
務を課す。主管部門のデータ提供要求権と個人情報・営業秘密の保護義務、経営者間取引サー
ビス提供時に伴う禁止行為を規定する。
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03. 中華人民共和国民法典

中华人民共和国民法典

法令情報

効力: 法律

状態: �行

公布機関: 全国人民代表大会

公布・公開・施行: 2020- 05- 28 / 2025- 05- 07 / 2021- 01- 01

定義条文: 第一百一十条; 第一千零一十八条; 第一千零二十条; 第一千零三十二条; 第一千零三十四条

制裁条文: 第7編 権利侵害責任

原文URL: https: / / www. moj. gov. cn/ pub/ sfbgw/ zwgkztzl/ 2025nianzhuanti/ 2025mfdxcy/
2025mfdxcy_ mfdql/ 202505/ t20250507_ 518708. html; http: / / www. npc. gov. cn/ npc/ c30834/
202006/ 75ba6483b8344591abd07917e1d25cc8. shtml; https: / / www. spp. gov. cn/ spp/
ssmfdyflvdtpgz/ 202008/ t20200831_ 478416. shtml

判例・司法資料: https: / / www. court. gov. cn/ zixun/ xiangqing/ 467631. html

法令用語

人格权: 人格権

肖像权: 肖像権

�私权: プライバシー権

个人信息: 個人情報

私密信息: 秘匿情報

中国語原文

第九百九十九条为公共利益实施新闻报道、舆论监督等行为的，可以合理使用民事主体的姓名、名称、

肖像、个人信息等；使用不合理侵害民事主体人格权的，应当依法承担民事责任。
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第一千零八条为研制新药、医疗器械或者发展新的预防和治疗方法，需要进行临床试验的，应当依法

经相关主管部门批准并经伦理委员会审查同意，向受试者或者受试者的监护人告知试验目的、用途和

可能产生的风险等详细情况，并经其书面同意。 进行临床试验的，不得向受试者收取试验费用。

第一千零一十八条自然人享有肖像权，有权依法制作、使用、公开或者许可他人使用自己的肖像。 肖

像是通过影像、雕塑、绘画等方式在一定载体上所反映的特定自然人可以被识别的外部形象。

第一千零二十条合理实施下列行为的，可以不经肖像权人同意：

（一）为个人学习、艺术欣赏、课堂教学或者科学研究，在必要范围内使用肖像权人已经公开的肖像

；

（二）为实施新闻报道，不可避免地制作、使用、公开肖像权人的肖像；

（三）为依法履行职责，国家机关在必要范围内制作、使用、公开肖像权人的肖像；

（四）为展示特定公共环境，不可避免地制作、使用、公开肖像权人的肖像；

（五）为维护公共利益或者肖像权人合法权益，制作、使用、公开肖像权人的肖像的其他行为。

第一千零三十条民事主体与征信机构等信用信息处理者之间的关系，适用本编有关个人信息保护的规

定和其他法律、行政法规的有关规定。

第一千零三十二条自然人享有隐私权。任何组织或者个人不得以刺探、侵扰、泄露、公开等方式侵害

他人的隐私权。 隐私是自然人的私人生活安宁和不愿为他人知晓的私密空间、私密活动、私密信息。

第一千零三十四条自然人的个人信息受法律保护。 个人信息是以电子或者其他方式记录的能够单独或

者与其他信息结合识别特定自然人的各种信息，包括自然人的姓名、出生日期、身份证件号码、生物

识别信息、住址、电话号码、电子邮箱、健康信息、行踪信息等。 个人信息中的私密信息，适用有关

隐私权的规定；没有规定的，适用有关个人信息保护的规定。

日本語訳

第999条 公共の利益のためにニュース報道、世論監督等の行為を実施する場合、民事主体の氏名、名
称、肖像、個人情報等を合理的に使用することができる; 不合理に使用して民事主体の人格権を侵害
した場合は、法により民事責任を負う。

第1008条 新薬・医療機器の開発又は新たな予防・治療方法の発展のために臨床試験を行う必要があ
る場合、法により関連主管部門の承認を得て、倫理委員会の審査同意を経なければならず、被験者又
は被験者の保護者に対して試験の目的、用途及び発生し得るリスク等の詳細な状況を告知し、書面に
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よる同意を得なければならない。臨床試験を行う場合、被験者から試験費用を徴収してはならない。

第1018条 自然人は肖像権を享有し、法により自らの肖像を制作、使用、公開し、又は他人に使用を
許諾する権利を有する。肖像とは、映像、彫刻、絵画等の方式により一定の媒体に反映され、特定の
自然人を識別できる外部形象をいう。

第1020条 次の各号の行為を合理的に実施する場合、肖像権者の同意を経ないことができる:

(1) 個人の学習、芸術鑑賞、授業講義又は学術研究のために必要な範囲内で、肖像権者が既に公開し
た肖像を使用する場合;

(2) ニュース報道を実施するために、不可避的に肖像権者の肖像を制作、使用、公開する場合;

(3) 法により職務を履行するために、国家機関が必要な範囲内で肖像権者の肖像を制作、使用、公開
する場合;

(4) 特定の公共環境を展示するために、不可避的に肖像権者の肖像を制作、使用、公開する場合;

(5) 公共の利益又は肖像権者の正当な権益を保護するために肖像権者の肖像を制作、使用、公開する
その他の行為。

第1030条 民事主体と信用情報執行機関等の信用情報処理者との間の関係は、本編の個人情報保護に
関する規定及びその他の法律、行政法規の関連規定を適用する。

第1032条 自然人はプライバシー権を享有する。いかなる組織又は個人も、探索、侵害、流出、公開
等の方式により他人のプライバシー権を侵害してはならない。プライバシーとは、自然人の私的生活
の安寧及び他人に知られることを望まない私的空間、私的活動、私的情報をいう。

第1034条 自然人の個人情報は法律の保護を受ける。個人情報とは、電子的又はその他の方式により
記録され、単独で又はその他の情報と結合して特定の自然人を識別できる各種情報をいい、自然人の
氏名、生年月日、身分証番号、生体識別情報、住所、電話番号、電子メール、健康情報、行動軌跡情
報等を含む。個人情報のうち秘匿情報については、プライバシー権に関する規定を適用し、規定がな
い場合は、個人情報保護に関する規定を適用する。

要点

ニュース報道等公共の利益のための氏名・肖像・個人情報の合理的使用基準と侵害時の民事責
任を扱う。臨床試験における承認・審査及び被験者の書面同意手続、費用徴収の禁止を明示す
る。肖像権、プライバシー権、個人情報の概念と免責条件、並びに個人情報内の秘匿情報に対
する法律適用の優先順位を規定する。
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04. 中華人民共和国国防法

中华人民共和国国防法

法令情報

効力: 法律

状態: �行

公布機関: 全国人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 1997- 03- 14; 2020- 12- 26修� / 2020- 12- 27 / 2021- 01- 01

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. mod. gov. cn/ gfbw/ fgwx/ flfg/ 4876050. html

行政解釈: https: / / www. mfa. gov. cn/ web/ wjb_ 673085/ zzjg_ 673183/ jks_ 674633/ zclc_
674645/ rgzn/ 202206/ t20220614_ 10702838. shtml

法令用語

国防活�: 国防活動

武装力量: 武装力

中央�事委�会: 中央軍事委員会

主席��制: 主席責任制

国民����: 国民経済動員

中国語原文

第二条国家为防备和抵抗侵略，制止武装颠覆和分裂，保卫国家主权、统一、领土完整、安全和发展

利益所进行的军事活动，以及与军事有关的政治、经济、外交、科技、教育等方面的活动，适用本法。

第四条国防活动坚持以马克思列宁主义、毛泽东思想、邓小平理论、“三个代表”重要思想、科学发

展观、习近平新时代中国特色社会主义思想为指导，贯彻习近平强军思想，坚持总体国家安全观，贯

彻新时代军事战略方针，建设与我国国际地位相称、与国家安全和发展利益相适应的巩固国防和强大
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武装力量。

第九条中华人民共和国积极推进国际军事交流与合作，维护世界和平，反对侵略扩张行为。

第十四条国务院领导和管理国防建设事业，行使下列职权：

（一）编制国防建设的有关发展规划和计划；

（二）制定国防建设方面的有关政策和行政法规；

（三）领导和管理国防科研生产；

（四）管理国防经费和国防资产；

（五）领导和管理国民经济动员工作和人民防空、国防交通等方面的建设和组织实施工作；

（六）领导和管理拥军优属工作和退役军人保障工作；

（七）与中央军事委员会共同领导民兵的建设，征兵工作，边防、海防、空防和其他重大安全领域防

卫的管理工作；

（八）法律规定的与国防建设事业有关的其他职权。

第十五条中央军事委员会领导全国武装力量，行使下列职权：

（一）统一指挥全国武装力量；

（二）决定军事战略和武装力量的作战方针；

（三）领导和管理中国人民解放军、中国人民武装警察部队的建设，制定规划、计划并组织实施；

（四）向全国人民代表大会或者全国人民代表大会常务委员会提出议案；

（五）根据宪法和法律，制定军事法规，发布决定和命令；

（六）决定中国人民解放军、中国人民武装警察部队的体制和编制，规定中央军事委员会机关部门、

战区、军兵种和中国人民武装警察部队等单位的任务和职责；

（七）依照法律、军事法规的规定，任免、培训、考核和奖惩武装力量成员；

（八）决定武装力量的武器装备体制，制定武器装备发展规划、计划，协同国务院领导和管理国防科

研生产；
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（九）会同国务院管理国防经费和国防资产；

（十）领导和管理人民武装动员、预备役工作；

（十一）组织开展国际军事交流与合作；

（十二）法律规定的其他职权。

第十六条中央军事委员会实行主席负责制。

第十七条国务院和中央军事委员会建立协调机制，解决国防事务的重大问题。 中央国家机关与中央军

事委员会机关有关部门可以根据情况召开会议，协调解决有关国防事务的问题。

日本語訳

第2条 国家が侵略を防止・抵抗し、武力転覆及び分裂を制止し、国家主権、統一、領土保全、安全及
び発展利益を保衛するために実施する軍事活動と、軍事に関連する政治、経済、外交、科学技術、教
育等の分野の活動に本法を適用する。

第4条 国防活動は、マルクス・レーニン主義、毛沢東思想、鄧小平理論、「三つの代表」重要思想、
科学的発展観、習近平新時代中国特色社会主義思想を指導理念とし、習近平強軍思想を貫徹し、全体
的国家安全観を堅持し、新時代軍事戦略方針を貫徹して、我が国の国際的地位に合致し、国家の安全
及び発展利益に相応する強固な国防と強大な武装力を建設する。

第9条 中華人民共和国は、国際軍事交流及び協力を積極的に推進し、世界平和を守り、侵略・拡張行
為に反対する。

第14条 国務院は国防建設事業を指導し管理し、次の各号の職権を行使する:

(1) 国防建設に関する発展計画及び計画を作成すること;

(2) 国防建設分野の関連政策及び行政法規を制定すること;

(3) 国防科学研究及び生産を指導し管理すること;

(4) 国防経費及び国防資産を管理すること;

(5) 国民経済動員業務並びに人民防空、国防交通等の分野の建設及び組織・実施業務を指導し管理す
ること;

(6) 軍人軍属優待業務及び退役軍人保障業務を指導し管理すること;
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(7) 中央軍事委員会と共同で民兵建設、徴兵業務、辺境防衛・海上防衛・空中防衛及びその他の重大
安全分野の防衛の管理業務を指導すること;

(8) 法律が規定する国防建設事業に関連するその他の職権。

第15条 中央軍事委員会は全国の武装力を指導し、次の各号の職権を行使する:

(1) 全国の武装力を統一指揮すること;

(2) 軍事戦略及び武装力の作戦方針を決定すること;

(3) 中国人民解放軍、中国人民武装警察部隊の建設を指導し管理し、計画を制定し組織・実施するこ
と;

(4) 全国人民代表大会又は全国人民代表大会常務委員会に議案を提出すること;

(5) 憲法及び法律に従い軍事法規を制定し、決定及び命令を発すること;

(6) 中国人民解放軍、中国人民武装警察部隊の体制と編制を決定し、中央軍事委員会機関部門、戦区、
軍種・兵種及び中国人民武装警察部隊等の単位の任務と職務を規定すること;

(7) 法律、軍事法規の規定に従い、武装力構成員を任免、訓練、評価、賞罰すること;

(8) 武装力の武器装備体制を決定し、武器装備発展計画を制定し、国務院と協力して国防科学研究及
び生産を指導・管理すること;

(9) 国務院と共同で国防経費及び国防資産を管理すること;

(10) 人民武装動員、予備役業務を指導し管理すること;

(11) 国際軍事交流及び協力を組織・展開すること;

(12) 法律が規定するその他の職権。

第16条 中央軍事委員会は主席責任制を実施する。

第17条 国務院と中央軍事委員会は協調メカニズムを構築し、国防事務の重大な問題を解決する。中
央国家機関及び中央軍事委員会機関の関連部門は、状況に応じて会議を開催し、国防事務に関連する
問題を協調・解決することができる。

要点
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国防法の適用対象活動と指導理念、国際軍事交流及び平和維持の原則を提示する。国務院の国
防建設・経費・資産管理職権と中央軍事委員会の全国武装力統一指揮権等の具体的権限を分担
する。中央軍事委員会主席責任制と国務院・中央軍事委員会間の国防事務協調メカニズムの構
築を明示する。
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05. 中華人民共和国広告法

中华人民共和国广告法

法令情報

効力: 法律

状態: �行

公布機関: 全国人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 1994- 10- 27; 2021- 04- 29修正 / 2021- 04- 29 / 2021- 04- 29

定義条文: 第二条

制裁条文: 第五十五条- 第七十三条

原文URL: https: / / sjfg. samr. gov. cn/ law/ pageInfo/ law_ search_ new. law_ details? label= 0& 
lawId= 15facd787430cd204c54e76d4fd6e54d; https: / / scjgj. beijing. gov. cn/ cxfw/ flfgcxfw/ ggl/ 
202204/ t20220401_ 2646388. html

行政解釈: https: / / www. moj. gov. cn/ pub/ sfbgw/ flfggz/ flfggzbmgz/ 202306/ t20230620_
481045. html

法令用語

广告代言人: 広告代言人(広告モデル)

未成年人: 未成年者

残疾人: 障害者

医�器械: 医療機器

大众�播媒介: 大衆伝達媒体

中国語原文

中华人民共和国广告法（2021修正）

本法所称广告代言人，是指广告主以外的，在广告中以自己的名义或者形象对商品、服务作推荐、证

明的自然人、法人或者其他组织。
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第十条广告不得损害未成年人和残疾人的身心健康。

广告使用数据、统计资料、调查结果、文摘、引用语等引证内容的，应当真实、准确，并表明出处。

引证内容有适用范围和有效期限的，应当明确表示。

推荐给个人自用的医疗器械的广告，应当显著标明 “请仔细阅读产品说明书或者在医务人员的指导下

购买和使用”。医疗器械产品注册证明文件中有禁忌内容、注意事项的，广告中应当显著标明“禁忌

内容或者注意事项详见说明书”。

第四十条在针对未成年人的大众传播媒介上不得发布医疗、药品、保健食品、医疗器械、化妆品、酒

类、美容广告，以及不利于未成年人身心健康的网络游戏广告。

（六）违反本法

第四十条第一款规定，在针对未成年人的大众传播媒介上发布医疗、药品、保健食品、医疗器械、化

妆品、酒类、美容广告，以及不利于未成年人身心健康的网络游戏广告的。

（一）违反本法

第十六条第一款第四项规定，在医疗、药品、医疗器械广告中作推荐、证明的；

日本語訳

中華人民共和国広告法(2021年改正)

本法にいう広告代言人(広告モデル)とは、広告主以外の者であって、広告において自己の名義又は形
象で商品、サービスについて推薦、証明を行う自然人、法人又はその他の組織をいう。

第10条 広告は未成年者及び障害者の心身の健康を害してはならない。

広告においてデータ、統計資料、調査結果、抄録、引用句等の証明内容を使用する場合は、真実かつ
正確でなければならず、出所を明示しなければならない。証明内容に適用範囲と有効期間がある場合
は、これを明確に表示しなければならない。

個人の自家用として推薦する医療機器広告は、「製品説明書を詳しく読むか、医療従事者の指導の下
で購入及び使用してください」を著しく表示しなければならない。医療機器製品登録証明書類に禁忌
内容、注意事項がある場合、広告に「禁忌内容又は注意事項は説明書を参照してください」を著しく
表示しなければならない。

第40条 未成年者を対象とする大衆伝達媒体には、医療、医薬品、健康食品、医療機器、化粧品、酒
類、美容広告及び未成年者の心身の健康に不利なネットワークゲーム広告を掲載してはならない。
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(6) 本法

第40条第1項の規定に違反し、未成年者を対象とする大衆伝達媒体に医療、医薬品、健康食品、医療
機器、化粧品、酒類、美容広告及び未成年者の心身の健康に不利なネットワークゲーム広告を掲載し
た場合。

(1) 本法

第16条第1項第4号の規定に違反し、医療、医薬品、医療機器広告において推薦、証明を行った場合。

要点

広告代言人の法的定義と広告内引用資料の真実性・出所表示義務を定める。個人用医療機器広
告の注意事項明示と未成年者・障害者の心身健康保護義務を課す。未成年者対象媒体内の医薬
品・酒類・ネットワークゲーム等の広告制限とこれに違反した推薦・証明行為に対する制裁条
項を規定する。
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06. 中華人民共和国著作権法

中华人民共和国著作权法（2020修正）

法令情報

効力: 法律

状態: �行

公布機関: 全国人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 1990- 09- 07; 2020- 11- 11修正 / 2020- 11- 11 / 2021- 06- 01

定義条文: 第三条; 第十条

制裁条文: 第五十二条- 第五十六条

原文URL: https: / / ipr. mofcom. gov. cn/ law/ detail. shtml? id= 1969

判例・司法資料: https: / / www. bjinternetcourt. gov. cn/ details. html? id= 255; https: / / ipc.
court. gov. cn/ zh- cn/ news/ view- 4513. html

法令用語

作品: 著作物

人身权: 人格権

��权: 財産権

信息网��播权: 情報ネットワーク伝達権

保�期: 保護期間

中国語原文

第三条本法所称的作品，是指文学、艺术和科学领域内具有独创性并能以一定形式表现的智力成果，

包括：

（一）文字作品；

（二）口述作品；
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（三）音乐、戏剧、曲艺、舞蹈、杂技艺术作品；

（四）美术、建筑作品；

（五）摄影作品；

（六）视听作品；

（七）工程设计图、产品设计图、地图、示意图等图形作品和模型作品；

（八）计算机软件；

（九）符合作品特征的其他智力成果。

第十条著作权包括下列人身权和财产权：

（一）发表权，即决定作品是否公之于众的权利；

（二）署名权，即表明作者身份，在作品上署名的权利；

（三）修改权，即修改或者授权他人修改作品的权利；

（四）保护作品完整权，即保护作品不受歪曲、篡改的权利；

（五）复制权，即以印刷、复印、拓印、录音、录像、翻录、翻拍、数字化等方式将作品制作一份或

者多份的权利；

（六）发行权，即以出售或者赠与方式向公众提供作品的原件或者复制件的权利；

（七）出租权，即有偿许可他人临时使用视听作品、计算机软件的原件或者复制件的权利，计算机软

件不是出租的主要标的的除外；

（八）展览权，即公开陈列美术作品、摄影作品的原件或者复制件的权利；

（九）表演权，即公开表演作品，以及用各种手段公开播送作品的表演的权利；

（十）放映权，即通过放映机、幻灯机等技术设备公开再现美术、摄影、视听作品等的权利；

（十一）广播权，即以有线或者无线方式公开传播或者转播作品，以及通过扩音器或者其他传送符号、

声音、图像的类似工具向公众传播广播的作品的权利，但不包括本款第十二项规定的权利；
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（十二）信息网络传播权，即以有线或者无线方式向公众提供，使公众可以在其选定的时间和地点获

得作品的权利；

（十三）摄制权，即以摄制视听作品的方法将作品固定在载体上的权利；

（十四）改编权，即改变作品，创作出具有独创性的新作品的权利；

（十五）翻译权，即将作品从一种语言文字转换成另一种语言文字的权利；

（十六）汇编权，即将作品或者作品的片段通过选择或者编排，汇集成新作品的权利；

（十七）应当由著作权人享有的其他权利。 著作权人可以许可他人行使前款第

（五）项至第

（十七）项规定的权利，并依照约定或者本法有关规定获得报酬。 著作权人可以全部或者部分转让本

条第一款第

（五）项至第

（十七）项规定的权利，并依照约定或者本法有关规定获得报酬。 第二节著作权归属

第十条第一款第

（五）项至第

（十七）项规定的权利在本法规定的保护期内，依法转移。 著作权属于法人或者非法人组织的，法人

或者非法人组织变更、终止后，其本法

第十条第一款第

（五）项至第

（十七）项规定的权利在本法规定的保护期内，由承受其权利义务的法人或者非法人组织享有；没有

承受其权利义务的法人或者非法人组织的，由国家享有。 第三节权利的保护期

第十条第一款第

（五）项至第

（十七）项规定的权利的保护期为作者终生及其死亡后五十年，截止于作者死亡后第五十年的12月31

日；如果是合作作品，截止于最后死亡的作者死亡后第五十年的12月31日。 法人或者非法人组织的作
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品、著作权（署名权除外）由法人或者非法人组织享有的职务作品，其发表权的保护期为五十年，截

止于作品创作完成后第五十年的12月31日；本法

第十条第一款第五项至第十七项规定的权利的保护期为五十年，截止于作品首次发表后第五十年的12

月31日，但作品自创作完成后五十年内未发表的，本法不再保护。 视听作品，其发表权的保护期为五

十年，截止于作品创作完成后第五十年的12月31日；本法

第十条第一款第五项至第十七项规定的权利的保护期为五十年，截止于作品首次发表后第五十年的12

月31日，但作品自创作完成后五十年内未发表的，本法不再保护。 第四节权利的限制

日本語訳

第3条 本法にいう著作物とは、文学、芸術及び科学の分野において独創性を有し、一定の形式で表現
し得る知的成果をいい、次の各号を含む:

(1) 文字著作物;

(2) 口述著作物;

(3) 音楽、演劇、曲芸、舞踊、サーカス芸術著作物;

(4) 美術、建築著作物;

(5) 写真著作物;

(6) 視聴覚著作物;

(7) 建築設計図、製品設計図、地図、略図等の図形著作物及び模型著作物;

(8) コンピュータソフトウェア;

(9) 著作物の特徴に合致するその他の知的成果。

第10条 著作権は次の各号の人格権と財産権を含む:

(1) 公表権、すなわち著作物を公衆に公開するか否かを決定する権利;

(2) 氏名表示権、すなわち著作者の身分を明らかにし、著作物に氏名を表示する権利;

(3) 修正権、すなわち著作物を修正し、又は他人に修正を許諾する権利;

(4) 同一性保持権、すなわち著作物が歪曲、改ざんされないよう保護する権利;
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(5) 複製権、すなわち印刷、複写、拓本、録音、録画、模写、模写撮影、デジタル化等の方式により
著作物を1部又は複数部制作する権利;

(6) 頒布権、すなわち売買又は贈与の方式により公衆に著作物の原本又は複製物を提供する権利;

(7) 貸与権、すなわち視聴覚著作物、コンピュータソフトウェアの原本又は複製物を他人が一時的に
使用することを有償で許諾する権利(コンピュータソフトウェアが貸与の主要な目的物でない場合を
除く);

(8) 展示権、すなわち美術著作物、写真著作物の原本又は複製物を公開展示する権利;

(9) 上演権、すなわち著作物を公開上演し、各種の手段により著作物の上演を公開送信する権利;

(10) 上映権、すなわち映写機、スライド機等の技術設備を通じて美術、写真、視聴覚著作物等を公開
再現する権利;

(11) 放送権、すなわち有線又は無線の方式により著作物を公開伝達・再送信し、拡声器その他の記号・
音声・映像を伝達する類似の道具を通じて公衆に放送著作物を伝達する権利(ただし、本項第12号に
規定する権利を除く);

(12) 情報ネットワーク伝達権、すなわち有線又は無線の方式により公衆に提供し、公衆が選択した時
間と場所において著作物を取得できるようにする権利;

(13) 録製権、すなわち視聴覚著作物を制作する方法により著作物を媒体に固定する権利;

(14) 翻案権、すなわち著作物を変更して独創性を有する新著作物を創作する権利;

(15) 翻訳権、すなわち著作物を一の言語文字から他の言語文字に転換する権利;

(16) 編集権、すなわち著作物又は著作物の断片を選択又は配列して新著作物として集成する権利;

(17) 著作権者が享有すべきその他の権利。著作権者は、他人に前項第5号ないし第17号に規定する権
利の行使を許諾し、約定又は本法の関連規定に従い報酬を受けることができる。著作権者は、本条第
1項第5号ないし第17号に規定する権利の全部又は一部を譲渡し、約定又は本法の関連規定に従い報酬
を受けることができる。第2節 著作権の帰属

第10条第1項第5号ないし第17号に規定する権利は、本法が規定する保護期間内に法により移転する。
著作権が法人又は非法人組織に属する場合、法人又は非法人組織が変更・終了した後、本法

第10条第1項第5号ないし第17号に規定する権利は、本法が規定する保護期間内に、その権利義務を
承継した法人又は非法人組織が享有する; その権利義務を承継した法人又は非法人組織がない場合は、
国家が享有する。第3節 権利の保護期間
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第10条第1項第5号ないし第17号に規定する権利の保護期間は、著作者死亡後50年までであり、著作
者死亡後第50年の12月31日に満了する; 共同著作物の場合は、最後に死亡した著作者の死亡後第50年
の12月31日に満了する。法人又は非法人組織の著作物、著作権(氏名表示権を除く)を法人又は非法人
組織が享有する職務著作物は、公表権の保護期間が50年であり著作物創作完了後第50年の12月31日
に満了する; 本法

第10条第1項第5号ないし第17号に規定する権利の保護期間は50年であり、著作物最初公表後第50年
の12月31日に満了する。ただし、著作物が創作完了後50年以内に公表されなかった場合、本法はも
はや保護しない。視聴覚著作物は公表権の保護期間が50年であり、著作物創作完了後第50年の12月
31日に満了する; 本法

第10条第1項第5号ないし第17号に規定する権利の保護期間は50年であり、著作物最初公表後第50年
の12月31日に満了する。ただし、著作物が創作完了後50年以内に公表されなかった場合、本法はも
はや保護しない。第4節 権利の制限

要点

著作物の法的定義と9種類の具体的範疇を規定する。著作権に属する人格権(公表権、氏名表示
権、修正権、同一性保持権)と13種類の財産権項目及び許諾・譲渡に関する規則を扱う。法人
の変更・終了時の著作財産権の帰属承継基準と著作権種類別50年保護期間及び満了起算日を定
める。
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07. 中華人民共和国特許法

中华人民共和国专利法（2020年修正）

法令情報

効力: 法律

状態: �行

公布機関: 全国人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 1984- 03- 12; 2020- 10- 17修正 / 2020- 11- 23 / 2021- 06- 01

定義条文: 第二条

制裁条文: 第六十五条- 第七十八条

原文URL: https: / / www. cnipa. gov. cn/ art/ 2020/ 11/ 23/ art_ 97_ 155167. html

法令用語

�利权: 特許権

�明: 発明

�用新型: 実用新案

外���: 意匠

国�院�利行政部门: 国務院特許行政部門

侵权行�: 侵害行為

人民法院: 人民法院

中国語原文

第一条为了保护专利权人的合法权益，鼓励发明创造，推动发明创造的应用，提高创新能力，促进科

学技术进步和经济社会发展，制定本法。

第二条本法所称的发明创造是指发明、实用新型和外观设计。 发明，是指对产品、方法或者其改进所

提出的新的技术方案。 实用新型，是指对产品的形状、构造或者其结合所提出的适于实用的新的技术
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方案。 外观设计，是指对产品的整体或者局部的形状、图案或者其结合以及色彩与形状、图案的结合

所作出的富有美感并适于工业应用的新设计。

第三条国务院专利行政部门负责管理全国的专利工作；统一受理和审查专利申请，依法授予专利权。

省、自治区、直辖市人民政府管理专利工作的部门负责本行政区域内的专利管理工作。

第二十一条国务院专利行政部门应当按照客观、公正、准确、及时的要求，依法处理有关专利的申请

和请求。 国务院专利行政部门应当加强专利信息公共服务体系建设，完整、准确、及时发布专利信息

，提供专利基础数据，定期出版专利公报，促进专利信息传播与利用。 在专利申请公布或者公告前，

国务院专利行政部门的工作人员及有关人员对其内容负有保密责任。 第二章授予专利权的条件

第六十五条未经专利权人许可，实施其专利，即侵犯其专利权，引起纠纷的，由当事人协商解决；不

愿协商或者协商不成的，专利权人或者利害关系人可以向人民法院起诉，也可以请求管理专利工作的

部门处理。管理专利工作的部门处理时，认定侵权行为成立的，可以责令侵权人立即停止侵权行为，

当事人不服的，可以自收到处理通知之日起十五日内依照《中华人民共和国行政诉讼法》向人民法院

起诉；侵权人期满不起诉又不停止侵权行为的，管理专利工作的部门可以申请人民法院强制执行。进

行处理的管理专利工作的部门应当事人的请求，可以就侵犯专利权的赔偿数额进行调解；

调解不成的，当事人可以依照《中华人民共和国民事诉讼法》向人民法院起诉。

第七十五条有下列情形之一的，不视为侵犯专利权：

（一）专利产品或者依照专利方法直接获得的产品，由专利权人或者经其许可的单位、个人售出后，

使用、许诺销售、销售、进口该产品的；

（二）在专利申请日前已经制造相同产品、使用相同方法或者已经作好制造、使用的必要准备，并且

仅在原有范围内继续制造、使用的；

（三）临时通过中国领陆、领水、领空的外国运输工具，依照其所属国同中国签订的协议或者共同参

加的国际条约，或者依照互惠原则，为运输工具自身需要而在其装置和设备中使用有关专利的；

（四）专为科学研究和实验而使用有关专利的；

（五）为提供行政审批所需要的信息，制造、使用、进口专利药品或者专利医疗器械的，以及专门为

其制造、进口专利药品或者专利医疗器械的。

第七十九条管理专利工作的部门不得参与向社会推荐专利产品等经营活动。 管理专利工作的部门违反

前款规定的，由其上级机关或者监察机关责令改正，消除影响，有违法收入的予以没收；情节严重的

，对直接负责的主管人员和其他直接责任人员依法给予处分。
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日本語訳

第1条 特許権者の合法的権益を保護し、発明創作を奨励し、発明創作の応用を推進し、革新能力を高
め、科学技術の進歩と経済社会の発展を促進するため、この法律を制定する。

第2条 この法律にいう発明創作とは、発明、実用新案及び意匠をいう。発明とは、製品、方法又はそ
の改良について提示された新たな技術的思想をいう。実用新案とは、製品の形状、構造又はその組み
合わせについて提示された実用に適した新たな技術的思想をいう。意匠とは、製品の全体又は一部の
形状、図案又はその組み合わせ及び色彩と形状、図案の組み合わせについてなされた、美感を有し工
業上の応用に適した新たなデザインをいう。

第3条 国務院特許行政部門は全国の特許業務の管理を担当し、特許出願を統一的に受理・審査し、法
により特許権を付与する。省・自治区・直轄市人民政府の特許業務管理部門は、当該行政区域内の特
許管理業務を担当する。

第21条 国務院特許行政部門は、客観的、公正、正確、迅速の要求に従い、法に基づき関連する特許
出願及び請求を処理しなければならない。国務院特許行政部門は特許情報公共サービス体系の建設を
強化し、完全かつ正確、迅速に特許情報を公告・発表し、特許基礎データを提供し、定期的に特許公
報を発行して特許情報の伝播と利用を促進しなければならない。特許出願の公告又は公示前には、国
務院特許行政部門の職員及び関係者はその内容について秘密保持義務を負う。第2章 特許権付与の条
件

第65条 特許権者の許諾を得ずにその特許を実施し、特許権を侵害することにより紛争が生じた場合、
当事者は協議により解決し、協議を望まない場合又は協議が成立しない場合には、特許権者又は利害
関係人は人民法院に訴えを提起し、又は特許業務管理部門に処理を請求することができる。

特許業務管理部門が処理するに当たり、侵害行為の成立を認定した場合には、侵害者に直ちに侵害行
為を停止するよう命じることができ、当事者がこれを不服とするときは、処理通知を受けた日から15
日以内に「中華人民共和国行政訴訟法」に基づき人民法院に訴えを提起することができ、侵害者が期
間内に訴えを提起せず、かつ侵害行為も停止しない場合には、特許業務管理部門は人民法院に強制執
行を申し立てることができる。

処理を行う特許業務管理部門は、当事者の請求に応じて特許権侵害の損害賠償額について調整するこ
とができ、調整が成立しない場合には、当事者は「中華人民共和国民事訴訟法」に基づき人民法院に
訴えを提起することができる。

第75条 次の各号のいずれかに該当する場合には、特許権侵害とみなさない。

(1) 特許製品又は特許方法により直接得られた製品が特許権者又はその許諾を受けた者により販売さ
れた後、当該製品を使用、販売の申出、販売、輸入する場合
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(2) 特許出願日前に既に同一の製品を製造し若しくは同一の方法を使用していたか、又は製造・使用
に必要な準備を完了しており、既存の範囲内で引き続き製造・使用する場合

(3) 中国の領陸、領水、領空を一時的に通過する外国の輸送手段が、その所属国が中国と締結した協
定又は共同で加入した国際条約に基づき、又は相互主義の原則に基づき、輸送手段自体の必要のため
にその装置及び設備に関連する特許を使用する場合

(4) もっぱら科学研究及び実験のために関連する特許を使用する場合

(5) 行政審査承認に必要な情報を提供するために特許医薬品又は特許医療機器を製造、使用、輸入す
る場合、及びもっぱらそのために特許医薬品又は特許医療機器を製造、輸入する場合

第79条 特許業務管理部門は、社会に特許製品を推薦するなどの経営活動に関与してはならない。特
許業務管理部門が前項の規定に違反した場合には、その上級機関又は監察機関が是正を命じ、影響の
除去を命じ、違法な収入がある場合にはこれを没収し、情状が重い場合には直接責任を負う主管者及
びその他の直接責任者に対して法により処分を行う。

要点

中華人民共和国特許法は、特許権者の合法的権益の保護と発明、実用新案、意匠の定義、及び
特許行政部門の管理・審査・公告権限を規定する。特許権侵害紛争が発生した場合の協議、行
政部門による処理、人民法院への提訴及び損害賠償の調整などの救済手続を明示する。特許権
侵害の除外事由と特許管理部門による経営活動推薦への関与禁止義務及び違反時の処罰規定を
含む。
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08. 中華人民共和国データ安全法

中华人民共和国数据安全法

法令情報

効力: 法律

状態: �行

公布機関: 全国人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 2021- 06- 10 / 2021- 06- 11 / 2021- 09- 01

定義条文: 第三条

制裁条文: 第45条- 第52条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2021- 06/ 11/ c_ 1624994566919140. htm

法令用語

数据�理: データ処理

数据安全: データ安全

重要数据: 重要データ

出境安全管理: 国外提供(移転)安全管理

政�数据: 政務データ

中国語原文

第三条本法所称数据，是指任何以电子或者其他方式对信息的记录。 数据处理，包括数据的收集、存

储、使用、加工、传输、提供、公开等。 数据安全，是指通过采取必要措施，确保数据处于有效保护

和合法利用的状态，以及具备保障持续安全状态的能力。

第二十七条开展数据处理活动应当依照法律、法规的规定，建立健全全流程数据安全管理制度，组织

开展数据安全教育培训，采取相应的技术措施和其他必要措施，保障数据安全。利用互联网等信息网

络开展数据处理活动，应当在网络安全等级保护制度的基础上，履行上述数据安全保护义务。 重要数

据的处理者应当明确数据安全负责人和管理机构，落实数据安全保护责任。
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第三十一条关键信息基础设施的运营者在中华人民共和国境内运营中收集和产生的重要数据的出境安

全管理，适用《中华人民共和国网络安全法》的规定；其他数据处理者在中华人民共和国境内运营中

收集和产生的重要数据的出境安全管理办法，由国家网信部门会同国务院有关部门制定。

第三十八条国家机关为履行法定职责的需要收集、使用数据，应当在其履行法定职责的范围内依照法

律、行政法规规定的条件和程序进行；对在履行职责中知悉的个人隐私、个人信息、商业秘密、保密

商务信息等数据应当依法予以保密，不得泄露或者非法向他人提供。

第四十二条国家制定政务数据开放目录，构建统一规范、互联互通、安全可控的政务数据开放平台，

推动政务数据开放利用。

第三十一条规定，向境外提供重要数据的，由有关主管部门责令改正，给予警告，可以并处十万元以

上一百万元以下罚款，对直接负责的主管人员和其他直接责任人员可以处一万元以上十万元以下罚款

；情节严重的，处一百万元以上一千万元以下罚款，并可以责令暂停相关业务、停业整顿、吊销相关

业务许可证或者吊销营业执照，对直接负责的主管人员和其他直接责任人员处十万元以上一百万元以

下罚款。

第五十三条开展涉及国家秘密的数据处理活动，适用《中华人民共和国保守国家秘密法》等法律、行

政法规的规定。 在统计、档案工作中开展数据处理活动，开展涉及个人信息的数据处理活动，还应当

遵守有关法律、行政法规的规定。

日本語訳

第3条 この法律にいうデータとは、電子的又はその他の方式により情報を記録したすべてのものをい
う。データ処理には、データの収集、保存、使用、加工、伝送、提供、公開などが含まれる。データ
安全とは、必要な措置を講じてデータが有効に保護され、適法に利用される状態に置かれることを確
保し、かつ継続的な安全状態を保障できる能力を備えることをいう。

第27条 データ処理活動を行うに当たっては、法律、法規の規定に従い、全過程データ安全管理制度
を確立・整備し、データ安全に関する教育・訓練を組織・実施し、相応の技術的措置及びその他の必
要な措置を講じてデータ安全を確保しなければならない。インターネットなどの情報ネットワークを
利用してデータ処理活動を行う場合には、ネットワーク安全等級保護制度に基づき、上記のデータ安
全保護義務を履行しなければならない。重要データの処理者はデータ安全責任者及び管理機構を明確
にし、データ安全保護の責任を履行しなければならない。

第31条 重要情報インフラの運営者が中華人民共和国の領域内で運営中に収集・生成した重要データ
の国外提供に関する安全管理は、「中華人民共和国ネットワーク安全法」の規定を適用する。その他
のデータ処理者が中華人民共和国の領域内で運営中に収集・生成した重要データの国外提供に関する
安全管理方法は、国家インターネット情報部門が国務院関係部門とともに制定する。
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第38条 国家機関が法定の職務を履行するためにデータを収集・使用する必要がある場合には、その
法定の職務を履行する範囲内で、法律、行政法規が規定する条件と手続に従って行わなければならな
い。職務履行中に知り得た個人のプライバシー、個人情報、営業秘密、秘密保持商業情報等のデータ
については、法により秘密を保持しなければならず、これを漏洩し、又は不法に他人に提供してはな
らない。

第42条 国家は政務データの開放目録を制定し、統一され規範化され相互に連携・疎通し、安全かつ
制御可能な政務データ開放プラットフォームを構築して、政務データの開放・利用を推進する。

第31条の規定に違反して国外に重要データを提供した場合、関係主管部門は是正を命じ警告を与え、
10万元以上100万元以下の過料を併科することができ、直接責任を負う主管者及びその他の直接責任
者に対して1万元以上10万元以下の過料を科すことができる。

情状が重い場合には、100万元以上1000万元以下の過料に処し、関連業務の停止、営業停止・整頓、
関連業務許可証の取消し又は営業許可証の取消しを命ずることができ、直接責任を負う主管者及びそ
の他の直接責任者に対して10万元以上100万元以下の過料に処する。

第53条 国家秘密に関わるデータ処理活動を行う場合には、「中華人民共和国国家秘密保持法」等の
法律、行政法規の規定を適用する。統計、公文書業務においてデータ処理活動を行い、又は個人情報
に関わるデータ処理活動を行う場合には、関連する法律、行政法規の規定を併せて遵守しなければな
らない。

要点

データ、データ処理、データ安全の法的定義及びデータ処理者による安全管理制度確立の義務
を規定する。重要データの国外移転時に適用される法的規制及び不法な移転に対する過料・営
業停止等の厳格な処罰条項を設ける。国家機関の法定職務範囲内でのデータ使用、秘密保持義
務及び政務データ開放プラットフォーム構築の基準を定める。
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09. 中華人民共和国個人情報保護法

中华人民共和国个人信息保护法

法令情報

効力: 法律

状態: �行

公布機関: 全国人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 2021- 08- 20 / 2021- 08- 20 / 2021- 11- 01

定義条文: 第四条; 第二十八条; 第七十三条

制裁条文: 第66条- 第71条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2021- 08/ 20/ c_ 1631050028355286. htm

法令用語

个人信息: 個人情報

敏感个人信息: 機微個人情報

个人信息�理者: 個人情報処理者

自�化决策: 自動化意思決定

去��化: 非識別化

匿名化: 匿名化

中国語原文

第四条个人信息是以电子或者其他方式记录的与已识别或者可识别的自然人有关的各种信息，不包括

匿名化处理后的信息。 个人信息的处理包括个人信息的收集、存储、使用、加工、传输、提供、公开、

删除等。

第二十八条敏感个人信息是一旦泄露或者非法使用，容易导致自然人的人格尊严受到侵害或者人身、

财产安全受到危害的个人信息，包括生物识别、宗教信仰、特定身份、医疗健康、金融账户、行踪轨

迹等信息，以及不满十四周岁未成年人的个人信息。 只有在具有特定的目的和充分的必要性，并采取
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严格保护措施的情形下，个人信息处理者方可处理敏感个人信息。

第三十一条个人信息处理者处理不满十四周岁未成年人个人信息的，应当取得未成年人的父母或者其

他监护人的同意。 个人信息处理者处理不满十四周岁未成年人个人信息的，应当制定专门的个人信息

处理规则。

第三十六条国家机关处理的个人信息应当在中华人民共和国境内存储；确需向境外提供的，应当进行

安全评估。安全评估可以要求有关部门提供支持与协助。

第三十八条个人信息处理者因业务等需要，确需向中华人民共和国境外提供个人信息的，应当具备下

列条件之一：

（一）依照本法

第四十条的规定通过国家网信部门组织的安全评估；

（二）按照国家网信部门的规定经专业机构进行个人信息保护认证；

（三）按照国家网信部门制定的标准合同与境外接收方订立合同，约定双方的权利和义务；

（四）法律、行政法规或者国家网信部门规定的其他条件。 中华人民共和国缔结或者参加的国际条约、

协定对向中华人民共和国境外提供个人信息的条件等有规定的，可以按照其规定执行。 个人信息处理

者应当采取必要措施，保障境外接收方处理个人信息的活动达到本法规定的个人信息保护标准。

第四十条关键信息基础设施运营者和处理个人信息达到国家网信部门规定数量的个人信息处理者，应

当将在中华人民共和国境内收集和产生的个人信息存储在境内。确需向境外提供的，应当通过国家网

信部门组织的安全评估；法律、行政法规和国家网信部门规定可以不进行安全评估的，从其规定。

第七十三条本法下列用语的含义：

（一）个人信息处理者，是指在个人信息处理活动中自主决定处理目的、处理方式的组织、个人。

（二）自动化决策，是指通过计算机程序自动分析、评估个人的行为习惯、兴趣爱好或者经济、健康、

信用状况等，并进行决策的活动。

（三）去标识化，是指个人信息经过处理，使其在不借助额外信息的情况下无法识别特定自然人的过

程。

（四）匿名化，是指个人信息经过处理无法识别特定自然人且不能复原的过程。



46

日本語訳

第4条 個人情報とは、電子的又はその他の方式により記録された、識別され若しくは識別され得る自
然人に関する各種情報をいい、匿名化処理された情報は含まれない。個人情報の処理には、個人情報
の収集、保存、利用、加工、伝送、提供、公開、削除などが含まれる。

第28条 機微個人情報とは、漏洩し又は不法に利用された場合、自然人の人格の尊厳が侵害され、又
は身体・財産の安全が害されるおそれのある個人情報であって、生体識別、宗教信仰、特定の身分、
医療健康、金融口座、行動追跡等の情報及び満14歳未満の未成年者の個人情報を含む。個人情報処理
者は、特定の目的及び十分な必要性があり、かつ厳格な保護措置を講じた場合に限り、機微個人情報
を処理することができる。

第31条 個人情報処理者が満14歳未満の未成年者の個人情報を処理する場合には、当該未成年者の父
母又はその他の後見人の同意を得なければならない。個人情報処理者が満14歳未満の未成年者の個人
情報を処理する場合には、専用の個人情報処理規則を制定しなければならない。

第36条 国家機関が処理する個人情報は、中華人民共和国の領域内に保存しなければならず、国外に
提供する確実な必要がある場合には、安全評価を経なければならない。安全評価に当たっては、関係
部門に支援及び協力を求めることができる。

第38条 個人情報処理者が業務等の必要により中華人民共和国国外に個人情報を提供する確実な必要
がある場合には、次の各号のいずれかの条件を満たさなければならない。

(1) この法律

第40条の規定に基づき、国家インターネット情報部門が主管する安全評価に合格すること

(2) 国家インターネット情報部門の規定に基づき、専門機関を通じて個人情報保護認証を受けること

(3) 国家インターネット情報部門が制定した標準契約に基づき、国外の受領者と契約を締結し、双方
の権利義務を約定すること

(4) 法律、行政法規又は国家インターネット情報部門が規定するその他の条件。中華人民共和国が締
結し又は加入した国際条約・協定に、中華人民共和国国外への個人情報提供の条件等に関する規定が
ある場合には、その規定によることができる。個人情報処理者は、必要な措置を講じて、国外の受領
者による個人情報処理活動がこの法律の定める個人情報保護基準に達するよう保障しなければならな
い。

第40条 重要情報インフラ運営者及び個人情報処理量が国家インターネット情報部門の定める数量に
達する個人情報処理者は、中華人民共和国の領域内で収集・生成した個人情報を国内に保存しなけれ
ばならない。国外に提供する確実な必要がある場合には、国家インターネット情報部門が主管する安
全評価に合格しなければならず、法律・行政法規及び国家インターネット情報部門の規定において安
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全評価を経ないことができると定められている場合には、その規定による。

第73条 この法律で用いる用語の意義は、次のとおりとする。

(1)「個人情報処理者」とは、個人情報処理活動において処理の目的と処理の方式を自主的に決定する
組織又は個人をいう。

(2)「自動化意思決定」とは、コンピュータプログラムを通じて個人の行動習慣、趣味・嗜好又は経済・
健康・信用状況等を自動的に分析・評価して意思決定を行う活動をいう。

(3)「非識別化」とは、追加の情報の助けを借りなければ特定の自然人を識別できないように個人情報
を処理する過程をいう。

(4)「匿名化」とは、処理後に特定の自然人を識別できず、かつ復元もできないように個人情報を処理
する過程をいう。

要点

個人情報の定義及び収集・保存・利用・削除等の処理行為の範囲を規定し、機微個人情報及び
満14歳未満の未成年者の個人情報の処理を厳格に制限する。国家機関及び重要情報インフラ運
営者等による個人情報の国内保存義務と国外提供時の安全評価等の要件を明示する。あわせて
個人情報処理者、自動化意思決定、非識別化、匿名化などの法律上の主要用語の概念を順に定
める。
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10. 中華人民共和国科学技術進歩法

中华人民共和国科学技术进步法（2021年修订）

法令情報

効力: 法律

状態: �行

公布機関: 全国人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 2021- 12- 24修� / 2022- 01- 18 / 2022- 01- 01

定義条文: -

制裁条文: 第102条- 第113条

原文URL: https: / / www. most. gov. cn/ xxgk/ xinxifenlei/ fdzdgknr/ fgzc/ flfg/ 202201/
t20220118_ 179043. html

法令用語

共性技�平台: 共通技術プラットフォーム

科学技�研究开�机构: 科学技術研究開発機関

科技成果�化: 科学技術成果転化

�新�合体: 革新連合体

博士后工作站: 博士研究員ワークステーション

国�科技�新合作平台: 国際科学技術革新協力プラットフォーム

中国語原文

第二十九条国家加强面向产业发展需求的共性技术平台和科学技术研究开发机构建设，鼓励地方围绕

发展需求建设应用研究科学技术研究开发机构。 国家鼓励科学技术研究开发机构、高等学校加强共性

基础技术研究，鼓励以企业为主导，开展面向市场和产业化应用的研究开发活动。

第三十一条国家鼓励企业、科学技术研究开发机构、高等学校和其他组织建立优势互补、分工明确、

成果共享、风险共担的合作机制，按照市场机制联合组建研究开发平台、技术创新联盟、创新联合体
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等，协同推进研究开发与科技成果转化，提高科技成果转移转化成效。

第四十条国家鼓励企业开展下列活动：

（一）设立内部科学技术研究开发机构；

（二）同其他企业或者科学技术研究开发机构、高等学校开展合作研究，联合建立科学技术研究开发

机构和平台，设立科技企业孵化机构和创新创业平台，或者以委托等方式开展科学技术研究开发；

（三）培养、吸引和使用科学技术人员；

（四）同科学技术研究开发机构、高等学校、职业院校或者培训机构联合培养专业技术人才和高技能

人才，吸引高等学校毕业生到企业工作；

（五）设立博士后工作站或者流动站；

（六）结合技术创新和职工技能培训，开展科学技术普及活动，设立向公众开放的普及科学技术的场

馆或者设施。

第四十四条国家对公共研究开发平台和科学技术中介、创新创业服务机构的建设和运营给予支持。 公

共研究开发平台和科学技术中介、创新创业服务机构应当为中小企业的技术创新提供服务。

第七十五条国家鼓励有条件的县级以上地方人民政府根据国家发展战略和地方发展需要，建设重大科

技创新基地与平台，培育创新创业载体，打造区域科技创新高地。 国家支持有条件的地方建设科技创

新中心和综合性科学中心，发挥辐射带动、深化创新改革和参与全球科技合作作用。

第七十七条国家重大战略区域可以依托区域创新平台，构建利益分享机制，促进人才、技术、资金等

要素自由流动，推动科学仪器设备、科技基础设施、科学工程和科技信息资源等开放共享，提高科技

成果区域转化效率。

第八十一条国家鼓励企业事业单位、社会组织通过多种途径建设国际科技创新合作平台，提供国际科

技创新合作服务。 鼓励企业事业单位、社会组织和科学技术人员参与和发起国际科学技术组织，增进

国际科学技术合作与交流。

日本語訳

第29条 国家は産業発展の需要に応える共通技術プラットフォーム及び科学技術研究開発機関の建設
を強化し、地方が発展の需要に応じて応用研究に係る科学技術研究開発機関を建設することを奨励す
る。国家は科学技術研究開発機関及び高等学校が共通の基礎技術研究を強化することを奨励し、企業
主導による市場及び産業化応用を志向した研究開発活動の推進を奨励する。
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第31条 国家は企業、科学技術研究開発機関、高等学校及びその他の組織が、それぞれの長所を生か
し、明確な分業を行い、成果を共有し、リスクを分担する協力メカニズムを構築し、市場メカニズム
に従って研究開発プラットフォーム、技術革新連合、革新連合体などを共同で設立し、研究開発と科
学技術成果転化を協働して推進することにより、科学技術成果の移転・転化の成果を高めることを奨
励する。

第40条 国家は企業が次の各号の活動を推進することを奨励する。

(1) 内部に科学技術研究開発機関を設立すること

(2) その他の企業又は科学技術研究開発機関、高等学校と協力研究を行い、科学技術研究開発機関及
びプラットフォームを共同で設立し、科学技術企業インキュベーション機関及び革新創業プラットフォ
ームを設立し、又は委託等の方式により科学技術研究開発を行うこと

(3) 科学技術人材の養成・誘致及び活用

(4) 科学技術研究開発機関、高等学校、職業学校又は訓練機関と共同で専門技術人材及び高度技能人
材を養成し、高等学校卒業者の企業への就業を誘導すること

(5) 博士研究員ワークステーション又は移動研究拠点を設立すること

(6) 技術革新及び従業員の技術訓練と連携して科学技術普及活動を実施し、一般に開放される科学技
術普及施設を設立すること

第44条 国家は公共研究開発プラットフォーム及び科学技術仲介・革新創業サービス機関の建設及び
運営を支援する。公共研究開発プラットフォーム及び科学技術仲介・革新創業サービス機関は、中小
企業の技術革新のためのサービスを提供しなければならない。

第75条 国家は、条件を備えた県級以上の地方人民政府が国家発展戦略と地方の発展需要に基づき重
大成果革新基地及びプラットフォームを建設し、革新創業拠点を育成して地域の科学技術革新の高地
を形成することを奨励する。国家は、条件を備えた地域が科学技術革新センターと総合科学センター
を建設し、波及・牽引、革新改革の深化及びグローバル科学技術協力への参加という役割を発揮する
ことを支援する。

第77条 国家の重大戦略地域は、地域革新プラットフォームに基づき利益共有メカニズムを構築し、
人材、技術、資金等の要素の自由な移動を促進し、科学機器・設備、科学技術基盤施設、科学工程及
び科学技術情報資源等の開放共有を推進して、科学技術成果の地域転化効率を高めることができる。

第81条 国家は企業・事業単位、社会組織が多様な経路を通じて国際科学技術革新協力プラットフォー
ムを建設し、国際科学技術革新協力サービスを提供することを奨励する。企業・事業単位、社会組織
及び科学技術人材が国際科学技術組織に参加し、これを発起して国際科学技術協力と交流を促進する
ことを奨励する。
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要点

国家レベルの共通技術プラットフォーム構築及び企業主導による研究開発・成果転化の協力メ
カニズムを規定する。企業による研究開発機関の設立、人材養成、博士研究員ワークステーショ
ンの設置など技術革新活動の支援体系を明示する。あわせて地域科学技術革新センターの形成、
研究資源の共有及び国際科学技術革新協力プラットフォーム構築の促進に関する事項を定める。
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11. 中華人民共和国反電信ネットワーク詐欺法

中华人民共和国反电信网络诈骗法

法令情報

効力: 法律

状態: �行

公布機関: 全国人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 2022- 09- 02 / 2022- 09- 02 / 2022- 12- 01

定義条文: 第二条

制裁条文: 第三十八条- 第四十九条

原文URL: https: / / www. spp. gov. cn/ spp/ fl/ 202209/ t20220902_ 575631. shtml

法令用語

�信网���: 電気通信網詐欺

�信����者: 電気通信事業者

互�网服�提供者: インターネットサービス提供者

移�互�网�用程序: モバイルインターネットアプリケーション

�法所得: 違法所得

中国語原文

第二条本法所称电信网络诈骗，是指以非法占有为目的，利用电信网络技术手段，通过远程、非接触

等方式，诈骗公私财物的行为。

第五条反电信网络诈骗工作应当依法进行，维护公民和组织的合法权益。 有关部门和单位、个人应当

对在反电信网络诈骗工作过程中知悉的国家秘密、商业秘密和个人隐私、个人信息予以保密。

第六条国务院建立反电信网络诈骗工作机制，统筹协调打击治理工作。地方各级人民政府组织领导本

行政区域内反电信网络诈骗工作，确定反电信网络诈骗目标任务和工作机制，开展综合治理。公安机

关牵头负责反电信网络诈骗工作，金融、电信、网信、市场监管等有关部门依照职责履行监管主体责
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任，负责本行业领域反电信网络诈骗工作。人民法院、人民检察院发挥审判、检察职能作用，依法防

范、惩治电信网络诈骗活动。

电信业务经营者、银行业金融机构、非银行支付机构、互联网服务提供者承担风险防控责任，建立反

电信网络诈骗内部控制机制和安全责任制度，加强新业务涉诈风险安全评估。

第十四条任何单位和个人不得非法制造、买卖、提供或者使用下列设备、软件：

（一）电话卡批量插入设备；

（二）具有改变主叫号码、虚拟拨号、互联网电话违规接入公用电信网络等功能的设备、软件；

（三）批量账号、网络地址自动切换系统，批量接收提供短信验证、语音验证的平台；

（四）其他用于实施电信网络诈骗等违法犯罪的设备、软件。 电信业务经营者、互联网服务提供者应

当采取技术措施，及时识别、阻断前款规定的非法设备、软件接入网络，并向公安机关和相关行业主

管部门报告。 第三章金融治理

第二十三条设立移动互联网应用程序应当按照国家有关规定向电信主管部门办理许可或者备案手续。

为应用程序提供封装、分发服务的，应当登记并核验应用程序开发运营者的真实身份信息，核验应用

程序的功能、用途。 公安、电信、网信等部门和电信业务经营者、互联网服务提供者应当加强对分发

平台以外途径下载传播的涉诈应用程序重点监测、及时处置。

第三十八条组织、策划、实施、参与电信网络诈骗活动或者为电信网络诈骗活动提供帮助，构成犯罪

的，依法追究刑事责任。 前款行为尚不构成犯罪的，由公安机关处十日以上十五日以下拘留；没收违

法所得，处违法所得一倍以上十倍以下罚款，没有违法所得或者违法所得不足一万元的，处十万元以

下罚款。

第四十九条反电信网络诈骗工作涉及的有关管理和责任制度，本法没有规定的，适用《中华人民共和

国网络安全法》、《中华人民共和国个人信息保护法》、《中华人民共和国反洗钱法》等相关法律规

定。

日本語訳

第2条 この法律にいう「電気通信網詐欺」とは、不法な利得を目的として電気通信網の技術手段を利
用し、遠隔・非対面等の方式により公私の財物を騙取する行為をいう。

第5条 反電気通信網詐欺業務は法に基づき行わなければならず、市民及び組織の合法的権益を保護し
なければならない。関係部門及び組織・個人は、反電気通信網詐欺業務の過程で知り得た国家秘密、
営業秘密、個人のプライバシー及び個人情報を保護しなければならない。
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第6条 国務院は反電気通信網詐欺業務メカニズムを確立し、取締り及び管理業務を総括・調整する。
地方各級人民政府は、当該行政区域内の反電気通信網詐欺業務を組織・指揮し、反電気通信網詐欺の
目標・任務と業務メカニズムを確定して総合管理を実施する。公安機関は反電気通信網詐欺業務を主
導して責任を負い、金融・電気通信・インターネット情報・市場監督等の関係部門は、職務に応じて
監督・管理主体としての責任を履行し、当該業種・分野の反電気通信網詐欺業務を担当する。

人民法院と人民検察院は、裁判及び検察の機能・役割を発揮し、法に基づき電気通信網詐欺活動を予
防し処罰する。電気通信事業者、銀行業金融機関、非銀行決済機関、インターネットサービス提供者
は、リスク防止・抑制の責任を負い、反電気通信網詐欺の内部統制メカニズムと安全責任制度を確立
し、新規事業に係る詐欺関連リスクの安全評価を強化しなければならない。

第14条 いかなる組織又は個人も、次の各号の設備・ソフトウェアを不法に製造、売買、提供又は使
用してはならない。

(1) 電話カード大量挿入設備

(2) 発信番号の変更、仮想発信、インターネット電話の公衆電気通信網への違法接続等の機能を有す
る設備・ソフトウェア

(3) 大量アカウント・ネットワークアドレス自動転換システム、大量受信によるショートメッセージ
認証及び音声認証を提供するプラットフォーム

(4) その他、電気通信網詐欺等の違法犯罪の実行に用いられる設備・ソフトウェア。電気通信事業者
及びインターネットサービス提供者は、技術的措置を講じて前項に規定する不法な設備・ソフトウェ
アのネットワーク接続を適時に識別・遮断し、公安機関及び関係業種の主管部門に報告しなければな
らない。第3章 金融管理

第23条 モバイルインターネットアプリケーションの設立は、国家の関連規定に従い、電気通信主管
部門に許可又は届出の手続を履行しなければならない。アプリケーションのパッケージング・配布サー
ビスを提供する者は、アプリケーション開発・運営者の実際の身元情報を登録・検証し、アプリケー
ションの機能と用途を検証しなければならない。公安・電気通信・インターネット情報等の部門と電
気通信事業者、インターネットサービス提供者は、配布プラットフォーム以外の経路でダウンロード
され伝播する詐欺関連アプリケーションに対する重点監視及び適時の処理を強化しなければならない。

第38条 電気通信網詐欺活動を組織・企画・実行・参加し、又は電気通信網詐欺活動に幇助を提供し
て犯罪を構成する場合には、法に基づき刑事責任を追及する。前項の行為が犯罪を構成しない場合に
は、公安機関が10日以上15日以下の拘留に処し、違法所得を没収し、違法所得の1倍以上10倍以下の
罰金を科し、違法所得がない場合又は違法所得が1万元未満の場合には10万元以下の罰金に処する。

第49条 反電気通信網詐欺業務に関わる管理及び責任制度のうち、この法律に規定のない事項につい
ては、「中華人民共和国ネットワーク安全法」、「中華人民共和国個人情報保護法」、「中華人民共
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和国反マネーロンダリング法」等の関連法律の規定を適用する。

要点

電気通信網の技術を利用した遠隔・非対面の財物騙取行為としての電気通信網詐欺の概念を定
義し、関連業務の遂行における秘密保持義務を定める。国務院、地方政府、公安機関、金融・
電気通信・インターネットサービス提供者等の責務と、大量発信設備・詐欺性アプリ等の不法
手段の禁止・遮断義務を明示する。電気通信網詐欺行為に対する刑事処罰及び行政処分(拘留・
罰金)の基準と他の法律との適用関係を規定する。
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12. 中華人民共和国反不正当競争法

中华人民共和国反不正当竞争法

法令情報

効力: 法律

状態: �行

公布機関: 全国人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 1993- 09- 02; 2025- 06- 27第二次修� / 2025- 06- 27 / 2025- 10- 15

定義条文: 第二条; 第十条

制裁条文: 第二十二条- 第四十条

原文URL: https: / / www. spp. gov. cn/ spp/ fl/ 202506/ t20250627_ 699862. shtml

法令用語

不正当�争行�: 不正競争行為

��者: 経営者

商�秘密: 営業秘密

民事�任: 民事責任

��性��: 懲罰的損害賠償

中国語原文

第二条经营者在生产经营活动中，应当遵循自愿、平等、公平、诚信的原则，遵守法律和商业道德，

公平参与市场竞争。 本法所称的不正当竞争行为，是指经营者在生产经营活动中，违反本法规定，扰

乱市场竞争秩序，损害其他经营者或者消费者的合法权益的行为。 本法所称的经营者，是指从事商品

生产、经营或者提供服务（以下所称商品包括服务）的自然人、法人和非法人组织。

第十条经营者不得实施下列侵犯商业秘密的行为：

（一）以盗窃、贿赂、欺诈、胁迫、电子侵入或者其他不正当手段获取权利人的商业秘密；
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（二）披露、使用或者允许他人使用以前项手段获取的权利人的商业秘密；

（三）违反保密义务或者违反权利人有关保守商业秘密的要求，披露、使用或者允许他人使用其所掌

握的商业秘密；

（四）教唆、引诱、帮助他人违反保密义务或者违反权利人有关保守商业秘密的要求，获取、披露、

使用或者允许他人使用权利人的商业秘密。 经营者以外的其他自然人、法人和非法人组织实施前款所

列违法行为的，视为侵犯商业秘密。 第三人明知或者应知商业秘密权利人的员工、前员工或者其他单

位、个人实施本条第一款所列违法行为，仍获取、披露、使用或者允许他人使用该商业秘密的，视为

侵犯商业秘密。 本法所称的商业秘密，是指不为公众所知悉、具有商业价值并经权利人采取相应保密

措施的技术信息、经营信息等商业信息。

第十三条经营者利用网络从事生产经营活动，应当遵守本法的各项规定。 经营者不得利用数据和算法、

技术、平台规则等，通过影响用户选择或者其他方式，实施下列妨碍、破坏其他经营者合法提供的网

络产品或者服务正常运行的行为：

（一）未经其他经营者同意，在其合法提供的网络产品或者服务中，插入链接、强制进行目标跳转；

（二）误导、欺骗、强迫用户修改、关闭、卸载其他经营者合法提供的网络产品或者服务；

（三）恶意对其他经营者合法提供的网络产品或者服务实施不兼容；

（四）其他妨碍、破坏其他经营者合法提供的网络产品或者服务正常运行的行为。 经营者不得以欺诈、

胁迫、避开或者破坏技术管理措施等不正当方式，获取、使用其他经营者合法持有的数据，损害其他

经营者的合法权益，扰乱市场竞争秩序。 经营者不得滥用平台规则，直接或者指使他人对其他经营者

实施虚假交易、虚假评价或者恶意退货等行为，损害其他经营者的合法权益，扰乱市场竞争秩序。

第二十二条经营者违反本法规定，给他人造成损害的，应当依法承担民事责任。 经营者的合法权益受

到不正当竞争行为损害的，可以向人民法院提起诉讼。 因不正当竞争行为受到损害的经营者的赔偿数

额，按照其因被侵权所受到的实际损失或者侵权人因侵权所获得的利益确定。经营者故意实施侵犯商

业秘密行为，情节严重的，可以在按照上述方法确定数额的一倍以上五倍以下确定赔偿数额。赔偿数

额还应当包括经营者为制止侵权行为所支付的合理开支。 经营者违反本法

第十条规定，权利人因被侵权所受到的实际损失、侵权人因侵权所获得的利益难以确定的，由人民法

院根据侵权行为的情节判决给予权利人五百万元以下的赔偿。

第十条规定侵犯商业秘密的，由监督检查部门责令停止违法行为，没收违法所得，处十万元以上一百

万元以下的罚款；情节严重的，处一百万元以上五百万元以下的罚款。
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第十三条第二款、第三款、第四款规定利用网络从事不正当竞争的，由监督检查部门责令停止违法行

为，处十万元以上一百万元以下的罚款；情节严重的，处一百万元以上五百万元以下的罚款。

日本語訳

第2条 経営者は生産・経営活動において自発、平等、公正、信義誠実の原則を遵守し、法律と商業道
徳を遵守し、市場競争に公正に参加しなければならない。この法律にいう「不正競争行為」とは、経
営者が生産・経営活動においてこの法律の規定に違反して市場競争秩序を乱し、その他の経営者又は
消費者の合法的権益を侵害する行為をいう。この法律にいう「経営者」とは、商品の生産、経営又は
サービスの提供(以下、商品にはサービスを含む)に従事する自然人、法人及び非法人組織をいう。

第10条 経営者は、次の各号の営業秘密侵害行為を行ってはならない。

(1) 窃取、贈賄、詐欺、脅迫、電子的侵入又はその他の不正な手段により権利者の営業秘密を取得す
る行為

(2) 前号の手段により取得した権利者の営業秘密を公開・使用し、又は他人に使用させる行為

(3) 秘密保持義務に違反し、又は営業秘密の保守に関する権利者の要求に違反して、自己が把握して
いる営業秘密を公開・使用し、又は他人に使用させる行為

(4) 教唆、誘引、幇助により他人に秘密保持義務違反又は営業秘密の保守に関する権利者の要求違反
をさせ、権利者の営業秘密を取得・公開・使用させ、又は他人に使用させる行為。経営者以外のその
他の自然人、法人及び非法人組織が前項に列挙された違法行為を行った場合には、営業秘密侵害とみ
なす。

第三者が、営業秘密権利者の役職員、元役職員又はその他の組織・個人が本条第1項に列挙された違
法行為を行った事実を知り、又は知り得たにもかかわらず、当該営業秘密を取得・公開・使用し、又
は他人に使用させた場合には、営業秘密侵害とみなす。この法律にいう「営業秘密」とは、公衆に知
られておらず、商業的価値を有し、権利者が相応の秘密保持措置を講じた技術情報、経営情報等の商
業情報をいう。

第13条 経営者がネットワークを利用して生産・経営活動に従事する場合には、この法律の各規定を
遵守しなければならない。経営者は、データ、アルゴリズム、技術、プラットフォーム規則等を利用
して利用者の選択に影響を与え、又はその他の方法で他の経営者が合法的に提供するネットワーク製
品又はサービスの正常な運営を妨害・破壊する次の各号の行為を行ってはならない。

(1) 他の経営者の同意を得ずに、その者が合法的に提供するネットワーク製品又はサービスにリンク
を挿入し、又は強制的に目的地へ移動させる行為
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(2) 利用者を誤導、欺罔、強要して、他の経営者が合法的に提供するネットワーク製品又はサービス
を修正、終了、削除させる行為

(3) 他の経営者が合法的に提供するネットワーク製品又はサービスに対して悪意により非互換性を実
施する行為

(4) その他、他の経営者が合法的に提供するネットワーク製品又はサービスの正常な運営を妨害・破
壊する行為。経営者は、欺罔、脅迫、技術管理措置の回避又は破壊等の不正な方法により、他の経営
者が合法的に保有するデータを取得・使用して他の経営者の合法的権益を侵害し、市場競争秩序を乱
してはならない。経営者はプラットフォーム規則を濫用し、直接又は他人を指示して他の経営者に対
し虚偽取引、虚偽評価又は悪意ある返品等の行為を行うことにより、他の経営者の合法的権益を侵害
し、市場競争秩序を乱してはならない。

第22条 経営者がこの法律の規定に違反して他人に損害を与えた場合には、法に基づき民事責任を負
う。経営者の合法的権益が不正競争行為により侵害された場合には、人民法院に訴訟を提起すること
ができる。不正競争行為により損害を受けた経営者の損害賠償額は、権利侵害により被った実際の損
失又は侵害者が権利侵害により得た利益に基づいて確定する。経営者が故意に営業秘密侵害行為を行
い、その情状が重大な場合には、上記の方法により確定された金額の1倍以上5倍以下の範囲で賠償額
を確定することができる。

賠償額には、経営者が権利侵害行為を制止するために支出した合理的費用も含まれなければならない。
経営者がこの法律

第10条の規定に違反し、権利者が権利侵害により被った実際の損失、侵害者が権利侵害により得た利
益を確定することが困難な場合には、人民法院は権利侵害行為の情状に応じて権利者に500万元以下
の賠償金を判決することができる。

第10条の規定に違反して営業秘密を侵害した場合には、監督検査部門が違法行為の停止を命じ、違法
所得を没収し、10万元以上100万元以下の罰金に処し、情状が重大な場合には100万元以上500万元以
下の罰金に処する。

第13条第2項、第3項、第4項の規定に違反してネットワークを利用した不正競争を行った場合には、
監督検査部門が違法行為の停止を命じ、10万元以上100万元以下の罰金に処し、情状が重大な場合に
は100万元以上500万元以下の罰金に処する。

要点
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不正競争行為及び経営者の基本概念を定義し、公正な市場競争を遵守する義務を定める。窃取・
欺罔・秘密保持義務違反等の営業秘密侵害行為の類型と、商業的データ・アルゴリズム及びプ
ラットフォーム規則の濫用によるインターネット上の不正競争禁止規定を明示する。違法行為
に対する民事上の懲罰的損害賠償(最大5倍)及び監督機関による行政罰則(罰金・没収)の基準を
具体化する。
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第2部 行政法規
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13. 医療機器監督管理条例

医疗器械监督管理条例

法令情報

効力: 行政法�

状態: �行

公布機関: 国�院

公布・公開・施行: 2000- 01- 04; 2021- 02- 09修� / 2024- 05- 06 / 2021- 06- 01

定義条文: 第二条; 第四条

制裁条文: 第八十一条- 第一百零七条

原文URL: https: / / xzfg. moj. gov. cn/ mobile/ law/ detail? LawID= 1597

行政解釈: https: / / www. nmpa. gov. cn/ xxgk/ fgwj/ xzhgfxwj/ 20210531162036105. html

法令用語

医�器械: 医療機器

分类管理: 分類管理

�案: 届出(�案)

�床��: 臨床試験

食品�品�督管理部门: 食品医薬品監督管理部門

中国語原文

第一条为了保证医疗器械的安全、有效，保障人体健康和生命安全，制定本条例。

第二条在中华人民共和国境内从事医疗器械的研制、生产、经营、使用活动及其监督管理，应当遵守

本条例。

第三条国务院食品药品监督管理部门负责全国医疗器械监督管理工作。国务院有关部门在各自的职责

范围内负责与医疗器械有关的监督管理工作。 县级以上地方人民政府食品药品监督管理部门负责本行
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政区域的医疗器械监督管理工作。县级以上地方人民政府有关部门在各自的职责范围内负责与医疗器

械有关的监督管理工作。 国务院食品药品监督管理部门应当配合国务院有关部门，贯彻实施国家医疗

器械产业规划和政策。

第四条国家对医疗器械按照风险程度实行分类管理。第一类是风险程度低，实行常规管理可以保证其

安全、有效的医疗器械。第二类是具有中度风险，需要严格控制管理以保证其安全、有效的医疗器械。

第三类是具有较高风险，需要采取特别措施严格控制管理以保证其安全、有效的医疗器械。评价医疗

器械风险程度，应当考虑医疗器械的预期目的、结构特征、使用方法等因素。国务院食品药品监督管

理部门负责制定医疗器械的分类规则和分类目录，并根据医疗器械生产、经营、使用情况，及时对医

疗器械的风险变化进行分析、评价，对分类目录进行调整。

制定、调整分类目录，应当充分听取医疗器械生产经营企业以及使用单位、行业组织的意见，并参考

国际医疗器械分类实践。医疗器械分类目录应当向社会公布。

第十条第一类医疗器械产品备案，由备案人向所在地设区的市级人民政府食品药品监督管理部门提交

备案资料。其中，产品检验报告可以是备案人的自检报告；临床评价资料不包括临床试验报告，可以

是通过文献、同类产品临床使用获得的数据证明该医疗器械安全、有效的资料。 向我国境内出口第一

类医疗器械的境外生产企业，由其在我国境内设立的代表机构或者指定我国境内的企业法人作为代理

人，向国务院食品药品监督管理部门提交备案资料和备案人所在国(地区)主管部门准许该医疗器械上市

销售的证明文件。 备案资料载明的事项发生变化的，应当向原备案部门变更备案。

第十七条的规定免于进行临床试验的医疗器械除外。

第十七条第一类医疗器械产品备案，不需要进行临床试验。申请第二类、第三类医疗器械产品注册，

应当进行临床试验；但是，有下列情形之一的，可以免于进行临床试验： (一)工作机理明确、设计定

型，生产工艺成熟，已上市的同品种医疗器械临床应用多年且无严重不良事件记录，不改变常规用途

的； (二)通过非临床评价能够证明该医疗器械安全、有效的； (三)通过对同品种医疗器械临床试验或者

临床使用获得的数据进行分析评价，能够证明该医疗器械安全、有效的。 免于进行临床试验的医疗器

械目录由国务院食品药品监督管理部门制定、调整并公布。

日本語訳

第1条 医療機器の安全性及び有効性を確保し、人体の健康と生命の安全を保障するため、この条例を
制定する。

第2条 中華人民共和国の領域内において医療機器の研究開発、生産、経営、使用活動及びその監督・
管理に従事する場合には、この条例を遵守しなければならない。
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第3条 国務院食品医薬品監督管理部門は、全国の医療機器監督・管理業務を担当する。国務院関係部
門は、それぞれの職務の範囲内で医療機器に関連する監督・管理業務を担当する。県級以上の地方人
民政府食品医薬品監督管理部門は、当該行政区域の医療機器監督・管理業務を担当する。県級以上の
地方人民政府の関係部門は、それぞれの職務の範囲内で医療機器に関連する監督・管理業務を担当す
る。国務院食品医薬品監督管理部門は、国務院関係部門に協力して国家の医療機器産業計画及び政策
を貫徹・実施しなければならない。

第4条 国家は医療機器について、リスクの程度に応じて分類管理を実施する。第1類は、リスクの程
度が低く、通常の管理を実施することでその安全性及び有効性を確保できる医療機器である。第2類
は、中程度のリスクを有し、厳格な統制管理が必要な医療機器である。第3類は、高いリスクを有し、
特別な措置を講じて厳格に統制管理しなければならない医療機器である。医療機器のリスクの程度を
評価するに当たっては、医療機器の予定用途、構造的特徴、使用方法等の要素を考慮しなければなら
ない。

国務院食品医薬品監督管理部門は、医療機器分類規則及び分類目録を制定し、医療機器の生産・経営・
使用状況に応じて適時にリスクの変化を分析・評価し、分類目録を調整する。分類目録の制定・調整
に当たっては、医療機器生産・経営企業、使用単位及び業界組織の意見を十分に聴取し、国際的な医
療機器分類の慣行を参考にしなければならない。医療機器分類目録は社会に公布しなければならない。

第10条 第1類医療機器製品の届出は、届出人が所在地の区を有する市級人民政府食品医薬品監督管理
部門に届出資料を提出する。このうち製品検査報告書は届出人の自己検査報告書とすることができ、
臨床評価資料は臨床試験報告書を含まず、文献・同種製品の臨床使用を通じて得たデータにより当該
医療機器の安全性・有効性を証明する資料とすることができる。

中国の領域内に第1類医療機器を輸出する国外の生産企業は、中国内に設立された代表機関又は指定
した中国内の企業法人を代理人として、国務院食品医薬品監督管理部門に届出資料及び届出人所在国
(地域)の主管部門による当該医療機器の市販・販売許可証明書類を提出する。届出資料に記載された
事項に変更があった場合には、原届出部門に変更届出をしなければならない。

(

第17条の規定により臨床試験が免除される医療機器は除く。)

第17条 第1類医療機器製品の届出は、臨床試験を経る必要がない。第2類・第3類医療機器製品の登録
を申請する場合には、臨床試験を経なければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合
には、臨床試験を免除することができる。

(1) 作動原理が明確でデザインが確定しており、生産工程が成熟し、既に上市されている同一品種の
医療機器が長期間臨床に適用されて重篤な有害事象の記録がなく、通常の用途を変更しない場合

(2) 非臨床評価を通じて当該医療機器の安全性・有効性を証明できる場合



70

(3) 同一品種の医療機器の臨床試験又は臨床使用を通じて得られたデータの分析・評価により当該医
療機器の安全性・有効性を証明できる場合。臨床試験免除医療機器目録は、国務院食品医薬品監督管
理部門が制定・調整して公布する。

要点

医療機器の安全性確保を目的として、研究開発・生産・経営・使用に関する諸般の監督管理規
定を定める。医療機器をリスクの程度に応じて第1類・第2類・第3類に区分して差等的に管理
し、食品医薬品監督管理部門の主導的役割を明示する。第1類医療機器の届出手続と第2類・第
3類の臨床試験義務及び特定要件充足時の臨床試験免除事由を定める。



71



72

14. 重要情報インフラ安全保護条例

关键信息基础设施安全保护条例

法令情報

効力: 行政法�

状態: �行

公布機関: 国�院

公布・公開・施行: 2021- 07- 30 / 2021- 08- 17 / 2021- 09- 01

定義条文: 第二条

制裁条文: 第四十条- 第五十一条

原文URL: https: / / www. mee. gov. cn/ zcwj/ gwywj/ 202108/ t20210817_ 858013. shtml

法令用語

关�信息基��施: 重要情報インフラ

网�安全等�保�: ネットワーク安全等級保護

保�工作部门: 保護業務部門

�门安全管理机构: 専門安全管理機構

网�安全事件: ネットワーク安全事件

中国語原文

第二条本条例所称关键信息基础设施，是指公共通信和信息服务、能源、交通、水利、金融、公共服

务、电子政务、国防科技工业等重要行业和领域的，以及其他一旦遭到破坏、丧失功能或者数据泄露

，可能严重危害国家安全、国计民生、公共利益的重要网络设施、信息系统等。

第六条运营者依照本条例和有关法律、行政法规的规定以及国家标准的强制性要求，在网络安全等级

保护的基础上，采取技术保护措施和其他必要措施，应对网络安全事件，防范网络攻击和违法犯罪活

动，保障关键信息基础设施安全稳定运行，维护数据的完整性、保密性和可用性。
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第二条涉及的重要行业和领域的主管部门、监督管理部门是负责关键信息基础设施安全保护工作的部

门（以下简称保护工作部门）。

第十五条专门安全管理机构具体负责本单位的关键信息基础设施安全保护工作，履行下列职责：

（一）建立健全网络安全管理、评价考核制度，拟订关键信息基础设施安全保护计划；

（二）组织推动网络安全防护能力建设，开展网络安全监测、检测和风险评估；

（三）按照国家及行业网络安全事件应急预案，制定本单位应急预案，定期开展应急演练，处置网络

安全事件；

（四）认定网络安全关键岗位，组织开展网络安全工作考核，提出奖励和惩处建议；

（五）组织网络安全教育、培训；

（六）履行个人信息和数据安全保护责任，建立健全个人信息和数据安全保护制度；

（七）对关键信息基础设施设计、建设、运行、维护等服务实施安全管理；

（八）按照规定报告网络安全事件和重要事项。

第十八条关键信息基础设施发生重大网络安全事件或者发现重大网络安全威胁时，运营者应当按照有

关规定向保护工作部门、公安机关报告。 发生关键信息基础设施整体中断运行或者主要功能故障、国

家基础信息以及其他重要数据泄露、较大规模个人信息泄露、造成较大经济损失、违法信息较大范围

传播等特别重大网络安全事件或者发现特别重大网络安全威胁时，保护工作部门应当在收到报告后，

及时向国家网信部门、国务院公安部门报告。

第十五条规定的职责的；

（八）未对关键信息基础设施每年至少进行一次网络安全检测和风险评估，未对发现的安全问题及时

整改，或者未按照保护工作部门要求报送情况的；

（九）采购网络产品和服务，未按照国家有关规定与网络产品和服务提供者签订安全保密协议的；

（十）发生合并、分立、解散等情况，未及时报告保护工作部门，或者未按照保护工作部门的要求对

关键信息基础设施进行处置的。

第四十条运营者在关键信息基础设施发生重大网络安全事件或者发现重大网络安全威胁时，未按照有

关规定向保护工作部门、公安机关报告的，由保护工作部门、公安机关依据职责责令改正，给予警告

；拒不改正或者导致危害网络安全等后果的，处10万元以上100万元以下罚款，对直接负责的主管人员
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处1万元以上10万元以下罚款。

日本語訳

第2条 この条例において「重要情報インフラ」とは、公共通信及び情報サービス、エネルギー、交通、
水利、金融、公共サービス、電子政府、国防科学技術工業等の重要業種及び分野の施設であって、毀
損・機能喪失又はデータ漏洩により国家安全保障、国民経済及び国民生活、公共の利益を著しく害す
るおそれのある重要なネットワーク施設及び情報システム等をいう。

第6条 運営者は、この条例及び関連法律、行政法規の規定並びに国家標準の強制的要求に従い、ネッ
トワーク安全等級保護を基礎として技術的保護措置及びその他必要な措置を講じ、ネットワーク安全
事件に対応し、ネットワーク攻撃及び違法犯罪活動を防止するとともに、重要情報インフラの安全か
つ安定的な運用を保障し、データの完全性・秘密性・可用性を維持しなければならない。

(

第2条に規定する重要業種及び分野の主管部門・監督管理部門が、重要情報インフラ安全保護業務を
担当する部門(以下「保護業務部門」という)となる。)

第15条 専門安全管理機構は、当該単位の重要情報インフラ安全保護業務を具体的に担当し、次の各
号の職務を履行する。

(1) ネットワーク安全管理・評価考課制度を確立・整備し、重要情報インフラ安全保護計画を作成す
ること

(2) ネットワーク安全防護能力の構築を組織・推進し、ネットワーク安全モニタリング、点検及びリ
スク評価を実施すること

(3) 国家及び業種のネットワーク安全事件緊急対応計画に従い、当該単位の緊急対応計画を制定し、
定期的な緊急訓練を実施するとともにネットワーク安全事件を処理すること

(4) ネットワーク安全重要職務の認定、ネットワーク安全業務の考課の実施及び表彰・懲戒に関する
意見の提示

(5) ネットワーク安全教育・訓練の組織

(6) 個人情報及びデータの安全保護責任を履行し、個人情報及びデータの安全保護制度を確立・整備
すること

(7) 重要情報インフラの設計・建設・運用・保守等のサービスに対する安全管理の実施

(8) 規定に従ったネットワーク安全事件及び重要事項の報告。
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第18条 重要情報インフラに重大なネットワーク安全事件が発生し、又は重大なネットワーク安全上
の脅威を発見した場合、運営者は関連規定に従い、保護業務部門及び公安機関に報告しなければなら
ない。

重要情報インフラの全面的な運用停止若しくは主要機能の障害、国家基礎情報その他の重要データの
漏洩、比較的大規模な個人情報の漏洩、比較的大きな経済的損失の発生、違法情報の広範な伝播等の
特別重大なネットワーク安全事件が発生し、又は特別重大なネットワーク安全上の脅威を発見した場
合、保護業務部門は報告を受けた後、速やかに国家インターネット情報部門及び国務院公安部門に報
告しなければならない。

(

第15条に規定する職務の違反;

(8) 重要情報インフラについて毎年最低1回以上のネットワーク安全点検及びリスク評価を実施しない
場合、発見された安全上の問題を適時に是正しない場合、又は保護業務部門の要求に従い状況を報告
しない場合;

(9) ネットワーク製品及びサービスを購入するに当たり、国家の関連規定に従いネットワーク製品・
サービス提供者と安全保秘協定を締結しない場合;

(10) 合併、分割、解散等の状況が発生した際に適時に保護業務部門に報告しない場合、又は保護業務
部門の要求に従い重要情報インフラを処理しない場合。)

第40条 運営者が重要情報インフラに重大なネットワーク安全事件が発生し、又は重大なネットワー
ク安全上の脅威を発見したにもかかわらず、関連規定に従い保護業務部門及び公安機関に報告しなかっ
た場合、保護業務部門及び公安機関は職責に従い是正を命じ、警告を与える。是正を拒否し、又はネッ
トワーク安全上の危害等の結果を招いた場合は10万元以上100万元以下の過料に処し、直接責任を負
う主管者に1万元以上10万元以下の過料を科す。

要点

通信・エネルギー・金融等の主要分野における重要情報インフラの範囲と安全保護の基本的義
務を規定する。専門安全管理機構の設置及び当該機構が遂行すべきネットワークモニタリング、
データ保護、緊急対応計画の策定等8項目の重要職務を明示する。重大なネットワーク安全事
件発生時の報告手続並びに義務違反時の運営者及び責任者に対する行政罰則(過料・警告)を定
める。
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15. 未成年者ネットワーク保護条例

未成年人网络保护条例

法令情報

効力: 行政法�

状態: �行

公布機関: 国�院

公布・公開・施行: 2023- 10- 16 / 2023- 10- 24 / 2024- 01- 01

定義条文: 第五十九条

制裁条文: 第54条- 第60条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2023- 10/ 24/ c_ 1699806932316206. htm

行政解釈: https: / / www. moj. gov. cn/ pub/ sfbgw/ zcjd/ 202310/ t20231024_ 488321. html

法令用語

未成年人网�保�: 未成年者ネットワーク保護

智能�端�品: スマート端末製品

网�素养教育: ネットワークリテラシー教育

网�沉迷: ネットワーク依存

网�欺凌: ネットワークいじめ(サイバーいじめ)

中国語原文

第一条为了营造有利于未成年人身心健康的网络环境，保障未成年人合法权益，根据《中华人民共和

国未成年人保护法》、《中华人民共和国网络安全法》、《中华人民共和国个人信息保护法》等法律

，制定本条例。

第六条网络产品和服务提供者、个人信息处理者、智能终端产品制造者和销售者应当遵守法律、行政

法规和国家有关规定，尊重社会公德，遵守商业道德，诚实信用，履行未成年人网络保护义务，承担

社会责任。
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第七条网络产品和服务提供者、个人信息处理者、智能终端产品制造者和销售者应当接受政府和社会

的监督，配合有关部门依法实施涉及未成年人网络保护工作的监督检查，建立便捷、合理、有效的投

诉、举报渠道，通过显著方式公布投诉、举报途径和方法，及时受理并处理公众投诉、举报。

第十三条国务院教育部门应当将网络素养教育纳入学校素质教育内容，并会同国家网信部门制定未成

年人网络素养测评指标。 教育部门应当指导、支持学校开展未成年人网络素养教育，围绕网络道德意

识形成、网络法治观念培养、网络使用能力建设、人身财产安全保护等，培育未成年人网络安全意识、

文明素养、行为习惯和防护技能。

第十九条未成年人网络保护软件、专门供未成年人使用的智能终端产品应当具有有效识别违法信息和

可能影响未成年人身心健康的信息、保护未成年人个人信息权益、预防未成年人沉迷网络、便于监护

人履行监护职责等功能。国家网信部门会同国务院有关部门根据未成年人网络保护工作的需要，明确

未成年人网络保护软件、专门供未成年人使用的智能终端产品的相关技术标准或者要求，指导监督网

络相关行业组织按照有关技术标准和要求对未成年人网络保护软件、专门供未成年人使用的智能终端

产品的使用效果进行评估。

智能终端产品制造者应当在产品出厂前安装未成年人网络保护软件，或者采用显著方式告知用户安装

渠道和方法。智能终端产品销售者在产品销售前应当采用显著方式告知用户安装未成年人网络保护软

件的情况以及安装渠道和方法。未成年人的监护人应当合理使用并指导未成年人使用网络保护软件、

智能终端产品等，创造良好的网络使用家庭环境。

第二十六条任何组织和个人不得通过网络以文字、图片、音视频等形式，对未成年人实施侮辱、诽谤、

威胁或者恶意损害形象等网络欺凌行为。网络产品和服务提供者应当建立健全网络欺凌行为的预警预

防、识别监测和处置机制，设置便利未成年人及其监护人保存遭受网络欺凌记录、行使通知权利的功

能、渠道，提供便利未成年人设置屏蔽陌生用户、本人发布信息可见范围、禁止转载或者评论本人发

布信息、禁止向本人发送信息等网络欺凌信息防护选项。

网络产品和服务提供者应当建立健全网络欺凌信息特征库，优化相关算法模型，采用人工智能、大数

据等技术手段和人工审核相结合的方式加强对网络欺凌信息的识别监测。

第二十六条第二款和第三款、

日本語訳

第1条 未成年者の心身の健康に有益なネットワーク環境を醸成し、未成年者の適法な権益を保障する
ため、「中華人民共和国未成年者保護法」、「中華人民共和国ネットワーク安全法」、「中華人民共
和国個人情報保護法」等の法律に基づき、この条例を制定する。
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第6条 ネットワーク製品・サービス提供者、個人情報処理者、スマート端末製品の製造者及び販売者
は、法律、行政法規及び国家の関連規定を遵守し、社会公徳及び商業道徳を遵守し、誠実信用を基礎
として未成年者ネットワーク保護義務を履行し、社会的責任を負わなければならない。

第7条 ネットワーク製品・サービス提供者、個人情報処理者、スマート端末製品の製造者及び販売者
は、政府及び社会の監督を受け入れなければならず、関係部門が法に基づき実施する未成年者ネット
ワーク保護業務に関する監督・検査に協力し、利便性、合理性及び実効性を備えた苦情・通報チャネ
ルを構築して、目立つ方法で苦情・通報の経路及び方法を公告し、大衆からの苦情・通報を適時に受
理・処理しなければならない。

第13条 国務院教育部門は、ネットワークリテラシー教育を学校の資質教育の内容に組み入れ、国家
インターネット情報部門とともに未成年者ネットワークリテラシー評価指標を制定しなければならな
い。教育部門は、学校が未成年者ネットワークリテラシー教育を実施するよう指導・支援し、ネット
ワーク道徳意識の形成、ネットワーク法治観念の涵養、ネットワーク利用能力の習得、身体・財産の
安全保護等を中心として、未成年者のネットワーク安全意識、文明的素養、行動習慣及び防御技術を
育成しなければならない。

第19条 未成年者ネットワーク保護ソフトウェア及び未成年者専用スマート端末製品は、違法情報及
び未成年者の心身の健康に影響を及ぼすおそれのある情報を効果的に識別し、未成年者の個人情報に
係る権益を保護し、未成年者のネットワーク依存を予防し、後見人が後見職務を履行するのに便利な
機能を備えなければならない。

国家インターネット情報部門は、国務院関連部門とともに未成年者ネットワーク保護業務の必要に応
じて、未成年者ネットワーク保護ソフトウェア及び未成年者専用スマート端末製品に関する技術標準
又は要求事項を明確にし、ネットワーク関連業界組織が関連技術標準及び要求事項に従い未成年者ネッ
トワーク保護ソフトウェア及び未成年者専用スマート端末製品の使用効果を評価するよう指導・監督
する。スマート端末製品の製造者は、出荷前に未成年者ネットワーク保護ソフトウェアをインストー
ルし、又は目立つ方法で利用者にインストールの経路及び方法を告知しなければならない。

スマート端末製品の販売者は、製品販売前に目立つ方法で利用者に未成年者ネットワーク保護ソフト
ウェアのインストール状況及びインストールの経路と方法を告知しなければならない。未成年者の後
見人は、ネットワーク保護ソフトウェア、スマート端末製品等を合理的に使用し、未成年者の利用を
指導して良好なネットワーク利用の家庭環境を醸成しなければならない。

第26条 いかなる組織又は個人も、ネットワークを通じて文字、画像、音声・映像等の形態により、
未成年者に対し侮辱、誹謗、脅迫又は悪意あるイメージの毀損等のネットワークいじめ行為を行って
はならない。

ネットワーク製品・サービス提供者は、ネットワークいじめ行為の早期警報・予防、識別・モニタリ
ング及び処理のメカニズムを確立・整備し、未成年者及びその後見人がネットワークいじめの被害記
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録を保存し、通知の権利を行使するのに便利な機能及びチャネルを設け、未成年者が見知らぬ利用者
の遮断、自己の投稿の公開範囲の設定、自己の投稿の転載・コメントの禁止、自己宛てのメッセージ
送信の禁止等のネットワークいじめ情報に対する防御オプションを容易に設定できるよう提供しなけ
ればならない。

ネットワーク製品・サービス提供者は、ネットワークいじめ情報の特徴データベースを確立・整備し、
関連するアルゴリズムモデルを最適化し、人工知能、ビッグデータ等の技術的手段と人による審査を
組み合わせた方式でネットワークいじめ情報に対する識別・モニタリングを強化しなければならない。

(

第26条第2項及び第3項)

要点

未成年者の安全なネットワーク環境の醸成を目的として、事業者の法的・社会的保護義務及び
苦情処理チャネルの構築を規定する。学校の教育課程にネットワークリテラシー教育を反映さ
せ、保護ソフトウェアの搭載等スマート端末の製造者・販売者の技術的義務を明示する。サイ
バーいじめの禁止並びにサービス提供者の予防・遮断機能・特徴データベースの構築等具体的
な防御措置を定める。
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16. 無人航空機飛行管理暫定条例

无人驾驶航空器飞行管理暂行条例

法令情報

効力: 行政法�

状態: �行

公布機関: 国�院; 中央�事委�会

公布・公開・施行: 2023- 05- 31 / 2023- 07- 06 / 2024- 01- 01

定義条文: 第二条

制裁条文: 第五十三条- 第六十二条

原文URL: https: / / www. mee. gov. cn/ zcwj/ gwywj/ 202307/ t20230706_ 1035450. shtml

行政解釈: https: / / www. moj. gov. cn/ pub/ sfbgw/ gwxw/ xwyw/ 202306/ t20230629_ 481598.
html

法令用語

无人��航空器: 無人航空機

运�合格�: 運用合格証

��飞行活�: 測量飛行活動

隔离飞行: 隔離飛行

融合飞行: 融合飛行

中国語原文

第二条在中华人民共和国境内从事无人驾驶航空器飞行以及有关活动，应当遵守本条例。 本条例所称

无人驾驶航空器，是指没有机载驾驶员、自备动力系统的航空器。 无人驾驶航空器按照性能指标分为

微型、轻型、小型、中型和大型。

第五条国家鼓励无人驾驶航空器科研创新及其成果的推广应用，促进无人驾驶航空器与大数据、人工

智能等新技术融合创新。县级以上人民政府及其有关部门应当为无人驾驶航空器科研创新及其成果的
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推广应用提供支持。 国家在确保安全的前提下积极创新空域供给和使用机制，完善无人驾驶航空器飞

行配套基础设施和服务体系。

第十一条使用除微型以外的民用无人驾驶航空器从事飞行活动的单位应当具备下列条件，并向国务院

民用航空主管部门或者地区民用航空管理机构（以下统称民用航空管理部门）申请取得民用无人驾驶

航空器运营合格证（以下简称运营合格证）：

（一）有实施安全运营所需的管理机构、管理人员和符合本条例规定的操控人员；

（二）有符合安全运营要求的无人驾驶航空器及有关设施、设备；

（三）有实施安全运营所需的管理制度和操作规程，保证持续具备按照制度和规程实施安全运营的能

力；

（四）从事经营性活动的单位，还应当为营利法人。 民用航空管理部门收到申请后，应当进行运营安

全评估，根据评估结果依法作出许可或者不予许可的决定。予以许可的，颁发运营合格证；不予许可

的，书面通知申请人并说明理由。 使用最大起飞重量不超过150千克的农用无人驾驶航空器在农林牧

渔区域上方的适飞空域内从事农林牧渔作业飞行活动（以下称常规农用无人驾驶航空器作业飞行活动）

，无需取得运营合格证。 取得运营合格证后从事经营性通用航空飞行活动，以及从事常规农用无人驾

驶航空器作业飞行活动，无需取得通用航空经营许可证和运行合格证。

第三十四条禁止利用无人驾驶航空器实施下列行为：

（一）违法拍摄军事设施、军工设施或者其他涉密场所；

（二）扰乱机关、团体、企业、事业单位工作秩序或者公共场所秩序；

（三）妨碍国家机关工作人员依法执行职务；

（四）投放含有违反法律法规规定内容的宣传品或者其他物品；

（五）危及公共设施、单位或者个人财产安全；

（六）危及他人生命健康，非法采集信息，或者侵犯他人其他人身权益；

（七）非法获取、泄露国家秘密，或者违法向境外提供数据信息；

（八）法律法规禁止的其他行为。

第五十三条违反本条例规定，外国无人驾驶航空器或者由外国人员操控的无人驾驶航空器在我国境内

实施测绘飞行活动的，由县级以上人民政府测绘地理信息主管部门责令停止违法行为，没收违法所得、
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测绘成果和实施违规飞行的无人驾驶航空器，并处10万元以上50万元以下的罚款；情节严重的，并处

50万元以上100万元以下的罚款，由公安机关、国家安全机关按照职责分工决定限期出境或者驱逐出境。

第六十二条本条例下列用语的含义：

（一）空中交通管理机构，是指军队和民用航空管理部门内负责有关责任区空中交通管理的机构。

（二）微型无人驾驶航空器，是指空机重量小于0. 25千克，最大飞行真高不超过50米，最大平飞速度

不超过40千米/ 小时，无线电发射设备符合微功率短距离技术要求，全程可以随时人工介入操控的无人

驾驶航空器。

（三）轻型无人驾驶航空器，是指空机重量不超过4千克且最大起飞重量不超过7千克，最大平飞速度

不超过100千米/ 小时，具备符合空域管理要求的空域保持能力和可靠被监视能力，全程可以随时人工

介入操控的无人驾驶航空器，但不包括微型无人驾驶航空器。

（四）小型无人驾驶航空器，是指空机重量不超过15千克且最大起飞重量不超过25千克，具备符合空

域管理要求的空域保持能力和可靠被监视能力，全程可以随时人工介入操控的无人驾驶航空器，但不

包括微型、轻型无人驾驶航空器。

（五）中型无人驾驶航空器，是指最大起飞重量不超过150千克的无人驾驶航空器，但不包括微型、轻

型、小型无人驾驶航空器。

（六）大型无人驾驶航空器，是指最大起飞重量超过150千克的无人驾驶航空器。

（七）无人驾驶航空器系统，是指无人驾驶航空器以及与其有关的遥控台（站）、任务载荷和控制链

路等组成的系统。其中，遥控台（站）是指遥控无人驾驶航空器的各种操控设备（手段）以及有关系

统组成的整体。

（八）农用无人驾驶航空器，是指最大飞行真高不超过30米，最大平飞速度不超过50千米/ 小时，最

大飞行半径不超过2000米，具备空域保持能力和可靠被监视能力，专门用于植保、播种、投饵等农林

牧渔作业，全程可以随时人工介入操控的无人驾驶航空器。

（九）隔离飞行，是指无人驾驶航空器与有人驾驶航空器不同时在同一空域内的飞行。

（十）融合飞行，是指无人驾驶航空器与有人驾驶航空器同时在同一空域内的飞行。

（十一）分布式操作，是指把无人驾驶航空器系统操作分解为多个子业务，部署在多个站点或者终端

进行协同操作的模式。
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（十二）集群，是指采用具备多台无人驾驶航空器操控能力的同一系统或者平台，为了处理同一任务

，以各无人驾驶航空器操控数据互联协同处理为特征，在同一时间内并行操控多台无人驾驶航空器以

相对物理集中的方式进行飞行的无人驾驶航空器运行模式。

第六十三条本条例自2024年1月1日起施行。

日本語訳

第2条 中華人民共和国の領域内で無人航空機の飛行及び関連活動に従事する場合は、この条例を遵守
しなければならない。この条例において「無人航空機」とは、操縦者が搭乗せず、自体の動力システ
ムを備えた航空機をいう。無人航空機は、性能指標に応じてマイクロ型、軽型、小型、中型及び大型
に区分する。

第5条 国は、無人航空機の科学技術イノベーション及びその成果の普及・応用を奨励し、無人航空機
とビッグデータ、人工知能等の新技術との融合イノベーションを促進する。県級以上の人民政府及び
関連部門は、無人航空機の科学技術イノベーション及び成果の普及・応用を支援しなければならない。
国は、安全を確保することを前提として、空域の供給及び使用のメカニズムを積極的に革新し、無人
航空機飛行関連のインフラ及びサービス体系を整備する。

第11条 マイクロ型以外の民間用無人航空機を使用して飛行活動に従事する単位は、次の各号の要件
を備えなければならず、国務院民間航空主管部門又は地域民間航空管理機関(以下総称して「民間航
空管理部門」という)に申請して民間用無人航空機運用合格証(以下「運用合格証」という)を取得しな
ければならない。

(1) 安全運用の実施に必要な管理機構、管理要員及びこの条例の規定に適合する操縦要員を有するこ
と

(2) 安全運用の要求に適合する無人航空機及び関連施設・設備を有すること

(3) 安全運用の実施に必要な管理制度及び操作規程を有し、当該制度及び規程に従って持続的に安全
運用を実施する能力を確保すること

(4) 経営性活動に従事する単位の場合は営利法人であること。民間航空管理部門は、申請を受理した
後、運用安全評価を実施し、評価結果に基づき法により許可又は不許可の決定を行う。許可する場合
は運用合格証を発給し、不許可とする場合は申請者に書面で通知し理由を説明する。最大離陸重量
150キログラム以下の農業用無人航空機を使用して、農林牧漁業区域上空の適合空域内で農林牧漁業
作業飛行活動(以下「通常農業用無人航空機作業飛行活動」という)に従事する場合は、運用合格証の
取得を要しない。
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運用合格証を取得した後、経営性一般航空飛行活動に従事する場合及び通常農業用無人航空機作業飛
行活動に従事する場合は、一般航空経営許可証及び運航合格証の取得を要しない。

第34条 無人航空機を利用して次の各号の行為を行うことを禁止する。

(1) 軍事施設、軍用空港施設その他の秘密関連場所の違法な撮影

(2) 機関、団体、企業、事業単位の業務秩序又は公共の場所の秩序の攪乱

(3) 国家機関職員の法に基づく職務執行の妨害

(4) 法令の規定に違反する内容を含む宣伝物その他の物品の投下

(5) 公共施設、単位又は個人の財産の安全に対する危害

(6) 他人の生命・健康に対する危害、違法な情報収集又は他人のその他の人格・身体に係る権益の侵
害

(7) 国家秘密の違法な取得・漏洩又は国外への違法なデータ提供

(8) 法令で禁止するその他の行為。

第53条 この条例の規定に違反して、外国の無人航空機又は外国人が操縦する無人航空機が中国の領
域内で測量飛行活動を実施した場合、県級以上の人民政府測量地理情報主管部門が違法行為の中止を
命じ、違法所得、測量成果及び規則違反飛行に使用された無人航空機を没収し、10万元以上50万元以
下の過料に処する。事情が重大な場合は50万元以上100万元以下の過料に処し、公安機関及び国家安
全機関が職責分担に従い期限付き出国又は強制退去を決定する。

第62条 この条例において使用する用語の意義は、次のとおりとする。

(1) 「空中交通管理機関」とは、軍及び民間航空管理部門の内部で関連責任区域の空中交通管理を担
当する機関をいう。

(2) 「マイクロ型無人航空機」とは、自重0. 25キログラム未満、最大飛行高度50メートル以下、最大
水平速度時速40キロメートル以下であって、無線発射設備が小電力短距離技術要件に適合し、全過程
においていつでも人による介入操縦が可能な無人航空機をいう。

(3) 「軽型無人航空機」とは、自重4キログラム以下及び最大離陸重量7キログラム以下、最大水平速
度時速100キロメートル以下であって、空域管理要求に適合する空域維持能力及び信頼できる監視受
信能力を備え、全過程においていつでも人による介入操縦が可能な無人航空機をいう(ただし、マイ
クロ型を除く)。

(4) 「小型無人航空機」とは、自重15キログラム以下及び最大離陸重量25キログラム以下であって、
空域維持能力及び監視受信能力を備え、全過程においていつでも人による介入操縦が可能な無人航空
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機をいう(ただし、マイクロ型・軽型を除く)。

(5) 「中型無人航空機」とは、最大離陸重量150キログラム以下の無人航空機をいう(ただし、マイク
ロ型・軽型・小型を除く)。

(6) 「大型無人航空機」とは、最大離陸重量150キログラムを超える無人航空機をいう。

(7) 「無人航空機システム」とは、無人航空機及び関連する遠隔操縦局、ミッションパッケージ、制
御リンク等で構成されるシステムをいう。

(8) 「農業用無人航空機」とは、最大飛行高度30メートル以下、最大水平速度時速50キロメートル以
下、最大飛行半径2000メートル以下であって、植物保護・施肥・飼料散布等の作業に専用される無人
航空機をいう。

(9) 「隔離飛行」とは、無人航空機と有人航空機が同一空域内に同時に存在しない飛行をいう。

(10) 「融合飛行」とは、無人航空機と有人航空機が同一空域内に同時に存在する飛行をいう。

(11) 「分散型操作」とは、無人航空機システムの操作を複数のサブタスクに分割し、複数のサイト・
端末に配置して協働操作する方式をいう。

(12) 「群集」とは、複数の無人航空機を操縦する能力を備えた同一のシステム・プラットフォームを
用いて同一の任務を処理する運用方式をいう。

第63条 この条例は、2024年1月1日から施行する。

要点

無人航空機の定義及び機種分類基準(マイクロ型・軽型・小型・中型・大型)並びに産業育成の
ための技術イノベーション政策を規定する。民間用無人航空機の運用合格証申請要件、違法撮
影・軍事施設への侵害等の禁止行為、外国の無人航空機による違法な測量飛行に対する行政罰
(過料・没収・強制退去)を定める。空中交通管理機関、無人航空機システム、隔離・融合飛行
等、条例内の重要な専門用語の意義を明確に定義する。
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17. ネットワークデータ安全管理条例

网络数据安全管理条例

法令情報

効力: 行政法�

状態: �行

公布機関: 国�院

公布・公開・施行: 2024- 09- 24 / 2024- 10- 03 / 2025- 01- 01

定義条文: 第六十二条

制裁条文: 第47条- 第61条

原文URL: https: / / www. mee. gov. cn/ zcwj/ gwywj/ 202410/ t20241003_ 1087417. shtml

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2024- 09/ 30/ c_ 1729384453671239. htm

法令用語

网�数据: ネットワークデータ

网�数据�理者: ネットワークデータ処理者

生成式人工智能服�: 生成型人工知能サービス

个人信息: 個人情報

敏感个人信息: センシティブ個人情報

�独同意: 個別同意

重要数据: 重要データ

大型网�平台: 大型ネットワークプラットフォーム

中国語原文

第一条为了规范网络数据处理活动，保障网络数据安全，促进网络数据依法合理有效利用，保护个人、

组织的合法权益，维护国家安全和公共利益，根据《中华人民共和国网络安全法》、《中华人民共和
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国数据安全法》、《中华人民共和国个人信息保护法》等法律，制定本条例。

第十九条提供生成式人工智能服务的网络数据处理者应当加强对训练数据和训练数据处理活动的安全

管理，采取有效措施防范和处置网络数据安全风险。

第二十一条网络数据处理者在处理个人信息前，通过制定个人信息处理规则的方式依法向个人告知的

，个人信息处理规则应当集中公开展示、易于访问并置于醒目位置，内容明确具体、清晰易懂，包括

但不限于下列内容：

（一）网络数据处理者的名称或者姓名和联系方式；

（二）处理个人信息的目的、方式、种类，处理敏感个人信息的必要性以及对个人权益的影响；

（三）个人信息保存期限和到期后的处理方式，保存期限难以确定的，应当明确保存期限的确定方法

；

（四）个人查阅、复制、转移、更正、补充、删除、限制处理个人信息以及注销账号、撤回同意的方

法和途径等。 网络数据处理者按照前款规定向个人告知收集和向其他网络数据处理者提供个人信息的

目的、方式、种类以及网络数据接收方信息的，应当以清单等形式予以列明。网络数据处理者处理不

满十四周岁未成年人个人信息的，还应当制定专门的个人信息处理规则。

第二十二条网络数据处理者基于个人同意处理个人信息的，应当遵守下列规定：

（一）收集个人信息为提供产品或者服务所必需，不得超范围收集个人信息，不得通过误导、欺诈、

胁迫等方式取得个人同意；

（二）处理生物识别、宗教信仰、特定身份、医疗健康、金融账户、行踪轨迹等敏感个人信息的，应

当取得个人的单独同意；

（三）处理不满十四周岁未成年人个人信息的，应当取得未成年人的父母或者其他监护人的同意；

（四）不得超出个人同意的个人信息处理目的、方式、种类、保存期限处理个人信息；

（五）不得在个人明确表示不同意处理其个人信息后，频繁征求同意；

（六）个人信息的处理目的、方式、种类发生变更的，应当重新取得个人同意。 法律、行政法规规定

处理敏感个人信息应当取得书面同意的，从其规定。

第三十五条符合下列条件之一的，网络数据处理者可以向境外提供个人信息：

（一）通过国家网信部门组织的数据出境安全评估；
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（二）按照国家网信部门的规定经专业机构进行个人信息保护认证；

（三）符合国家网信部门制定的关于个人信息出境标准合同的规定；

（四）为订立、履行个人作为一方当事人的合同，确需向境外提供个人信息；

（五）按照依法制定的劳动规章制度和依法签订的集体合同实施跨境人力资源管理，确需向境外提供

员工个人信息；

（六）为履行法定职责或者法定义务，确需向境外提供个人信息；

（七）紧急情况下为保护自然人的生命健康和财产安全，确需向境外提供个人信息;

（八）法律、行政法规或者国家网信部门规定的其他条件。

第五十二条有关主管部门在开展网络数据安全监督检查时，应当加强协同配合、信息沟通，合理确定

检查频次和检查方式，避免不必要的检查和交叉重复检查。 个人信息保护合规审计、重要数据风险评

估、重要数据出境安全评估等应当加强衔接，避免重复评估、审计。重要数据风险评估和网络安全等

级测评的内容重合的，相关结果可以互相采信。

第六十二条本条例下列用语的含义：

（一）网络数据，是指通过网络处理和产生的各种电子数据。

（二）网络数据处理活动，是指网络数据的收集、存储、使用、加工、传输、提供、公开、删除等活

动。

（三）网络数据处理者，是指在网络数据处理活动中自主决定处理目的和处理方式的个人、组织。

（四）重要数据，是指特定领域、特定群体、特定区域或者达到一定精度和规模，一旦遭到篡改、破

坏、泄露或者非法获取、非法利用，可能直接危害国家安全、经济运行、社会稳定、公共健康和安全

的数据。

（五）委托处理，是指网络数据处理者委托个人、组织按照约定的目的和方式开展的网络数据处理活

动。

（六）共同处理，是指两个以上的网络数据处理者共同决定网络数据的处理目的和处理方式的网络数

据处理活动。

（七）单独同意，是指个人针对其个人信息进行特定处理而专门作出具体、明确的同意。
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（八）大型网络平台，是指注册用户5000万以上或者月活跃用户1000万以上，业务类型复杂，网络数

据处理活动对国家安全、经济运行、国计民生等具有重要影响的网络平台。

日本語訳

第1条 ネットワークデータ処理活動を規範化し、ネットワークデータの安全を保障し、ネットワーク
データの法に基づく合理的かつ効果的な利用を促進し、個人及び組織の適法な権益を保護し、国家の
安全及び公共の利益を守るため、「中華人民共和国ネットワーク安全法」、「中華人民共和国データ
安全法」、「中華人民共和国個人情報保護法」等の法律に基づき、この条例を制定する。

第19条 生成型人工知能サービスを提供するネットワークデータ処理者は、学習データ及び学習デー
タ処理活動に対する安全管理を強化しなければならず、有効な措置を講じてネットワークデータの安
全上のリスクを予防し、処理しなければならない。

第21条 ネットワークデータ処理者が個人情報を処理する前に、個人情報処理規則を制定する方法に
より法に基づき個人に告知する場合、個人情報処理規則は、集約して公開的に掲示され、アクセスし
やすく、目立つ位置に置かれなければならず、内容が明確、具体的かつ理解しやすいものでなければ
ならず、次の各号の内容を含むが、これに限られない:

(1) ネットワークデータ処理者の名称又は氏名及び連絡先;

(2) 個人情報処理の目的、方式、種類、センシティブ個人情報処理の必要性及び個人の権益に及ぼす
影響;

(3) 個人情報の保存期間及び期間満了後の処理方式。保存期間を確定することが困難な場合は、保存
期間の確定方法を明示しなければならない;

(4) 個人が個人情報を閲覧、複製、移転、訂正、補充、削除し、処理を制限し、アカウントを解約し、
同意を撤回する方法及び経路等。ネットワークデータ処理者が前項の規定に従い個人に対し、個人情
報の収集及び他のネットワークデータ処理者への提供に係る目的、方式、種類並びにネットワークデー
タ受領者の情報を告知する場合には、リスト等の形式で明示しなければならない。ネットワークデー
タ処理者が満14歳未満の未成年者の個人情報を処理する場合には、専用の個人情報処理規則も制定し
なければならない。

第22条 ネットワークデータ処理者が個人の同意に基づき個人情報を処理する場合には、次の規定を
遵守しなければならない:

(1) 個人情報の収集は、製品又はサービスの提供に必須のものでなければならず、範囲を超えて個人
情報を収集してはならず、誤導、欺罔、脅迫等の方法により個人の同意を取得してはならない;
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(2) 生体認証、宗教的信仰、特定の身分、医療健康、金融口座、行動軌跡等のセンシティブ個人情報
を処理する場合には、個人の個別同意を取得しなければならない;

(3) 満14歳未満の未成年者の個人情報を処理する場合には、当該未成年者の父母又はその他の保護者
の同意を取得しなければならない;

(4) 個人の同意を得た個人情報処理の目的、方式、種類、保存期間を超えて個人情報を処理してはな
らない;

(5) 個人が自己の個人情報処理について明示的に同意しない旨を示した後は、頻繁に同意を求めては
ならない;

(6) 個人情報の処理目的、方式、種類が変更された場合には、改めて個人の同意を取得しなければな
らない。法律、行政法規においてセンシティブ個人情報の処理に際し書面による同意を取得するよう
規定している場合には、その規定による。

第35条 次の各号の条件のいずれかに適合する場合、ネットワークデータ処理者は域外に個人情報を
提供することができる:

(1) 国家インターネット情報部門が組織するデータ国外移転安全評価に合格した場合;

(2) 国家インターネット情報部門の規定に従い、専門機関を通じて個人情報保護認証を取得した場合;

(3) 国家インターネット情報部門が制定した個人情報国外移転標準契約に関する規定に適合する場合;

(4) 個人が一方当事者である契約の締結及び履行のために域外に個人情報を提供する必要が確実にあ
る場合;

(5) 法に基づき制定された労働規則制度及び法に基づき締結された団体契約に従い、国境を越えた人
的資源管理を実施するに当たり、役職員の個人情報を域外に提供する必要が確実にある場合;

(6) 法定の職責又は法定の義務を履行するために域外に個人情報を提供する必要が確実にある場合;

(7) 緊急の状況において自然人の生命・健康及び財産の安全を保護するために域外に個人情報を提供
する必要が確実にある場合;

(8) 法律、行政法規又は国家インターネット情報部門が規定するその他の条件。

第52条 関係主管部門は、ネットワークデータ安全に関する監督・検査を実施するに当たり、協働・
連携及び情報疎通を強化し、検査の頻度及び検査方式を合理的に確定して、不必要な検査及び重複検
査を回避しなければならない。個人情報保護コンプライアンス監査、重要データリスク評価、重要デー
タ国外移転安全評価等は連携を強化し、重複した評価及び監査を回避しなければならない。重要デー
タリスク評価とネットワーク安全等級評価の内容が重複する場合には、関連する結果を相互に承認す
ることができる。



94

第62条 この条例において使用する用語の意義は、次のとおりとする:

(1) 「ネットワークデータ」とは、ネットワークを通じて処理され、発生する各種の電子データをい
う。

(2) 「ネットワークデータ処理活動」とは、ネットワークデータの収集、保存、使用、加工、伝送、
提供、公開、削除等の活動をいう。

(3) 「ネットワークデータ処理者」とは、ネットワークデータ処理活動において処理の目的及び処理
の方式を自律的に決定する個人、組織をいう。

(4) 「重要データ」とは、特定の分野、特定の集団、特定の地域に係る、又は改ざん・破壊・漏洩若
しくは不法取得・不法利用された場合に国家の安全、経済の運行、社会の安定、公衆の健康及び安全
を直接害するおそれのあるデータをいう。

(5) 「委託処理」とは、ネットワークデータ処理者が個人、組織に委託し、約定された目的及び方式
に従って行われるネットワークデータ処理活動をいう。

(6) 「共同処理」とは、2以上のネットワークデータ処理者がネットワークデータの処理目的及び処理
方式を共同で決定するネットワークデータ処理活動をいう。

(7) 「個別同意」とは、個人が自己の個人情報に対する特定の処理について、具体的かつ明確に行う
同意をいう。

(8) 「大型ネットワークプラットフォーム」とは、加入者数5000万人以上又は月間アクティブ利用者
数1000万人以上であって、業務の類型が複雑であり、ネットワークデータ処理活動が国家の安全、経
済の運行、国民経済及び国民生活等に重要な影響を及ぼすネットワークプラットフォームをいう。

要点

ネットワークデータ処理者の安全管理義務と個人情報の告知・同意手続を具体的に規定する。
個人情報の域外提供の条件及び監督・検査間の重複防止原則を明示する。生成型人工知能、国
外移転、重要データ、個別同意及び大型ネットワークプラットフォーム等の関連する重要用語
を定義する。
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18. インターネット情報サービス管理弁法

互联网信息服务管理办法

法令情報

効力: 行政法�

状態: �行

公布機関: 国�院

公布・公開・施行: 2000- 09- 25; 2025修�公布 / 2025- 04- 16 / 2025- 04- 16

定義条文: 第二条

制裁条文: 第十九条- 第二十七条

原文URL: https: / / www. nmpa. gov. cn/ xxgk/ fgwj/ flxzhfg/ 20250416164819194. html? m= & 
type= pc; https: / / xzfg. moj. gov. cn/ front/ law/ detail? LawID= 1756; https: / / xzfg. moj. gov. cn/ 
law/ download? LawID= 550& type= pdf

法令用語

互�网信息服�: インターネット情報サービス

��性: 経営性(有償)

非��性: 非経営性(無償)

�可制度: 許可制度

�案制度: 備案(届出・登録)制度

�法所得: 違法所得

中国語原文

第一条为了规范互联网信息服务活动，促进互联网信息服务健康有序发展，制定本办法。

第二条在中华人民共和国境内从事互联网信息服务活动，必须遵守本办法。 本办法所称互联网信息服

务，是指通过互联网向上网用户提供信息的服务活动。
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第三条互联网信息服务分为经营性和非经营性两类。 经营性互联网信息服务，是指通过互联网向上网

用户有偿提供信息或者网页制作等服务活动。 非经营性互联网信息服务，是指通过互联网向上网用户

无偿提供具有公开性、共享性信息的服务活动。

第四条国家对经营性互联网信息服务实行许可制度； 对非经营性互联网信息服务实行备案制度。 未取

得许可或者未履行备案手续的，不得从事互联网信息服务。

第十九条违反本办法的规定，未取得经营许可证，擅自从事经营性互联网信息服务，或者超出许可的

项目提供服务的，由省、自治区、直辖市电信管理机构责令限期改正， 有违法所得的，没收违法所得

，处违法所得 3 倍以上 5 倍以下的罚款；没有违法所得或者违法所得不足 5 万元的，处 10 万元以上

100 万元以下的罚款；情节严重的，责令关闭网站。 违反本办法的规定，未履行备案手续，擅自从事

非经营性互联网信息服务，或者超出备案的项目提供服务的，由省、 自治区、直辖市电信管理机构责

令限期改正；拒不改正的， 责令关闭网站。

第二十七条本办法自公布之日起施行。

日本語訳

第1条 インターネット情報サービス活動を規範化し、インターネット情報サービスの健全かつ秩序あ
る発展を促進するため、この弁法を制定する。

第2条 中華人民共和国の領域内でインターネット情報サービス活動に従事する場合には、必ずこの弁
法を遵守しなければならない。この弁法にいうインターネット情報サービスとは、インターネットを
通じてインターネット利用者に情報を提供するサービス活動をいう。

第3条 インターネット情報サービスは、経営性及び非経営性の2種類に区分する。経営性インターネッ
ト情報サービスとは、インターネットを通じてインターネット利用者に有償で情報又はウェブページ
制作等のサービス活動を提供することをいう。非経営性インターネット情報サービスとは、インター
ネットを通じてインターネット利用者に無償で公開性・共有性を有する情報サービス活動を提供する
ことをいう。

第4条 国は、経営性インターネット情報サービスについては許可制度を実施し、非経営性インターネッ
ト情報サービスについては備案(届出・登録)制度を実施する。許可を受けず、又は備案手続を履行し
ない者は、インターネット情報サービスに従事することができない。

第19条 この弁法の規定に違反して経営許可証を取得せずに無断で経営性インターネット情報サービ
スに従事し、又は許可を受けた項目を超えてサービスを提供した場合、省・自治区・直轄市の電気通
信管理機構が期限を定めて是正を命じ、違法所得がある場合には違法所得を没収し、違法所得の3倍
以上5倍以下の過料(罰金)に処する。違法所得がない場合又は違法所得が5万元未満の場合は、10万元
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以上100万元以下の過料(罰金)に処する。情状が重い場合には、ウェブサイトの閉鎖を命ずる。

この弁法の規定に違反して備案手続を履行せずに無断で非経営性インターネット情報サービスに従事
し、又は備案項目を超えてサービスを提供した場合、省・自治区・直轄市の電気通信管理機構が期限
を定めて是正を命じ、是正を拒否する場合にはウェブサイトの閉鎖を命ずる。

第27条 この弁法は、公布の日から施行する。

要点

インターネット情報サービスを経営性と非経営性に区分し、それぞれ許可制と備案(届出・登
録)制を適用する。無許可又は未登録での営業、あるいは承認範囲を超えたサービス提供行為
を禁止する。違反時の是正命令、没収、過料の賦課及びウェブサイトの閉鎖等の行政処分を規
定する。
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第3部 軍事法規
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19. 中国人民解放軍内務条令

中国人民解放军内务条令

法令情報

効力: �事法�

状態: �行

公布機関: 中央�事委�会

公布・公開・施行: 2025- 02- 07 / 2025- 02- 26 / 2025- 04- 01

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. mod. gov. cn/ gfbw/ fgwx/ flfg/ 16372286. html

法令用語

内�条令: 内務条令

非�争�事行�: 非戦争軍事行動

��役人�: 予備役要員

授装: 授装(装備授与)

�事数据: 軍事データ

涉密�所: 秘密場所(機密取扱場所)

中国語原文

第二条本条令是中国人民解放军内务建设的基本依据，适用于中国人民解放军军人和单位（不含企业

事业单位），以及参战和被召集参加军事训练、担负战备勤务、执行非战争军事行动任务的预备役人

员。

第五条建设一支听党指挥、能打胜仗、作风优良的人民军队，是党在新时代的强军目标。
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中国人民解放军的内务建设，必须高举中国特色社会主义伟大旗帜，坚持党的基本理论、基本路线、

基本方略，贯彻毛泽东军事思想、邓小平新时期军队建设思想、江泽民国防和军队建设思想、胡锦涛

国防和军队建设思想、习近平强军思想，贯彻新时代军事战略方针，不忘初心，牢记使命，坚持走中

国特色强军之路，坚持政治建军、改革强军、科技强军、人才强军、依法治军，贯彻军委管总、战区

主战、军种主建的总原则，全面加强军队革命化、现代化、正规化建设，构建中国特色现代作战体系

，提高有效履行新时代军队使命任务能力，为实现党在新时代的强军目标、把人民军队全面建成世界

一流军队提供坚强保证。

第六条中国人民解放军的内务建设，必须毫不动摇坚持党对军队绝对领导的根本原则和制度，贯彻新

时代政治建军方略，深刻领悟“两个确立”的决定性意义，增强“四个意识”、坚定“四个自信”、

做到“两个维护”，贯彻军委主席负责制。中国人民解放军的内务建设，必须坚持党委统一领导，发

挥基层党组织战斗堡垒作用和党员先锋模范作用；坚持官兵一致、军民一致、军政一致，坚持政治民

主、经济民主、军事民主；

发挥政治工作生命线作用，践行社会主义核心价值观，培育当代革命军人核心价值观，培养有灵魂、

有本事、有血性、有品德的新时代革命军人，锻造具有铁一般信仰、铁一般信念、铁一般纪律、铁一

般担当的过硬部队，确保部队任何时候、任何情况下在思想上、政治上、行动上与党中央、中央军委

保持高度一致，确保军队绝对忠诚、绝对纯洁、绝对可靠。

第十四条部队（分队）组织战前动员、参加重大演训任务、执行非战争军事行动任务，以及组织授装、

纪念等活动，可以组织宣誓。 誓词内容由团级以上单位根据任务、环境、人员等情况确定，可以使用

军人誓词。其中，授装时被授装人员可以使用下列誓词： 我宣誓：我要像爱护自己生命一样爱护装备。

严格执行装备管理规定，正确操作使用和维护装备；努力学习，刻苦训练，提高管装、用装本领；保

守装备秘密，坚决同损害装备的行为作斗争，确保装备安全。 宣誓的要求和程序，按照《中国人民解

放军队列条令》有关誓师大会、授装等仪式的规定执行。

第一百八十一条军队单位和军人应当加强军事数据的收集、存储、流转和使用等环节的安全管理，不

得擅自留存、使用、泄露或者向他人提供军事数据；不得干扰影响军队信息网络系统正常运行，违规

获取数据。

第二百四十二条军用移动电话主要用于各级首长、机关、部队军事行动和日常办公的通信保障，使用

时应当遵守下列规定：

（一）不得带入重要涉密场所和会议活动明确的禁用区域；

（二）不得谈论、传输、处理、存储超出防护等级的信息或者长期存储涉密数据信息；

（三）不得与国际互联网、其他民用网络及非专用计算机、民用电子设备联接；
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（四）不得与外国人或者在外国驻华使馆（领事馆）、机构和国际组织工作的人员通信；

（五）不得私自出借或者转让给他人使用；

（六）不得未经审批携带出国（境）；

（七）不得故意损毁、拆装或者到地方单位维修。

第二百七十一条军队单位应当加强重点领域、重大活动、重要时节安全管理，严格落实日常管理制度

和安全管理规定，突出人员、车辆、大型武器平台和重要军事目标管控，加强训练场未爆弹药安全风

险防控，加强隐患排查整治，保持正规秩序，确保不发生有影响的安全问题。

日本語訳

第2条 この条令は、中国人民解放軍の内務建設の基本的根拠として、中国人民解放軍の軍人及び単位(
企業・事業単位を除く)並びに作戦に参加し、又は軍事訓練参加・戦備勤務担任・非戦争軍事行動任
務の遂行のために召集された予備役要員に対して適用する。

第5条 党の指揮に従い、勝利することができ、作風の優れた人民軍隊を建設することは、党の新時代
強軍目標である。

中国人民解放軍の内務建設は、必ず中国の特色ある社会主義の偉大な旗を高く掲げ、党の基本理論・
基本路線・基本方略を堅持し、毛沢東軍事思想、鄧小平新時期軍隊建設思想、江沢民国防及び軍隊建
設思想、胡錦濤国防及び軍隊建設思想、習近平強軍思想を貫徹し、新時代軍事戦略方針を貫徹し、初
心を忘れず使命を銘記して、中国の特色ある強軍の道を堅持し、政治建軍・改革強軍・科学技術強軍・
人材強軍・依法治軍を堅持し、中央軍事委員会統括・戦区主作戦・軍種主建設という総原則を貫徹し
て、軍隊の革命化・現代化・正規化建設を

全面的に強化し、中国の特色ある現代作戦体系を構築し、新時代の軍事使命任務を有効に遂行する能
力を高め、党の新時代強軍目標の実現と人民軍隊の世界一流軍隊への全面的建設のための強力な保障
を提供しなければならない。

第6条 中国人民解放軍の内務建設は、必ず軍隊に対する党の絶対的領導を堅持するという根本原則と
制度を揺るぎなく堅持し、新時代政治建軍方略を貫徹し、「二つの確立」の決定的意義を深く認識し、
「四つの意識」を強化して「四つの自信」を堅持し「二つの擁護」を実践し、中央軍事委員会主席責
任制を貫徹しなければならない。

中国人民解放軍の内務建設は、必ず党委員会の統一的領導を堅持し、基層党組織の戦闘拠点としての
役割及び党員の先鋒模範としての役割を発揮しなければならず、官兵一致・軍民一致・軍政一致を堅
持し、政治民主・経済民主・軍事民主を堅持しなければならない。
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政治工作の生命線としての役割を発揮し、社会主義核心価値観を実践するとともに現代革命軍人核心
価値観を涵養して、魂があり能力があり熱血があり品徳のある新時代の革命軍人を育成し、鉄のよう
な信仰・信念・規律・責任感を備えた強靱な部隊を鍛え上げ、部隊がいつ、どこにあっても思想・政
治・行動において党中央及び中央軍事委員会と高度の一致を保つことを保証し、軍隊の絶対的忠誠・
絶対的純潔・絶対的信頼性を保証しなければならない。

第14条 部隊(分隊)が出征前動員、重大演習訓練任務への参加、非戦争軍事行動任務の遂行、又は授装
(装備授与)・記念などの行事を組織する際には、宣誓を組織することができる。宣誓の内容は団級以
上の単位が任務、環境、要員等の状況に応じて確定し、軍人宣誓文を用いることができる。このうち、
装備授与時に授装を受ける要員は次の宣誓文を用いることができる: 私は宣誓します、自らの生命を
大切にするように装備を大切にします。

装備管理規定を厳格に執行し、装備を正しく操作・使用し整備するとともに、熱心に学習し猛訓練を
重ねて装備の管理・使用能力を高めます; 装備の秘密を保持し、装備を損傷させる行為に断固として
立ち向かい、装備の安全を保障します。宣誓の要求事項及び手続は「中国人民解放軍隊列条令」の出
征大会、授装等の儀式に関する規定に従って執行する。

第181条 軍隊単位及び軍人は、軍事データの収集、保存、流通及び使用等の各段階における安全管理
を強化しなければならず、無断で軍事データを保有、使用、流出させ、又は他人に提供してはならな
い; 軍事情報ネットワークシステムの正常な運用を妨害し、又はこれに影響を及ぼしてはならず、規
定に違反してデータを取得してはならない。

第242条 軍用携帯電話は主に各級指揮官、機関、部隊の軍事行動及び日常業務の通信保障に使用され、
使用に当たっては次の規定を遵守しなければならない:

(1) 主要秘密場所及び会議・行事において明示された禁止区域に持ち込まないこと;

(2) 保護等級を超える情報を議論・伝送・処理・保存し、又は秘密データ情報を長期保存しないこと;

(3) インターネット、その他の民間ネットワーク及び非専用コンピュータ、民間電子機器と接続しな
いこと;

(4) 外国人又は駐中国外国大使館(領事館)、機関及び国際機関の勤務要員と通信しないこと;

(5) 私的に他人に貸与し、又は譲渡して使用させないこと;

(6) 承認なく国外(境外)へ携帯しないこと;

(7) 故意に損傷・分解し、又は地方の単位に修理を委ねないこと。

第271条 軍隊単位は、重点分野、重大行事、重要時期における安全管理を強化しなければならず、日
常管理制度及び安全管理規定を厳格に履行し、要員、車両、大型兵器プラットフォーム及び重要軍事
目標の統制を重視し、訓練場の不発弾の安全リスク防止を強化し、潜在的危険に対する点検及び整備
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を強化して、正規の秩序を維持し、影響の大きい安全問題が発生しないよう保障しなければならない。

要点

中国人民解放軍の内務建設の基本的根拠及び政治的・組織的指揮原則を確立する。装備授与及
び作戦動員時の宣誓手続、軍事データの厳格な流出禁止及び安全管理義務を明示する。軍用携
帯電話の使用制限事項並びに重要時期及び核心軍事目標に対する安全管理方針を規定する。
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第4部 地方性法規
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20. 上海市人工知能産業発展促進条例

上海市促进人工智能产业发展条例

法令情報

効力: 地方性法�

状態: �行

公布機関: 上海市人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 2022- 09- 22 / 2022- 09- 22 / 2022- 10- 01

定義条文: 第二条

制裁条文: -

原文URL: https: / / fgw. sh. gov. cn/ ys- zscq- 1. 3. 6- h5/ 20241223/
962a1ba21a37471da90e72c052e4e661. html

法令用語

算法模型: アルゴリズムモデル

数据�注: データラベリング

�案: 届出(�案)

分类分�: 分類・等級別

中国語原文

第六十七条_ 人工智能系统伦理影响评估的指引 《上海市促进人工智能产业发展条例》（2022年）

第六十七条发布日期：2024 31 - - > 上海市促进人工智能产业发展条例 （2022年9月22日上海市第十五

届人民代表大会常务委员会第四十四次会议通过） 第一章总则

第二条本条例所称人工智能，是指利用计算机或者计算机控制的机器模拟、延伸和扩展人的智能，感

知环境、获取知识并使用知识获得最佳结果的理论、方法、技术及应用系统。 本条例所称人工智能产

业，是指人工智能技术研发和应用所涉及的软硬件产品开发和生产、系统应用、集成服务等，包括关

键基础元器件产业、智能软件产业、智能终端产业；以及人工智能技术在经济、生活、城市治理等领
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域融合应用带动的相关行业。

第十六条本市推动算法模型交易流通。市经济信息化部门会同相关部门指导行业组织制定人工智能算

法模型推荐目录，降低算法模型交易风险，提高算法模型交易效率。本市鼓励企业或者第三方机构开

展算法模型检测与评估。对涉及公共利益的算法模型，鼓励相关主体主动向市经济信息化等有关主管

部门提交评估报告，并采取公众可理解的方式对算法的基本原理、目的意图等进行说明。本市加强对

算法模型的保护，促进算法模型合法应用与推广。市经济信息化部门会同相关部门围绕与人工智能有

关的数据集、算法设计、模型训练等，对经检测评估的算法模型开展备案制度探索。

本市鼓励行业组织制定算法协同创新合作指引，完善算法模型交易流通中的利益分享机制。

第十七条本市推动人工智能领域高质量数据集建设。支持相关主体将数据与行业知识深度融合，开发

数据产品，服务算法设计、模型训练、产品验证、场景应用等需求。 本市鼓励相关主体开展大数据与

人工智能技术协同研发，研制数据标注的专业工具和系列标准，建设面向人工智能训练的大数据实验

室，构建大规模人工智能数据资源库。 市经济信息化部门应当会同相关部门开展人工智能产业数据资

源调查，加强对重点领域、重点企业可用数据资源梳理，汇总行业重点数据资源，促进人工智能产业

发展。

第十八条本市依托公共数据开放机制，在经济发展、民生服务、城市治理等领域建立公共数据动态开

放清单，在生命健康、自动驾驶等领域推动公共数据分类分级有序开放，扩大面向人工智能产业的公

共数据供给范围。支持相关主体单独或者联合申请公共数据开放，保障中小企业、个人开发者等公平

使用开放数据。 本市支持人工智能企业对人工智能应用中生成的数据进行开发使用，鼓励企业通过上

海数据交易所开展相关数据产品的交易，合法合规创造数据价值、分配数据增值收益，推动人工智能

产业数据流通交易。 第二节科技创新

第二十二条本市鼓励高等学校、科研机构和企业等开展人工智能全领域创新和自主研发，支持开发研

制核心系统和关键软硬件，实现前沿技术及其应用在底层接口、共性算法和数据处理协议等领域的自

主可控。

日本語訳

第67条_ 人工知能システム倫理影響評価指針《上海市人工知能産業発展促進条例》(2022年)

第67条 公布日: 2024 31 - - > 上海市人工知能産業発展促進条例(2022年9月22日上海市第15期人民代表
大会常務委員会第44回会議可決) 第1章 総則

第2条 本条例において「人工知能」とは、コンピュータ又はコンピュータが制御する機器を利用して
人間の知能を模擬・延長・拡張し、環境を知覚し知識を獲得し、知識を用いて最善の結果を得る理論、
方法、技術及び応用システムをいう。
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本条例において「人工知能産業」とは、人工知能技術の研究開発及び応用に関連するソフトウェア・
ハードウェア製品の開発・生産、システム応用、統合サービス等(基幹となる基礎原材料・部品産業、
インテリジェントソフトウェア産業、インテリジェント端末産業を含む)、並びに人工知能技術が経
済、生活、都市ガバナンス等の分野で融合応用されることにより誘発される関連産業をいう。

第16条 本市はアルゴリズムモデルの取引・流通を推進する。市経済・情報化部門は関係部門と協力
して業界団体が人工知能アルゴリズムモデル推奨リストを制定するよう指導することにより、アルゴ
リズムモデル取引のリスクを低減し、アルゴリズムモデル取引の効率を高める。本市は企業又は第三
者機関がアルゴリズムモデルの検査及び評価を実施することを奨励する。

公共の利益に関連するアルゴリズムモデルについては、関係主体が市経済・情報化等の関係主管部門
に評価報告書を自発的に提出し、大衆が理解できる方式でアルゴリズムの基本原理、目的・意図等に
ついて説明することを奨励する。本市はアルゴリズムモデルに対する保護を強化し、アルゴリズムモ
デルの適法な応用と普及を促進する。市経済・情報化部門は関係部門と協力して、人工知能関連デー
タセット、アルゴリズム設計、モデル学習等を中心に、検査・評価を経たアルゴリズムモデルについ
て届出(�案)制度の検討を実施する。

本市は業界団体がアルゴリズム協働イノベーション協力指針を制定し、アルゴリズムモデルの取引・
流通における利益共有メカニズムを整備することを奨励する。

第17条 本市は人工知能分野における高品質データセットの構築を推進する。関係主体がデータと業
界知識を深く融合させてデータ製品を開発し、アルゴリズム設計、モデル学習、製品検証、シナリオ
応用等の需要に応えることを支援する。本市は関係主体がビッグデータと人工知能技術の協働研究開
発を実施し、データラベリング専用ツール及び一連の標準を制定し、人工知能学習用ビッグデータ実
験室を構築し、大規模な人工知能データ資源プールを整備することを奨励する。

市経済・情報化部門は関係部門と協力して人工知能産業データ資源の調査を実施し、重点分野及び重
点企業の利用可能なデータ資源の整理を強化し、業界の重点データ資源を集約して人工知能産業の発
展を促進しなければならない。

第18条 本市は公共データ開放メカニズムに依拠して、経済発展、民生サービス、都市ガバナンス等
の分野における公共データ動的開放リストを作成し、生命健康、自動運転等の分野における公共デー
タの分類・等級別かつ秩序ある開放を推進し、人工知能産業に向けた公共データの供給範囲を拡大す
る。関係主体が単独又は共同で公共データの開放を申請することを支援し、中小企業、個人開発者等
による開放データの公正な利用を保障する。

本市は人工知能企業が人工知能応用によって生成されたデータを開発・利用することを支援し、企業
が上海データ取引所を通じて関連データ製品の取引を実施し、適法かつ準法にデータ価値を創出し、
データの増分収益を配分するよう奨励して、人工知能産業のデータ流通・取引を推進する。第2節 科
学技術イノベーション
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第22条 本市は高等教育機関、科学研究機関及び企業等が人工知能全分野におけるイノベーション及
び自主的な研究開発を実施することを奨励し、コアシステム及びコアソフトウェア・ハードウェアの
開発・製作を支援して、先端技術及びその応用が下位インターフェース、汎用アルゴリズム、データ
処理プロトコル等の分野において自主的にコントロール可能となることの実現を支援する。

要点

人工知能及び人工知能産業の法的定義を明確化し、アルゴリズムモデルの取引・流通促進並び
に検査・評価・届出制度の検討に関する条項を規定する。高品質データセットの構築、データ
ラベリングの標準化、公共データの分類・等級別開放を通じて、人工知能産業向けのデータ供
給を拡大する。コアソフトウェア・ハードウェア及び汎用アルゴリズムの自主的な研究開発を
支援し、技術の自律的なコントロール可能性を確保する。
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21. 深セン経済特区人工知能産業促進条例

深圳经济特区人工智能产业促进条例

法令情報

効力: 地方性法�

状態: �行

公布機関: 深圳市人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 2022- 09- 05 / 2022- 09- 05 / 2022- 11- 01

定義条文: 第二条

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. szrd. gov. cn/ v2/ zx/ szfg/ content/ post_ 966197. html; https: / /
opendata. sz. gov. cn/ article/ article/ toArticleDetails/ 1698878093958434816

法令用語

一站式开�平台: ワンストップ開発プラットフォーム

采信: 採用・受入れ

深度合成: ディープシンセシス(深度合成)

价格歧�: 価格差別

中国語原文

第二条本条例所称人工智能，是指利用计算机或者其控制的设备，通过感知环境、获取知识、推导演

绎等方法，对人类智能的模拟、延伸或者扩展。

第二十六条市人民政府应当统筹规划以通信网络、数据中心、计算系统、一站式开发平台等为核心的

产业基础设施建设，完善以市场为主体的建设运营机制，为人工智能产业发展提供公共服务。

第三十一条市人民政府应当建设公共数据开放平台，建立人工智能应用领域的公共数据共享目录和共

享规则，推动公共数据分类分级有序开放。
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第三十二条鼓励从事人工智能研究和应用的组织和个人依托公共数据开放平台，开发人工智能产品和

服务，推动公共数据在人工智能场景的创新应用。

第四十六条鼓励医疗机构建立注册类医疗器械临床试验伦理审查互认机制，提高人工智能医疗器械的

临床试验效率。允许采信由国家认证认可监督管理委员会会同国家药品监督管理局认定的第三方检验

机构出具的医疗器械注册检验报告。 鼓励本市医疗机构使用辅助决策、影像或数据处理、医疗数据分

析挖掘、医疗助理等人工智能产品与服务。 第五章促进与保障

第六十五条市人民政府应当按照国家人工智能治理相关规定，设立市人工智能伦理委员会，履行下列

职责：

（一）研究制定人工智能领域的伦理安全规范;

（二）建立健全人工智能伦理安全规范管理制度，引导和规范人工智能伦理安全规范的制订和实施;

（三）分析研判数据和算法对信息权益保护、社会伦理道德、劳动就业等造成的影响;

（四）发布人工智能伦理安全实践指南、人工智能伦理安全白皮书以及人工智能企业伦理安全治理优

秀案例集等，引导不同类型的人工智能企业建立完善伦理安全治理制度;

（五）评估、监督本市人工智能企业的伦理安全规范执行情况;

（六）其他应当开展的活动。 市人工智能伦理委员会的日常工作由市产业主管部门承担。

第七十二条从事人工智能研究和应用的组织或者个人，应当遵守人工智能伦理安全规范，在合理范围

内开展相关活动。相关组织或者个人应当对人工智能产品和服务在国家利益、公共安全、商业秩序以

及个人权益等方面可能产生的不利影响进行伦理安全规范审查和风险评估。 开展人工智能研究和应用

活动，不得从事下列行为：

（一）提供危害国家安全或者社会公共利益的产品和服务;

（二）侵犯个人隐私或者侵害个人信息权益;

（三）提供危害身心健康的产品和服务;

（四）因种族、性别、国籍、民族和宗教信仰等歧视用户;

（五）利用算法技术根据用户的习惯、偏好、支付能力实施价格歧视或者消费欺诈等侵害消费者权益

的行为;

（六）利用深度合成技术从事禁止行为;



117

（七）其他违反有关法律法规和伦理安全规范的行为。 违反前款规定的，依照《中华人民共和国民法

典》以及国家安全、个人信息保护、消费者权益保护等有关法律、法规给予处罚或者追究相应责任。

第七章附则

日本語訳

第2条 本条例において「人工知能」とは、コンピュータ又はそれが制御する機器を利用して、環境知
覚、知識獲得、推論演繹等の方法により人間の知能を模擬、延長又は拡張することをいう。

第26条 市人民政府は、通信ネットワーク、データセンター、計算システム、ワンストップ開発プラッ
トフォーム等を中核とする産業インフラの構築を一体的に企画し、市場を中心とする構築・運営メカ
ニズムを整備して、人工知能産業の発展のための公共サービスを提供しなければならない。

第31条 市人民政府は公共データ開放プラットフォームを構築し、人工知能応用分野における公共デー
タの共有リスト及び共有規則を策定し、公共データの分類・等級別かつ秩序ある開放を推進しなけれ
ばならない。

第32条 人工知能の研究及び応用に従事する組織及び個人が、公共データ開放プラットフォームに依
拠して人工知能製品及びサービスを開発し、人工知能シナリオにおける公共データの革新的応用を推
進することを奨励する。

第46条 医療機関が登録類医療機器臨床試験倫理審査相互承認メカニズムを確立して、人工知能医療
機器の臨床試験効率を高めることを奨励する。国家認証認可監督管理委員会が国家薬品監督管理局と
共同で認定した第三者検査機関が発行した医療機器登録検査報告書の採用・受入れを認める。本市の
医療機関が意思決定補助、画像又はデータ処理、医療データ分析・マイニング、医療補助等の人工知
能製品及びサービスを利用することを奨励する。第5章 促進及び保障

第65条 市人民政府は、国家の人工知能ガバナンスに関する規定に基づき、市人工知能倫理委員会を
設立し、次の各号の職務を履行しなければならない。

(1) 人工知能分野における倫理安全規範の研究・制定;

(2) 人工知能倫理安全規範管理制度を確立・整備し、人工知能倫理安全規範の制定及び施行を指導・
規範化すること;

(3) データ及びアルゴリズムが情報権益保護、社会倫理道徳、労働雇用等に及ぼす影響の分析・状況
判断;

(4) 人工知能倫理安全実践指針、人工知能倫理安全白書及び人工知能企業倫理安全ガバナンス優良事
例集等を発表し、異なる類型の人工知能企業が倫理安全ガバナンス制度を確立・整備するよう指導す
ること;
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(5) 本市の人工知能企業による倫理安全規範の執行状況の評価・監督;

(6) その他遂行すべき活動。市人工知能倫理委員会の日常業務は市産業主管部門が担当する。

第72条 人工知能の研究及び応用に従事する組織又は個人は、人工知能倫理安全規範を遵守し、合理
的な範囲内で関連活動を行わなければならない。関係組織又は個人は、人工知能製品及びサービスが
国家利益、公共安全、商業秩序及び個人の権益等に及ぼしうる副作用について、倫理安全規範審査及
びリスク評価を実施しなければならない。人工知能の研究及び応用活動を行うに当たっては、次の各
号の行為をしてはならない。

(1) 国家の安全又は社会公共の利益を害する製品及びサービスを提供する行為;

(2) 個人のプライバシーを侵害し、又は個人情報の権益を侵害する行為;

(3) 心身の健康を害する製品及びサービスを提供する行為;

(4) 人種、性別、国籍、民族及び宗教信仰等を理由として利用者を差別する行為;

(5) アルゴリズム技術を利用して利用者の習慣、嗜好、支払能力に応じて価格差別又は消費欺瞞等の
消費者権益を侵害する行為を行うこと;

(6) ディープシンセシス(深度合成)技術を利用して禁止行為を行うこと;

(7) その他関連法令及び倫理安全規範に違反する行為。前項の規定に違反した場合には、《中華人民
共和国民法典》並びに国家安全、個人情報保護、消費者権益保護等の関連法律、法規に基づき処罰し、
又は相応の責任を追及する。第7章 附則

要点

インフラ構築、公共データ共有リストの策定及び分類・等級別開放に関する条項を通じて、人
工知能産業のエコシステム形成を支援する。医療機器臨床試験倫理審査の相互承認及び医療分
野における人工知能導入の奨励方策を規定する。市人工知能倫理委員会の設置・職務とともに、
アルゴリズムによる価格差別及びディープシンセシスの悪用等7つの禁止行為並びに違反時の
処罰規定を明示する。
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22. 深セン経済特区スマートコネクテッドカー管理条例(2026年改
正)

深圳经济特区智能网联汽车管理条例（2026修正）

法令情報

効力: 地方性法�

状態: �行

公布機関: 深圳市人民代表大会常�委�会

公布・公開・施行: 2026- 06- 23 / 2026- 06- 23 / 2026- 06- 23

定義条文: 第二条

制裁条文: -

原文URL: https: / / policy. mofcom. gov. cn/ claw/ clawContent. shtml? id= 106159

法令用語

智能网�汽车: スマートコネクテッドカー

准入: 参入(准入)

车路云一体化: 車・道路・クラウド(V2X)一体化

召回: リコール

中国語原文

第二条深圳经济特区范围内智能网联汽车的道路测试和示范应用、准入和登记、使用管理等相关活动

适用本条例。

第六条市人民政府应当制定智能网联汽车产业发展政策，优化智能网联汽车发展环境，促进智能网联

汽车产业健康有序高质量发展。 市人民政府应当统筹建设智能网联汽车政府监管平台，实现车路云一

体化监管，保障交通安全、网络安全、数据安全。 市人民政府应当推动本市与粤港澳大湾区其他城市

在智能网联汽车领域协同创新、联动发展，推动标准互认、场景互通、数据共享、监管协同。
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第七条市交通运输部门会同市工业和信息化部门、市公安机关交通管理部门开展智能网联汽车道路测

试和示范应用监督管理工作，负责智能网联汽车道路运输管理工作。市工业和信息化部门负责推动制

定智能网联汽车相关标准，负责智能网联汽车产品准入管理工作。市市场监管部门负责统筹相关部门

协同推进智能网联汽车标准化工作，负责智能网联汽车认证、检测和依法配合缺陷产品召回等监督管

理工作。市公安机关交通管理部门负责智能网联汽车登记和道路交通安全管理工作。市网信部门负责

统筹协调智能网联汽车网络安全、网络数据安全的相关监督管理工作。

其他有关部门在各自职责内开展智能网联汽车监督管理工作。

第八条市工业和信息化部门可以组织建立智能网联汽车共性技术研发平台，为智能网联汽车相关传感

器、控制器、执行器、大数据、云计算、通信网络、人工智能等方面的技术研发和标准制定提供支持。

鼓励智能网联汽车相关企业开展技术创新、参与技术交流活动。鼓励智能网联汽车相关行业协会、企

业等组织积极参加标准化活动，参与制定智能网联汽车国际和国内各类标准。市工业和信息化部门应

当会同市交通运输、市场监管等部门建立健全相关工作机制，提供服务支持。

第九条鼓励保险企业开发覆盖设计、制造、使用、经营、数据与算法服务以及其他智能网联汽车产品

全链条风险的保险产品。 开展道路测试、示范应用或者上道路行驶的智能网联汽车，应当按照有关规

定投保商业保险。 第二章道路测试和示范应用

第十八条鼓励有条件的智能网联汽车相关企业建设道路和交通场景仿真模拟平台，对智能网联汽车的

自动驾驶系统进行仿真测试和技术验证。

第四十六条智能网联汽车相关企业应当依法取得网络关键设备和网络安全专用产品的安全检测认证，

依法制定智能网联汽车网络安全事件应急预案，并建立网络安全评估和管理机制，确保网络数据的完

整性、安全性、保密性和可用性，防止网络数据泄露和被窃取、篡改。

日本語訳

第2条 深セン経済特区区域内におけるスマートコネクテッドカーの道路テスト及び試験的応用、参入
及び登録、利用管理等の関連活動について、本条例を適用する。

第6条 市人民政府はスマートコネクテッドカー産業発展政策を制定し、スマートコネクテッドカーの
発展環境を最適化し、スマートコネクテッドカー産業の健全かつ秩序ある高品質な発展を促進しなけ
ればならない。市人民政府はスマートコネクテッドカーに関する政府監督・管理プラットフォームを
一体的に構築して車・道路・クラウド(V2X)一体化監督管理を実現し、交通安全、ネットワーク安全、
データ安全を保障しなければならない。

市人民政府は、本市と粤港澳大湾区(広東・香港・マカオ大湾区)の他都市との間におけるスマートコ
ネクテッドカー分野の協働イノベーション及び連動発展を推進し、標準の相互承認、シナリオの相互
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通用、データ共有、監督管理の協働を推進しなければならない。

第7条 市交通運輸部門は、市工業・情報化部門、市公安機関交通管理部門と協力してスマートコネク
テッドカーの道路テスト及び試験的応用に関する監督管理業務を行い、スマートコネクテッドカーの
道路運送管理業務を担当する。市工業・情報化部門はスマートコネクテッドカー関連標準の制定推進
を担当し、スマートコネクテッドカー製品の参入管理業務を担当する。

市市場監督部門は関係部門を一体的に調整してスマートコネクテッドカーの標準化業務を協働推進し、
スマートコネクテッドカーの認証、検査及び法に基づく欠陥製品リコールの協力等の監督管理業務を
担当する。市公安機関交通管理部門はスマートコネクテッドカーの登録及び道路交通安全管理業務を
担当する。市サイバー情報部門はスマートコネクテッドカーのネットワーク安全、ネットワークデー
タ安全に関する監督管理業務を一体的に調整する。その他の関係部門は、それぞれの職務範囲内でス
マートコネクテッドカーの監督管理業務を行う。

第8条 市工業・情報化部門はスマートコネクテッドカー共通技術研究開発プラットフォームの構築を
組織することができ、スマートコネクテッドカーに関連するセンサー、コントローラー、アクチュエー
ター、ビッグデータ、クラウドコンピューティング、通信ネットワーク、人工知能等の分野における
技術研究開発及び標準制定に支援を提供する。スマートコネクテッドカー関連企業が技術革新を行い、
技術交流活動に参加することを奨励する。

スマートコネクテッドカー関連の業界協会、企業等の組織が標準化活動に積極的に参加し、スマート
コネクテッドカーの国際及び国内の各種標準制定に参加することを奨励する。市工業・情報化部門は、
市交通運輸、市場監督等の部門と協力して関連業務メカニズムを確立・整備し、サービス支援を提供
しなければならない。

第9条 保険企業が設計、製造、利用、経営、データ及びアルゴリズムサービスその他スマートコネク
テッドカー製品の全ライフサイクルにわたるリスクを担保する保険商品を開発することを奨励する。
道路テスト、試験的応用を実施し、又は道路を走行するスマートコネクテッドカーは、関連規定に基
づき商業保険に加入しなければならない。第2章 道路テスト及び試験的応用

第18条 条件を備えたスマートコネクテッドカー関連企業が、道路及び交通シナリオのシミュレーショ
ンプラットフォームを構築して、スマートコネクテッドカーの自動運転システムに対するシミュレー
ションテスト及び技術検証を実施することを奨励する。

第46条 スマートコネクテッドカー関連企業は、法に基づきネットワーク重要設備及びネットワーク
安全専用製品の安全検査認証を取得しなければならず、法に基づきスマートコネクテッドカーのネッ
トワーク安全事案緊急対応計画を策定しなければならず、ネットワーク安全評価及び管理メカニズム
を確立してネットワークデータの完全性、安全性、機密性及び可用性を確保し、ネットワークデータ
の流出、窃取、改ざんを防止しなければならない。
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要点

深セン経済特区内におけるスマートコネクテッドカーの道路テスト、製品参入、登録及び道路
走行管理に適用される範囲を明示し、部門ごとの監督管理権限を分掌する。車・道路・クラウ
ド(V2X)一体化監督プラットフォームの構築、共通技術開発への支援及び全ライフサイクルの
リスクを担保する保険への加入義務を規定する。自動運転シミュレーションテストの奨励とと
もに、ネットワーク安全検査認証及びデータセキュリティ管理メカニズムの構築を義務化する。
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第5部 部門規章
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23. インターネットニュース情報サービス新技術・新応用安全評
価管理規定

互联网新闻信息服务新技术新应用安全评估管理规定

法令情報

効力: 部门�章

状態: �行

公布機関: 国家互�网信息�公室

公布・公開・施行: 2017- 10- 30 / 2017- 10- 30 / 2017- 12- 01

定義条文: 第二条

制裁条文: 第16条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2017- 10/ 30/ c_ 1121878049. htm

法令用語

新技�新�用: 新技術・新応用

安全�估: 安全評価

新���属性: ニュース世論属性

社会��能力: 社会動員能力

互�网新�信息服�提供者: インターネットニュース情報サービス提供者

中国語原文

第一条为规范开展互联网新闻信息服务新技术新应用安全评估工作，维护国家安全和公共利益，保护

公民、法人和其他组织的合法权益，根据《中华人民共和国网络安全法》《互联网新闻信息服务管理

规定》，制定本规定。

第二条国家和省、自治区、直辖市互联网信息办公室组织开展互联网新闻信息服务新技术新应用安全

评估，适用本规定。 本规定所称互联网新闻信息服务新技术新应用（以下简称“新技术新应用”），

是指用于提供互联网新闻信息服务的创新性应用（包括功能及应用形式）及相关支撑技术。 本规定所
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称互联网新闻信息服务新技术新应用安全评估（以下简称“新技术新应用安全评估”），是指根据新

技术新应用的新闻舆论属性、社会动员能力及由此产生的信息内容安全风险确定评估等级，审查评价

其信息安全管理制度和技术保障措施的活动。

第四条国家互联网信息办公室负责全国新技术新应用安全评估工作。省、自治区、直辖市互联网信息

办公室依据职责负责本行政区域内新技术新应用安全评估工作。 国家和省、自治区、直辖市互联网信

息办公室可以委托第三方机构承担新技术新应用安全评估的具体实施工作。

第五条鼓励支持新技术新应用安全评估相关行业组织和专业机构加强自律，建立健全安全评估服务质

量评议和信用、能力公示制度，促进行业规范发展。

第六条互联网新闻信息服务提供者应当建立健全新技术新应用安全评估管理制度和保障制度，按照本

规定要求自行组织开展安全评估，为国家和省、自治区、直辖市互联网信息办公室组织开展安全评估

提供必要的配合，并及时完成整改。

第七条有下列情形之一的，互联网新闻信息服务提供者应当自行组织开展新技术新应用安全评估，编

制书面安全评估报告，并对评估结果负责：

（一）应用新技术、调整增设具有新闻舆论属性或社会动员能力的应用功能的；

（二）新技术、新应用功能在用户规模、功能属性、技术实现方式、基础资源配置等方面的改变导致

新闻舆论属性或社会动员能力发生重大变化的。 国家互联网信息办公室适时发布新技术新应用安全评

估目录，供互联网新闻信息服务提供者自行组织开展安全评估参考。

第七条自行组织开展新技术新应用安全评估，发现存在安全风险的，应当及时整改，直至消除相关安

全风险。 按照本规定

日本語訳

第1条 インターネットニュース情報サービスの新技術・新応用安全評価業務を規範的に実施し、国家
の安全と公共の利益を守り、市民・法人及びその他の組織の合法的権益を保護するため、「中華人民
共和国ネットワーク安全法」、「インターネットニュース情報サービス管理規定」に基づき、この規
定を制定する。

第2条 国家及び省・自治区・直轄市のインターネット情報弁公室がインターネットニュース情報サー
ビスの新技術・新応用安全評価を組織して実施する場合に、この規定を適用する。この規定にいうイ
ンターネットニュース情報サービス新技術・新応用(以下「新技術・新応用」という)とは、インター
ネットニュース情報サービスを提供するために使用される革新的応用(機能及び応用形態を含む)及び
関連する支援技術をいう。
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この規定にいうインターネットニュース情報サービス新技術・新応用安全評価(以下「新技術・新応
用安全評価」という)とは、新技術・新応用のニュース世論属性、社会動員能力及びこれに起因して
生じる情報内容の安全リスクに応じて評価等級を確定し、情報安全管理制度及び技術保障措置を審査・
評価する活動をいう。

第4条 国家インターネット情報弁公室は全国の新技術・新応用安全評価業務を担当する。省・自治区・
直轄市のインターネット情報弁公室は、職責に基づき管轄行政区域内の新技術・新応用安全評価業務
を担当する。国家及び省・自治区・直轄市のインターネット情報弁公室は、第三者機関に委託して新
技術・新応用安全評価の具体的な実施業務を行わせることができる。

第5条 新技術・新応用安全評価に関連する業界団体及び専門機関が自律を強化し、安全評価サービス
の品質評議並びに信用・能力公示制度を健全に構築して業界の規範的発展を促進することを奨励・支
援する。

第6条 インターネットニュース情報サービス提供者は、新技術・新応用安全評価管理制度及び保障制
度を健全に構築し、この規定の要求に従い自ら安全評価を組織・実施しなければならず、国家及び省・
自治区・直轄市のインターネット情報弁公室が組織・実施する安全評価に必要な協力を提供し、適時
に是正を完了しなければならない。

第7条 次の各号のいずれかに該当する場合、インターネットニュース情報サービス提供者は自ら新技
術・新応用安全評価を組織・実施し、書面による安全評価報告書を作成して評価結果に責任を負わな
ければならない:

(1) 新技術を適用し、又はニュース世論属性若しくは社会動員能力を有する応用機能を調整・追加す
る場合;

(2) 新技術・新応用機能の利用者規模、機能属性、技術実現方式、基礎資源配置等の変更により、ニュ
ース世論属性又は社会動員能力に重大な変化が生じる場合。国家インターネット情報弁公室は適時に
新技術・新応用安全評価リストを公表し、インターネットニュース情報サービス提供者が自ら安全評
価を組織・実施する際の参考とさせる。

第7条に基づき自ら新技術・新応用安全評価を実施し、安全リスクが存在することを発見した場合に
は、適時に是正を行い、関連する安全リスクが解消されるまで措置を講じなければならない。

要点

インターネットニュース情報サービスに適用される新技術及び新応用サービスの安全評価対象、
基準及び手続を規定する。サービス提供者が新規機能の導入又はサービス変更に際して自ら安
全評価を実施し、報告書を作成することを義務化する。管轄インターネット情報弁公室の評価・
監督権限及び安全リスク発見時の是正義務を明示する。
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24. ネットワーク取引監督管理弁法

网络交易监督管理办法

法令情報

効力: 部门�章

状態: �行

公布機関: 国家市��督管理�局

公布・公開・施行: 2021- 03- 15 / 2021- 04- 23 / 2021- 05- 01

定義条文: 第二条; 第三条

制裁条文: 第四十一条- 第五十六条

原文URL: https: / / www. moj. gov. cn/ pub/ sfbgw/ flfggz/ flfggzbmgz/ 202104/ t20210423_
357848. html; https: / / www. gov. cn/ zhengce/ zhengceku/ 2021- 03/ 16/ content_ 5593226. htm

法令用語

网�交易: ネットワーク取引

��者: 経営者

市��督管理部门: 市場監督管理部門

主体�任: 主体責任

网�直播: ネットワークライブコマース

中国語原文

第二条在中华人民共和国境内，通过互联网等信息网络（以下简称通过网络）销售商品或者提供服务

的经营活动以及市场监督管理部门对其进行监督管理，适用本办法。 在网络社交、网络直播等信息网

络活动中销售商品或者提供服务的经营活动，适用本办法。

第三条网络交易经营者从事经营活动，应当遵循自愿、平等、公平、诚信原则，遵守法律、法规、规

章和商业道德、公序良俗，公平参与市场竞争，认真履行法定义务，积极承担主体责任，接受社会各

界监督。
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第四十一条网络交易经营者违反本办法

第五十六条本办法自2021年5月1日起施行。2014年1月26日原国家工商行政管理总局令第60号公布的

《网络交易管理办法》同时废止。 网络交易监督管理办法 （2021年3月15日国家市场监督管理总局令

第37号公布） 第一章总则

第二条在中华人民共和国境内，通过互联网等信息网络（以下简称通过网络）销售商品或者提供服务

的经营活动以及市场监督管理部门对其进行监督管理，适用本办法。 在网络社交、网络直播等信息网

络活动中销售商品或者提供服务的经营活动，适用本办法。

第三条网络交易经营者从事经营活动，应当遵循自愿、平等、公平、诚信原则，遵守法律、法规、规

章和商业道德、公序良俗，公平参与市场竞争，认真履行法定义务，积极承担主体责任，接受社会各

界监督。

第四十一条网络交易经营者违反本办法

日本語訳

第2条 中華人民共和国の領域内において、インターネット等の情報ネットワーク(以下「ネットワーク」
という)を通じて商品を販売し、又はサービスを提供する経営活動、及び市場監督管理部門がこれに
対して行う監督管理について、本弁法を適用する。ネットワークソーシャル、ネットワークライブコ
マース等の情報ネットワーク活動において商品を販売し、又はサービスを提供する経営活動について、
本弁法を適用する。

第3条 ネットワーク取引経営者は、経営活動に従事するに当たり、自律、平等、公正、信義誠実の原
則を遵守しなければならず、法律、法規、規則並びに商業道徳、公序良俗を遵守し、市場競争に公正
に参加し、法定義務を誠実に履行し、主体責任を積極的に負い、社会各界の監督を受けなければなら
ない。

第41条 ネットワーク取引経営者が本弁法に違反した場合

第56条 本弁法は2021年5月1日から施行する。2014年1月26日に旧国家工商行政管理総局令第60号と
して公布された「ネットワーク取引管理弁法」は同時に廃止する。ネットワーク取引監督管理弁法
(2021年3月15日国家市場監督管理総局令第37号として公布) 第1章 総則

第2条 中華人民共和国の領域内において、インターネット等の情報ネットワーク(以下「ネットワーク」
という)を通じて商品を販売し、又はサービスを提供する経営活動、及び市場監督管理部門がこれに
対して行う監督管理について、本弁法を適用する。ネットワークソーシャル、ネットワークライブコ
マース等の情報ネットワーク活動において商品を販売し、又はサービスを提供する経営活動について、
本弁法を適用する。
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第3条 ネットワーク取引経営者は、経営活動に従事するに当たり、自律、平等、公正、信義誠実の原
則を遵守しなければならず、法律、法規、規則並びに商業道徳、公序良俗を遵守し、市場競争に公正
に参加し、法定義務を誠実に履行し、主体責任を積極的に負い、社会各界の監督を受けなければなら
ない。

第41条 ネットワーク取引経営者が本弁法に違反した場合

要点

ネットワーク取引監督管理弁法は、インターネット、ソーシャルネットワーク、ライブコマー
スを通じた商品販売・サービス提供の経営活動及び市場監督管理部門の監督の適用範囲を定義
する。ネットワーク取引経営者が遵守すべき自律・平等・公正・信義誠実の原則並びに法的義
務の履行及び主体責任を明示する。本弁法の2021年5月1日施行日、及び旧ネットワーク取引
管理弁法の廃止規定を扱う。
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25. インターネット情報サービスアルゴリズム推薦管理規定

互联网信息服务算法推荐管理规定

法令情報

効力: 部门�章

状態: �行

公布機関: 国家互�网信息�公室; 工�和信息化部; 公安部; 国家市��督管理�局

公布・公開・施行: 2021- 12- 31 / 2022- 01- 04 / 2022- 03- 01

定義条文: 第二条

制裁条文: 第27条- 第31条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2022- 01/ 04/ c_ 1642894606364259. htm

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2022- 01/ 04/ c_ 1642894606258238. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ 2022- 03/ 01/ c_ 1647766975571022. htm

法令用語

算法推荐服�: アルゴリズム推薦サービス

算法机制机理: アルゴリズムメカニズム・原理

科技�理��: 科学技術倫理審査

生成合成类: 生成・合成類

个性化推送类: パーソナライズド推薦類

商�秘密: 営業秘密

中国語原文

第一条为了规范互联网信息服务算法推荐活动，弘扬社会主义核心价值观，维护国家安全和社会公共

利益，保护公民、法人和其他组织的合法权益，促进互联网信息服务健康有序发展，根据《中华人民

共和国网络安全法》、《中华人民共和国数据安全法》、《中华人民共和国个人信息保护法》、《互

联网信息服务管理办法》等法律、行政法规，制定本规定。
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第二条在中华人民共和国境内应用算法推荐技术提供互联网信息服务（以下简称算法推荐服务），适

用本规定。法律、行政法规另有规定的，依照其规定。 前款所称应用算法推荐技术，是指利用生成合

成类、个性化推送类、排序精选类、检索过滤类、调度决策类等算法技术向用户提供信息。

第七条算法推荐服务提供者应当落实算法安全主体责任，建立健全算法机制机理审核、科技伦理审查、

用户注册、信息发布审核、数据安全和个人信息保护、反电信网络诈骗、安全评估监测、安全事件应

急处置等管理制度和技术措施，制定并公开算法推荐服务相关规则，配备与算法推荐服务规模相适应

的专业人员和技术支撑。

第八条算法推荐服务提供者应当定期审核、评估、验证算法机制机理、模型、数据和应用结果等，不

得设置诱导用户沉迷、过度消费等违反法律法规或者违背伦理道德的算法模型。

第十三条算法推荐服务提供者提供互联网新闻信息服务的，应当依法取得互联网新闻信息服务许可，

规范开展互联网新闻信息采编发布服务、转载服务和传播平台服务，不得生成合成虚假新闻信息，不

得传播非国家规定范围内的单位发布的新闻信息。

第二十八条网信部门会同电信、公安、市场监管等有关部门对算法推荐服务依法开展安全评估和监督

检查工作，对发现的问题及时提出整改意见并限期整改。 算法推荐服务提供者应当依法留存网络日志

，配合网信部门和电信、公安、市场监管等有关部门开展安全评估和监督检查工作，并提供必要的技

术、数据等支持和协助。

第二十九条参与算法推荐服务安全评估和监督检查的相关机构和人员对在履行职责中知悉的个人隐私、

个人信息和商业秘密应当依法予以保密，不得泄露或者非法向他人提供。

日本語訳

第1条 インターネット情報サービスにおけるアルゴリズム推薦活動を規範化し、社会主義核心価値観
を発揚し、国家の安全と社会公共の利益を守り、市民・法人及びその他の組織の合法的権益を保護し、
インターネット情報サービスの健全かつ秩序ある発展を促進するため、「中華人民共和国ネットワー
ク安全法」、「中華人民共和国データ安全法」、「中華人民共和国個人情報保護法」、「インターネッ
ト情報サービス管理弁法」等の法律、行政法規に基づき、この規定を制定する。

第2条 中華人民共和国の領域内において、アルゴリズム推薦技術を適用してインターネット情報サー
ビスを提供する(以下「アルゴリズム推薦サービス」という)場合に、この規定を適用する。法律、行
政法規に別段の定めがある場合には、その定めるところによる。前項にいうアルゴリズム推薦技術の
適用とは、生成・合成類、パーソナライズド推薦類、ソート・選別類、検索・フィルタリング類、割
当・意思決定類等のアルゴリズム技術を利用して利用者に情報を提供することをいう。
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第7条 アルゴリズム推薦サービス提供者は、アルゴリズム安全に関する主体責任を履行しなければな
らず、アルゴリズムメカニズム・原理審査、科学技術倫理審査、利用者登録、情報掲載審査、データ
安全及び個人情報保護、電気通信ネットワーク詐欺防止、安全評価・モニタリング、安全事案緊急対
応等の管理制度及び技術的措置を健全に構築し、アルゴリズム推薦サービスに関する規則を制定・公
開し、アルゴリズム推薦サービスの規模に見合った専門人員及び技術的支援を備えなければならない。

第8条 アルゴリズム推薦サービス提供者は、アルゴリズムメカニズム・原理、モデル、データ及び適
用結果等を定期的に審査・評価・検証しなければならず、利用者の依存、過度な消費等を誘発する法
令違反又は倫理道徳に反するアルゴリズムモデルを設定してはならない。

第13条 アルゴリズム推薦サービス提供者がインターネットニュース情報サービスを提供する場合に
は、法に基づきインターネットニュース情報サービス許可を取得しなければならず、法に基づきイン
ターネットニュース情報の取材・編集・発行サービス、転載サービス及び伝播プラットフォームサー
ビスを規範的に実施しなければならず、虚偽のニュース情報を生成・合成してはならず、国家規定の
範囲外の単位が発表したニュース情報を伝播してはならない。

第28条 インターネット情報部門は、電気通信、公安、市場監督管理等の関係部門とともに、アルゴ
リズム推薦サービスに対する安全評価及び監督・検査業務を法に基づき実施し、発見した問題につい
て適時に是正意見を提示し、期限内に是正させる。アルゴリズム推薦サービス提供者は法に基づきネッ
トワークログを保存しなければならず、インターネット情報部門並びに電気通信、公安、市場監督管
理等の関係部門による安全評価及び監督・検査業務に協力し、必要な技術・データ等の支援及び協力
を提供しなければならない。

第29条 アルゴリズム推薦サービスの安全評価及び監督・検査に参加する関係機関及び要員は、職務
の履行過程で知り得た個人のプライバシー、個人情報及び営業秘密について法に基づき秘密を保持し
なければならず、これを流出させ、又は不法に他人に提供してはならない。

要点

アルゴリズム推薦技術を用いるインターネット情報サービス提供者のアルゴリズム安全管理義
務を規定する。利用者の依存及び過度な消費を誘発するアルゴリズムモデルの設定を禁止し、
ニュース情報の虚偽の生成・合成を禁止する。当局の監督・検査への協力義務、並びに収集し
たプライバシー・営業秘密に関する秘密保持義務を明示する。
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26. インターネット情報サービス深度合成管理規定

互联网信息服务深度合成管理规定

法令情報

効力: 部门�章

状態: �行

公布機関: 国家互�网信息�公室; 工�和信息化部; 公安部

公布・公開・施行: 2022- 11- 25 / 2022- 12- 11 / 2023- 01- 10

定義条文: 第二十三条

制裁条文: 第21条- 第22条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2022- 12/ 11/ c_ 1672221949354811. htm

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2022- 12/ 11/ c_ 1672221949570926. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ 2022- 12/ 12/ c_ 1672221950855073. htm

判例・司法資料: https: / / www. court. gov. cn/ zixun/ xiangqing/ 467631. html; https: / / www.
court. gov. cn/ zixun/ xiangqing/ 435431. html

法令用語

深度合成技�: ディープシンセシス技術

深度合成服�提供者: ディープシンセシスサービス提供者

深度合成服�技�支持者: ディープシンセシスサービス技術サポート者

生物�别信息: 生体認証情報

��数据: 学習データ

沉浸式�真�景: 没入型仮想現実シーン

中国語原文

第一条为了加强互联网信息服务深度合成管理，弘扬社会主义核心价值观，维护国家安全和社会公共

利益，保护公民、法人和其他组织的合法权益，根据《中华人民共和国网络安全法》、《中华人民共



140

和国数据安全法》、《中华人民共和国个人信息保护法》、《互联网信息服务管理办法》等法律、行

政法规，制定本规定。

第七条深度合成服务提供者应当落实信息安全主体责任，建立健全用户注册、算法机制机理审核、科

技伦理审查、信息发布审核、数据安全、个人信息保护、反电信网络诈骗、应急处置等管理制度，具

有安全可控的技术保障措施。

第十三条互联网应用商店等应用程序分发平台应当落实上架审核、日常管理、应急处置等安全管理责

任，核验深度合成类应用程序的安全评估、备案等情况；对违反国家有关规定的，应当及时采取不予

上架、警示、暂停服务或者下架等处置措施。 第三章数据和技术管理规范

第十四条深度合成服务提供者和技术支持者应当加强训练数据管理，采取必要措施保障训练数据安全

；训练数据包含个人信息的，应当遵守个人信息保护的有关规定。 深度合成服务提供者和技术支持者

提供人脸、人声等生物识别信息编辑功能的，应当提示深度合成服务使用者依法告知被编辑的个人，

并取得其单独同意。

第十五条深度合成服务提供者和技术支持者应当加强技术管理，定期审核、评估、验证生成合成类算

法机制机理。 深度合成服务提供者和技术支持者提供具有以下功能的模型、模板等工具的，应当依法

自行或者委托专业机构开展安全评估：

（一）生成或者编辑人脸、人声等生物识别信息的；

（二）生成或者编辑可能涉及国家安全、国家形象、国家利益和社会公共利益的特殊物体、场景等非

生物识别信息的。

第十九条具有舆论属性或者社会动员能力的深度合成服务提供者，应当按照《互联网信息服务算法推

荐管理规定》履行备案和变更、注销备案手续。 深度合成服务技术支持者应当参照前款规定履行备案

和变更、注销备案手续。 完成备案的深度合成服务提供者和技术支持者应当在其对外提供服务的网站、

应用程序等的显著位置标明其备案编号并提供公示信息链接。

第二十三条本规定中下列用语的含义： 深度合成技术，是指利用深度学习、虚拟现实等生成合成类算

法制作文本、图像、音频、视频、虚拟场景等网络信息的技术，包括但不限于：

（一）篇章生成、文本风格转换、问答对话等生成或者编辑文本内容的技术；

（二）文本转语音、语音转换、语音属性编辑等生成或者编辑语音内容的技术；

（三）音乐生成、场景声编辑等生成或者编辑非语音内容的技术；
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（四）人脸生成、人脸替换、人物属性编辑、人脸操控、姿态操控等生成或者编辑图像、视频内容中

生物特征的技术；

（五）图像生成、图像增强、图像修复等生成或者编辑图像、视频内容中非生物特征的技术；

（六）三维重建、数字仿真等生成或者编辑数字人物、虚拟场景的技术。 深度合成服务提供者，是指

提供深度合成服务的组织、个人。 深度合成服务技术支持者，是指为深度合成服务提供技术支持的组

织、个人。 深度合成服务使用者，是指使用深度合成服务制作、复制、发布、传播信息的组织、个人。

训练数据，是指被用于训练机器学习模型的标注或者基准数据集。 沉浸式拟真场景，是指应用深度合

成技术生成或者编辑的、可供参与者体验或者互动的、具有高度真实感的虚拟场景。

日本語訳

第1条 インターネット情報サービスの深度合成管理を強化し、社会主義の核心的価値観を高揚し、国
家の安全と社会公共の利益を守り、公民・法人及びその他の組織の合法的権益を保護するため、「中
華人民共和国ネットワーク安全法」、「中華人民共和国データ安全法」、「中華人民共和国個人情報
保護法」、「インターネット情報サービス管理弁法」等の法律、行政法規に基づき、本規定を制定す
る。

第7条 深度合成サービス提供者は情報安全の主体責任を履行しなければならず、利用者登録、アルゴ
リズムのメカニズム・原理審査、科学技術倫理審査、情報公開審査、データ安全、個人情報保護、電
気通信ネットワーク詐欺防止、緊急対応等の管理制度を健全に構築し、安全かつ制御可能な技術保障
措置を備えなければならない。

第13条 インターネットアプリストア等のアプリケーション配信プラットフォームは、出店審査、日
常管理、緊急対応等の安全管理責任を履行しなければならず、深度合成類アプリケーションの安全評
価、届出(登録)等の状況を検証しなければならない。国家の関連規定に違反した場合は、出店不許可、
警告、サービス停止又はアプリ削除等の処分措置を適時に講じなければならない。第3章 データ及び
技術管理規範

第14条 深度合成サービス提供者及び技術サポート者は学習データ管理を強化し、必要な措置を講じ
て学習データの安全を保障しなければならない。学習データに個人情報が含まれる場合は、個人情報
保護に関する規定を遵守しなければならない。深度合成サービス提供者及び技術サポート者が顔、音
声等の生体認証情報の編集機能を提供する場合は、深度合成サービス利用者に対し、編集対象となる
個人に法に基づき告知し、単独の同意を得るよう案内しなければならない。

第15条 深度合成サービス提供者及び技術サポート者は技術管理を強化し、生成・合成類アルゴリズ
ムのメカニズム・原理を定期的に審査・評価・検証しなければならない。深度合成サービス提供者及
び技術サポート者が次の各号の機能を有するモデル、テンプレート等のツールを提供する場合は、法
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に基づき自ら又は専門機関に委託して安全評価を実施しなければならない。

(一)顔、音声等の生体認証情報を生成又は編集する機能。

(二)国家安全、国家イメージ、国家利益及び社会公共の利益に関わりうる特殊な物体、シーン等の非
生体認証情報を生成又は編集する機能。

第19条 世論属性又は社会動員能力を有する深度合成サービス提供者は、「インターネット情報サー
ビスアルゴリズム推薦管理規定」に基づき、届出(登録)及び届出変更・抹消手続を履行しなければな
らない。深度合成サービス技術サポート者は前項の規定を参照して届出及び届出変更・抹消手続を履
行しなければならない。届出を完了した深度合成サービス提供者及び技術サポート者は、対外的にサー
ビスを提供するウェブサイト、アプリケーション等の目立つ位置に届出番号を表示し、公示情報のリ
ンクを提供しなければならない。

第23条 本規定で使用する用語の意味は次のとおりである。深度合成技術とは、ディープラーニング、
仮想現実等の生成・合成類アルゴリズムを利用して、テキスト、画像、音声、動画、仮想シーン等の
ネットワーク情報を制作する技術をいい、次の各号を含むが、これらに限られない。

(一)テキスト生成、テキストスタイル変換、質疑応答対話等のテキスト内容を生成又は編集する技術。

(二)テキスト音声変換、音声変換、音声属性編集等の音声内容を生成又は編集する技術。

(三)音楽生成、シーン音編集等の非音声内容を生成又は編集する技術。

(四)顔生成、顔交換、人物属性編集、顔操作、姿勢操作等の画像・動画内容中の生体特徴を生成又は
編集する技術。

(五)画像生成、画像強化、画像修復等の画像・動画内容中の非生体特徴を生成又は編集する技術。

(六)3D再構成、デジタルシミュレーション等のデジタル人物、仮想シーンを生成又は編集する技術。
深度合成サービス提供者とは、深度合成サービスを提供する組織、個人をいう。深度合成サービス技
術サポート者とは、深度合成サービスに技術サポートを提供する組織、個人をいう。深度合成サービ
ス利用者とは、深度合成サービスを利用して情報を制作、複製、公開、伝播する組織、個人をいう。
学習データとは、機械学習モデルを訓練するために使用されるラベリング又は基準データセットをい
う。

没入型仮想現実シーンとは、深度合成技術を適用して生成又は編集され、参加者が体験又は相互作用
でき、高度な臨場感を有する仮想シーンをいう。

要点
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インターネット深度合成(ディープフェイク等)サービス提供者及び技術サポート者の安全管理
体制と学習データ管理義務を規定する。顔・音声等の生体認証情報を編集する際の告知及び単
独同意手続を義務付け、主要機能に対する安全評価と届出(登録)手続を明記する。深度合成技
術の類型とサービス主体、学習データ等の核心概念を詳細に定義する。
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27. インターネット広告管理弁法

互联网广告管理办法

法令情報

効力: 部门�章

状態: �行

公布機関: 国家市��督管理�局

公布・公開・施行: 2023- 02- 25 / 2023- 06- 20 / 2023- 05- 01

定義条文: 第二条

制裁条文: 第二十六条- 第三十二条

原文URL: https: / / www. moj. gov. cn/ pub/ sfbgw/ flfggz/ flfggzbmgz/ 202306/ t20230620_
481045. html; https: / / www. samr. gov. cn/ zw/ zfxxgk/ fdzdgknr/ fgs/ art/ 2023/ art_
04c7b62f9106460e8174c8b00adc0347. html; https: / / www. gov. cn/ gongbao/ 2023/ issue_
10506/ 202306/ content_ 6885261. html

法令用語

互�网广告: インターネット広告

广告��者: 広告経営者

广告�布者: 広告掲載者

广告��机关: 広告審査機関

互�网平台��者: インターネットプラットフォーム経営者

�一社会信用代�: 統一社会信用コード

中国語原文

第二条在中华人民共和国境内，利用网站、网页、互联网应用程序等互联网媒介，以文字、图片、音

频、视频或者其他形式，直接或者间接地推销商品或者服务的商业广告活动，适用广告法和本办法的

规定。 法律、行政法规、部门规章、强制性国家标准以及国家其他有关规定要求应当展示、标示、告

知的信息，依照其规定。
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第七条发布医疗、药品、医疗器械、农药、兽药、保健食品、特殊医学用途配方食品广告等法律、行

政法规规定应当进行审查的广告，应当在发布前由广告审查机关对广告内容进行审查；未经审查，不

得发布。 对须经审查的互联网广告，应当严格按照审查通过的内容发布，不得剪辑、拼接、修改。已

经审查通过的广告内容需要改动的，应当重新申请广告审查。

第十二条在针对未成年人的网站、网页、互联网应用程序、公众号等互联网媒介上不得发布医疗、药

品、保健食品、特殊医学用途配方食品、医疗器械、化妆品、酒类、美容广告，以及不利于未成年人

身心健康的网络游戏广告。

第十四条广告经营者、广告发布者应当按照下列规定，建立、健全和实施互联网广告业务的承接登记、

审核、档案管理制度：

（一）查验并登记广告主的真实身份、地址和有效联系方式等信息，建立广告档案并定期查验更新，

记录、保存广告活动的有关电子数据；相关档案保存时间自广告发布行为终了之日起不少于三年；

（二）查验有关证明文件，核对广告内容，对内容不符或者证明文件不全的广告，广告经营者不得提

供设计、制作、代理服务，广告发布者不得发布；

（三）配备熟悉广告法律法规的广告审核人员或者设立广告审核机构。 本办法所称身份信息包括名称

（姓名）、统一社会信用代码（身份证件号码）等。 广告经营者、广告发布者应当依法配合市场监督

管理部门开展的互联网广告行业调查，及时提供真实、准确、完整的资料。

第十五条利用算法推荐等方式发布互联网广告的，应当将其算法推荐服务相关规则、广告投放记录等

记入广告档案。

第十六条互联网平台经营者在提供互联网信息服务过程中应当采取措施防范、制止违法广告，并遵守

下列规定：

（一）记录、保存利用其信息服务发布广告的用户真实身份信息，信息记录保存时间自信息服务提供

行为终了之日起不少于三年；

（二）对利用其信息服务发布的广告内容进行监测、排查，发现违法广告的，应当采取通知改正、删

除、屏蔽、断开发布链接等必要措施予以制止，并保留相关记录；

（三）建立有效的投诉、举报受理和处置机制，设置便捷的投诉举报入口或者公布投诉举报方式，及

时受理和处理投诉举报；

（四）不得以技术手段或者其他手段阻挠、妨碍市场监督管理部门开展广告监测；
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（五）配合市场监督管理部门调查互联网广告违法行为，并根据市场监督管理部门的要求，及时采取

技术手段保存涉嫌违法广告的证据材料，如实提供相关广告发布者的真实身份信息、广告修改记录以

及相关商品或者服务的交易信息等；

（六）依据服务协议和平台规则对利用其信息服务发布违法广告的用户采取警示、暂停或者终止服务

等措施。

第十二条规定的，依照广告法

日本語訳

第2条 中華人民共和国の領域内で、ウェブサイト、ウェブページ、インターネットアプリケーション
等のインターネット媒体を利用し、文字、図画、音声、動画又はその他の形式で直接又は間接的に商
品又はサービスを推薦・販売する商業広告活動には、広告法及び本弁法の規定を適用する。法律、行
政法規、部門規則、強制性国家標準及び国家のその他の関連規定において公開、表示、告知すること
が求められている情報は、当該規定に従う。

第7条 医療、医薬品、医療機器、農薬、獣医薬品、健康食品、特殊医学用途調製食品広告等、法律、
行政法規において審査を受けるべきと定められた広告を掲載する場合は、掲載前に広告審査機関によ
る広告内容の審査を受けなければならず、審査を受けずに掲載することはできない。審査を経るべき
インターネット広告は、審査を通過した内容に厳格に従って掲載しなければならず、編集、切り貼り、
改変をしてはならない。既に審査を通過した広告内容を変更する必要がある場合は、広告審査を改め
て申請しなければならない。

第12条 未成年者を対象とするウェブサイト、ウェブページ、インターネットアプリケーション、公
式アカウント等のインターネット媒体には、医療、医薬品、健康食品、特殊医学用途調製食品、医療
機器、化粧品、酒類、美容の広告、及び未成年者の心身の健康に不利なネットワークゲーム広告を掲
載してはならない。

第14条 広告経営者、広告掲載者は次の規定に従い、インターネット広告業務の受任登録、審査、台
帳(ファイル)管理制度を構築・整備し、実施しなければならない。

(一)広告主の真実の身元、住所及び有効な連絡先等の情報を確認・登録し、広告台帳を作成して定期
的に確認・更新するとともに、広告活動に関連する電子データを記録・保存すること。関連台帳の保
存期間は、広告掲載行為が終了した日から3年以上とする。

(二)関連証明書類を確認し、広告内容を照合・確認すること。内容が合致しない、又は証明書類が不
備な広告について、広告経営者はデザイン・制作・代理サービスを提供してはならず、広告掲載者は
掲載してはならない。
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(三)広告法令に精通した広告審査人員を配置し、又は広告審査機構を設置すること。本弁法でいう身
元情報には、名称(氏名)、統一社会信用コード(身分証番号)等が含まれる。広告経営者、広告掲載者
は法に基づき、市場監督管理部門が実施するインターネット広告業界調査に協力し、真実かつ正確で
完全な資料を適時に提供しなければならない。

第15条 アルゴリズム推薦等の方式を利用してインターネット広告を掲載する場合は、そのアルゴリ
ズム推薦サービスに関する規則、広告執行記録等を広告台帳に記載しなければならない。

第16条 インターネットプラットフォーム経営者は、インターネット情報サービスを提供する過程に
おいて、違法広告を予防・阻止する措置を講じなければならず、次の規定を遵守しなければならない。

(一)情報サービスを利用して広告を掲載する利用者の真実の身元情報を記録・保存し、情報記録の保
存期間は情報サービス提供行為が終了した日から3年以上とすること。

(二)情報サービスを利用して掲載される広告内容をモニタリング・点検し、違法広告を発見した場合
は、是正通知、削除、遮断、掲載リンクの切断等の必要な措置を講じて阻止し、関連記録を保存する
こと。

(三)有効な通報・申告の受付及び処理メカニズムを構築し、利便性の高い通報・申告窓口を設置し、
又は通報・申告方式を公開して、通報・申告を適時に受付・処理すること。

(四)技術的手段又はその他の手段により、市場監督管理部門の広告モニタリングの実施を妨害又は阻
害してはならない。

(五)市場監督管理部門によるインターネット広告違法行為の調査に協力し、市場監督管理部門の要求
に従い適時に技術的手段を講じて違法の疑いのある広告の証拠資料を保存するとともに、違法広告掲
載者の真実の身元情報、広告修正記録及び関連する商品・サービスの取引情報等を事実に即して提供
すること。

(六)サービス規約及びプラットフォーム規則に従い、情報サービスを利用して違法広告を掲載する利
用者に対し、警告、サービスの一時停止又は停止等の措置を講じること。

第12条の規定に違反した場合は、広告法に従う。

要点

インターネット広告の範囲と事前審査対象品目(医薬品、医療機器、健康食品等)を明示し、未
成年者向け媒体における有害広告の掲載を禁止する。広告経営者及び掲載者の広告台帳作成並
びに身元情報・電子データの3年間保存義務を規定する。インターネットプラットフォーム経
営者に対し、違法広告のモニタリング、遮断、証拠保存及び当局調査への協力義務を課す。
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28. 証券先物業ネットワーク情報安全管理弁法

证券期货业网络和信息安全管理办法

法令情報

効力: 部门�章

状態: �行

公布機関: 中国�券�督管理委�会

公布・公開・施行: 2023- 02- 27 / 2023- 02- 27 / 2023- 05- 01

定義条文: -

制裁条文: 法律�任条款

原文URL: https: / / www. csrc. gov. cn/ csrc/ c101953/ c7202800/ content. shtml; https: / / www.
csrc. gov. cn/ csrc/ c101953/ c7202800/ 7202800/ files/
%E9%99%84%E4%BB%B61%EF%BC%9A%E8%AF%81%E5%88%B8%E6%9C%9F%E8%B4%A7%
E4%B8%9A%E7%BD%91%E7%BB%9C%E5%92%8C%E4%BF%A1%E6%81%AF%E5%AE%89%E5
%85%A8%E7%AE%A1%E7%90%86%E5%8A%9E%E6%B3%95. pdf

行政解釈: https: / / www. csrc. gov. cn/ csrc/ c100028/ c7202729/ content. shtml

法令用語

�券期��: 証券・先物業

网�和信息安全: ネットワーク及び情報セキュリティ

中国��会: 中国証券監督管理委員会

�份数据中心: バックアップデータセンター

关�信息基��施: 重要情報インフラ

核心机构和��机构: 中核機関及び経営機関

数据脱敏: データの非識別化(匿名化処理)

敏感个人信息: 機微個人情報
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中国語原文

第一条为了保障证券期货业网络和信息安全，保护投资者合法权益，促进证券期货业稳定健康发展，

根据《中华人民共和国证券法》（以下简称《证券法》）、《中华人民共和国期货和衍生品法》（以

下简称《期货和衍生品法》）、《中华人民共和国证券投资基金法》（以下简称《证券投资基金法》）

、《中华人民共和国网络安全法》（以下简称《网络安全法》）、《中华人民共和国数据安全法》《

中华人民共和国个人信息保护法》（以下简称《个人信息保护法》）、 《关键信息基础设施安全保护

条例》等法律法规，制定本办法。

第五条中国证监会依法履行以下监督管理职责：

（一）组织制定并推动落实证券期货业网络和信息安全发展规划、监管规则和行业标准；

（二）负责证券期货业网络和信息安全的监督管理，按规定做好证券期货业涉及的关键信息基础设施

安全保护工作；

（三）负责证券期货业网络和信息安全重大技术路线、重大科技项目管理；

（四）组织开展证券期货业投资者个人信息保护工作；

（五）负责证券期货业网络安全应急演练、应急处置、事件报告与调查处理；

（六）指导证券期货业网络和信息安全促进与发展；

（七）支持、协助国家有关部门组织实施网络和信息安全相关法律、行政法规；

（八）法律法规规定的其他网络和信息安全监管职责。

第二十七条中国证监会可以委托相关机构建设证券期货业备份数据中心，开展行业数据的集中备份和

管理工作，并采取有效安全防护手段，防范数据损毁泄露风险，持续提升证券期货业重大灾难应对能

力。 鼓励证券期货业关键信息基础设施运营者及时向证券期货业备份数据中心备份数据。其他核心机

构和经营机构可以结合经营需要，自主选择证券期货业备份数据中心，开展数据级灾难备份工作。

第三十四条核心机构和经营机构在本机构网络安全防护边界以外处理投资者个人信息的，应当采取数

据脱敏、数据加密等措施，防范化解投资者个人信息在处理过程中的泄露风险。 核心机构和经营机构

通过短信、邮件等非自主运营渠道发送投资者敏感个人信息的，应当将投资者账号信息、身份证号码

等敏感个人信息进行脱敏处理。

第四十一条核心机构和经营机构发生网络安全事件，对投资者造成影响的，应当及时通过官方网站、

客户交易终端、电话或者邮件等有效渠道通知相关方可以采取的替代方式或者应急措施，提示相关方

防范和应对可能出现的风险。 第五章关键信息基础设施安全保护
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第四十二条证券期货业关键信息基础设施运营者应当按照法律法规及中国证监会有关规定，强化安全

管理措施、技术防护及其他必要手段，保障经费投入，确保关键信息基础设施安全稳定运行，维护数

据的完整性、保密性和可用性。

第四十四条证券期货业关键信息基础设施运营者应当指定专门机构或者部门负责关键信息基础设施安

全保护管理工作，为每个关键信息基础设施指定网络和信息安全管理责任人，依法认定网络安全关键

岗位，配备充足的网络和信息安全人员，并对专门安全管理机构负责人和关键岗位人员进行安全背景

审查。

日本語訳

第一条 証券・先物業のネットワーク及び情報セキュリティを保障し、投資家の適法な権益を保護し、
証券・先物業の安定的かつ健全な発展を促進するため、「中華人民共和国証券法」(以下「証券法」
という)、「中華人民共和国先物及びデリバティブ法」(以下「先物及びデリバティブ法」という)、「
中華人民共和国証券投資基金法」(以下「証券投資基金法」という)、「中華人民共和国ネットワーク
安全法」(以下「ネットワーク安全法」という)、「中華人民共和国データ安全法」、「中華人民共和
国個人情報保護法」(以下「個人情報保護法」という)、

「重要情報インフラ安全保護条例」等の法令に基づき、本弁法を制定する。

第五条 中国証券監督管理委員会は、法に基づき次の各号の監督管理職務を履行する。

(1) 証券・先物業のネットワーク及び情報セキュリティに関する発展計画、監督管理規則及び業界標
準の策定を組織し、その実施を推進する。

(2) 証券・先物業のネットワーク及び情報セキュリティの監督管理を担当し、規定に基づき証券・先
物業に関連する重要情報インフラの安全保護業務を徹底して遂行する。

(3) 証券・先物業のネットワーク及び情報セキュリティに関する重大な技術方針及び重大科学技術プ
ロジェクトの管理を担当する。

(4) 証券・先物業における投資家個人情報保護業務の推進を組織する。

(5) 証券・先物業のネットワークセキュリティに関する緊急訓練、緊急対応、事件報告及び調査処理
を担当する。

(6) 証券・先物業のネットワーク及び情報セキュリティの振興と発展を指導する。

(7) 国の関係部門がネットワーク及び情報セキュリティに関する法律、行政法規を組織・施行するこ
とを支援し、協力する。

(8) 法令に定めるその他のネットワーク及び情報セキュリティに関する監督管理職務。
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第二十七条 中国証券監督管理委員会は、関係機関に委託して証券・先物業バックアップデータセンター
を構築し、業界データの集中バックアップ及び管理業務を行うことができ、有効な安全防護手段を講
じてデータの毀損・漏洩リスクを防止し、証券・先物業の重大災害対応能力を継続的に向上させるこ
とができる。証券・先物業重要情報インフラ運営者が証券・先物業バックアップデータセンターに適
時にデータをバックアップすることを奨励する。その他の中核機関及び経営機関は、経営上の必要に
応じて証券・先物業バックアップデータセンターを自主的に選択し、データレベルの災害バックアッ
プ業務を行うことができる。

第三十四条 中核機関及び経営機関が自社のネットワークセキュリティ防護境界の外部で投資家個人情
報を処理する場合、データの非識別化、データの暗号化等の措置を講じ、処理過程における投資家個
人情報の漏洩リスクを防止し、解消しなければならない。中核機関及び経営機関がショートメッセー
ジ、電子メール等の非自主運営チャネルを通じて投資家の機微個人情報を送信する場合、投資家の口
座情報、身分証番号等の機微個人情報について非識別化処理を行わなければならない。

第四十一条 中核機関及び経営機関は、ネットワークセキュリティ事件が発生し投資家に影響を及ぼし
た場合、公式ウェブサイト、顧客取引端末、電話又は電子メール等の有効なチャネルを通じて、関係
者が取り得る代替方式又は緊急措置を適時に通知し、発生し得るリスクの防止及び対応について案内
しなければならない。

第五章 重要情報インフラ安全保護

第四十二条 証券・先物業重要情報インフラ運営者は、法令及び中国証券監督管理委員会の関係規定に
基づき、安全管理措置、技術防護その他必要な手段を強化し、経費投入を保障し、重要情報インフラ
の安全かつ安定的な運営を確保し、データの完全性、機密性及び可用性を維持しなければならない。

第四十四条 証券・先物業重要情報インフラ運営者は、専任機関又は部門を指定して重要情報インフラ
安全保護管理業務を担当させ、個々の重要情報インフラごとにネットワーク及び情報セキュリティ管
理責任者を指定し、法に基づきネットワークセキュリティの中核的職務を認定し、十分なネットワー
ク及び情報セキュリティ人員を配置するとともに、専任安全管理機関の責任者及び中核的職務の担当
者に対して安全背景調査を実施しなければならない。

要点

証券・先物分野のネットワーク及び情報セキュリティの監督管理のため、中国証券監督管理委
員会の法的職務範囲及びバックアップデータセンターの委託構築に関する根拠を明示する。中
核機関及び経営機関に対し、ネットワーク境界外での個人情報処理時の暗号化・非識別化措置
及びセキュリティ事件発生時の投資家通知義務を課す。さらに、重要情報インフラ運営者に対
し、専任部門の設置、安全責任者の指定、安全背景調査等の組織的・技術的安全保護義務を定
める。
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29. 生成式人工知能サービス管理暫定弁法

生成式人工智能服务管理暂行办法

法令情報

効力: 部门�章

状態: �行

公布機関: 国家互�网信息�公室; 国家�展和改革委�会; 教育部; 科学技�部; 工�和信息化部; 公安部;
 国家广播���局

公布・公開・施行: 2023- 07- 10 / 2023- 07- 13 / 2023- 08- 15

定義条文: 第二十二条

制裁条文: 第21条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2023- 07/ 13/ c_ 1690898327029107. htm

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2023- 07/ 13/ c_ 1690898326863363. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ 2023- 08/ 29/ c_ 1694965943882536. htm

判例・司法資料: https: / / www. bjinternetcourt. gov. cn/ details. html? id= 255; https: / / ipc.
court. gov. cn/ zh- cn/ news/ view- 4513. html

法令用語

生成式人工智能: 生成式人工知能

提供者: 提供者

使用者: 使用者

算法推荐: アルゴリズム推薦

算力�源: 計算資源

���: 事前学習

安全�估: 安全性評価

算法�案: アルゴリズム届出
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中国語原文

第一条为了促进生成式人工智能健康发展和规范应用，维护国家安全和社会公共利益，保护公民、法

人和其他组织的合法权益，根据《中华人民共和国网络安全法》、《中华人民共和国数据安全法》、

《中华人民共和国个人信息保护法》、《中华人民共和国科学技术进步法》等法律、行政法规，制定

本办法。

第四条提供和使用生成式人工智能服务，应当遵守法律、行政法规，尊重社会公德和伦理道德，遵守

以下规定：

（一）坚持社会主义核心价值观，不得生成煽动颠覆国家政权、推翻社会主义制度，危害国家安全和

利益、损害国家形象，煽动分裂国家、破坏国家统一和社会稳定，宣扬恐怖主义、极端主义，宣扬民

族仇恨、民族歧视，暴力、淫秽色情，以及虚假有害信息等法律、行政法规禁止的内容；

（二）在算法设计、训练数据选择、模型生成和优化、提供服务等过程中，采取有效措施防止产生民

族、信仰、国别、地域、性别、年龄、职业、健康等歧视；

（三）尊重知识产权、商业道德，保守商业秘密，不得利用算法、数据、平台等优势，实施垄断和不

正当竞争行为；

（四）尊重他人合法权益，不得危害他人身心健康，不得侵害他人肖像权、名誉权、荣誉权、隐私权

和个人信息权益；

（五）基于服务类型特点，采取有效措施，提升生成式人工智能服务的透明度，提高生成内容的准确

性和可靠性。 第二章技术发展与治理

第六条鼓励生成式人工智能算法、框架、芯片及配套软件平台等基础技术的自主创新，平等互利开展

国际交流与合作，参与生成式人工智能相关国际规则制定。 推动生成式人工智能基础设施和公共训练

数据资源平台建设。促进算力资源协同共享，提升算力资源利用效能。推动公共数据分类分级有序开

放，扩展高质量的公共训练数据资源。鼓励采用安全可信的芯片、软件、工具、算力和数据资源。

第七条生成式人工智能服务提供者（以下称提供者）应当依法开展预训练、优化训练等训练数据处理

活动，遵守以下规定：

（一）使用具有合法来源的数据和基础模型；

（二）涉及知识产权的，不得侵害他人依法享有的知识产权；

（三）涉及个人信息的，应当取得个人同意或者符合法律、行政法规规定的其他情形；

（四）采取有效措施提高训练数据质量，增强训练数据的真实性、准确性、客观性、多样性；
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（五）《中华人民共和国网络安全法》、《中华人民共和国数据安全法》、《中华人民共和国个人信

息保护法》等法律、行政法规的其他有关规定和有关主管部门的相关监管要求。

第十七条提供具有舆论属性或者社会动员能力的生成式人工智能服务的，应当按照国家有关规定开展

安全评估，并按照《互联网信息服务算法推荐管理规定》履行算法备案和变更、注销备案手续。

第十九条有关主管部门依据职责对生成式人工智能服务开展监督检查，提供者应当依法予以配合，按

要求对训练数据来源、规模、类型、标注规则、算法机制机理等予以说明，并提供必要的技术、数据

等支持和协助。 参与生成式人工智能服务安全评估和监督检查的相关机构和人员对在履行职责中知悉

的国家秘密、商业秘密、个人隐私和个人信息应当依法予以保密，不得泄露或者非法向他人提供。

第二十二条本办法下列用语的含义是：

（一）生成式人工智能技术，是指具有文本、图片、音频、视频等内容生成能力的模型及相关技术。

（二）生成式人工智能服务提供者，是指利用生成式人工智能技术提供生成式人工智能服务（包括通

过提供可编程接口等方式提供生成式人工智能服务）的组织、个人。

（三）生成式人工智能服务使用者，是指使用生成式人工智能服务生成内容的组织、个人。

日本語訳

第一条 生成式人工知能の健全な発展と規範化された応用を促進し、国家の安全と社会公共の利益を守
り、市民、法人及びその他の組織の合法的権益を保護するため、「中華人民共和国ネットワーク安全
法」、「中華人民共和国データ安全法」、「中華人民共和国個人情報保護法」、「中華人民共和国科
学技術進歩法」等の法律、行政法規に基づき、本弁法を制定する。

第四条 生成式人工知能サービスを提供又は使用する場合には、法律、行政法規を遵守し、社会公徳及
び倫理道徳を尊重し、次の規定を遵守しなければならない。

(一)社会主義の核心的価値観を堅持しなければならず、国家政権の転覆、社会主義制度の打倒の扇動、
国家の安全及び利益を害すること、国家イメージの毀損、国家分裂の扇動、国家統一及び社会安定の
破壊、テロリズム・過激主義の鼓吹、民族憎悪・民族差別の鼓吹、暴力・わいせつ及び虚偽・有害情
報等、法律、行政法規で禁止する内容を生成してはならない。

(二)アルゴリズム設計、訓練データの選択、モデルの生成及び最適化、サービス提供等の過程におい
て、民族、信仰、国籍、地域、性別、年齢、職業、健康等による差別が発生することを防止するため、
有効な措置を講じなければならない。
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(三)知的財産権、商業道徳を尊重し商業秘密を遵守しなければならず、アルゴリズム、データ、プラッ
トフォーム等の優位性を利用して独占及び不当競争行為を実施してはならない。

(四)他人の合法的権益を尊重しなければならず、他人の心身の健康を害し、又は他人の肖像権、名誉
権、栄誉権、プライバシー権及び個人情報権益を侵害してはならない。

(五)サービス類型の特性に基づき有効な措置を講じ、生成式人工知能サービスの透明性を高め、生成
内容の正確性及び信頼性を高めなければならない。

第二章 技術発展とガバナンス

第六条 生成式人工知能のアルゴリズム、フレームワーク、チップ及び関連ソフトウェアプラットフォー
ム等の基礎技術の自主的革新を奨励し、平等・互恵に基づき国際交流及び協力を推進し、生成式人工
知能に関する国際規範の制定に参加する。生成式人工知能インフラ及び公共訓練データ資源プラット
フォームの構築を推進する。計算資源の協働・共有を促進し、計算資源の利用効率を高める。公共デー
タの分類・等級別の秩序ある開放を推進し、高品質な公共訓練データ資源を拡充する。安全で信頼で
きるチップ、ソフトウェア、ツール、計算資源及びデータ資源の採用を奨励する。

第七条 生成式人工知能サービス提供者(以下「提供者」という)は、法に基づき事前学習、最適化学習
等の訓練データ処理活動を行わなければならず、次の規定を遵守しなければならない。

(一)適法な出所を有するデータ及び基礎モデルを使用すること。

(二)知的財産権に関わる場合には、他人が法に基づき享有する知的財産権を侵害しないこと。

(三)個人情報に関わる場合には、本人の同意を得るか、又は法律、行政法規に定めるその他の事由に
適合すること。

(四)有効な措置を講じて訓練データの品質を高め、訓練データの真実性、正確性、客観性、多様性を
強化すること。

(五)「中華人民共和国ネットワーク安全法」、「中華人民共和国データ安全法」、「中華人民共和国
個人情報保護法」等の法律、行政法規のその他の関連規定及び関係主管部門の関連する監督・管理上
の要求事項。

第十七条 世論属性又は社会動員能力を有する生成式人工知能サービスを提供する場合には、国の関連
規定に基づき安全性評価を実施し、「インターネット情報サービスアルゴリズム推薦管理規定」に基
づきアルゴリズム届出及び変更・抹消届出の手続を履行しなければならない。

第十九条 関係主管部門は職責に基づき生成式人工知能サービスに対する監督・検査を実施し、提供者
は法に基づきこれに協力し、要求に応じて訓練データの出所、規模、類型、ラベリング規則、アルゴ
リズムのメカニズム・原理等を説明し、必要な技術・データ等の支援及び協力を提供しなければなら
ない。
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生成式人工知能サービスの安全性評価及び監督・検査に参加する関係機関及び要員は、職務履行の過
程で知り得た国家秘密、商業秘密、個人のプライバシー及び個人情報について、法に基づき秘密を保
持しなければならず、これを漏洩し、又は他人に不法に提供してはならない。

第二十二条 本弁法において使用する用語の意義は、次のとおりとする。

(一)「生成式人工知能技術」とは、テキスト、画像、音声、動画等の内容を生成する能力を有するモ
デル及び関連技術をいう。

(二)「生成式人工知能サービス提供者」とは、生成式人工知能技術を利用して生成式人工知能サービ
スを提供する(プログラム可能なインターフェースの提供等の方式によるサービス提供を含む)組織、
個人をいう。

(三)「生成式人工知能サービス使用者」とは、生成式人工知能サービスを使用して内容を生成する組
織、個人をいう。

要点

中国国内における生成式人工知能サービスの提供及び使用に際して遵守すべき適法性・差別禁
止・知的財産権尊重等の基本的な遵守義務を規定する。基礎技術の革新及び公共訓練データプ
ラットフォームの構築を奨励する一方、提供者に対して適法な訓練データの使用及びデータ品
質確保の義務を課す。世論属性又は社会動員力を有するサービスに対する安全性評価及びアル
ゴリズム届出義務、主管部門の監督・検査の受け入れ及び秘密保持義務を明示する。
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30. インターネット軍事情報伝播管理方法

互联网军事信息传播管理办法

法令情報

効力: 部门�章

状態: �行

公布機関: 中央�委政治工作部; 中央�委政法委�会; 中央�委��管理部; 中央�委国防��部; 中央
�委�律��委�会; 国家互�网信息�公室; 公安部; 国家安全部; 文化和旅游部; 国家广播���局; 国
家保密局

公布・公開・施行: 2025- 01- 20 / 2025- 02- 08 / 2025- 03- 01

定義条文: -

制裁条文: 法律�任条款

原文URL: https: / / www. mod. gov. cn/ gfbw/ qwfb/ 16368422. html

法令用語

互�网�事信息: インターネット軍事情報

�事�号: 軍事アカウント

国防科技工�: 国防科学技術工業

�事秘密: 軍事秘密

数据�聚: データ集約

脱密: 非識別化

中国語原文

第一条为了规范互联网军事信息传播活动，维护国家安全和社会公共利益，保护公民、法人和其他组

织的合法权益，根据《中华人民共和国网络安全法》、《中华人民共和国保守国家秘密法》、《网络

信息内容生态治理规定》、《互联网用户账号信息管理规定》等法律法规和有关规定，制定本办法。
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第二条在中华人民共和国境内从事互联网军事信息传播活动，开办互联网军事网站平台、网站平台军

事栏目、军事账号等，以及对互联网军事信息传播实施监督管理，适用本办法。

第五条互联网军事信息服务提供者通过开办军事网站平台、网站平台军事栏目、军事账号等，提供互

联网信息服务、互联网新闻信息服务、互联网视听节目服务的，应当符合《互联网信息服务管理办法

》、《互联网新闻信息服务管理规定》、《互联网视听节目服务管理规定》的规定，依法申请互联网

信息服务相关许可或者履行相关备案手续。

第七条网站平台为用户开通军事账号，应当按照国家有关规定进行核验。以下机构、组织、个人在网

站平台开办的以传播军事信息为主的账号，可以由网站平台认定为军事账号：

（一）军队单位、兵役工作有关部门、国防教育机构、军地新闻媒体等；

（二）具备相应规模军事编辑、内容审核人员的企业事业单位；

（三）国防和军队建设领域的专家学者、业务骨干，以及在军队有较长服役或者工作经历的人员；

（四）参加过中央军委政治工作部、国家互联网信息办公室、公安部、国家广播电视总局，省军区（

卫戍区、警备区）和省、自治区、直辖市网信、公安、广播电视主管部门组织的军事新闻出版或者广

播电视、军事信息传播管理培训的人员；

（五）其他具备较高政治素养、军事专业素养和保密素养的人员。

第七条规定进行核验后，将其变更为军事账号并加注专门标识，依照前款规定报送。 互联网军事信息

服务提供者核验军队单位、国防科技工业单位及其所属人员开办军事账号的申请，应当要求申请主体

提供军队或者国防科技工业有关单位出具的同意开办的证明材料。未提供有效证明材料的，不予核验

通过。其他任何机构、组织、个人不得以军队单位、国防科技工业单位及其所属人员名义开办军事账

号。

第十条军事网站平台、网站平台军事栏目、军事账号等的名称、标志、头像，除经批准外，不得使用、

关联以下字样或者标志物：

（一）“军队”、“部队”、“全军”、“解放军”、“武警”、“八一”、“国防科技工业”、“

国防工业”、“军工”等与军队和国防科技工业单位名称相同或者近似的；

（二）中央军委，中央军委机关部委、中央军委直属机构、中央军委联合作战指挥中心、战区、军兵

种、中央军委直属单位、武警部队以及其他军队单位的全称或者简称，部队番号、代号和重要军事装

备的全称或者简称，军队单位所在地、标志性建筑物等重要空间的地理名称、标识等，使用同音、谐

音、相近的文字、数字、符号和字母等指代军队单位、军队工作、军队人员等，军旗、军徽、军歌、

勋章、军服配饰等与军队专用标识的名称、标志相同或者近似的；
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（三）“国防”、“国防动员”、“预备役”、“民兵”等与国防和后备力量名称相同或者近似的；

（四）含有偏见、诱导等内容，容易使公众对军队、军队人员、预备役人员、民兵、退役军人、退出

军队文职人员形象或者军事装备产生不良认知的；

（五）含有法律、行政法规和国家有关规定禁止的内容的。 退役军人、退出军队文职人员在互联网开

办账号，在账号名称、认证信息等中，不得使用原单位名称、个人曾经担任的军队单位职务等信息。

第三章信息传播

第十四条互联网军事信息服务提供者和用户从事互联网军事信息传播活动，应当严格保守我国国防建

设和武装力量活动中的秘密事项，禁止制作、复制、发布、传播下列含有军事秘密、国防科技工业秘

密或者未公开的信息：

（一）国防和武装力量建设规划及其实施情况；

（二）军事部署、兵力调动（集结），作战、训练、军事教育以及非战争军事行动、安全事故等中未

公开的事项；

（三）国防和军队建设、改革重大决策部署及其实施等情况；

（四）军事通信、电子对抗以及其他特种业务的能力和有关资料；

（五）武装力量的组织编制、历史沿革，部队的职能任务、作战实力、历任主官等未公开的事项，特

殊单位以及未公开的部队的番号；

（六）国防动员计划及其实施情况；

（七）武器装备的研制、生产、试验、运输、配备情况和保障能力，武器装备的战术技术性能；

（八）国防科学技术研究的重要项目、成果及其应用情况中未公开的事项，以及可用于作战用途的国

防科技工业领域项目成果详细介绍；

（九）国防费分配和使用以及军事物资的筹措、生产、供应、运输和储备等过程中未公开的事项；

（十）未公开的军队指挥机关、指挥工程、作战工程，军用机场、港口、码头，营区、训练场、试验

场，军用洞库、仓库，武器弹药集中存放地，军用信息基础设施，军用侦察、导航、观测台站，重要

武器装备生产地点等军事设施和军工设施的名称、用途、地理位置和坐标、内部构造、日常运转等情

况；
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（十一）军队党的建设、军队组织、军事人力资源、宣传、群众、联络、训练监察、纪检监察、巡视

巡察、政法、对外军事交流与合作、审计等工作中未公开的事项；

（十二）军队历史未解密的事件和人物；

（十三）国防科技工业发展规划、计划，全行业以及武器装备科研生产许可单位的总体布局、投资规

模和科研生产能力等；

（十四）未公开的涉及武器装备重要性能的民品配套产品及其科研生产情况；

（十五）未公开的从事尖端技术和型号研发的军地专家、工作团队及其工作与活动；

（十六）其他涉及国防和军队建设、改革和军事斗争准备未公开的事项。 互联网军事信息服务提供者

应当防范数据汇聚、关联可能引发的泄露军事秘密风险，发现汇聚、关联后属于前款所列禁止性内容

信息的，应当采取删除、屏蔽、脱密等措施加强安全管理。

日本語訳

第1条 インターネット軍事情報の伝播活動を規範化し、国家の安全と社会公共の利益を守り、公民、
法人及びその他の組織の適法な権益を保護するため、「中華人民共和国ネットワーク安全法」「中華
人民共和国国家秘密保護法」「ネットワーク情報内容生態統治規定」「インターネット利用者アカウ
ント情報管理規定」等の法令及び関連規定に基づき、本方法を制定する。

第2条 中華人民共和国の領域内でインターネット軍事情報の伝播活動に従事し、又はインターネット
軍事系ウェブサイト・プラットフォーム、ウェブサイト・プラットフォームの軍事カテゴリー、軍事
アカウント等を開設・運営する場合、及びインターネット軍事情報の伝播に対する監督・管理を実施
する場合には、本方法を適用する。

第5条 インターネット軍事情報サービス提供者が軍事ウェブサイト・プラットフォーム、ウェブサイ
ト・プラットフォームの軍事カテゴリー、軍事アカウント等を開設してインターネット情報サービス、
インターネットニュース情報サービス、インターネット視聴番組サービスを提供する場合には、「イ
ンターネット情報サービス管理方法」「インターネットニュース情報サービス管理規定」「インター
ネット視聴番組サービス管理規定」を遵守し、法に基づきインターネット情報サービスに関する許可
を申請し、又は関連の届出手続を履行しなければならない。

第7条 ウェブサイト・プラットフォームが利用者のために軍事アカウントを開設する場合には、国の
関連規定に従って認証を実施しなければならない。次の各号に掲げる機関、組織、個人に該当し、ウェ
ブサイト・プラットフォーム上で軍事情報の伝播を主たる目的として開設したアカウントは、ウェブ
サイト・プラットフォームによって軍事アカウントと認定されることができる。
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(1)軍隊部隊、兵役業務関連部門、国防教育機関、軍及び地方の報道機関等

(2)相応の規模の軍事編集及び内容審査要員を備えた企業・事業体

(3)国防及び軍隊建設分野の専門家・学者、業務の中核となる人員、並びに軍において比較的長期の服
務又は勤務経歴を有する人員

(4)中央軍事委員会政治工作部、国家インターネット情報弁公室、公安部、国家放送テレビ総局、省軍
区(衛戍区、警備区)及び省・自治区・直轄市のインターネット情報・公安・放送テレビ主管部門が主
催した軍事ニュース出版又は放送テレビ、軍事情報伝播管理に関する研修を修了した人員

(5)その他、高い政治的素養、軍事専門素養及びセキュリティ素養を備えた人員

第7条の規定による認証を経た後、これを軍事アカウントに変更し専用の標識を付して前項の規定に
従い届け出る。インターネット軍事情報サービス提供者は、軍隊部隊、国防科学技術工業単位及びそ
の所属人員による軍事アカウント開設の申請を認証するに当たっては、申請主体に対し、軍隊又は国
防科学技術工業関連単位が発行した開設同意証明書類の提出を求めなければならない。有効な証明書
類が提出されない場合には、認証を通過させてはならない。

その他いかなる機関、組織、個人も、軍隊部隊、国防科学技術工業単位及びその所属人員の名義で軍
事アカウントを開設してはならない。

第10条 軍事ウェブサイト・プラットフォーム、ウェブサイト・プラットフォームの軍事カテゴリー、
軍事アカウント等の名称、標章、プロフィール画像には、承認を受けた場合を除き、次の文言又は標
章物を使用し、又は関連付けてはならない。

(1)「軍隊」「部隊」「全軍」「解放軍」「武警」「八一」「国防科学技術工業」「国防工業」「軍工」
等、軍隊及び国防科学技術工業単位の名称と同一又は類似のもの

(2)中央軍事委員会、中央軍事委員会機関部門、中央軍事委員会直属機関、中央軍事委員会連合作戦指
揮センター、戦区、軍種・兵種、中央軍事委員会直属単位、武警部隊及びその他の軍隊単位の正式名
称又は略称、部隊番号・隊号及び主要軍事装備の正式名称又は略称、軍隊単位の所在地・象徴的建築
物等の主要な場所の地理的名称・標識等、同音・音訳・類似の文字印刷・数字・記号・アルファベッ
ト等を用いて軍隊単位・軍務・軍人等を指すもの、軍旗・軍章・軍歌・勲章・軍服装飾等の軍専用標
識の名称・標章と同一又は類似のもの

(3)「国防」「国防動員」「予備役」「民兵」等、国防及び予備戦力の名称と同一又は類似のもの

(4)偏見・誘導等の内容を含み、大衆をして軍隊、軍人、予備役人員、民兵、退役軍人、退職軍属のイ
メージ又は軍事装備について不良な認識を抱かせるおそれのあるもの

(5)法律、行政法規及び国の関連規定において禁止される内容を含むもの。退役軍人、退職軍属がイン
ターネット上でアカウントを開設する場合には、アカウント名称及び認証情報等に、元の所属部隊の
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名称、本人が担当していた軍隊単位における職務等の情報を使用してはならない。

第3章 情報伝播

第14条 インターネット軍事情報サービス提供者及び利用者は、インターネット軍事情報の伝播活動
に従事するに当たっては、わが国の国防建設及び武装力活動における秘密事項を厳格に遵守しなけれ
ばならず、次の各号に掲げる軍事秘密、国防科学技術工業秘密又は非公開情報が含まれる内容を制作
し、複製し、掲載し、伝播することを禁止する。

(1)国防及び武装力建設の計画及びその実施状況

(2)軍事配置、兵力の移動(集結)、作戦・訓練・軍事教育及び非戦争軍事行動、安全事故等における非
公開事項

(3)国防及び軍隊建設・改革に関する重大な決定・配置及びその実施等の状況

(4)軍事通信、電子対抗及びその他の特殊業務の能力並びに関連資料

(5)武装力の組織編制、歴史的変遷、部隊の職能・任務、作戦実力、歴代の主管等の非公開事項、特殊
単位及び非公開部隊の番号

(6)国防動員計画及びその実施状況

(7)武器装備の研究開発・生産・試験・輸送・配備の状況及び保障能力、武器装備の戦術・技術性能

(8)国防科学技術研究の主要プロジェクト・成果及びその応用状況のうち非公開の事項、作戦用途に用
いられ得る国防科学技術工業分野のプロジェクト成果の詳細な紹介

(9)国防費の配分・使用及び軍需物資の調達・生産・供給・輸送・備蓄等の過程における非公開事項

(10)非公開の軍隊指揮機関、指揮工事、作戦工事、軍用空港・港湾・埠頭、営区・訓練場・試験場、
軍用洞窟・倉庫、武器弾薬集中保管所、軍用情報インフラ、軍用偵察・航法・観測所、主要武器装備
生産地等の軍事施設及び軍工施設の名称、用途、地理的位置・座標、内部構造、日常運用等の状況

(11)軍隊の党建設、軍隊組織、軍事人的資源、宣伝、群衆、連絡、訓練監察、機械監察、巡視巡察、
政法、対外軍事交流・協力、監査等の業務における非公開事項

(12)軍隊の歴史上、機密解除されていない事件及び人物

(13)国防科学技術工業の発展計画・計画、業界全体及び武器装備の研究生産許可単位の全体的配置、
投資規模、研究生産能力等

(14)非公開の武器装備の主要性能に関連する民需品部品及びその研究生産状況
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(15)非公開の先端技術及びモデルの研究開発に従事する軍及び地方の専門家、作業チーム並びにその
業務及び活動

(16)その他、国防・軍隊建設・改革及び軍事闘争準備に関連する非公開事項。インターネット軍事情
報サービス提供者は、データの集約・関連付けによって生じ得る軍事秘密流出のリスクを防止しなけ
ればならず、集約・関連付けの後に前項に列挙された禁止内容の情報に該当するものを発見した場合
には、削除、遮断、非識別化等の措置を講じ、安全管理を強化しなければならない。

要点

インターネット上における軍事情報の伝播並びに軍事アカウントの開設・運営に関する承認・
認証の要件及び手続を定める。軍隊及び国防工業単位の名称・標章の使用禁止、退役軍人によ
る元の職務の明示禁止等の名称及び認証に関する制限を明示する。国防計画、軍事配置、武器
装備の性能等の軍事秘密及び非公開情報の掲載・伝播禁止事項を具体化し、データ集約リスク
の遮断義務を課す。
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31. ネットワーク取引プラットフォーム規則監督管理弁法

网络交易平台规则监督管理办法

法令情報

効力: 部门�章

状態: �行

公布機関: 国家市��督管理�局; 国家互�网信息�公室

公布・公開・施行: 2025- 12- 18 / 2026- 01- 07 / 2026- 02- 01

定義条文: 第三条

制裁条文: 法律�任条款

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 01/ 07/ c_ 1769515215345420. htm

法令用語

网�交易平台��者: ネットワーク取引プラットフォーム経営者

平台��: プラットフォーム規則

平台内��者: プラットフォーム内経営者

申�: 異議申立て

人工判定: 人手による判定

中国語原文

第一条为了规范网络交易平台规则（以下简称平台规则）的制定、修改和执行，维护网络交易秩序，

保护网络交易各方主体合法权益，促进平台经济健康可持续发展，根据《中华人民共和国电子商务法

》、《中华人民共和国消费者权益保护法》、《中华人民共和国网络安全法》等法律，制定本办法。

第三条本办法所称网络交易平台经营者，是指在网络交易活动中为交易双方或者多方提供网络经营场

所、交易撮合、信息发布等服务，供交易双方或者多方独立开展网络交易活动的法人或者非法人组织。

网络社交、网络直播等网络服务提供者为经营者提供网络经营场所、商品浏览、订单生成、在线支付

等网络交易平台服务的，属于本办法规定的网络交易平台经营者。
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第四条本办法所称平台规则，是指网络交易平台经营者为服务不特定网络交易各方主体、管理平台内

交易相关活动而预先拟定、供各方遵守的服务协议和交易规则的总称。 平台规则包括网络交易平台服

务协议、对平台内经营者的管理规则、平台内交易及纠纷处理规则、个人信息保护规则、知识产权保

护规则等。 网络交易平台经营者与特定主体单独协商达成的不具有广泛适用性的协议，不属于本办法

规定的平台规则。

第六条网络交易平台经营者应当通过平台规则的制定、修改和执行，加强对平台内经营者进入、退出

平台以及平台内交易活动的管理，依法落实商品和服务质量保障、消费者权益保护、公平竞争、信用

管理、信息安全管理、未成年人网络保护、个人信息保护、网络和数据安全保护等方面的责任。 第二

章平台规则的制定、修改和执行

第十九条网络交易平台经营者根据平台规则，对平台内经营者或者消费者采取对其权益有负面影响的

措施的，应当告知其违反法律、法规、规章或者平台规则的事实、理由和依据，并设置便捷的申诉渠

道。法律法规另有规定的，依照其规定。 平台内经营者、消费者提起申诉的，网络交易平台经营者应

当及时对申诉事项进行复核，客观公正作出处理；仅采用人工智能等技术手段处理，申诉人提出人工

判定要求的，应当采用人工判定的方式进行处理。网络交易平台经营者作出处理后，应当及时将处理

结果告知申诉人。

第二十二条网络交易平台经营者委托第三方机构和人员执行平台规则的，应当对其进行必要的培训，

并依法承担因第三方机构和人员执行不当而产生的法律责任。 第三章信息、网络和数据安全保护

第二十四条网络交易平台经营者应当遵循公开、公平、公正的原则，在平台规则中依法明确平台内经

营者处理个人信息的规范，合理界定其与平台内经营者的个人信息保护权利和义务。

日本語訳

第1条 ネットワーク取引プラットフォーム規則(以下「プラットフォーム規則」という)の制定、改正
及び執行を規範化し、ネットワーク取引秩序を守り、ネットワーク取引の各主体の適法な権益を保護
し、プラットフォーム経済の健全かつ持続可能な発展を促進するため、「中華人民共和国電子商取引
法」、「中華人民共和国消費者権益保護法」、「中華人民共和国ネットワーク安全法」等の法律に基
づき、本弁法を制定する。

第3条 本弁法において「ネットワーク取引プラットフォーム経営者」とは、ネットワーク取引活動に
おいて、取引の双方又は多方に対しオンライン営業場所、取引仲介、情報掲示等のサービスを提供し、
取引の双方又は多方が独立してネットワーク取引活動を行うことができるようにする法人又は非法人
組織をいう。ネットワークソーシャル、ネットワークライブ配信等のネットワークサービス提供者が
経営者に対しオンライン営業場所、商品閲覧、注文生成、オンライン決済等のネットワーク取引プラッ
トフォームサービスを提供する場合、本弁法に定めるネットワーク取引プラットフォーム経営者に該
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当する。

第4条 本弁法において「プラットフォーム規則」とは、ネットワーク取引プラットフォーム経営者が
不特定のネットワーク取引各主体にサービスを提供し、プラットフォーム内の取引関連活動を管理す
るためにあらかじめ作成し、各主体に遵守させるサービス約款及び取引規則の総称をいう。プラット
フォーム規則には、ネットワーク取引プラットフォームサービス約款、プラットフォーム内経営者に
対する管理規則、プラットフォーム内取引及び紛争処理規則、個人情報保護規則、知的財産権保護規
則等が含まれる。

ネットワーク取引プラットフォーム経営者が特定の主体と個別に協議して締結した、広範な適用性を
有しない合意は、本弁法に定めるプラットフォーム規則には該当しない。

第6条 ネットワーク取引プラットフォーム経営者は、プラットフォーム規則の制定、改正及び執行を
通じて、プラットフォーム内経営者の入店、退店及びプラットフォーム内取引活動に対する管理を強
化し、法に基づき、商品及びサービスの品質保証、消費者権益保護、公正競争、信用管理、情報セキュ
リティ管理、未成年者ネットワーク保護、個人情報保護、ネットワーク及びデータの安全保護等の面
において責任を履行しなければならない。

第2章 プラットフォーム規則の制定、改正及び執行

第19条 ネットワーク取引プラットフォーム経営者がプラットフォーム規則に基づき、プラットフォー
ム内経営者又は消費者に対しその権益に不利な影響を及ぼす措置を講じる場合、法律・法規・規則又
はプラットフォーム規則に違反した事実、理由及び根拠を通知し、便利な異議申立てのルートを設け
なければならない。法令に別段の定めがある場合には、その定めるところによる。

プラットフォーム内経営者又は消費者が異議を申し立てた場合、ネットワーク取引プラットフォーム
経営者は直ちに異議申立て事項を再審査し、客観的かつ公正に処理しなければならず、人工知能等の
技術的手段のみによって処理された案件について、異議申立人が人手による判定を求める場合には、
人手による判定の方式で処理しなければならない。ネットワーク取引プラットフォーム経営者は、処
理を終えた後、速やかに処理結果を異議申立人に通知しなければならない。

第22条 ネットワーク取引プラットフォーム経営者が第三者機関及び人員に委託してプラットフォー
ム規則を執行させる場合、当該機関及び人員に対し必要な研修を実施しなければならず、第三者機関
及び人員の不適切な執行により生じる法的責任を法に基づき負わなければならない。

第3章 情報、ネットワーク及びデータの安全保護

第24条 ネットワーク取引プラットフォーム経営者は、公開、公正、公平の原則を遵守し、プラット
フォーム規則においてプラットフォーム内経営者の個人情報処理規範を法に基づき明確にし、自社と
プラットフォーム内経営者との間の個人情報保護に関する権利及び義務を合理的に確定しなければな
らない。
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要点

ネットワーク取引プラットフォーム経営者及びプラットフォーム規則の概念範囲を定義し、プ
ラットフォーム経営者が入店・退店管理並びに消費者・データ保護の責任を履行するよう定め
る。不利益措置を講じる際の理由通知、異議申立てルートの提供、人工知能処理案件に対する
人手による判定要求権の保障等の処理手続を明示する。第三者への委託執行に際しては受託者
研修及び責任帰属の構造とともに、個人情報保護に関する権利・義務の合理的な区分原則を課
す。
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32. 人工知能人格化インタラクションサービス管理暫定弁法

人工智能拟人化互动服务管理暂行办法

法令情報

効力: 部门�章

状態: �行

公布機関: 国家互�网信息�公室; 国家�展和改革委�会; 工�和信息化部; 公安部; 国家市��督管理
�局

公布・公開・施行: 2026- 04- 10 / 2026- 04- 10 / 2026- 07- 15

定義条文: 第二条

制裁条文: 第22条- 第23条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 04/ 10/ c_ 1777558395078289. htm

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 04/ 10/ c_ 1777558395284407. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ 2026- 04/ 17/ c_ 1778166820056328. htm; https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 06/ 03/
c_ 1782142434783056. htm

判例・司法資料: https: / / www. court. gov. cn/ zixun/ xiangqing/ 467631. html; https: / / www.
court. gov. cn/ zixun/ xiangqing/ 457191. html

法令用語

�人化互�服�: 擬人化インタラクションサービス

情感依�: 感情的依存

虚��密关系: バーチャル親密関係

未成年人模式: 未成年者モード

交互数据: インタラクションデータ

中国語原文
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第一条为了促进人工智能拟人化互动服务健康发展和规范应用，维护国家安全和社会公共利益，保护

公民、法人和其他组织的合法权益，根据《中华人民共和国网络安全法》、《中华人民共和国数据安

全法》、《中华人民共和国个人信息保护法》、《未成年人网络保护条例》等法律、行政法规，制定

本办法。

第二条利用人工智能技术，向中华人民共和国境内公众提供模拟自然人人格特征、思维模式和沟通风

格的持续性的情感互动服务（以下简称拟人化互动服务），适用本办法。 前款规定的情感互动服务包

括通过文字、图片、音频、视频等形式，提供的情感照护、陪伴、支持等互动服务。 提供智能客服、

知识问答、工作助手、学习教育、科学研究等服务，不涉及持续性的情感互动的，不适用本办法。

第八条提供拟人化互动服务，应当遵守法律、行政法规，尊重社会公德和伦理道德，不得从事以下活

动：

（一）生成危害国家安全、荣誉和利益，煽动颠覆国家政权、推翻社会主义制度，煽动分裂国家、破

坏国家统一，宣扬恐怖主义、极端主义、历史虚无主义，违背社会主义核心价值观，开展非法宗教活

动，宣扬民族仇恨、民族歧视，挑动群体对立，传播淫秽、色情、赌博、暴力或者教唆犯罪，散布谣

言，侮辱或者诽谤他人、侵害他人合法权益等的内容；

（二）生成鼓励、美化、暗示自残自杀等损害用户身体健康，或者语言暴力等损害用户人格尊严与心

理健康的内容；

（三）生成诱导、套取国家秘密、工作秘密、商业秘密、个人隐私和个人信息的内容；

（四）向未成年人用户生成可能引发未成年人模仿不安全行为、产生极端情绪、诱导未成年人不良嗜

好等可能影响未成年人身心健康的内容；

（五）过度迎合用户、诱导情感依赖或者沉迷，损害用户真实人际关系的；

（六）通过情感操纵等方式，诱导用户作出不合理决策，损害用户合法权益的；

（七）其他违反法律、行政法规和国家有关规定的活动。

第九条拟人化互动服务提供者应当落实拟人化互动服务安全主体责任，建立健全算法机制机理审核、

科技伦理审查、信息内容管理、网络和数据安全、风险预案和应急处置等管理制度，配备与服务类型、

规模和用户特点相适应的内容管理技术措施和人员。

第十四条拟人化互动服务提供者不得向未成年人提供虚拟亲属、虚拟伴侣等虚拟亲密关系的服务；向

不满十四周岁未成年人提供其他拟人化互动服务的，应当取得未成年人的父母或者其他监护人的同意。

拟人化互动服务提供者应当建立未成年人模式，提供未成年人模式切换、定期现实提醒、使用时长限

制等个性化安全设置选项；针对不同年龄段未成年人保护需要，支持监护人接收安全风险提醒、了解
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未成年人服务使用概况、屏蔽特定角色、限制充值消费等。拟人化互动服务提供者应当在保护用户隐

私权和个人信息的前提下，采取有效措施识别未成年人用户身份；

识别为未成年人用户的，应当将相关服务切换至未成年人模式或者按照国家有关规定采取其他措施，

并提供相应申诉渠道。

第十六条拟人化互动服务提供者应当依法落实数据产权等制度，采取数据加密、访问控制等措施保护

用户交互数据安全。 除法律另有规定或者权利人明确同意外，拟人化互动服务提供者不得向第三方提

供用户交互数据。 拟人化互动服务提供者应当向用户提供交互数据复制、删除等选项，用户可以选择

对聊天记录等历史交互数据进行复制、删除等。 除法律、行政法规另有规定或者取得用户单独同意外

，拟人化互动服务提供者不得将属于用户敏感个人信息的交互数据用于模型训练。

第二十三条拟人化互动服务提供者开展安全评估，应当重点评估服务的以下内容：

（一）安全保障措施建设情况；

（二）训练数据处理情况；

（三）用户极端情境的识别、应急处置、干预管理等情况；

（四）用户规模、使用时长、年龄结构等情况；

（五）未成年人、老年人等网络保护措施建设情况；

（六）用户申诉和公众投诉、举报受理、处置情况；

（七）自行发现或者网信等有关主管部门通报的重大安全风险问题整改情况；

（八）其他应当重点评估的内容。

日本語訳

第1条 人工知能擬人化インタラクションサービスの健全な発展と規範化された応用を促進し、国家の
安全及び社会公共の利益を守り、公民、法人及びその他の組織の合法的権益を保護するため、「中華
人民共和国ネットワーク安全法」、「中華人民共和国データ安全法」、「中華人民共和国個人情報保
護法」、「未成年者インターネット保護条例」等の法律、行政法規に基づき、本弁法を制定する。

第2条 人工知能技術を利用して、中華人民共和国の領域内の公衆に対し、自然人の人格的特徴、思考
様式及びコミュニケーションスタイルを模倣した継続的な感情的インタラクションサービス(以下「
擬人化インタラクションサービス」という)を提供する場合、本弁法を適用する。前項に規定する感
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情的インタラクションサービスには、テキスト、画像、音声、動画等の形式により提供される感情的
ケア、寄り添い、サポート等のインタラクションサービスが含まれる。

スマートカスタマーサービス、知識に関するQ& A、業務補助、学習教育、科学研究等のサービスを提
供するものであって、継続的な感情的インタラクションに該当しないものについては、本弁法を適用
しない。

第8条 擬人化インタラクションサービスを提供するときは、法律、行政法規を遵守し、社会公徳及び
倫理道徳を尊重しなければならず、次の各号に掲げる行為を行ってはならない。

(一) 国家の安全、名誉及び利益を害し、国家政権の転覆・社会主義制度の打倒を扇動し、国家分裂を
扇動し・国家統一を破壊し、テロリズム・過激主義・歴史虚無主義を鼓吹し、社会主義の核心的価値
観に違反し、違法な宗教活動を行い、民族間の憎悪・民族差別を鼓吹し、集団的対立を誘発し、わい
せつ・ポルノ・賭博・暴力を伝播し又は犯罪を教唆し、デマを流布し、他人を侮辱・誹謗し又は他人
の合法的権益を侵害する内容を生成する行為;

(二) 自傷・自殺等、利用者の身体健康を害する行為を奨励・美化・示唆し、又は言葉の暴力等、利用
者の人格的尊厳及び精神的健康を害する内容を生成する行為;

(三) 国家秘密、業務秘密、営業秘密、個人のプライバシー及び個人情報の誘引・窃取を誘導する内容
を生成する行為;

(四) 未成年利用者に対し、安全でない行為の模倣、極端な感情の誘発、未成年者の不健全な趣向の誘
導等、未成年者の心身の健康に影響を及ぼしうる内容を生成する行為;

(五) 利用者に過度に迎合・追従して感情的依存又は依存症を誘発し、利用者の現実の対人関係を損な
う行為;

(六) 感情操作等の方法により、利用者に不合理な意思決定を行わせるよう誘導し、利用者の合法的権
益を損なう行為;

(七) その他、法律、行政法規及び国の関連規定に違反する活動。

第9条 擬人化インタラクションサービス提供者は、擬人化インタラクションサービスの安全に関する
主体的責任を履行しなければならず、アルゴリズムのメカニズム・原理審査、科学技術倫理審査、情
報内容管理、ネットワーク及びデータの安全、リスク予備案及び緊急対応等の管理制度を整備し、サー
ビスの種類・規模及び利用者の特性に適合した内容管理の技術的措置及び人員を配置しなければなら
ない。

第14条 擬人化インタラクションサービス提供者は、未成年者に対しバーチャル家族、バーチャル恋
人等のバーチャル親密関係サービスを提供してはならず、14歳未満の未成年者に対しその他の擬人化
インタラクションサービスを提供する場合には、当該未成年者の親又はその他の保護者の同意を得な
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ければならない。

擬人化インタラクションサービス提供者は、未成年者モードを構築し、未成年者モードへの切替え、
定期的な現実認識の喚起、利用時間の制限等の個別化された安全設定オプションを提供しなければな
らず、年齢層ごとの未成年者保護の必要性に応じて、保護者が安全リスクの通知を受信し、未成年者
のサービス利用状況を把握し、特定のキャラクターを遮断し、チャージ・消費を制限すること等がで
きるよう支援しなければならない。

擬人化インタラクションサービス提供者は、利用者のプライバシー権及び個人情報を保護することを
前提に、有効な措置を講じて未成年利用者の身元を識別しなければならず、未成年利用者と識別され
た場合には、関連サービスを未成年者モードに切り替え、又は国の関連規定に従いその他の措置を講
じるとともに、相応の異議申立て窓口を提供しなければならない。

第16条 擬人化インタラクションサービス提供者は、法に基づきデータ財産権等の制度を履行し、デー
タの暗号化、アクセス制御等の措置を講じて利用者のインタラクションデータの安全を保護しなけれ
ばならない。法律に別段の定めがある場合又は権利者が明示的に同意した場合を除き、擬人化インタ
ラクションサービス提供者は、第三者に利用者のインタラクションデータを提供してはならない。擬
人化インタラクションサービス提供者は、利用者に対しインタラクションデータの複製・削除等のオ
プションを提供しなければならず、利用者は、対話記録等の過去のインタラクションデータについて
複製・削除等を選択することができる。

法律、行政法規に別段の定めがある場合又は利用者の個別の同意を得た場合を除き、擬人化インタラ
クションサービス提供者は、利用者の機微個人情報に該当するインタラクションデータをモデルの訓
練に使用してはならない。

第23条 擬人化インタラクションサービス提供者が安全性評価を実施するときは、サービスの次の各
号の内容を重点的に評価しなければならない。

(一) 安全保障措置の構築状況;

(二) 訓練データの処理状況;

(三) 利用者の極端な状況の識別、緊急対応、介入管理等の状況;

(四) 利用者の規模、利用時間、年齢構成等の状況;

(五) 未成年者、高齢者等のインターネット保護措置の構築状況;

(六) 利用者の異議申立て及び公衆からの苦情・通報の受付・処理状況;

(七) 自ら発見し又はインターネット情報等関連主管部門が通報した重大な安全リスク問題の是正状況;

(八) その他重点的に評価すべき内容。
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要点

人間の人格及び感情的交流を模倣するAI擬人化インタラクションサービスの適用範囲及び禁止
行為(感情操作、過度な依存症の誘発等)を明確に定める。バーチャル恋人等、未成年者を対象
とするバーチャル親密関係サービスを禁止し、14歳未満の保護者の同意及び未成年者モードの
搭載を義務付ける。あわせて、インタラクションデータの削除権の保障、機微個人情報のモデ
ル訓練への利用制限、安全性評価における重点評価項目を規定する。
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33. ネットワークデータセキュリティリスク評価弁法

网络数据安全风险评估办法

法令情報

効力: 部门�章

状態: 尚未施行

公布機関: 国家互�网信息�公室; 工�和信息化部; 公安部

公布・公開・施行: 2026- 06- 18 / 2026- 06- 18 / 2026- 08- 20

定義条文: 第二条

制裁条文: 法律責任条項

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 06/ 18/ c_ 1783525609815499. htm

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 06/ 18/ c_ 1783525609778371. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ 2026- 06/ 18/ c_ 1783525609948038. htm

法令用語

网�数据安全风��估: ネットワークデータセキュリティリスク評価

重要数据�理者: 重要データ取扱者

一般数据�理者: 一般データ取扱者

��工作机制: 専門作業メカニズム

��的�估机构: 認証を受けた評価機関

中国語原文

第一条为了规范网络数据安全风险评估活动，保障网络数据安全，促进网络数据依法合理有效利用，

根据《中华人民共和国数据安全法》、《中华人民共和国网络安全法》、《网络数据安全管理条例》

等法律法规，制定本办法。

第二条在中华人民共和国境内开展网络数据安全风险评估，应当遵守本办法。 本办法所称网络数据安

全风险评估（以下简称风险评估），是指对网络数据和网络数据处理活动安全进行的风险识别、风险
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分析和风险评价等活动。

第三条在国家数据安全工作协调机制指导下，国家网信部门会同国务院电信、公安等有关部门建立网

络数据安全风险评估专项工作机制，指导、监督风险评估工作。

第四条有关主管部门应当按照谁管业务、谁管业务数据、谁管数据安全的原则，定期组织开展本行业、

本领域风险评估，根据工作需要对本行业、本领域处理重要数据的网络数据处理者（以下简称重要数

据处理者）开展风险评估情况进行检查，并于每年1月底前将年度风险评估检查计划报送国家网信部门。

国家网信部门通过国家数据安全工作协调机制将计划与国务院电信、公安、国家安全等有关部门共享

并进行协调，避免不必要的检查和交叉重复检查。 有关主管部门开展检查不得向被检查的重要数据处

理者收取费用。

第五条重要数据处理者应当每年度开展风险评估。 重要数据安全状态发生重大变化可能对数据安全造

成不利影响的，应当及时对发生变化及其影响的部分开展风险评估。 鼓励处理一般数据的网络数据处

理者（以下简称一般数据处理者）至少每3年开展一次风险评估。

第六条风险评估工作应当按照《中华人民共和国数据安全法》、《网络数据安全管理条例》有关要求

，参照数据安全风险评估有关国家标准开展。有关主管部门对本行业、本领域风险评估工作另有规定

的，从其规定。

第十七条省级以上网信部门、电信主管部门、公安机关和其他有关部门在风险评估报告核验、监督检

查等工作中发现网络数据处理者有以下情形之一的，可以要求其委托通过认证的评估机构开展风险评

估：

（一）网络数据处理活动存在较大安全风险，可能危害国家安全、公共利益的；

（二）发生网络数据安全事件，导致重要数据或者大规模个人信息泄露、被窃取的；

（三）有关部门规定的其他情形。 对同一网络数据安全事件或者风险，不得重复要求网络数据处理者

委托评估机构开展风险评估。

日本語訳

第一条 ネットワークデータセキュリティリスク評価活動を規範化し、ネットワークデータセキュリティ
を保障し、ネットワークデータの適法、合理的かつ有効な利用を促進するため、「中華人民共和国デー
タセキュリティ法」、「中華人民共和国ネットワークセキュリティ法」、「ネットワークデータセキュ
リティ管理条例」等の法令に基づき、本弁法を制定する。
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第二条 中華人民共和国の領域内においてネットワークデータセキュリティリスク評価を実施する場合
には、本弁法を遵守しなければならない。本弁法にいう「ネットワークデータセキュリティリスク評
価」(以下「リスク評価」という)とは、ネットワークデータ及びネットワークデータ処理活動の安全
に対して行われるリスク識別、リスク分析及びリスク評価等の活動をいう。

第三条 国家データセキュリティ業務協調メカニズムの指導の下、国家インターネット情報部門は、国
務院電信、公安等関係部門とともにネットワークデータセキュリティリスク評価専門作業メカニズム
を構築し、リスク評価業務を指導・監督する。

第四条 関係主管部門は、「業務を管轄する者が業務データを管轄し、データセキュリティを管轄する」
との原則に基づき、自らの業種・分野のリスク評価を定期的に組織・実施しなければならず、業務上
の必要に応じて自らの業種・分野の重要データを処理するネットワークデータ取扱者(以下「重要デー
タ取扱者」という)のリスク評価実施状況を点検し、毎年1月末までに年度リスク評価点検計画を国家
インターネット情報部門に提出しなければならない。

国家インターネット情報部門は、国家データセキュリティ業務協調メカニズムを通じて当該計画を国
務院電信、公安、国家安全等の関係部門と共有・調整し、不必要な点検及び交差・重複点検を防止す
る。関係主管部門が点検を実施する際には、点検対象の重要データ取扱者からいかなる費用も徴収し
てはならない。

第五条 重要データ取扱者は毎年リスク評価を実施しなければならない。重要データの安全状態に重大
な変化が生じ、データセキュリティに不利な影響を及ぼす可能性がある場合には、直ちに変化が生じ
た部分及びその影響が及ぶ部分についてリスク評価を実施しなければならない。一般データを処理す
るネットワークデータ取扱者(以下「一般データ取扱者」という)が少なくとも3年に1回リスク評価を
実施することを奨励する。

第六条 リスク評価業務は、「中華人民共和国データセキュリティ法」、「ネットワークデータセキュ
リティ管理条例」の関連要求に基づき、データセキュリティリスク評価に関する国家標準を参照して
実施しなければならない。関係主管部門が自らの業種・分野のリスク評価業務について別段の定めを
した場合には、その定めるところによる。

第十七条 省級以上のインターネット情報部門、電信主管部門、公安機関その他の関係部門は、リスク
評価報告書の検証、監督・点検等の業務においてネットワークデータ取扱者に次の各号のいずれかに
該当する事由があることを発見した場合には、認証を受けた評価機関に委託してリスク評価を実施す
るよう求めることができる。

(一)ネットワークデータ処理活動に比較的大きな安全リスクが存在し、国家安全、公共利益を害する
おそれがある場合。

(二)ネットワークデータセキュリティ事件が発生し、重要データ又は大規模な個人情報が漏えい・窃
取された場合。
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(三)関係部門が定めるその他の事由。同一のネットワークデータセキュリティ事件又はリスクについ
て、ネットワークデータ取扱者に評価機関への委託によるリスク評価を重複して求めてはならない。

要点

中国国内のネットワークデータセキュリティリスク評価の定義とともに、主管部門による定期
点検の策定及び重複点検防止の原則を定める。重要データ取扱者に対し毎年1回(状態変動時は
直ちに)リスク評価を実施する義務を課し、一般データ取扱者には3年周期の評価を奨励する。
国家安全を害するリスクや大規模データ漏えい事件が発生した場合、当局が第三者専門機関へ
の委託評価を命じることができる要件を規定する。
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34. 金融商品インターネットマーケティング管理方法

金融产品网络营销管理办法

法令情報

効力: 部门�章

状態: 尚未施行

公布機関: 中国人民�行; 工�和信息化部; 国家市��督管理�局; 国家金融�督管理�局; 中国�券�
督管理委�会; 国家互�网信息�公室

公布・公開・施行: 2026- 04- 25 / 2026- 04- 25 / 2026- 09- 30

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. nfra. gov. cn/ cn/ view/ pages/ governmentDetail. html? docId= 
1255778& generaltype= 1& itemId= 861; https: / / www. nfra. gov. cn/ cbircweb/ download/ 
downloadguizPdf? docId= 1255778

行政解釈: https: / / www. nfra. gov. cn/ cn/ view/ pages/ ItemDetail. html? docId= 1255773& 
itemId= 917

法令用語

金融�品网���: 金融商品オンラインマーケティング

第三方互�网平台: 第三者インターネットプラットフォーム

自�平台: 自営プラットフォーム

�度消�: 過度な消費

拒收或者退�: 受信拒否又は購読解除

中国語原文

第一条为规范金融产品网络营销活动,保障金融消费者和投资者合法权益,促进互联网金融健康有序发展,

根据《中华人民共和国中国人民银行法》、《中华人民共和国银行业监督管理法》、《中华人民共和

国证券法》、《中华人民共和国证券投资基金法》、《中华人民共和国保险法》、《中华人民共和国
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信托法》、《中华人民共和国期货和衍生品法》、《中华人民共和国广告法》、《中华人民共和国反

垄断法》、《中华人民共和国反不正当竞争法》、《中华人民共和国数据安全法》、《中华人民共和

国个人信息保护法》、《中华人民共和国外汇管理条例》、

《防范和处置非法集资条例》、《互联网信息服务管理办法》、《网络数据安全管理条例》等法律法

规规定,制定本办法。

第二条金融机构开展金融产品网络营销以及第三方互联网平台接受金融机构委托为金融产品网络营销

提供服务(以下国家金融监督管理总局发布国家金融监督管理总局规章统称开展金融产品网络营销),适

用本办法。 金融机构、第三方互联网平台外的其他组织或者个人,不得开展或者变相开展金融产品网络

营销。 法律法规和国家有关规定对金融产品网络营销另有规定的,从其规定。

第三条本办法所称金融机构是指经国务院或国务院金融管理部门(以下简称金融管理部门)批准,在中华

人民共和国境内设立的从事金融业务的机构。本办法所称金融产品是指金融机构设计、开发、销售的

产品和服务,包括但不限于存款、贷款、证券、资产管理产品、 保险、贵金属(不含实物贵金属,下同)、

外汇产品、期货、衍生品、支付服务、投资顾问或咨询等。本办法所称金融机构自营平台是指金融机

构独立运营并享有完整数据权限的网站、移动互联网应用程序等。

本办法所称第三方互联网平台是指非金融机构自营的,为金融产品网络营销提供服务的网站、移动互联

网应用程序等。本办法所称金融产品网络营销是指通过互联网对金融产品进行商业性宣传推介的活动,

包括但不限于展示介绍金融产品相关信息或金融机构业务品牌,为金融消费者和投资者购买金融产品提

供转接渠道等。国家金融监督管理总局发布国家金融监督管理总局规章

第十三条应用算法推荐技术开展网络营销的,不得设置诱国家金融监督管理总局发布国家金融监督管理

总局规章导金融消费者和投资者过度消费的算法模型。向金融消费者和投资者发送营销信息或者拨打

营销电话的,应当提供拒收或者退订选择。金融消费者和投资者拒收或者退订的,不得以同样方式再次发

送营销信息或者拨打营销电话。 应用算法推荐技术向金融消费者和投资者进行营销的,应当同时提供不

针对其个人特征的选项,或者提供便捷的关闭算法推荐服务的选项。

第二十条金融机构委托第三方互联网平台为金融产品网络营销提供服务,应当根据有关法律法规、国家

金融管理规定, 国家金融监督管理总局发布国家金融监督管理总局规章明确划分双方责任和义务。第三

方互联网平台不得违反法律法规、国家金融管理规定介入或变相介入销售合同签订、资金划转、金融

消费者和投资者适当性测评、贷款额度测评等金融产品销售环节,不得就金融产品与消费者和投资者进

行互动咨询。第三方互联网平台收取网络营销服务费用,应当合理定价、质价相符。

金融机构不得因委托第三方互联网平台为金融产品网络营销提供服务而免除自身对金融产品应当承担

的责任。第三方互联网平台未按照规定开展金融产品网络营销,损害金融消费者和投资者合法权益或者

造成其他不良影响的,依法承担相应责任。金融机构委托第三方互联网平台为金融产品网络营销提供服

务,应当督促第三方互联网平台加强风险管理,保障业务独立、技术安全、数据和个人信息安全。第三方
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互联网平台应当恪守技术服务本位,不得变相开展金融业务活动,不得借助技术手段帮助合作金融机构规

避监管。

第二十七条第三方互联网平台开展金融产品网络营销需要提供客户信息和数据的,应当取得客户授权同

意,并采取必要措施,保障数据传输的保密性、完整性,防止有关数据泄露、篡改和丢失。第三方互联网

平台不得非法获取、非法使用金融机构的客户信息和数据。涉及个人信息的,还应当遵守有关法律法规

的规定。 第五章监督管理

第二十八条金融管理部门依法依职责,采取非现场监管或者现场检查等方式,实施对本领域金融机构金融

产品网络营销活动的监督管理,制定金融机构客户所在区域的认定标准。中国人民银行依职责负责支付、

征信、信用评级等领域,金融监管总局依职责负责银行、保险等领域,中国证监会依职责负责证券、基金、

期货等领域,国家外汇局依职责负责外汇领域。国家金融监督管理总局发布国家金融监督管理总局规章

金融机构、第三方互联网平台经营者应当配合金融管理部门检查,及时、准确、完整提供信息、资料。

市场监管部门依法依职责开展金融产品网络营销活动中的互联网收费监管、广告监管、反垄断和反不

正当竞争监管执法,必要时加强与金融管理部门沟通,商请金融管理部门协助调查。法律、行政法规规定

由其他部门负责的,依照其规定。金融管理部门、网信部门、电信主管部门依法依职责,加强对金融机构

和第三方互联网平台金融产品营销信息内容、数据安全管理和个人信息保护监管。

日本語訳

第1条 金融商品オンラインマーケティング活動を規範化し、金融消費者及び投資者の合法的権益を保
障し、インターネット金融の健全かつ秩序ある発展を促進するため、「中華人民共和国中国人民銀行
法」、「中華人民共和国銀行業監督管理法」、「中華人民共和国証券法」、「中華人民共和国証券投
資基金法」、「中華人民共和国保険法」、「中華人民共和国信託法」、「中華人民共和国先物及びデ
リバティブ法」、「中華人民共和国広告法」、「中華人民共和国独占禁止法」、「中華人民共和国不
正競争防止法」、「中華人民共和国データセキュリティ法」、「中華人民共和国個人情報保護法」、

「中華人民共和国外国為替管理条例」、「不法資金調達の防止及び処理条例」、「インターネット情
報サービス管理弁法」、「ネットワークデータセキュリティ管理条例」等の法令規定に基づき、本弁
法を制定する。

第2条 金融機関が金融商品オンラインマーケティングを実施する場合、及び第三者インターネットプ
ラットフォームが金融機関の委託を受けて金融商品オンラインマーケティングのためのサービスを提
供する場合(以下総称して「金融商品オンラインマーケティングの実施」という)には、本弁法を適用
する。金融機関及び第三者インターネットプラットフォーム以外のその他の組織又は個人は、金融商
品オンラインマーケティングを実施し、又は変相の方式で実施してはならない。法令及び国の関連規
定において金融商品オンラインマーケティングについて別段の定めがある場合には、その規定による。
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第3条 本弁法において「金融機関」とは、国務院又は国務院金融管理部門(以下「金融管理部門」とい
う)の認可を受けて中華人民共和国の領域内に設立され、金融業務に従事する機関をいう。本弁法に
おいて「金融商品」とは、金融機関が設計・開発・販売する商品及びサービスをいい、預金、融資、
証券、資産運用商品、保険、貴金属(現物貴金属を除く、以下同じ)、外国為替商品、先物、デリバティ
ブ、決済サービス、投資顧問又はコンサルティング等を含むが、これらに限られない。

本弁法において「金融機関自営プラットフォーム」とは、金融機関が独立して運営し、完全なデータ
権限を保有するウェブサイト、モバイルインターネットアプリケーション等をいう。本弁法において
「第三者インターネットプラットフォーム」とは、金融機関の自営ではないもので、金融商品オンラ
インマーケティングのためのサービスを提供するウェブサイト、モバイルインターネットアプリケー
ション等をいう。

本弁法において「金融商品オンラインマーケティング」とは、インターネットを通じて金融商品につ
いて商業的宣伝・推奨を行う活動をいい、金融商品関連情報又は金融機関の業務ブランドを掲載・紹
介すること、金融消費者及び投資者の金融商品購入のために接続チャネルを提供すること等を含むが、
これらに限られない。

第13条 アルゴリズム推奨技術を適用してオンラインマーケティングを実施する場合、金融消費者及
び投資者の過度な消費を誘導するアルゴリズムモデルを設定してはならない。金融消費者及び投資者
にマーケティング情報を送信し、又はマーケティング電話をかける場合には、受信拒否又は購読解除
のオプションを提供しなければならない。金融消費者及び投資者が受信拒否又は購読解除を行った場
合には、同一の方式でマーケティング情報の送信又はマーケティング電話を再度行ってはならない。

アルゴリズム推奨技術を適用して金融消費者及び投資者にマーケティングを実施する場合には、個人
的特性を対象としないオプションを同時に提供し、又はアルゴリズム推奨サービスの簡便な終了オプ
ションを提供しなければならない。

第20条 金融機関が第三者インターネットプラットフォームに委託して金融商品オンラインマーケティ
ングのためのサービスの提供を受ける場合には、関連法令及び国の金融管理規定に従い、双方当事者
の責任と義務を明確に区分しなければならない。第三者インターネットプラットフォームは、法令及
び国の金融管理規定に違反して、販売契約の締結、資金の移転、金融消費者及び投資者の適合性評価、
融資限度額評価等の金融商品販売段階に関与し、又は変相して関与してはならず、金融商品に関して
消費者及び投資者と相互作用的な相談を行ってはならない。

第三者インターネットプラットフォームがオンラインマーケティングサービスの費用を徴収する場合
には、合理的に価格を定め、サービスと価格が一致するようにしなければならない。金融機関は、第
三者インターネットプラットフォームに委託して金融商品オンラインマーケティングサービスの提供
を受けたことを理由として、金融商品について負うべき自社の責任を免除されない。第三者インター
ネットプラットフォームが規定に従って金融商品オンラインマーケティングを実施せず、金融消費者
及び投資者の合法的権益を侵害し、又はその他の不良な影響をもたらした場合には、法に従い相応の
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責任を負う。

金融機関が第三者インターネットプラットフォームに委託して金融商品オンラインマーケティングサー
ビスの提供を受ける場合には、第三者インターネットプラットフォームがリスク管理を強化し、業務
の独立性、技術の安全性、データ及び個人情報の安全を保障するよう促さなければならない。第三者
インターネットプラットフォームは技術サービスとしての本来の地位を厳守しなければならず、変相
して金融業務活動を実施し、又は技術的手段を借りて協力金融機関に対する監督・管理を回避するこ
とを助けてはならない。

第27条 第三者インターネットプラットフォームが金融商品オンラインマーケティングを実施するた
めに顧客情報及びデータの提供を受ける必要がある場合には、顧客の同意を得なければならず、必要
な措置を講じてデータ伝送の秘密性、完全性を保障し、関連データの漏洩・改ざん・紛失を防止しな
ければならない。第三者インターネットプラットフォームは、金融機関の顧客情報及びデータを不法
に取得し、又は不法に使用してはならない。個人情報に関連する場合には、関連法令の規定も遵守し
なければならない。

第5章 監督管理

第28条 金融管理部門は法に基づき職責に従いオフサイト監督・管理又は現地検査等の方式を採用し
て、当該分野の金融機関の金融商品オンラインマーケティング活動に対する監督・管理を実施し、金
融機関の顧客所在地域の認定基準を策定する。中国人民銀行は職責に従い決済・信用照会・信用評価
等の分野を担当し、金融監督管理総局は職責に従い銀行・保険等の分野を担当し、中国証券監督管理
委員会は職責に従い証券・ファンド・先物等の分野を担当し、国家外国為替管理局は職責に従い外国
為替の分野を担当する。

金融機関及び第三者インターネットプラットフォーム経営者は、金融管理部門の検査に協力し、適時
に正確かつ完全な情報・資料を提供しなければならない。市場監督管理部門は法に基づき職責に従い、
金融商品オンラインマーケティング活動におけるインターネット手数料の監督・管理、広告の監督・
管理、独占禁止及び不正競争防止の監督・管理の執行を実施し、必要な場合には金融管理部門との連
絡を強化し、金融管理部門に調査を要請する。法律、行政法規の規定によりその他の部門が担当する
こととされている場合には、その規定による。

金融管理部門、インターネット情報部門、電気通信主管部門は、法に基づき職責に従い、金融機関及
び第三者インターネットプラットフォームの金融商品マーケティング情報内容、データセキュリティ
管理及び個人情報保護に関する監督・管理を強化する。

要点
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金融機関及び第三者プラットフォームの金融商品オンラインマーケティング主体要件と、自営・
第三者プラットフォームの定義を確立する。マーケティング時の過度消費誘導アルゴリズムの
禁止、受信拒否権及び非パーソナライズド推奨オプション提供義務を明示する。第三者プラッ
トフォームの契約締結・融資評価等の中核的販売段階への関与禁止と技術本位遵守義務を規定
し、金融当局の分野別分担監督体系を構成する。
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第6部 地方政府規章
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35. 北京市無人航空機管理規定

北京市无人驾驶航空器管理规定

法令情報

効力: 地方政府�章

状態: �行

公布機関: 北京市人民政府

公布・公開・施行: 2026- 04- 30 / 2026- 04- 30 / 2026- 06- 01

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / policy. mofcom. gov. cn/ claw/ clawContent. shtml? id= 105516

法令用語

无人��航空器: 無人操縦航空機

六�路: 六環路

�名登�: 実名登録

特殊保障: 特別保障

中国語原文

第一条为了加强本市无人驾驶航空器的管理，维护首都安全，根据《中华人民共和国民用航空法》、

《中华人民共和国反恐怖主义法》、《无人驾驶航空器飞行管理暂行条例》等法律、行政法规，结合

本市实际，制定本规定。

第二条市、区人民政府应当加强本行政区域内无人驾驶航空器有关管理工作，督促有关部门依法履行

职责。 市公安机关负责指导监督本市无人驾驶航空器安全管理工作，会同有关部门落实国家和本市有

关安全防控管理规定，并做好政策宣传和引导服务工作。 市市场监管、交通、应急、教育、科学技术、

经济和信息化、农业农村、园林绿化、体育以及邮政、铁路、民航、通信等部门应当按照各自职责加

强无人驾驶航空器管理。



196

第三条无人驾驶航空器所有者应当依照国家有关规定进行实名登记和激活。 现有无人驾驶航空器所有

者应当自本规定施行之日起三个月内主动配合公安机关完成信息核实。所有者是单位的，应当指定无

人驾驶航空器管理人。 信息核实具体办法由市公安机关会同有关部门制定。

第五条禁止向在本市行政区域内的单位和个人销售、出租无人驾驶航空器及其核心部件。 电子商务经

营者应当采取有效措施落实前款规定。 无人驾驶航空器核心部件名录由市经济和信息化部门会同有关

部门制定。

第七条本市无人驾驶航空器及其核心部件的存储应当符合下列规定：

（一）禁止在本市六环路以内（含六环路）区域设立无人驾驶航空器及其核心部件存储场所；

（二）本市六环路以外区域的无人驾驶航空器及其核心部件存储场所，应当符合安全规范，并通过公

安机关的安全评估；

（三）禁止在本市行政区域内新建无人驾驶航空器及其核心部件的存储场所。 存储场所认定标准、安

全规范和评估的具体办法由市公安机关会同有关部门制定。

第九条属于下列情形之一，确需购买、运输、存储无人驾驶航空器及其核心部件的，经市公安机关会

同有关部门进行安全评估后，予以特殊保障：

（一）因反恐维稳、抢险救灾、重大活动等工作需要；

（二）学校、科研机构、生产企业因教学、技术研发、生产等需要；

（三）因农林业生产等需要；

（四）因体育训练比赛等需要。 特殊保障具体办法由市公安机关会同有关部门制定。

第五条第二款规定的，由市场监管部门责令改正，可以处一万元以上十万元以下罚款；对其中的电子

商务平台经营者违反该规定的，可以处二万元以上十万元以下罚款。 违反本规定

日本語訳

第1条 本市の無人操縦航空機管理を強化し、首都の安全を維持するため、《中華人民共和国民用航空
法》、《中華人民共和国反テロリズム法》、《無人操縦航空機飛行管理暫行条例》等の法律、行政法
規に基づき、本市の実情を踏まえて本規定を制定する。

第2条 市・区人民政府は、当該行政区域内の無人操縦航空機に関する管理業務を強化し、関係部門が
法に従って職務を履行するよう督励しなければならない。市公安機関は、本市の無人操縦航空機安全
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管理業務に対する指導・監督を担い、関係部門と協力して国及び本市の関連安全予防・管理規定を実
施し、政策広報及び指導・サービス業務を確実に行う。

市の市場監督、交通、緊急事態対応、教育、科学技術、経済・情報化、農業農村、園林緑化、体育及
び郵政、鉄道、民間航空、通信等の部門は、それぞれの職務に応じて無人操縦航空機管理を強化しな
ければならない。

第3条 無人操縦航空機の所有者は、国の関連規定に従い実名登録及びアクティベーションを行わなけ
ればならない。既存の無人操縦航空機の所有者は、本規定施行日から3か月以内に、公安機関に自主
的に協力して情報確認を完了しなければならない。所有者が機関・団体である場合は、無人操縦航空
機管理者を指定しなければならない。情報確認の具体的方案は、市公安機関が関係部門と協力して制
定する。

第5条 本市行政区域内の機関・団体及び個人に対し、無人操縦航空機及びその中核部品を販売・賃貸
することを禁止する。電子商取引事業者は、有効な措置を講じて前項の規定を実施しなければならな
い。無人操縦航空機の中核部品目録は、市経済・情報化部門が関係部門と協力して制定する。

第7条 本市における無人操縦航空機及びその中核部品の保管は、次の各号の規定に適合しなければな
らない。

(1) 本市六環路以内(六環路を含む)の区域内に、無人操縦航空機及びその中核部品の保管場所を設立す
ることを禁止する。

(2) 本市六環路外の区域における無人操縦航空機及びその中核部品の保管場所は、安全規範に適合し、
公安機関の安全評価に合格しなければならない。

(3) 本市行政区域内において無人操縦航空機及びその中核部品の保管場所を新設することを禁止する。
保管場所の認定基準、安全規範及び評価の具体的方案は、市公安機関が関係部門と協力して制定する。

第9条 次の各号のいずれかに該当し、無人操縦航空機及びその中核部品の購入、輸送、保管が確実に
必要な場合は、市公安機関が関係部門と協力して安全評価を実施した後、特別保障を付与する。

(1) 反テロ・治安維持、緊急救助・災害救援、重要行事等の業務上必要な場合;

(2) 学校、科学研究機関、生産企業が教育、技術研究開発、生産等の理由で必要な場合;

(3) 農林業生産等の理由で必要な場合;

(4) 体育訓練・競技等の理由で必要な場合。特別保障の具体的方案は、市公安機関が関係部門と協力
して制定する。

第5条第2項の規定に違反した場合、市場監督部門が是正を命じ、1万元以上10万元以下の過料に処す
ることができ、そのうち電子商取引プラットフォーム事業者が当該規定に違反した場合は2万元以上
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10万元以下の過料に処することができる。本規定に違反した

要点

首都の安全維持のため、無人操縦航空機の実名登録及び情報確認義務を規定する。市管轄区域
内における無人操縦航空機及び中核部品の販売・賃貸を禁止し、六環路以内の保管場所の設置
及び新設を厳しく禁止する。公共業務、研究・教育、農業、体育等の理由で購入・輸送・保管
が必要な場合に限り、公安機関の安全評価後に特別保障を付与し、違反時には過料を科す。
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第7部 部門規範性文書
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36. スマートコネクテッドカー路上試験・実証応用管理規範(試行)

智能网联汽车道路测试与示范应用管理规范（试行）

法令情報

効力: 部门�范性文件

状態: �行

公布機関: 工�和信息化部; 公安部; 交通运�部

公布・公開・施行: 2021- 07- 27 / 2021- 08- 19 / 2021- 09- 01

定義条文: 第三条

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. mps. gov. cn/ n6557558/ c8087335/ content. html; https: / / www.
shanghaiinvest. com/ cn/ viewfile. php? id= 16577

法令用語

智能网�汽车: スマートコネクテッドカー

道路��: 路上試験

示范�用: 実証応用

��区（�）: 試験区域(場)

人工操作: 手動操作

自���: 自動運転

安全性自我声明: 安全性自己宣言

中国語原文

第二条本规范适用于在中华人民共和国境内进行的智能网联汽车道路测试与示范应用。本规范所称道

路测试，是指在公路（包括高速公路）、城市道路、区域范围内等用于社会机动车通行的各类道路指

定的路段进行的智能网联汽车自动驾驶功能测试活动。本规范所称示范应用，是指在公路（包括高速

公路）、城市道路、区域范围内等用于社会机动车通行的各类道路指定的路段进行的具有试点、试行
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效果的智能网联汽车载人载物运行活动。本规范所称测试区（场），是指在固定区域设置的具有封闭

物理界限及智能网联汽车自动驾驶功能测试所需道路、网联等设施及环境条件的场地。

第三条工业和信息化部、公安部和交通运输部建立联合工作机制，推动和促进智能网联汽车道路测试

与示范应用工作并发布相关信息。

第五条道路测试主体是指提出智能网联汽车道路测试申请、组织道路测试并承担相应责任的单位，应

符合如下条件：

（一）在中华人民共和国境内登记注册的独立法人单位；

（二）具备汽车及零部件制造、技术研发或试验检测等智能网联汽车相关业务能力；

（三）对智能网联汽车道路测试可能造成的人身和财产损失，具备足够的民事赔偿能力；

（四）具有智能网联汽车自动驾驶功能测试评价规程；

（五）具备对道路测试车辆进行实时远程监控的能力；

（六）具备对道路测试车辆进行事件记录、分析和重现的能力；

（七）具备对道路测试车辆及远程监控平台的网络安全保障能力；

（八）法律、行政法规、规章规定的其他条件。

第六条示范应用主体是指提出智能网联汽车示范应用申请、组织示范应用并承担相应责任的一个单位

或多个单位联合体，应符合如下条件：

（一）在中华人民共和国境内登记注册的独立法人单位或多个独立法人单位组成的联合体；

（二）具备汽车及零部件制造、技术研发、试验检测或示范应用运营等智能网联汽车相关业务能力；

（三）由多个独立法人单位联合组成的示范应用主体，其中应至少有一个单位具备示范应用运营服务

能力，且各单位应签署运营服务及相关侵权责任划分的相关协议；

（四）对智能网联汽车示范应用可能造成的人身和财产损失，具备足够的民事赔偿能力；

（五）具有智能网联汽车示范应用方案；

（六）具备对示范应用车辆进行实时远程监控的能力；

（七）具备对示范应用车辆进行事件记录、分析和重现的能力；
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（八）具备对示范应用车辆及远程监控平台的网络安全保障能力；

（九）法律、行政法规、规章规定的其他条件。

第八条道路测试车辆、示范应用车辆是指申请用于道路测试、示范应用的智能网联汽车，包括乘用车、

商用车辆和专用作业车，不包括低速汽车、摩托车，应符合以下条件：

（一）未办理过机动车注册登记；

（二）满足对应车辆类型除耐久性以外的强制性检验项目要求；对因实现自动驾驶功能而无法满足强

制性检验要求的个别项目，需提供其未降低车辆安全性能的证明；

（三）具备人工操作和自动驾驶两种模式，且能够以安全、快速、简单的方式实现模式转换并有相应

的提示，保证在任何情况下都能将车辆即时转换为人工操作模式；

（四）具备车辆状态记录、存储及在线监控功能，能实时回传下列第1至4项信息，并自动记录和存储

下列各项信息在车辆事故或失效状况发生前至少90秒的数据，数据存储时间不少于1年： 1. 车辆标识

（车架号或临时行驶车号牌信息等）；2. 车辆控制模式；3. 车辆位置；4. 车辆速度、加速度、行驶方

向等运动状态；5. 环境感知与响应状态；6. 车辆灯光、信号实时状态；7. 车辆外部360度视频监控情

况；8. 反映驾驶人和人机交互状态的车内视频及语音监控情况；9. 车辆接收的远程控制指令（如有）

；10. 车辆故障情况（如有）。

第三章道路测试申请

第十条道路测试主体应提供智能网联汽车道路测试安全性自我声明（见附件2）并由省、市级政府相关

主管部门进行确认，包括道路测试主体、车辆识别代号、测试驾驶人姓名及身份证号、测试时间、测

试路段、区域及测试项目等信息。其中，测试时间原则上不超过18个月，且不得超过安全技术检验合

格证明及保险凭证的有效期。道路测试安全性自我声明应随同以下证明材料提交至省、市级政府相关

主管部门。

（一）道路测试主体、测试驾驶人和道路测试车辆的基本情况；

（二）道路测试车辆的自动驾驶功能等级声明以及自动驾驶功能对应的设计运行条件说明，包括设计

运行范围、车辆状态和驾驶人状态等；

（三）道路测试车辆设计运行范围与拟进行道路测试路段、区域内各类交通要素对应关系说明；

（四）属国产机动车的，应当提供机动车整车出厂合格证，对未进入公告车型的可提供出厂合格证明

和国家认可的第三方检测机构出具的相应车型强制性检验报告；属进口机动车的，应当提供进口机动

车辆强制性产品认证证书、随车检验单和货物进口证明书，对未取得进口机动车辆强制性产品认证证
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书的可提供车辆满足安全运行条件的声明和国家认可的第三方检测机构出具的相应车型强制性检验报

告；

（五）自动驾驶功能说明及其未降低车辆安全性能的证明；

（六）机动车安全技术检验合格证明；

（七）对具有网联功能的车辆或远程控制功能的监控平台，应提供网络安全风险评估结果及采取的风

险应对措施证明；

（八）道路测试主体自行开展的模拟仿真测试与测试区（场）等特定区域实车测试的说明材料；

（九）国家或省市认可的从事汽车相关业务的第三方检测机构出具的智能网联汽车自动驾驶功能委托

检验报告；

（十）经第三方机构评审通过的道路测试方案，至少包括测试路段或区域、测试时间、测试项目、测

试评价规程、风险分析及应对措施；

（十一）交通事故责任强制险凭证以及每车不低于五百万元人民币的交通事故责任保险凭证或不少于

五百万元人民币的自动驾驶道路测试事故赔偿保函。

第十条第

（四）

（六）

（十）项规定提供拟增加车辆的相关材料。

（二）拟在其他地方进行道路测试的，除原省市发放的号牌临时行驶车号牌、以及其在原测试地完成

的道路测试安全性的相关材料外，还应按本规范

日本語訳

第2条 本規範は、中華人民共和国の領域内で実施されるスマートコネクテッドカーの路上試験及び実
証応用に適用する。本規範において「路上試験」とは、道路(高速道路を含む)、都市道路、区域範囲
内など一般車馬の通行に供される各種道路の指定区間において実施される、スマートコネクテッドカー
の自動運転機能の試験活動をいう。



206

本規範において「実証応用」とは、道路(高速道路を含む)、都市道路、区域範囲内など一般車馬の通
行に供される各種道路の指定区間において実施される、実証・試行の効果を有するスマートコネクテッ
ドカーによる旅客・貨物運送の運行活動をいう。本規範において「試験区域(場)」とは、固定された
区域に設置され、閉鎖された物理的境界及びスマートコネクテッドカーの自動運転機能試験に必要な
道路・通信等の施設と環境条件を備えた場所をいう。

第3条 工業情報化部、公安部及び交通運輸部は、連合合同メカニズムを構築し、スマートコネクテッ
ドカーの路上試験及び実証応用業務を推進・促進するとともに、関連情報を発表する。

第5条 路上試験主体とは、スマートコネクテッドカーの路上試験申請を提出し、路上試験を組織し、
これに相応する責任を負う団体をいい、次の各号の要件に適合しなければならない:

(1) 中華人民共和国の領域内で登録設立された独立法人団体であること;

(2) 自動車及び部品の製造、技術研究開発又は試験検査等、スマートコネクテッドカー関連の業務遂
行能力を備えていること;

(3) スマートコネクテッドカーの路上試験によって生じ得る人的・物的損害について、十分な民事賠
償能力を備えていること;

(4) スマートコネクテッドカーの自動運転機能に関する試験評価規程を備えていること;

(5) 路上試験車両に対してリアルタイムの遠隔モニタリングを実施できる能力を備えていること;

(6) 路上試験車両について事案の記録・分析及び再現を実施できる能力を備えていること;

(7) 路上試験車両及び遠隔モニタリングプラットフォームに対するネットワークセキュリティ保障能
力を備えていること;

(8) 法律、行政法規、規章で定めるその他の要件。

第6条 実証応用主体とは、スマートコネクテッドカーの実証応用申請を提出し、実証応用を組織し、
これに相応する責任を負う単一団体又は複数団体からなるコンソーシアムをいい、次の各号の要件に
適合しなければならない:

(1) 中華人民共和国の領域内で登録設立された独立法人団体、又は複数の独立法人団体で構成された
コンソーシアムであること;

(2) 自動車及び部品の製造、技術研究開発、試験検査又は実証応用の運営等、スマートコネクテッド
カー関連の業務遂行能力を備えていること;

(3) 複数の独立法人団体が連合して構成した実証応用主体の場合、少なくとも1団体は実証応用の運営
サービス能力を備えなければならず、各団体は運営サービス及び関連する侵害責任の分担に関する協
約を締結すること;
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(4) スマートコネクテッドカーの実証応用によって生じ得る人的・物的損害について、十分な民事賠
償能力を備えていること;

(5) スマートコネクテッドカーの実証応用方案を備えていること;

(6) 実証応用車両に対してリアルタイムの遠隔モニタリングを実施できる能力を備えていること;

(7) 実証応用車両について事案の記録・分析及び再現を実施できる能力を備えていること;

(8) 実証応用車両及び遠隔モニタリングプラットフォームに対するネットワークセキュリティ保障能
力を備えていること;

(9) 法律、行政法規、規章で定めるその他の要件。

第8条 路上試験車両、実証応用車両とは、路上試験、実証応用に使用するために申請するスマートコ
ネクテッドカーをいい、乗用車、商用車及び特殊作業車を含み、低速自動車、オートバイは含まない
ものとし、次の各号の要件に適合しなければならない:

(1) 車籍登録を行ったことがないこと;

(2) 当該車両区分の耐久性を除く強制性検査項目の要求事項を満たすこと; 自動運転機能の実現により
強制性検査の要求事項を満たさない項目がある場合には、車両の安全性能を低下させていないことを
証明する資料を提供すること;

(3) 手動操作と自動運転の2つのモードを備え、安全かつ迅速で簡便な方式によりモード切替が可能で
あり、これに対応する報知機能を有すること。また、いかなる状況においても、車両を直ちに手動操
作モードへ切り替えられることを保証すること;

(4) 車両状態の記録・保存及びオンラインモニタリング機能を備え、次の第1号から第4号までの情報
をリアルタイムで送信できること。また、車両事故又は機能故障の発生前少なくとも90秒間のデータ
を自動的に記録・保存し、データの保存期間は1年以上とすること: 1. 車両識別情報(車台番号又は臨
時運行許可ナンバープレート情報等); 2. 車両制御モード; 3. 車両位置; 4. 車両の速度、加速度、走行方
向等の運動状態; 5. 環境認知及び応答状態; 6. 車両の灯火、信号のリアルタイム状態; 7. 車両外部360
度ビデオモニタリング状況; 8.

運転者及びヒューマンマシンインタラクション状態を反映する車内ビデオ及び音声モニタリング状況;
 9. 車両が受信した遠隔制御命令(ある場合); 10. 車両故障状況(ある場合)。

第3章 路上試験申請

第10条 路上試験主体は、スマートコネクテッドカー路上試験安全性自己宣言書を提供し、省・市級
政府の関連主管部門の確認を受けなければならず、主体、車両識別コード、試験運転者の氏名及び身
分証明書番号、試験期間、試験区間・区域及び試験項目等の情報を含めなければならない。この場合、
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試験期間は原則として18箇月を超えてはならず、安全技術検査合格証明及び保険証券の有効期間を超
えることはできない。路上試験安全性自己宣言書は、次の各号の証明書類を添付して省・市級政府の
関連主管部門に提出しなければならない。

(1) 路上試験主体、試験運転者及び路上試験車両の基本状況;

(2) 路上試験車両の自動運転機能等級の宣言、及び自動運転機能に対応する設計運行条件の説明(設計
運行範囲、車両状態及び運転者状態等を含む);

(3) 路上試験車両の設計運行範囲と、試験予定の道路区間・区域内における各種交通要素との対応関
係の説明;

(4) 中国製自動車の場合は完成車出荷合格証を提出しなければならず、公告車種に含まれていない場
合には、出荷合格証明及び国家認定の第三者検査機関が発行した当該車種の強制性検査報告書を提出
することができる。輸入自動車の場合は輸入自動車強制性製品認証書、施行検査表及び貨物輸入証明
書を提出しなければならず、輸入自動車強制性製品認証書を取得していない場合には、車両の安全運
行条件充足宣言書及び国家認定の第三者検査機関が発行した当該車種の強制性検査報告書を提出する
ことができる;

(5) 自動運転機能説明書及び車両の安全性能を低下させていないことを証明する資料;

(6) 自動車安全技術検査合格証明;

(7) 通信機能を有する車両又は遠隔制御機能を有するモニタリングプラットフォームについては、ネッ
トワークセキュリティリスク評価結果及び講じたリスク対応措置の証明を提出すること;

(8) 路上試験主体が自ら実施したシミュレーション試験及び試験区域(場)等の特定区域における実車試
験の説明資料;

(9) 国家又は省・市が認定した自動車関連業務に従事する第三者検査機関が発行したスマートコネク
テッドカー自動運転機能委託検査報告書;

(10) 第三者機関の審査を通過した路上試験方案(最低限、試験区間・区域、試験期間、試験項目、試
験評価規程、リスク分析及び対応措置を含む);

(11) 自動車強制保険証券並びに1台当たり500万元以上の自動車事故責任保険証券、又は500万元以上
の自動運転路上試験事故賠償保証書。

第10条第4号・第6号・第10号の規定に従い、追加予定車両の関連資料を提出する。

(2) その他の地域で路上試験を実施しようとする場合には、元の省・市が発行した臨時運行許可ナン
バープレート及び元の試験地で完了した路上試験安全性関連資料のほか、本規範に従い. . .
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要点

スマートコネクテッドカーの路上試験及び実証応用の対象範囲と、管轄部門の協力体制を定め
る。主体の資格要件(独立法人、損害賠償能力、遠隔モニタリング等)及び車両の要件(手動切替
機能、事故90秒前の状態データの記録・保存等)を規定する。試験期間、安全性自己宣言及び
事故責任保険等、路上試験申請時に提出すべき詳細書類と手続を明示する。
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37. インターネット診療監督細則試行

互联网诊疗监管细则（试行）

法令情報

効力: 部门�范性文件

状態: �行

公布機関: 国家�生健康委�会; 国家中医�管理局

公布・公開・施行: 2022- 02- 08 / 2022- 03- 15 / 2022- 02- 08

定義条文: -

制裁条文: �管�理条款

原文URL: https: / / www. nhc. gov. cn/ yzygj/ c100068/ 202203/
2072f0e8988249e59d942e1b2a933916. shtml; https: / / www. nhc. gov. cn/ bgt/ c100244/ 202206/
2eb5fa9b8869453e98c1183bf65938e8/ files/ 1733795761985_ 78363. pdf

法令用語

インターネット診療（互�网��）

省級監督管理プラットフォーム（省��管平台）

医療機関開業許可証（医�机构���可�）

電子証明書（�子�照）

電子カルテ（�子病�）

電子処方箋（�子�方）

サイバーセキュリティ（网�安全）

個人情報保護（个人信息保�）

中国語原文

第四条省级卫生健康主管部门应当建立省级互联网医疗服务监管平台 (以下简称 “省级监管平台”),对

开展互联网诊疗活动的医疗机构 (以下简称 “医疗机构”)进行监管。
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第五条医疗机构应当主动与所在地省级监管平台对接,及时上传、更新 《医疗机构执业许可证》等相关

执业信息,主动接受监督。

第八条医疗机构应当在互联网诊疗平台显著位置公布本机构提供互联网诊疗服务医务人员的电子证照

等信息,方便患者查询。

第二十二条医疗机构自行或委托第三方开展药品配送的,相关协议、处方流转信息应当可追溯,并向省级

监管平台开放数据接口。

第二十五条医疗机构应当保证互联网诊疗活动全程留痕、可追溯,并向省级监管平台开放数据接口。省

级卫生健康主管部门应当按照 “最少可用原则”采集医疗机构的相关数据,重点包括医疗机构资质、医

务人员资质、诊疗科目、诊疗病种、电子病历、电子处方、用药情况、满意度评价、患者投诉、医疗

质量 (安全)不良事件等信息,对互联网诊疗整体情况进行分析,定期向各医疗机构及其登记机关反馈问题,

并明确整改期限,医疗机构在收到省级卫生健康主管部门问题反馈后应当及时整改,并将整改情况上传至

省级监管平台,同时报其登记机关。

鼓励有条件的省份在省级监管平台中设定互联网诊疗合理性判定规则,运用人工智能、大数据等新兴技

术实施分析和监管。第五章质量安全监管

第二十七条医疗机构应建立网络安全、数据安全、个人信息保护、隐私保护等制度,并与相关合作方签

订协议,明确各方权责关系。

第二十八条医疗机构发生患者个人信息、医疗数据泄露等网络安全事件时,应当及时向相关主管部门报

告,并采取有效应对措施。

日本語訳

第4条 省級衛生健康主管部門は、省級インターネット医療サービス監督管理プラットフォーム（以下
「省級監督管理プラットフォーム」という）を構築し、インターネット診療活動を実施する医療機関
（以下「医療機関」という）に対して監督管理を行わなければならない。

第5条 医療機関は、所在地の省級監督管理プラットフォームと連携し、《医療機関開業許可証》等の
関連許可情報を適時にアップロード及び更新し、自主的に監督を受けなければならない。

第8条 医療機関は、インターネット診療プラットフォームの目立つ位置に、当該機関でインターネッ
ト診療サービスを提供する医療従事者の電子証明書等の情報を公開し、患者が照会しやすいようにし
なければならない。

第22条 医療機関が自ら又は第三者に委託して医薬品配送を実施する場合、関連協定及び処方箋流通
情報は追跡可能でなければならず、省級監督管理プラットフォームにデータインターフェースを開放
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しなければならない。

第25条 医療機関は、インターネット診療活動全過程の記録及び追跡可能性を保障しなければならず、
省級監督管理プラットフォームにデータインターフェースを開放しなければならない。省級衛生健康
主管部門は「最小必要の原則」に従い、医療機関資格、医療従事者資格、診療科目、診療疾患、電子
カルテ、電子処方箋、薬物使用状況、満足度評価、患者クレーム、医療の質（安全）に係る有害事象
等の情報を重点的に収集し、インターネット診療の全体状況を分析し、定期的に各医療機関及びその
登録機関に問題をフィードバックし、是正期限を明示しなければならない。

医療機関は、省級衛生健康主管部門から問題のフィードバックを受けた後、適時に是正し、是正状況
を省級監督管理プラットフォームにアップロードすると同時に、その登録機関に報告しなければなら
ない。条件が整った省が、省級監督管理プラットフォームにインターネット診療の合理性判定ルール
を設定し、人工知能、ビッグデータ等の新興技術を活用して分析及び監督管理を実施することを奨励
する。第5章 品質安全監督管理

第27条 医療機関は、サイバーセキュリティ、データセキュリティ、個人情報保護、プライバシー保
護等の制度を確立し、関連協力先と協定を締結して各当事者の権限と責任関係を明確にしなければな
らない。

第28条 医療機関は、患者の個人情報、医療データの流出等のサイバーセキュリティ事故が発生した
場合、速やかに関連主管部門に報告し、有効な対応措置を講じなければならない。

要点

省級衛生健康主管部門は、省級インターネット医療サービス監督管理プラットフォームを構築
し、インターネット診療活動を行う医療機関を監督管理する。医療機関は当該プラットフォー
ムと連携して許可情報を提出及び更新し、医療従事者の電子証明書の公開、医薬品配送及び診
療全過程の追跡可能性を保障し、データインターフェースを開放しなければならない。また、
サイバーセキュリティ及び個人情報保護の制度を構築し、情報流出事故発生時には所轄部門に
直ちに報告するとともに、指摘された問題は期限内に是正してプラットフォーム及び登録機関
に報告しなければならない。



214



215

38. 自動運転自動車運送安全サービス指針試行

自动驾驶汽车运输安全服务指南（试行）

法令情報

効力: 部门�范性文件

状態: �行

公布機関: 交通运�部

公布・公開・施行: 2023- 11- 21 / 2023- 12- 05 / 2023- 11- 21

定義条文: 第二条

制裁条文: -

原文URL: https: / / xxgk. mot. gov. cn/ jigou/ ysfws/ 202312/ t20231205_ 3962490. html

法令用語

自動運転自動車（自���汽车）

道路運送サービス（道路运�服�）

道路交通安全評価（道路交通安全�估）

交通事故賠償責任強制保険（交通事故�任强制保�）

安全生産主体責任（安全生�主体�任）

サイバーセキュリティ管理制度（网�安全管理制度）

中国語原文

交通运输部办公厅关于印发《自动驾驶汽车运输安全服务指南（试行）》的通知- 政府信息公开- 交通

运输部交通运输部办公厅关于印发《自动驾驶汽车运. . .

交通运输部办公厅关于印发《自动驾驶汽车运输安全服务指南（试行）》的通知为引导自动驾驶技术

发展，规范自动驾驶汽车在运输服务领域应用，依据《中华人民共和国安全生产法》《中华人民共和

国道路交通安全法》《中华人民共和国道路运输条例》等法律法规，以及道路运输、城市客运管理有

关规定，我部组织编制了《自动驾驶汽车运输安全服务指南（试行）》，现印发给你们，请结合实际
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认真贯彻落实。

为保障运输安全，自动驾驶汽车开展道路运输服务应在指定区域内进行，并依法通过道路交通安全评

估。使用自动驾驶汽车从事城市公共汽电车客运经营活动的，可在物理封闭、相对封闭或路况简单的

固定线路、交通安全可控场景下进行；使用自动驾驶汽车从事出租汽车客运经营活动的，可在交通状

况良好、交通安全可控场景下进行；审慎使用自动驾驶汽车从事道路旅客运输经营活动；可使用自动

驾驶汽车在点对点干线公路运输或交通安全可控的城市道路等场景下从事道路货物运输经营活动；禁

止使用自动驾驶汽车从事道路危险货物运输经营活动。

从事道路运输经营的自动驾驶汽车应按照《中华人民共和国道路交通安全法》《中华人民共和国道路

运输条例》《机动车交通事故责任强制保险条例》以及《工业和信息化部公安部交通运输部关于印发

智能网联汽车道路测试与示范应用管理规范（试行）的通知》（工信部联通装〔2021〕97号）有关要

求，提供交通事故责任强制险凭证以及交通事故责任保险凭证或事故赔偿保函。

自动驾驶运输经营者应履行安全生产主体责任，建立实施运营安全管理制度，包括但不限于全员安全

生产责任制度、车辆技术管理制度、安全评估制度、安全隐患排查治理制度、动态监控管理制度、网

络安全管理制度、从业人员安全管理制度、关键岗位安全生产操作规程、安全生产和应急处置教育培

训计划等。

相关解读： 《自动驾驶汽车运输安全服务指南（试行）》解读

日本語訳

交通運輸部弁公庁の《自動運転自動車運送安全サービス指針（試行）》の印刷・発布に関する通知 -
政府情報公開 - 交通運輸部

交通運輸部弁公庁の《自動運転自動車運. . .

交通運輸部弁公庁の《自動運転自動車運送安全サービス指針（試行）》の印刷・発布に関する通知

自動運転技術の発展を導き、運送サービス分野における自動運転自動車の応用を規範化するため、《
中華人民共和国安全生産法》《中華人民共和国道路交通安全法》《中華人民共和国道路運送条例》等
の法律・法規並びに道路運送、都市旅客運送管理に関する規定に基づき、当部は《自動運転自動車運
送安全サービス指針（試行）》を作成・編纂した。ここに貴部門に印刷・発布するので、実際の状況
と結び付けて徹底的に貫徹・実施されたい。

運送安全を保障するため、自動運転自動車が道路運送サービスを実施する場合は指定区域内で行わな
ければならず、法に基づき道路交通安全評価に合格しなければならない。自動運転自動車を用いて都
市の路線バス・トロリーバスの旅客運送経営活動に従事する場合は、物理的に閉鎖された若しくは相
対的に閉鎖された、又は道路条件が簡単な固定路線で、交通安全が制御可能なシナリオにおいて行う
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ことができる。自動運転自動車を用いてタクシー旅客運送経営活動に従事する場合は、交通状況が良
好で交通安全が制御可能なシナリオにおいて行うことができる。

自動運転自動車を用いて道路旅客運送経営活動に従事することは慎重に行わなければならない。自動
運転自動車を用いてポイント・ツー・ポイント（点対点）の幹線道路運送、又は交通安全が制御可能
な都市道路等のシナリオにおいて道路貨物運送経営活動に従事することができる。自動運転自動車を
用いて道路危険物運送経営活動に従事することは禁止する。

道路運送経営に従事する自動運転自動車は、《中華人民共和国道路交通安全法》《中華人民共和国道
路運送条例》《機動車交通事故責任強制保険条例》及び《工業情報化部・公安部・交通運輸部のイン
テリジェントコネクテッドビークル道路試験及び試験的応用管理規範（試行）の印刷・発布に関する
通知》（工信部聯通装〔2021〕97号）の関連要求に従い、交通事故賠償責任強制保険証明書及び交
通事故賠償責任保険証明書又は事故賠償保証書を提供しなければならない。

自動運転運送事業者は、安全生産主体責任を履行し、運行安全管理制度を確立・実施しなければなら
ず、これには全従業員安全生産責任制度、車両技術管理制度、安全評価制度、安全危険要素点検・是
正制度、動的モニタリング管理制度、サイバーセキュリティ管理制度、従業員安全管理制度、重要職
務安全生産作業手順、安全生産及び緊急対応教育訓練計画等を含むが、これらに限られない。

関連解説：《自動運転自動車運送安全サービス指針（試行）》解説

要点

自動運転自動車を用いた道路運送サービスは、指定区域内で道路交通安全評価に合格した後に
実施しなければならず、旅客・貨物の分野ごとに制御可能な安全シナリオの範囲内で運営を許
可する一方、危険物運送は厳格に禁止される。自動運転運送車両は交通事故賠償責任強制保険
証明書又は賠償保証書を備えなければならない。また、自動運転運送事業者は安全生産主体責
任を履行するため、運行安全、車両技術、サイバーセキュリティ及び緊急対応等を含む総合的
な安全管理制度を構築し、実施しなければならない。
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39. AI科学技術倫理審査とサービス方法の試行実施

工业和信息化部等十部门关于印发《人工智能科技伦理审查与服务办法（试行）
》的通知

法令情報

効力: 部门�范性文件

状態: �行

公布機関: 工�和信息化部; 国家�展改革委; 教育部; 科技部; ���村部; 国家�生健康委; 中国人民�
行; 国家网信�; 中国科学院; 中国科�

公布・公開・施行: 2026- 03- 20 / 2026- 04- 02 / 2026- 03- 20

定義条文: -

制裁条文: 第三十二条

原文URL: https: / / www. miit. gov. cn/ jgsj/ kjs/ wjfb/ art/ 2026/ art_
2995f16b28504ddcbb604e918eb15759. html; https: / / picpolicy. mofcom. gov. cn/ file/
20260410/ 75301775804827863. pdf

行政解釈: https: / / www. ncsti. gov. cn/ kjdt/ scyq/ zgckxc/ zgcdt/ 202604/ t20260408_ 243221.
html

法令用語

AI科学技術倫理審査(人工智能科技�理��)

科学技術倫理委員会(科技�理委�会)

サービスセンター(服�中心)

ロバスト性(�棒性)

説明可能性(可解�性)

ディープフェイク/ 深度合成(深度合成)

生成型AI(生成式人工智能)

備案/ 登録(�案)
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中国語原文

第二条本办法所适用的人工智能科技活动是在中华人民共和国境内开展的，可能在人的尊严、公共秩

序、生命健康、生态环境、可持续发展等方面带来科技伦理风险挑战的人工智能科学研究、技术开发

等活动，以及依据法律、行政法规和国家有关规定需进行人工智能科技伦理审查的其他科技活动。

第四条建立和完善人工智能科技伦理标准体系，推动 1 制定相关国际标准、国家标准、行业标准、团

体标准，支持搭建国际标准化交流合作平台。 鼓励高等学校、科研机构、医疗卫生机构、企业和科技

类社会团体等参与人工智能科技伦理标准的制定、验证与推广。

第四条有关要求，设立人工智能科技伦理委员会（以下简称委员会）。委员会应配备必要的工作人员、

办公场所和经费等条件，采取有效措施保障委员会独立开展工作。鼓励有资质的相关单位开展人工智

能科技伦理管理体系相关认证。

第二条所列范围人工智能科技活动的，人工智能科技活动负责人应向本单位委员会申请， 单位未设立

委员会或委员会无法胜任科技伦理审查工作要求，向本单位委托的服务中心申请开展科技伦理审查，

无单位人员应委托符合要求的服务中心开展科技伦理审查。人工智能科技活动负责人应依照规定向委

员会或服务中心提交申请材料。申请材料主要包括：

（一）人工智能科技活动方案，包括研究背景、目的和计划，所涉及相关机构的合法资质材料、人员

情况、经费来源，拟采用的算法机制机理，数据来源与获取方式、测试评估方法，拟形成的软硬件产

品，预期应用领域及适用人群等；

（二）人工智能科技活动科技伦理风险评估情况、防控及应急处理预案，包括人工智能技术预期应用

带来的潜在科技伦理风险评估，对科技伦理风险的监测预警措施，对可能产生科技伦理风险的防控计

划等；

（三）遵守人工智能科技伦理和科研诚信等要求的承诺书。

第十五条委员会或服务中心开展人工智能科技伦理审查，重点关注以下方面：

（一）在人类福祉方面，人工智能科技活动是否具有科学价值、社会价值；研究目标对增进人类福祉、

实现社会可持续发展等是否具有积极作用；人工智能科技活动的风险是否受益合理。

（二）在公平公正方面，训练数据的选择标准，算法、 模型、系统的设计是否合理；是否采取措施防

止偏见歧视、 算法压榨，保障资源分配、机会获取、决策过程的客观性与包容性。

（三）在可控可信方面，是否能够保障模型、系统的鲁 5 棒性，以应对开放环境、极端情况和干扰性

因素；是否能够保障使用者控制、指导和干预模型、系统的基本操作；是否制定持续监测方案、突发

状况处理预案。
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（四）在透明可解释方面，是否合理披露算法、模型、 系统的用途、运行逻辑、交互方式说明、潜在

风险等信息； 是否采用有效技术手段提升算法、模型和系统的可解释性。

（五）在责任可追溯方面，是否具有日志管理等措施清楚记录数据、算法、模型、系统各个环节的充

分信息，保障全链路可追踪和管理；科技人员资质是否符合相关要求。

（六）在隐私保护方面，数据的收集、存储、加工、使用等处理活动以及研究开发数据新技术等，是

否采取充分措施确保隐私数据得到有效保护。

第二十六条人工智能科技活动在深度合成、算法推荐、 生成式人工智能服务管理等方面实行登记、备

案、行政审批等监管措施且将符合科技伦理要求作为审批条件、监管内容的，可不再开展专家复核。

第四节应急程序

第四十三条至

第四十五条规定，将委员会相关情况、纳入复核清单的人工智能 9 科技活动通过国家科技伦理管理信

息登记平台进行登记，并提交上一年度委员会工作报告、纳入复核清单的人工智能科技活动实施情况

报告等相关材料。服务中心应依照上述规定登记并提交上一年度工作报告。 科技部与相关主管部门对

人工智能科技伦理相关登记信息同步共享。

日本語訳

第2条 本方法の適用対象となるAI科学技術活動は、中華人民共和国の領域内で実施されるものであっ
て、人間の尊厳、公共秩序、生命健康、生態環境、持続可能な発展等の面において科学技術倫理上の
リスク及び課題をもたらし得るAI科学研究、技術開発等の活動、並びに法律、行政法規及び国家の関
連規定によりAI科学技術倫理審査を経なければならないその他の科学技術活動である。

第4条 AI科学技術倫理標準体系を構築・整備し、関連する国際標準、国家標準、業界標準、団体標準
の制定を推進し、国際標準化交流・協力プラットフォームの構築を支援する。高等学校、科学研究機
関、医療衛生機関、企業及び科学技術系社会団体等がAI科学技術倫理標準の制定、検証及び普及に参
加することを奨励する。

第4条 関連要求事項に基づき、AI科学技術倫理委員会(以下「委員会」という)を設立する。委員会は
必要な業務人員、事務スペース、経費等の条件を備えなければならず、有効な措置を講じて委員会が
独立して業務を遂行できるよう保障しなければならない。資格を備えた関連機関がAI科学技術倫理マ
ネジメントシステムに関する認証を実施することを奨励する。

第2条に列挙された範囲のAI科学技術活動を実施する場合、AI科学技術活動の責任者は自機関の委員
会に申請しなければならず、機関内に委員会が設立されていない場合又は委員会が科学技術倫理審査
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業務の要求事項を遂行できない場合は、自機関が委託するサービスセンターに科学技術倫理審査の実
施を申請し、所属機関のない者は要件に適合するサービスセンターに科学技術倫理審査を委託しなけ
ればならない。AI科学技術活動の責任者は規定に従い委員会又はサービスセンターに申請書類を提出
しなければならない。申請書類には主に次の事項を含む。

(1) 研究の背景、目的及び計画、関連機関の適法な資格書類、人員の状況、経費の出所、採用予定の
アルゴリズムのメカニズム・原理、データの出所及び収集方式、テスト評価方法、形成予定のソフト
ウェア・ハードウェア製品、予想される応用分野及び対象等を含むAI科学技術活動方案。

(2) AI技術の予想される応用による潜在的な科学技術倫理リスクの評価、科学技術倫理リスクのモニ
タリング・警報措置、発生し得る科学技術倫理リスクの防止・抑制計画等を含むAI科学技術活動の科
学技術倫理リスク評価の状況、防止・抑制及び緊急対応計画。

(3) AI科学技術倫理及び研究の誠実性等の要求事項を遵守する旨の誓約書。

第15条 委員会又はサービスセンターがAI科学技術倫理審査を実施する際は、次の事項に重点を置く。

(1) 人類の福祉の面において、AI科学技術活動が科学的価値及び社会的価値を有しているか否か、研
究目標が人類の福祉の増進及び社会の持続可能な発展の実現等に積極的な役割を果たしているか否か、
AI科学技術活動のリスクと利益の対比が合理的であるか否か。

(2) 公正・公平の面において、学習データの選定基準とアルゴリズム・モデル・システムの設計が合
理的であるか否か、偏向・差別及びアルゴリズムによる搾取を防止し、資源配分、機会の獲得、意思
決定プロセスの客観性と包容性を保障するための措置を講じているか否か。

(3) 制御・信頼可能性の面において、開放的な環境、極端な状況及び妨害要素に対応できるようモデ
ル・システムのロバスト性(Robustness)を保障できるか否か、利用者がモデル・システムの基本的な
作動を制御・指揮・介入できるよう保障できるか否か、継続的なモニタリング方案及び突発事態の処
理計画を策定しているか否か。

(4) 透明性・説明可能性の面において、アルゴリズム・モデル・システムの用途、作動ロジック、相
互作用方式の説明、潜在的リスク等の情報を合理的に公開しているか否か、有効な技術的手段を採用
してアルゴリズム・モデル及びシステムの説明可能性を向上させているか否か。

(5) 責任追跡可能性の面において、データ、アルゴリズム、モデル、システムの各段階の十分な情報
を明確に記録するログ管理等の措置を備え、全プロセス(フルリンク)の追跡及び管理を保障している
か否か、科学技術人員の資格が関連要求事項に適合しているか否か。

(6) プライバシー保護の面において、データの収集、保存、加工、使用等の処理活動及びデータ新技
術の研究開発等に関連して、プライバシーデータが有効に保護されるよう十分な措置を講じているか
否か。
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第26条 AI科学技術活動がディープフェイク(深度合成)、アルゴリズム推薦、生成型AIサービス管理等
の面において登録、備案、行政審査・許可等の監督管理措置を実施し、科学技術倫理要求事項の遵守
を審査・許可条件及び監督管理内容とする場合は、改めて専門家再審査を経ないことができる。第4
節 緊急手続

第43条から

第45条までの規定に基づき、委員会の関連状況及び再審査リストに含まれるAI科学技術活動を国家科
学技術倫理管理情報登録プラットフォームを通じて登録し、前年度の委員会業務報告書、再審査リス
トに含まれるAI科学技術活動の履行状況報告書等の関連書類を提出しなければならない。サービスセ
ンターは上記の規定に従い登録し、前年度の業務報告書を提出しなければならない。科学技術部及び
関連主管部門はAI科学技術倫理に関する登録情報を同期・共有する。

要点

中国の領域内において倫理的リスクを引き起こし得るAI研究開発活動は科学技術倫理審査の対
象であり、各機関は独立した倫理委員会を設立するか、サービスセンターに審査を委託しなけ
ればならない。審査申請の際には活動方案、倫理リスク評価及び防止・緊急対応計画、倫理・
研究誠実性に関する誓約書を提出しなければならず、審査では人類の福祉、公正性、制御可能
性、透明性、責任追跡性、プライバシー保護等を重点的に評価する。そして関連機関は国家情
報登録プラットフォームに倫理委員会の状況及び活動結果を登録・報告しなければならない。
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第8部 規範性文書
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40. 世論属性又は社会動員能力を有するインターネット情報サー
ビス安全評価規定

具有舆论属性或社会动员能力的互联网信息服务安全评估规定

法令情報

効力: �范性文件

状態: �行

公布機関: 国家互�网信息�公室; 公安部

公布・公開・施行: 2018- 11- 15 / 2018- 11- 15 / 2018- 11- 30

定義条文: 第二条; 第三条

制裁条文: 第13条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2018- 11/ 15/ c_ 1123716072. htm

法令用語

世論属性(��属性)

社会動員能力(社会��能力)

インターネット情報サービス提供者(互�网信息服�提供者)

安全評価(安全�估)

利用者実名確認(用�真�身份核�)

ログ情報(日志信息)

インターネット情報弁公室/ 網信部門(网信部门)

中国語原文

第二条本规定所称具有舆论属性或社会动员能力的互联网信息服务，包括下列情形：

（一）开办论坛、博客、微博客、聊天室、通讯群组、公众账号、短视频、网络直播、信息分享、小

程序等信息服务或者附设相应功能；
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（二）开办提供公众舆论表达渠道或者具有发动社会公众从事特定活动能力的其他互联网信息服务。

第三条互联网信息服务提供者具有下列情形之一的，应当依照本规定自行开展安全评估，并对评估结

果负责：

（一）具有舆论属性或社会动员能力的信息服务上线，或者信息服务增设相关功能的；

（二）使用新技术新应用，使信息服务的功能属性、技术实现方式、基础资源配置等发生重大变更，

导致舆论属性或者社会动员能力发生重大变化的；

（三）用户规模显著增加，导致信息服务的舆论属性或者社会动员能力发生重大变化的；

（四）发生违法有害信息传播扩散，表明已有安全措施难以有效防控网络安全风险的；

（五）地市级以上网信部门或者公安机关书面通知需要进行安全评估的其他情形。

第五条互联网信息服务提供者开展安全评估，应当对信息服务和新技术新应用的合法性，落实法律、

行政法规、部门规章和标准规定的安全措施的有效性，防控安全风险的有效性等情况进行全面评估，

并重点评估下列内容：

（一）确定与所提供服务相适应的安全管理负责人、信息审核人员或者建立安全管理机构的情况；

（二）用户真实身份核验以及注册信息留存措施；

（三）对用户的账号、操作时间、操作类型、网络源地址和目标地址、网络源端口、客户端硬件特征

等日志信息，以及用户发布信息记录的留存措施；

（四）对用户账号和通讯群组名称、昵称、简介、备注、标识，信息发布、转发、评论和通讯群组等

服务功能中违法有害信息的防范处置和有关记录保存措施；

（五）个人信息保护以及防范违法有害信息传播扩散、社会动员功能失控风险的技术措施；

（六）建立投诉、举报制度，公布投诉、举报方式等信息，及时受理并处理有关投诉和举报的情况；

（七）建立为网信部门依法履行互联网信息服务监督管理职责提供技术、数据支持和协助的工作机制

的情况；

（八）建立为公安机关、国家安全机关依法维护国家安全和查处违法犯罪提供技术、数据支持和协助

的工作机制的情况。
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第七条互联网信息服务提供者应当将安全评估报告通过全国互联网安全管理服务平台提交所在地地市

级以上网信部门和公安机关。 具有本规定

第三条第一项、第二项情形的，互联网信息服务提供者应当在信息服务、新技术新应用上线或者功能

增设前提交安全评估报告；具有本规定

第三条第三、四、五项情形的，应当自相关情形发生之日起30个工作日内提交安全评估报告。

第十二条网信部门和公安机关应当建立监测管理制度，加强网络安全风险管理，督促互联网信息服务

提供者依法履行网络安全义务。 发现具有舆论属性或社会动员能力的互联网信息服务提供者未按本规

定开展安全评估的，网信部门和公安机关应当通知其按本规定开展安全评估。

日本語訳

第2条 本規定にいう世論属性又は社会動員能力を有するインターネット情報サービスとは、次の各号
のいずれかに該当する場合を含む。

(1) フォーラム、ブログ、マイクロブログ(ウェイボー)、チャットルーム、通信グループ、公式アカウ
ント、ショート動画、ライブ配信、情報共有、ミニプログラム等の情報サービスを開設し、又は相応
の機能を追加する場合。

(2) 大衆に世論表現の経路を提供し、又は社会大衆を特定の活動へ動員し得る能力を有するその他の
インターネット情報サービスを開設する場合。

第3条 インターネット情報サービス提供者は、次の各号のいずれかに該当する状況が発生した場合、
本規定に従い自ら安全評価を実施し、評価結果について責任を負わなければならない。

(1) 世論属性又は社会動員能力を有する情報サービスがリリースされ、又は情報サービスに関連機能
が追加される場合。

(2) 新技術・新応用の利用により、情報サービスの機能属性、技術実装方式、基礎資源配置等に重大
な変更が生じ、それによって世論属性又は社会動員能力に重大な変化がもたらされる場合。

(3) 利用者規模が著しく増加し、情報サービスの世論属性又は社会動員能力に重大な変化がもたらさ
れる場合。

(4) 違法・有害情報が伝播・拡散し、既存の安全措置ではサイバーセキュリティリスクを有効に防止・
抑制することが困難であることが判明した場合。

(5) 地級市以上のインターネット情報弁公室(網信部門)又は公安機関が書面により安全評価が必要であ
ると通知したその他の場合。
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第5条 インターネット情報サービス提供者が安全評価を実施するに当たっては、情報サービス及び新
技術・新応用の適法性、法律・行政法規・部門規章及び基準に定める安全措置履行の有効性、安全リ
スク防止・抑制の有効性等の状況を全面的に評価しなければならず、次の各号の内容を重点的に評価
しなければならない。

(1) 提供するサービスに見合う安全管理責任者、情報審査要員を指定し、又は安全管理機構を設置し
た状況。

(2) 利用者実名確認及び会員登録情報保存の措置。

(3) 利用者のアカウント、操作時刻、操作種別、ネットワーク送受信アドレス、ネットワーク送信ポー
ト、クライアント端末のハードウェア特性等のログ情報及び利用者が投稿した情報の記録に対する保
存措置。

(4) 利用者アカウント及び通信グループの名称、ニックネーム、プロフィール、メモ、識別子、情報
投稿・転載・コメント及び通信グループ等のサービス機能内における違法・有害情報の防止・処分及
び関連記録の保存措置。

(5) 個人情報保護並びに違法・有害情報の伝播・拡散及び社会動員機能の統制不能リスク防止のため
の技術的措置。

(6) 苦情・通報制度を確立し、苦情・通報受付窓口等の情報を公開して、関連する苦情及び通報を適
時に受け付け・処理した状況。

(7) インターネット情報弁公室が法に従いインターネット情報サービス監督管理の職務を履行するた
めの技術的・データ的支援及び協力を提供する業務メカニズムを構築した状況。

(8) 公安機関及び国家安全機関が法に従い国家安全を守り、違法・犯罪を捜査・処罰するための技術
的・データ的支援及び協力を提供する業務メカニズムを構築した状況。

第7条 インターネット情報サービス提供者は、安全評価報告書を全国インターネット安全管理サービ
スプラットフォームを通じて所在地の地級市以上インターネット情報弁公室及び公安機関に提出しな
ければならない。本規定

第3条第1号、第2号の状況に該当する場合、インターネット情報サービス提供者は情報サービス、新
技術・新応用のリリース又は機能追加の前に安全評価報告書を提出しなければならず、本規定

第3条第3号、第4号、第5号の状況に該当する場合は、関連する状況が発生した日から30営業日以内
に安全評価報告書を提出しなければならない。

第12条 インターネット情報弁公室と公安機関はモニタリング管理制度を確立し、サイバーセキュリ
ティリスク管理を強化して、インターネット情報サービス提供者が法に従いサイバーセキュリティ義
務を履行するよう督促しなければならない。世論属性又は社会動員能力を有するインターネット情報
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サービス提供者が本規定に従い安全評価を実施していないことを発見した場合、インターネット情報
弁公室と公安機関は本規定に従い安全評価を実施するよう通知しなければならない。

要点

世論属性又は社会動員能力を有するインターネット情報サービス(フォーラム、SNS、ライブ
配信、ミニプログラム等)の提供者は、サービスのリリース、新技術の適用、利用者の急増又
は違法・有害情報の拡散が生じた場合、自ら安全評価を実施しなければならない。サービス提
供者は、利用者実名確認、ログ及び投稿記録の保存、有害情報の処分、個人情報保護並びに監
督・捜査機関への支援体制の構築の有無を重点的に評価し、所轄当局に報告書を提出しなけれ
ばならない。安全評価報告書は、新規サービス・機能開始前又は事由発生日から30営業日以内
に、全国プラットフォームを通じて登録・提出しなければならない。
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41. 人工知能生成合成コンテンツ標識弁法

人工智能生成合成内容标识办法

法令情報

効力: �范性文件

状態: �行

公布機関: 国家互�网信息�公室; 工�和信息化部; 公安部; 国家广播���局

公布・公開・施行: 2025- 03- 07 / 2025- 03- 14 / 2025- 09- 01

定義条文: 第三条; 第十六条

制裁条文: 第16条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2025- 03/ 14/ c_ 1743654684782215. htm

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2025- 03/ 14/ c_ 1743654685896173. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ 2025- 03/ 14/ c_ 1743654710166503. htm

法令用語

人工知能生成・合成コンテンツ(人工智能生成合成内容)

明示的標識(�式��)

暗黙的標識(�式��)

ファイルメタデータ(文件元数据)

デジタル透かし(数字水印)

アプリケーション配布プラットフォーム(�用程序分�平台)

アルゴリズム届出/ 登録(算法�案)

中国語原文

第一条为了促进人工智能健康发展，规范人工智能生成合成内容标识，保护公民、法人和其他组织合

法权益，维护社会公共利益，根据《中华人民共和国网络安全法》、《互联网信息服务算法推荐管理

规定》、《互联网信息服务深度合成管理规定》、《生成式人工智能服务管理暂行办法》等法律、行
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政法规和部门规章，制定本办法。

第二条符合《互联网信息服务算法推荐管理规定》、《互联网信息服务深度合成管理规定》、《生成

式人工智能服务管理暂行办法》规定情形的网络信息服务提供者（以下简称“服务提供者”）开展人

工智能生成合成内容标识活动，适用本办法。

第三条人工智能生成合成内容是指利用人工智能技术生成、合成的文本、图片、音频、视频、虚拟场

景等信息。 人工智能生成合成内容标识包括显式标识和隐式标识。 显式标识是指在生成合成内容或者

交互场景界面中添加的，以文字、声音、图形等方式呈现并可以被用户明显感知到的标识。 隐式标识

是指采取技术措施在生成合成内容文件数据中添加的，不易被用户明显感知到的标识。

第十六条的规定，在生成合成内容的文件元数据中添加隐式标识，隐式标识包含生成合成内容属性信

息、服务提供者名称或者编码、内容编号等制作要素信息。 鼓励服务提供者在生成合成内容中添加数

字水印等形式的隐式标识。 文件元数据是指按照特定编码格式嵌入到文件头部的描述性信息，用于记

录文件来源、属性、用途等信息内容。

第六条提供网络信息内容传播服务的服务提供者应当采取下列措施，规范生成合成内容传播活动：

（一）核验文件元数据中是否含有隐式标识，文件元数据明确标明为生成合成内容的，采取适当方式

在发布内容周边添加显著的提示标识，明确提醒公众该内容属于生成合成内容；

（二）文件元数据中未核验到隐式标识，但用户声明为生成合成内容的，采取适当方式在发布内容周

边添加显著的提示标识，提醒公众该内容可能为生成合成内容；

（三）文件元数据中未核验到隐式标识，用户也未声明为生成合成内容，但提供网络信息内容传播服

务的服务提供者检测到显式标识或者其他生成合成痕迹的，识别为疑似生成合成内容，采取适当方式

在发布内容周边添加显著的提示标识，提醒公众该内容疑似生成合成内容；

（四）提供必要的标识功能，并提醒用户主动声明发布内容中是否包含生成合成内容。 有前款第一项

至第三项情形的，应当在文件元数据中添加生成合成内容属性信息、传播平台名称或者编码、内容编

号等传播要素信息。

第七条互联网应用程序分发平台在应用程序上架或者上线审核时，应当要求互联网应用程序服务提供

者说明是否提供人工智能生成合成服务。互联网应用程序服务提供者提供人工智能生成合成服务的，

互联网应用程序分发平台应当核验其生成合成内容标识相关材料。

第十二条服务提供者在履行算法备案、安全评估等手续时，应当按照本办法提供生成合成内容标识相

关材料，并加强标识信息共享，为防范打击相关违法犯罪活动提供支持和帮助。
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日本語訳

第一条 人工知能の健全な発展を促進し、人工知能生成・合成コンテンツの標識を規範化し、市民・法
人及びその他の組織の適法な権益を保護し、社会公共利益を守るため、《中華人民共和国サイバーセ
キュリティ法》《インターネット情報サービスアルゴリズム推奨管理規定》《インターネット情報サー
ビスディープフェイク(深度合成)管理規定》《生成的人工知能サービス管理暫定弁法》等の法律、行
政法規及び部門規則に基づき、本弁法を制定する。

第二条 《インターネット情報サービスアルゴリズム推奨管理規定》《インターネット情報サービスディ
ープフェイク(深度合成)管理規定》《生成的人工知能サービス管理暫定弁法》に規定する状況に該当
するネットワーク情報サービス提供者(以下「サービス提供者」という)が人工知能生成・合成コンテ
ンツの標識活動を実施する場合、本弁法を適用する。

第三条 人工知能生成・合成コンテンツとは、人工知能技術を用いて生成・合成したテキスト、画像、
音声、動画、仮想空間等の情報をいう。人工知能生成・合成コンテンツの標識には、明示的標識と暗
黙的標識を含む。明示的標識とは、生成・合成コンテンツ又はインタラクション画面に付加され、文
字、音声、図形等の方式で具現化され、利用者が明確に認知できる標識をいう。暗黙的標識とは、技
術的措置を講じて生成・合成コンテンツのファイルデータに付加され、利用者が明確に認知すること
が困難な標識をいう。

第十六条の規定により、生成・合成コンテンツのファイルメタデータに暗黙的標識を付加し、暗黙的
標識には生成・合成コンテンツの属性情報、サービス提供者の名称又は識別コード、コンテンツ番号
等の制作要素情報を含める。サービス提供者が生成・合成コンテンツにデジタル透かし等の形態の暗
黙的標識を付加することを奨励する。ファイルメタデータとは、特定の符号化形式に従いファイルヘッ
ダーに埋め込まれた説明情報であって、ファイルの出所、属性、用途等の情報内容を記録するために
用いられるものをいう。

第六条 ネットワーク情報コンテンツ伝播サービスを提供するサービス提供者は、次の措置を講じて生
成・合成コンテンツの伝播活動を規範化しなければならない。

(一) ファイルメタデータに暗黙的標識が含まれているか否かを検証し、ファイルメタデータに生成・
合成コンテンツであることが明確に標識されている場合、適切な方式で掲載コンテンツの周辺に目立
つ注意標識を付加し、当該コンテンツが生成・合成コンテンツに属することを公衆に明確に告知する
こと。

(二) ファイルメタデータにおいて暗黙的標識が検証されなかったが、利用者が生成・合成コンテンツ
であると申告した場合、適切な方式で掲載コンテンツの周辺に目立つ注意標識を付加し、当該コンテ
ンツが生成・合成コンテンツである可能性があることを公衆に告知すること。

(三) ファイルメタデータにおいて暗黙的標識が検証されず、利用者も生成・合成コンテンツであると
申告しなかったが、ネットワーク情報コンテンツ伝播サービスを提供するサービス提供者が明示的標
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識又はその他の生成・合成の痕跡を検知した場合、生成・合成コンテンツの疑いがあるものとして識
別し、適切な方式で掲載コンテンツの周辺に目立つ注意標識を付加し、当該コンテンツが生成・合成
コンテンツと疑われることを公衆に告知すること。

(四) 必要な標識機能を提供し、掲載コンテンツに生成・合成コンテンツが含まれているか否かを利用
者が自主的に申告するよう誘導すること。前項第一号から第三号までの状況に該当する場合、ファイ
ルメタデータに生成・合成コンテンツの属性情報、伝播プラットフォームの名称又は識別コード、コ
ンテンツ番号等の伝播要素情報を付加しなければならない。

第七条 インターネットアプリケーション配布プラットフォームは、アプリケーションの登録又はリリー
ス審査に際し、インターネットアプリケーションサービス提供者に対し、人工知能生成・合成サービ
スを提供しているか否かを説明するよう求めなければならない。インターネットアプリケーションサー
ビス提供者が人工知能生成・合成サービスを提供する場合、インターネットアプリケーション配布プ
ラットフォームは、当該生成・合成コンテンツの標識に関する関連資料を検証しなければならない。

第十二条 サービス提供者は、アルゴリズム届出(登録)、安全評価等の手続を履行する際、本弁法に従
い生成・合成コンテンツの標識に関する資料を提出しなければならず、標識情報の共有を強化し、関
連する違法・犯罪活動の防止及び取締りに支援と協力を提供しなければならない。

要点

人工知能技術によって生成・合成されたコンテンツは、利用者が認知できる明示的標識と、メ
タデータ等に挿入される暗黙的標識を備えなければならない。情報伝播プラットフォームは、
メタデータの検証、利用者の申告、生成痕跡の検知等を通じて、生成・合成コンテンツに目立
つ注意標識を付し、流通に関するメタデータを更新しなければならない。アプリマーケット及
びプラットフォームは、アプリ審査に際しAIサービスの提供の有無と標識に関する資料を確認
しなければならず、サービス提供者はアルゴリズム登録及び安全評価に際し関連する証憑を提
出しなければならない。
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42. 未成年者心身の健康に影響を及ぼす可能性のあるネットワー
ク情報の分類方法

关于印发《可能影响未成年人身心健康的网络信息分类办法》的通知

法令情報

効力: �范性文件

状態: �行

公布機関: 国家互�网信息�公室等

公布・公開・施行: 2026- 01- 23 / 2026- 01- 23 / 2026- 01- 23

定義条文: 第二条

制裁条文: 第10条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 01/ 23/ c_ 1770728781060093. htm

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 01/ 23/ c_ 1770728780859711. htm

法令用語

未成年者の心身の健康(未成年人身心健康)

サイバー暴力情報(网�暴力信息)

ファンダム行為(�圈行�)

否定的価値観(不良价��)

個人情報の不当な公開(不当披露个人信息)

アルゴリズム推薦(算法推荐)

生成型人工知能(生成式人工智能)

中国語原文

第一条为了营造有利于未成年人身心健康的网络环境，进一步明确可能影响未成年人身心健康的网络

信息的具体种类、范围、判断标准和提示办法，根据《中华人民共和国未成年人保护法》、《中华人

民共和国网络安全法》、《中华人民共和国个人信息保护法》、《未成年人网络保护条例》、《互联
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网信息服务管理办法》、《网络信息内容生态治理规定》、《网络暴力信息治理规定》等法律法规规

定，制定本办法。

第二条本办法所称的可能影响未成年人身心健康的网络信息，是指除法律法规规定的含有危害未成年

人身心健康内容的违法信息外，通过互联网发布传播的可能引发或者诱导未成年人模仿不安全行为、

实施违反社会公德行为、产生极端情绪、养成不良嗜好等的信息。

第三条可能引发或者诱导未成年人模仿或者实施不良行为的信息包括但不限于：

（一）带有性暗示、性挑逗等易使人产生性联想的；

（二）存在指责嘲讽、贬低歧视等涉网络暴力不良信息的；

（三）煽动人群歧视、地域歧视、对立冲突等行为的；

（四）通过刻意刺激、恶意引导等方式，引发未成年人产生过度强烈或者持久的愤怒、恐惧、抑郁等

极端情绪的；

（五）存在不安全驾驶等危险动作，诱导模仿高风险行为、进入危险区域等可能损害身体健康行为的

；

（六）通过谐音梗、缩写词、拆解字、图文结合等形式传播不良网络用语的；

（七）宣扬未成年人抽烟（含电子烟）、饮酒、暴饮暴食、文身、不合理使用或者滥用药物等不良生

活方式的；

（八）宣扬代写代抄、抄袭作弊、逃学旷课、学生欺凌等违反校纪校规行为的；

（九）诱导未成年人盲目追星、参与非理性极端“饭圈”行为的；

（十）诱导未成年人进行充值、打赏等非理性消费行为的；

（十一）教授未成年人制作具有伤害性的创意手工的；

（十二）向未成年人提供或者寻求陪玩陪聊、代练代打等服务的；

（十三）其他可能引发或者诱导未成年人模仿或者实施不良行为的。

第四条可能对未成年人价值观造成负面影响的信息包括但不限于：

（一）宣扬漠视生命、自我贬损等观念的；



240

（二）宣扬奢靡享乐、炫富拜金、消极颓废等不良价值观的；

（三）宣扬畸形审美、低俗恶俗文化的；

（四）宣扬荒诞离奇、危言耸听等伪科学内容的；

（五）宣扬不良交友、恋爱观的；

（六）宣扬“读书无用论”“唯分数论”“唯升学论”等观念的；

（七）其他宣扬违反公序良俗和社会公德的不良价值导向的。

第六条不当披露和使用未成年人个人信息包括但不限于：

（一）未经监护人同意不当展示不满十四周岁的未成年人学习、生活等可能暴露未成年人个人信息的

；

（二）诱导未成年人发布可能泄露本人或者他人个人信息的；

（三）其他不当披露和使用未成年人个人信息的。

第九条网络产品和服务提供者应当落实《未成年人网络保护条例》要求，不得在首页首屏、弹窗、热

搜、榜单、推荐、精选等处于产品或者服务醒目位置、易引起用户关注的重点环节，呈现可能影响未

成年人身心健康的网络信息。 提供算法推荐、生成式人工智能等服务的，应当建立健全安全管理制度

和技术措施，不得向未成年人推送可能影响其身心健康的网络信息。 任何组织和个人不得在专门以未

成年人为服务对象的网络产品和服务中，制作、复制、发布、传播可能影响未成年人身心健康的网络

信息。

第十条违反本办法规定的，依据《中华人民共和国网络安全法》、《未成年人网络保护条例》等法律、

行政法规的规定予以处理。

日本語訳

第一条 未成年者の心身の健康に有益なインターネット環境を醸成し、未成年者の心身の健康に影響を
及ぼす可能性のあるインターネット情報の具体的な種類、範囲、判断基準及び注意・案内方法を明確
にするため、《中華人民共和国未成年者保護法》《中華人民共和国サイバーセキュリティ法》《中華
人民共和国個人情報保護法》《未成年者インターネット保護条例》《インターネット情報サービス管
理方法》《ネットワーク情報コンテンツ生態治理規定》《サイバー暴力情報治理規定》等の法律・法
規の規定に基づき、本方法を制定する。
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第二条 本方法にいう未成年者の心身の健康に影響を及ぼす可能性のあるインターネット情報とは、法
律・法規に規定された未成年者の心身の健康を害する内容を含む違法情報のほか、インターネットを
通じて発表・伝播され、未成年者に安全でない行為を模倣させ、又は社会公徳に違反する行為を実施
させ、極端な感情を誘発し、若しくは不良な趣味・習慣を身に付けさせる可能性のある情報等をいう。

第三条 未成年者に不良行為を模倣させ、又は実施するよう誘発若しくは誘導する可能性のある情報に
は、次の各号を含むが、これらに限られない。

(一)性的暗示、性的挑発等、性的連想を生じやすい内容を含むもの;

(二)非難・誹謗、蔑視・差別等のサイバー暴力に関する不良情報が存在するもの;

(三)集団差別、地域差別、対立・衝突等の行為を扇動するもの;

(四)意図的な刺激、悪意ある誘導等の方式により、未成年者に過度に強烈な、又は持続的な怒り、恐
怖、抑うつ等の極端な感情を誘発するもの;

(五)安全でない運転等の危険な動作が存在し、高リスク行為の模倣、危険地域への立ち入り等、身体
の健康を損なう可能性のある行為を誘導するもの;

(六)語呂合わせ(諧音梗)、略語、文字分解、図文結合等の形態で不良なインターネット用語を伝播す
るもの;

(七)未成年者の喫煙(電子タバコを含む)、飲酒、暴飲暴食、入れ墨、薬物の不合理な使用又は乱用等
の不良な生活様式を助長するもの;

(八)代筆・代行、盗作・不正行為、無断欠席、校内暴力等の校則違反行為を助長するもの;

(九)未成年者が盲目的に芸能人を追いかけ、非理性的・極端な「ファンダム」行為に参加するよう誘
導するもの;

(十)未成年者に課金、投げ銭等の非理性的な消費行為を行わせるよう誘導するもの;

(十一)未成年者に危険性のある創作的な作り方を教えるもの;

(十二)未成年者に対人ゲーム同伴・対話、ゲーム代行等のサービスを提供し、又は要求するもの;

(十三)その他、未成年者に不良行為を模倣させ、又は実施するよう誘発若しくは誘導する可能性のあ
るもの。

第四条 未成年者の価値観に否定的な影響を及ぼす可能性のある情報には、次の各号を含むが、これら
に限られない。

(一)生命軽視、自己卑下等の観念を助長するもの;
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(二)贅沢・享楽、富の誇示・拝金主義、消極的・退廃的等の不良な価値観を助長するもの;

(三)歪んだ美意識、低俗・悪俗な文化を助長するもの;

(四)荒唐無稽で根拠のないデマ等の疑似科学的な内容を助長するもの;

(五)不良な交友観・恋愛観を助長するもの;

(六)「読書無用論」「成績至上主義」「進学至上主義」等の観念を助長するもの;

(七)その他、公序良俗及び社会公徳に違反する不良な価値志向を助長するもの。

第六条 未成年者の個人情報の不当な公開及び使用には、次の各号を含むが、これらに限られない。

(一)保護者の同意なく、満十四歳未満の未成年者の学習、生活等、未成年者の個人情報を露出させる
可能性のある内容を不当に展示するもの;

(二)未成年者が本人又は他人の個人情報を流出させる可能性のある情報を掲載するよう誘導するもの;

(三)その他、未成年者の個人情報を不当に公開及び使用するもの。

第九条 ネットワーク製品及びサービスの提供者は、《未成年者インターネット保護条例》の要求事項
を履行しなければならず、ホーム画面・トップページ、ポップアップウィンドウ、リアルタイム検索
ワード、ランキング、おすすめ、厳選等、製品又はサービスの目立つ位置であり利用者の注意を引き
やすい主要な領域において、未成年者の心身の健康に影響を及ぼす可能性のあるインターネット情報
を露出してはならない。

アルゴリズム推薦、生成型人工知能等のサービスを提供する場合には、安全管理制度及び技術的措置
を健全に構築しなければならず、未成年者に心身の健康に影響を及ぼす可能性のあるインターネット
情報を推薦・送信してはならない。いかなる組織又は個人も、未成年者を専用のサービス対象とする
ネットワーク製品及びサービスにおいて、未成年者の心身の健康に影響を及ぼす可能性のあるインター
ネット情報を制作、複製、発表、伝播してはならない。

第十条 本方法の規定に違反した場合には、《中華人民共和国サイバーセキュリティ法》《未成年者イ
ンターネット保護条例》等の法律・行政法規の規定に従って処理する。

要点
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本方法は、未成年者への不良行為の誘導、否定的価値観の助長、個人情報の不当な公開等、未
成年者の心身の健康に影響を及ぼすインターネット情報の類型及び判断基準を明確に規定する。
ネットワーク製品及びサービスの提供者は、ホーム画面、ポップアップウィンドウ、おすすめ
等の目立つ主要な領域にこうした有害情報を露出させ、又は未成年者に推薦・送信してはなら
ない。さらに、未成年者専用サービス内における有害情報の流通を全面的に禁止し、違反した
場合はサイバーセキュリティ法等の関連法令に従って厳格に処罰する。
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第9部 強制国家標準
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43. GB 45438- 2025 人工知能生成合成コンテンツの表示方法

GB 45438- 2025 网络安全技术 人工智能生成合成内容标识方法

法令情報

効力: 强制性国家�准

状態: �行

公布機関: 国家市��督管理�局; 国家�准化管理委�会

公布・公開・施行: 2025- 02- 28 / 2025- 02- 28 / 2025- 09- 01

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / openstd. samr. gov. cn/ bzgk/ std/ newGbInfo? hcno=
F32EA2A561F1886CD8D606513512D547

法令用語

网�安全技�: ネットワークセキュリティ技術

人工智能生成合成内容: 人工知能生成・合成コンテンツ

��方法: 表示方法

国家市��督管理�局: 国家市場監督管理総局

国家�准化管理委�会: 国家標準化管理委員会

中国語原文

GB 45438- 2025 网络安全技术人工智能生成合成内容标识方法。标准状态：现行。发布单位：国家市

场监督管理总局; 国家标准化管理委员会。实施日期：2025- 09- 01。

日本語訳

GB 45438- 2025 人工知能生成合成コンテンツの表示方法。標準の状態は�行であり、発令機関は国
家市��督管理�局; 国家�准化管理委�会である。施行日は2025- 09- 01である。
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要点

GB 45438- 2025は、人工知能生成合成コンテンツの表示方法を強制性国家標準として定める。
明示的表示及び暗黙的表示が、実際のサービス画面及びファイルのメタデータに付与される技
術基準として機能する。施行日は2025年9月1日である。
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第10部 推奨国家標準
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44. GB/ T 45654- 2025 生成型人工知能サービスの安全基本要求

GB/ T 45654- 2025 网络安全技术 生成式人工智能服务安全基本要求

法令情報

効力: 推荐性国家�准

状態: �行

公布機関: 国家市��督管理�局; 国家�准化管理委�会

公布・公開・施行: 2025- 04- 25 / 2025- 04- 25 / 2025- 11- 01

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / openstd. samr. gov. cn/ bzgk/ std/ newGbInfo? hcno=
F67D3F376E0A0A0FF5317FB36B32A30A

法令用語

生成式人工智能: 生成型人工知能

安全基本要求: セキュリティ基本要求事項

网�安全技�: ネットワークセキュリティ技術

国家�准: 国家標準

中国語原文

GB/ T 45654- 2025 网络安全技术生成式人工智能服务安全基本要求。标准状态：现行。发布单位：国

家市场监督管理总局; 国家标准化管理委员会。实施日期：2025- 11- 01。

日本語訳

GB/ T 45654- 2025 生成型人工知能サービスの安全基本要求。標準の状態は�行であり、発令機関は
国家市��督管理�局; 国家�准化管理委�会である。施行日は2025- 11- 01である。

要点
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GB/ T 45654- 2025は、生成型人工知能サービスの安全に関する基本要求を推薦性国家標準と
して定める。サービス提供者がモデル、データ、コンテンツの安全性を確認する基準として用
いられる。施行日は2025年11月1日である。
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45. GB/ T 45652- 2025 生成型人工知能の事前学習・最適化学習デー
タ安全規範

GB/ T 45652- 2025 网络安全技术 生成式人工智能预训练和优化训练数据安全规
范

法令情報

効力: 推荐性国家�准

状態: �行

公布機関: 国家市��督管理�局; 国家�准化管理委�会

公布・公開・施行: 2025- 04- 25 / 2025- 04- 25 / 2025- 11- 01

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / openstd. samr. gov. cn/ bzgk/ std/ newGbInfo? hcno=
82710B59110419C285BDC48AB4D7D1F3

法令用語

网�安全技�: サイバーセキュリティ技術

生成式人工智能: 生成型人工知能

���: 事前学習

�化��: 最適化学習

数据安全�范: データ安全規範

推荐性国家�准: 推薦性国家標準

国家市��督管理�局: 国家市場監督管理総局

国家�准化管理委�会: 国家標準化管理委員会

中国語原文
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GB/ T 45652- 2025 网络安全技术生成式人工智能预训练和优化训练数据安全规范。标准状态：现行。

发布单位：国家市场监督管理总局; 国家标准化管理委员会。实施日期：2025- 11- 01。

日本語訳

GB/ T 45652- 2025 生成型人工知能の事前学習・最適化学習データ安全規範。標準の状態は�行であ
り、発令機関は国家市��督管理�局; 国家�准化管理委�会である。施行日は2025- 11- 01である。

要点

生成型人工知能モデルの事前学習及び微調整による最適化学習の過程で求められるデータ安全
規範を規定する。データの収集、精製、管理全般にわたる安全性を確保するための技術的・管
理的要件を扱う。国家市場監督管理総局と国家標準化管理委員会が共同で発行した推薦性国家
標準として、人工知能学習データのリスクを統制する基準を提供する。
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46. GB/ T 45674- 2025 生成式人工知能データラベリング安全規範

GB/ T 45674- 2025 网络安全技术 生成式人工智能数据标注安全规范

法令情報

効力: 推荐性国家�准

状態: �行

公布機関: 国家市��督管理�局; 国家�准化管理委�会

公布・公開・施行: 2025- 04- 25 / 2025- 04- 25 / 2025- 11- 01

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / openstd. samr. gov. cn/ bzgk/ std/ newGbInfo? hcno=
407584DD0FA2BA19E62E85D3469290B0

法令用語

网�安全技�: サイバーセキュリティ技術

生成式人工智能: 生成型人工知能

数据�注: データラベリング

数据�注安全�范: データラベリング安全規範

推荐性国家�准: 推奨性国家標準

国家市��督管理�局: 国家市場監督管理総局

国家�准化管理委�会: 国家標準化管理委員会

中国語原文

GB/ T 45674- 2025 网络安全技术生成式人工智能数据标注安全规范。标准状态：现行。发布单位：国

家市场监督管理总局; 国家标准化管理委员会。实施日期：2025- 11- 01。

日本語訳
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GB/ T 45674- 2025 生成式人工知能データラベリング安全規範。標準の状態は�行であり、発令機関
は国家市��督管理�局；国家�准化管理委�会である。施行日は2025- 11- 01である。

要点

生成型人工知能用学習データのラベリング(注釈)を行う際に遵守すべき安全規範を定める。デー
タ注釈担当者及び作業環境、データ漏洩防止など段階別の安全要求事項を明示する。ラベリン
グ作業の品質管理と個人情報保護及び安全リスク管理を図る。
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第11部 技術審査指導原則
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47. 人工知能医療機器登録審査指導原則

人工智能医疗器械注册审查指导原则

法令情報

効力: 技���指�原�

状態: �行技�文件

公布機関: 国家�品�督管理局医�器械技���中心

公布・公開・施行: 2022- 03- 07 / 2022- 03- 10 / 2022- 03- 07

定義条文: ��

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. cmde. org. cn/ CL0004/ 25218. html; https: / / www. cncsdr. org/ ggtz/
ggzz/ 202203/ t20220311_ 304188. html

法令用語

人工智能医�器械: 人工知能医療機器

注册��指�原�: 登録審査指導原則

国家�品�督管理局: 国家薬品監督管理局

医�器械技���中心: 医療機器技術審評センター

技���指�原�: 技術審評指導原則

中国語原文

国家药监局器审中心关于发布人工智能医疗器械注册审查指导原则的通告（2022年第8号）

发布日期：2022 10 来源：医疗器械技术审评中心为进一步规范人工智能医疗器械的管理，国家药监局

器审中心组织制定了《人工智能医疗器械注册审查指导原则》，现予发布。

附件：人工智能医疗器械注册审查指导原则（下载）
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日本語訳

国家薬品監督管理局医療機器技術審評センターの人工知能医療機器登録審査指導原則発表に関する通
告(2022年第8号)

発表日: 2022年10月 出典: 医療機器技術審評センター

人工知能医療機器の管理を一層規範化するため、国家薬品監督管理局医療機器技術審評センターは《
人工知能医療機器登録審査指導原則》を組織・制定し、これを発表します。

添付ファイル: 人工知能医療機器登録審査指導原則(ダウンロード)

要点

人工知能医療機器の許可・登録審査に適用する市販前技術審評評価基準を定める。人工知能技
術が適用された医療機器の安全性、有効性及びソフトウェア品質管理要求事項を明確に提示す
る。国家薬品監督管理局医療機器技術審評センターが管轄する許可管理体系の具体的指針を公
告する。
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第12部 技術文書
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48. 国家新世代人工知能標準体系建設指針

国家新一代人工智能标准体系建设指南

法令情報

効力: 技�文件

状態: �行技�文件

公布機関: 国家�准化管理委�会; 中央网信�; 国家�展改革委; 科技部; 工�和信息化部

公布・公開・施行: 2020- 07- 27 / 2020- 08- 07 / 2020- 07- 27

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2020- 08/ 07/ c_ 1598355503455877. htm

法令用語

新一代人工智能: 新世代人工知能

�准体系建�指南: 標準体系建設指針

����: トップレベル設計

国家�准化管理委�会: 国家標準化管理委員会

中央网信�: 中央インターネット情報弁公室

国家�展改革委: 国家発展改革委員会

科技部: 科学技術部

工�和信息化部: 工業情報化部

中国語原文

国家标准化管理委员会中央网信办国家发展改革委科技部工业和信息化部关于印发《国家新一代人工

智能标准体系建设指南》的通知_ 中央网络安全和信息化委员会办公室国家标准化管理委员会中央网信

办国家发展改革委科技部工业和信息化部关于印发《国家新一代人工智能标准体系建设指南》的通知

各省、自治区、直辖市及新疆生产建设兵团市场监管局（厅、委）、网信办、发展改革委、科技厅（
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委、局）、工业和信息化主管部门，有关全国专业标准化技术委员会：

为加强人工智能领域标准化顶层设计，推动人工智能产业技术研发和标准制定，促进产业健康可持续

发展，现将《国家新一代人工智能标准体系建设指南》印发给你们，请认真贯彻执行。

日本語訳

国家標準化管理委員会、中央インターネット情報弁公室、国家発展改革委員会、科学技術部、工業情
報化部の《国家新世代人工知能標準体系建設指針》印刷・発布に関する通知_ 中央ネットワーク安全
及び情報化委員会弁公室

国家標準化管理委員会、中央インターネット情報弁公室、国家発展改革委員会、科学技術部、工業情
報化部

《国家新世代人工知能標準体系建設指針》印刷・発布に関する通知

各省、自治区、直轄市及び新疆生産建設兵団の市場監督管理局(庁・委)、インターネット情報弁公室、
発展改革委員会、科学技術庁(委・局)、工業情報化主管部署、関連全国専門標準化技術委員会:

人工知能分野の標準化トップレベル設計を強化し、人工知能産業の技術研究開発及び標準制定を推進
し、産業の健全かつ持続可能な発展を促進するため、ここに《国家新世代人工知能標準体系建設指針
》を貴部署に印刷・発布しますので、真摯に貫徹・執行されるようお願いします。

要点

人工知能分野の標準化トップレベル設計を強化するための国家レベルの青写真を提示する。5
つの関係中央部署が共同で技術研究開発と標準制定の連携方案を明示する。地方政府及び関連
専門技術委員会に本建設指針の忠実な貫徹・執行を下達する。
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49. 国家人工知能産業総合標準化体系建設指針(2024年版)

国家人工智能产业综合标准化体系建设指南（2024版）

法令情報

効力: 技�文件

状態: �行技�文件

公布機関: 工�和信息化部; 中央网�安全和信息化委�会�公室; 国家�展改革委; 国家�准化管理委�
会

公布・公開・施行: 2024- 06- 05 / 2024- 07- 03 / 2024- 06- 05

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2024- 07/ 03/ c_ 1721686809220407. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ rootimages/ uploadimg/ 1721686809515617/ 1721686809515617. pdf

法令用語

人工智能��: 人工知能産業

�合�准化体系建�指南: 総合標準化体系建設指針

算力: 演算力

算法: アルゴリズム

数据: データ

基�数据服��准: 基礎データサービス標準

深度合成: 深層合成

全生命周期: 全ライフサイクル

中国語原文

为深入贯彻落实党中央、国务院关于加快发展人工智能要包括算力、算法和数据，框架层主要是指用

于模型开发的规范数据、算力、算法等技术要求，为人工智能产业发展夯
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1. 基础数据服务标准。规范人工智能研发、测试、应用等运行时库及调试工具、人工智能软硬件平台

计算性能等标准。

数据资源等技术要求和评测方法，包括深度合成的鉴伪方法、全平台技术要求和评测方法等标准，以

及面向特定场景的人工智能务等全生命周期的安全要求，包括基础安全，数据、算法和模型

日本語訳

党中央と国務院の人工知能発展加速化に関する決定を深く貫徹・実現するため

主に演算力、アルゴリズム及びデータを含み、フレームワーク層は主にモデル開発に使用される

データ、演算力、アルゴリズムなどの技術要求事項を規範化し、人工知能産業発展の基盤を

1. 基礎データサービス標準。人工知能の研究開発、テスト、応用等の

ランタイムライブラリ及びデバッグツール、人工知能ソフトウェア・ハードウェアプラットフォーム
の計算性能等の標準。

データ資源等の技術要求事項と評価方法、深層合成の真偽判別方法、全

プラットフォーム技術要求事項と評価方法等の標準、及び特定シナリオ対象人工知能

サービス等全ライフサイクルの安全要求事項、基礎安全、データ、アルゴリズム及びモデルを含む

要点

データ、演算力、アルゴリズムの3大核心要素を中心とする総合標準化体系構築基準を定める。
人工知能の研究開発・テスト・応用段階における基礎データサービスとソフトウェア・ハード
ウェア計算性能の規格を扱う。深層合成(ディープフェイク)識別方法とモデル全ライフサイク
ルの安全要求事項を明示する。
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50. 人工知能安全ガバナンスフレームワーク2. 0

《人工智能安全治理框架》2. 0版发布

法令情報

効力: 技�文件

状態: �行技�文件

公布機関: 国家互�网�急中心; 全国网�安全�准化技�委�会

公布・公開・施行: 2025- 09- 15 / 2025- 09- 15 / 2025- 09- 15

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2025- 09/ 15/ c_ 1759653448369123. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ rootimages/ uploadimg/ 1759653474200838/ 1759653474200838. pdf

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2025- 09/ 28/ c_ 1760779758683488. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ 2025- 09/ 26/ c_ 1760606717425964. htm

法令用語

内生安全风�: 内在的安全リスク

数据�料: データコーパス

幻��出: ハルシネーション出力

关�信息基��施: 重要情報基盤施設

算力�施: 演算力施設

抽���: 抽出検査

网�安全配置: ネットワークセキュリティ設定

数据加密: データ暗号化

中国語原文
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⼈⼯智能既存在模型算法缺陷、�数据语料质量问题等技术内⽣安全⻛

题被有意、��⽆意引⼊，��或因训练数据质量、��多样性问题，��导致算法设计⽬

� ⼈⼯智能利⽤有限数据集拟合复杂现实世界，�� 人工智能安全治理框架2. 0

交通等关键信息基础设施⾏业领域，��模型算法的幻觉输出、��错误决策，��以练数据、��

模型算法、��算⼒设施、��产品服务、��应⽤场景各⽅⾯采取技术措施

（a）�在算法设计、��模型训练和优化、��提供服务过程中，��采取训练数据

6. 1. 2�评估模型算法潜在偏⻅，�加强训练数据内容和质量的抽查检测，

6. 1. 3� 确保模型算法训练环境的安全性，� 包括⽹络安全配置和数据加

日本語訳

人工知能はモデルアルゴリズムの欠陥、データコーパスの品質問題など技術内在的安全リスクが存在
し

問題が意図的・非意図的に導入されたり、学習データの品質、多様性の問題によりアルゴリズム設計
の目的が

人工知能が限定的なデータセットを利用して複雑な現実世界に適合させようとすること、人工知能安
全ガバナンスフレームワーク2. 0

交通等重要情報基盤施設の産業分野においてモデルアルゴリズムのハルシネーション出力、誤った意
思決定、及び

学習データ、モデルアルゴリズム、演算力施設、製品サービス、応用シナリオの各側面において技術
的措置を講じる

(a) アルゴリズム設計、モデル学習及び最適化、サービス提供の過程における学習データ

6. 1. 2 モデルアルゴリズムの潜在的偏向を評価し、学習データの内容と品質の抽出検査を強化し

6. 1. 3 ネットワークセキュリティ設定及びデータ暗号化を含め、モデルアルゴリズムの学習環境の安
全性を確保する

要点
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人工知能アルゴリズムの欠陥及び学習データの品質問題により発生する内在的リスクに対応す
る安全ガバナンスフレームワークを定める。モデルのハルシネーション出力と潜在的偏向を防
止するための評価及び抽出検査要件を確立する。データ、アルゴリズム、演算施設、製品サー
ビス全般にわたる技術的保護措置とデータ暗号化等の安全基準を明示する。
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51. TC260- 005 人工知能応用倫理安全指針1. 0

TC260- 005《人工智能应用伦理安全指引1. 0》

法令情報

効力: 技�文件

状態: �行技�文件

公布機関: 全国网�安全�准化技�委�会

公布・公開・施行: 2026- 05- 19 / 2026- 05- 19 / 2026- 05- 19

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. tc260. org. cn/ portal/ article/ 2/ 6aee9380ac44434d994eb6990bd92997;
https: / / www. tc260. org. cn/ sysFile/ downloadFile/ 59fa7e26d54844ffbac59f5361e3dd8f

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 05/ 22/ c_ 1781191242686496. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ 2026- 05/ 22/ c_ 1781191243097137. htm

法令用語

生成式人工智能: 生成型人工知能

智能体: エージェント

信息�房: 情報エコーチェンバー

�知��: 認知誤導

�理安全指引: 倫理安全指針

中国語原文

近年来，人工智能不断加速发展，生成式人工智能、智能体等新技术及其应用层出开展人工智能应用

的理论研究、技术创新、数据归集、模型开发、算法迭代等相关活动，

数据鸿沟，提升社会人工智能应用素养，共同保障人工智能健康有序发展。
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f）关注人工智能应用可能带来的偏见、歧视和机会不均等影响，重视未成年人、老年对生成与推荐的

风险治理，避免人工智能可能带来的信息茧房、认知误导、认知退

d）将安全可控、公平公正、隐私保护、机会均等理念贯穿数据选择、目标设定、算法

e）妥善保护自身敏感信息，审慎向人工智能提供、上传或分享敏感个人信息、隐私信

f）提高人工智能素养，积极履行人工智能生成合成内容标识等人工智能相关义务，及

日本語訳

近年、人工知能は絶えず加速的に発展しており、生成型人工知能、エージェントなどの新技術および
その応用が雨後の筍のように登場するにつれて

人工知能応用の理論研究、技術革新、データ収集、モデル開発、アルゴリズムの反復などの関連活動
を展開するにあたり、

データ格差を解消し、社会の人工知能応用リテラシーを高め、人工知能の健全かつ秩序ある発展を共
同で保障する。

f) 人工知能応用がもたらしうる偏向、差別および機会不平等などの影響に注意を払い、未成年者、高
齢者・弱者に留意し、

生成および推薦のリスクガバナンスを通じて、人工知能がもたらしうる情報エコーチェンバー、認知
誤導、認知退化を防止し、

d) 安全・制御可能、公正・公平、個人情報保護、機会均等の理念をデータ選択、目標設定、アルゴリ
ズムに貫徹させ、

e) 自らの機微情報を適切に保護し、人工知能に機微な個人情報、個人プライバシー情報を提供・アッ
プロード・共有する際は慎重を期し、

f) 人工知能リテラシーを高め、人工知能生成・合成コンテンツの表示など人工知能関連の義務を積極
的に履行し、

要点
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TC260- 005「人工知能応用倫理安全指針1. 0」は、生成型AIおよびエージェントなどの新技術
を研究・開発・使用する際に遵守すべき倫理基準を示す。偏向・差別の予防、脆弱な立場にあ
る者の保護、情報エコーチェンバーおよび認知誤導の防止などのリスク管理原則を規定する。
データ・アルゴリズムの全過程における個人情報保護、利用者の機微情報保護および表示義務
の履行強化を扱う。
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第13部 国務院政策文書
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52. 国務院新世代人工知能発展計画

国务院关于印发新一代人工智能发展规划的通知

法令情報

効力: 国�院政策文件

状態: �行政策依据

公布機関: 国�院

公布・公開・施行: 2017- 07- 08 / 2017- 07- 20 / 2017- 07- 08

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. gov. cn/ zhengce/ content/ 2017- 07/ 20/ content_ 5211996. htm

法令用語

新一代人工智能: 新世代人工知能

大数据智能: ビッグデータ知能

跨媒体感知�算: クロスメディア感知計算

混合增强智能: 混合増強知能

群体智能: 群知能

自主无人系�: 自律型無人システム

����: 設計問責制

�民深度融合: 軍民深度融合

中国語原文

国务院关于印发新一代人工智能发展规划的通知_ 科技_ 中国政府网国务院关于印发新一代人工智能发

展规划的通知国务院关于印发新一代人工智能发展规划的通知人工智能发展进入新阶段。经过60多年

的演进，特别是在移动互联网、大数据、超级计算、传感网、脑科学等新理论新技术以及经济社会发

展强烈需求的共同驱动下，人工智能加速发展，呈现出深度学习、跨界融合、人机协同、群智开放、



285

自主操控等新特征。

大数据驱动知识学习、跨媒体协同处理、人机协同增强智能、群体集成智能、自主智能系统成为人工

智能的发展重点，受脑科学研究成果启发的类脑智能蓄势待发，芯片化硬件化平台化趋势更加明显，

人工智能发展进入新阶段。当前，新一代人工智能相关学科发展、理论建模、技术创新、软硬件升级

等整体推进，正在引发链式突破，推动经济社会各领域从数字化、网络化向智能化加速跃升。

突破应用基础理论瓶颈。瞄准应用目标明确、有望引领人工智能技术升级的基础理论方向，加强大数

据智能、跨媒体感知计算、人机混合智能、群体智能、自主协同与决策等基础理论研究。大数据智能

理论重点突破无监督学习、综合深度推理等难点问题，建立数据驱动、以自然语言理解为核心的认知

计算模型，形成从大数据到知识、从知识到决策的能力。跨媒体感知计算理论重点突破低成本低能耗

智能感知、复杂场景主动感知、自然环境听觉与言语感知、多媒体自主学习等理论方法，实现超人感

知和高动态、高维度、多模式分布式大场景感知。

混合增强智能理论重点突破人机协同共融的情境理解与决策学习、直觉推理与因果模型、记忆与知识

演化等理论，实现学习与思考接近或超过人类智能水平的混合增强智能。群体智能理论重点突破群体

智能的组织、涌现、学习的理论与方法，建立可表达、可计算的群智激励算法和模型，形成基于互联

网的群体智能理论体系。自主协同控制与优化决策理论重点突破面向自主无人系统的协同感知与交互、

自主协同控制与优化决策、知识驱动的人机物三元协同与互操作等理论，形成自主智能无人系统创新

性理论体系架构。

建设布局人工智能创新平台，强化对人工智能研发应用的基础支撑。人工智能开源软硬件基础平台重

点建设支持知识推理、概率统计、深度学习等人工智能范式的统一计算框架平台，形成促进人工智能

软件、硬件和智能云之间相互协同的生态链。群体智能服务平台重点建设基于互联网大规模协作的知

识资源管理与开放式共享工具，形成面向产学研用创新环节的群智众创平台和服务环境。混合增强智

能支撑平台重点建设支持大规模训练的异构实时计算引擎和新型计算集群，为复杂智能计算提供服务

化、系统化平台和解决方案。

自主无人系统支撑平台重点建设面向自主无人系统复杂环境下环境感知、自主协同控制、智能决策等

人工智能共性核心技术的支撑系统，形成开放式、模块化、可重构的自主无人系统开发与试验环境。

人工智能基础数据与安全检测平台重点建设面向人工智能的公共数据资源库、标准测试数据集、云服

务平台等，形成人工智能算法与平台安全性测试评估的方法、技术、规范和工具集。促进各类通用软

件和技术平台的开源开放。各类平台要按照军民深度融合的要求和相关规定，推进军民共享共用。

5. 人工智能基础数据与安全检测平台。建设面向人工智能的公共数据资源库、标准测试数据集、云服

务平台，建立人工智能算法与平台安全性测试模型及评估模型，研发人工智能算法与平台安全性测评

工具集。
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加强人工智能对国家安全和保密领域影响的研究与评估，完善人、技、物、管配套的安全防护体系，

构建人工智能安全监测预警机制。加强对人工智能技术发展的预测、研判和跟踪研究，坚持问题导向

，准确把握技术和产业发展趋势。增强风险意识，重视风险评估和防控，强化前瞻预防和约束引导，

近期重点关注对就业的影响，远期重点考虑对社会伦理的影响，确保把人工智能发展规制在安全可控

范围内。建立健全公开透明的人工智能监管体系，实行设计问责和应用监督并重的双层监管结构，实

现对人工智能算法设计、产品开发和成果应用等的全流程监管。

促进人工智能行业和企业自律，切实加强管理，加大对数据滥用、侵犯个人隐私、违背道德伦理等行

为的惩戒力度。加强人工智能网络安全技术研发，强化人工智能产品和系统网络安全防护。构建动态

的人工智能研发应用评估评价机制，围绕人工智能设计、产品和系统的复杂性、风险性、不确定性、

可解释性、潜在经济影响等问题，开发系统性的测试方法和指标体系，建设跨领域的人工智能测试平

台，推动人工智能安全认证，评估人工智能产品和系统的关键性能。

日本語訳

国務院の新世代人工知能発展計画印刷・発布に関する通知_ 科学技術_ 中国政府網

国務院の新世代人工知能発展計画印刷・発布に関する通知

国務院の新世代人工知能発展計画印刷・発布に関する通知

人工知能の発展は新たな段階に入った。60余年の進化を経て、モバイルインターネット、ビッグデー
タ、スーパーコンピューティング、センサーネットワーク、脳科学などの新理論・新技術および経済
社会発展の強い需要に共に駆動され、人工知能は加速的に発展し、ディープラーニング、異種間融合、
人間- 機械協業、群知能の開放、自律制御などの新たな特徴を示している。

ビッグデータ駆動型知識学習、クロスメディア協業処理、人間- 機械協業増強知能、群統合知能、自
律型人工知能システムが人工知能発展の重点となり、脳科学の研究成果から着想を得た脳模倣知能が
興隆を迎えつつあり、チップ化・ハードウェア化・プラットフォーム化の傾向がより明確になり、人
工知能の発展は新たな段階に入った。

現在、新世代人工知能に関連する学問の発展、理論モデル化、技術革新、ソフトウェアおよびハード
ウェアのアップグレードなどが全面的に推進され、連鎖的なブレークスルーを引き起こしており、経
済社会の各分野がデジタル化、ネットワーク化から知能化へと加速的に飛躍することを推進している。

応用基礎理論のボトルネックを突破する。応用目標が明確で、人工知能技術のアップグレードを牽引
すると期待される基礎理論の方向性を狙い、ビッグデータ知能、クロスメディア感知計算、人間- 機
械混合知能、群知能、自律協業および意思決定などの基礎理論研究を強化する。ビッグデータ知能理
論は、教師なし学習、総合的な深い推論などの難題要素を重点的に突破し、データ駆動および自然言
語理解を核心とする認知計算モデルを確立して、ビッグデータから知識へ、知識から意思決定へとつ
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ながる能力を形成する。

クロスメディア感知計算理論は、低コスト・低消費電力の知能感知、複雑なシナリオにおける能動的
感知、自然環境下の聴覚および言語感知、マルチメディア自律学習などの理論・手法を重点的に突破
し、超人的感知と高動的・高次元・マルチモーダル分散型大規模シナリオ感知を実現する。混合増強
知能理論は、人間- 機械協業・共存における状況理解および意思決定学習、直観推論および因果モデ
ル、記憶および知識進化などの理論を重点的に突破し、学習と思考が人間の知能水準に近づく、ある
いはそれを超える混合増強知能を実現する。

群知能理論は、群知能の組織化、創発、学習の理論と手法を重点的に突破し、表現可能かつ計算可能
な群知能動機付けアルゴリズムとモデルを確立して、インターネットを基盤とする群知能理論体系を
形成する。自律協業制御および最適化意思決定理論は、自律型無人システムに向けた協業感知および
相互作用、自律協業制御および最適化意思決定、知識駆動型の人間- 機械- 物の三元協業および相互運
用性などの理論を重点的に突破し、自律型知能無人システムの革新的な理論体系構造を形成する。

人工知能イノベーションプラットフォームを建設・配置し、人工知能の研究開発・応用に対する基礎
的支援を強化する。人工知能オープンソースソフトウェア・ハードウェア基盤プラットフォームは、
知識推論、確率統計、ディープラーニングなどの人工知能パラダイムを支援する統一計算フレームワー
クプラットフォームを重点的に建設し、人工知能ソフトウェア、ハードウェアおよび知能型クラウド
間の相互協業を促進するエコシステムチェーンを形成する。

群知能サービスプラットフォームは、インターネットを基盤とする大規模協業知識資源管理および開
放型共有ツールを重点的に建設し、産・学・研・用のイノベーション段階に向けた群集団創作プラッ
トフォームとサービス環境を形成する。混合増強知能支援プラットフォームは、大規模学習を支援す
る異種リアルタイム計算エンジンおよび新型計算クラスターを重点的に建設し、複雑な知能計算にサー
ビス化・システム化されたプラットフォームおよびソリューションを提供する。

自律型無人システム支援プラットフォームは、自律型無人システムの複雑な環境下における環境感知、
自律協業制御、知能的意思決定など人工知能の共通中核技術に向けた支援システムを重点的に建設し、
開放型・モジュール化・再構成可能な自律型無人システムの開発および試験環境を形成する。人工知
能基礎データおよび安全検測プラットフォームは、人工知能に向けた公共データ資源プール、標準テ
ストデータセット、クラウドサービスプラットフォームなどを重点的に建設し、人工知能アルゴリズ
ムおよびプラットフォームの安全性テスト・評価の方法、技術、規範およびツール集を形成する。

各種汎用ソフトウェアおよび技術プラットフォームのオープンソース化・開放を促進する。各種プラッ
トフォームは軍民深度融合の要求および関連規定に従い、軍民共有・共用を推進しなければならない。

5. 人工知能基礎データおよび安全検測プラットフォーム。人工知能に向けた公共データ資源プール、
標準テストデータセット、クラウドサービスプラットフォームを建設し、人工知能アルゴリズムおよ
びプラットフォームの安全性テストモデルおよび評価モデルを確立し、人工知能アルゴリズムおよび
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プラットフォームの安全性評価ツール集を研究開発する。

人工知能が国家安全保障および秘密保持分野に及ぼす影響についての研究と評価を強化し、人・技術・
物資・管理が一体となった安全防護体系を整備し、人工知能安全モニタリングおよび早期警戒メカニ
ズムを構築する。人工知能技術の発展に対する予測、判断および追跡研究を強化し、問題志向性を堅
持し、技術および産業の発展傾向を的確に把握する。

リスク意識を高め、リスク評価と防止を重視し、先制的予防と拘束・誘導を強化し、短期的には雇用
に及ぼす影響に重点を置き、長期的には社会倫理に及ぼす影響を重点的に考慮して、人工知能の発展
を安全かつ制御可能な範囲内に規制するよう保障する。公開的かつ透明な人工知能監督・管理体系を
確立・整備し、設計問責制と応用監督を並行する二重監督構造を実施して、人工知能アルゴリズムの
設計、製品開発および成果応用などの全過程を監督・管理する。

人工知能業界および企業の自律を促進し、管理を実質的に強化し、データの濫用、個人プライバシー
の侵害、道徳・倫理違反などの行為に対する処罰の強度を高める。人工知能ネットワークセキュリティ
技術の研究開発を強化し、人工知能製品およびシステムのネットワークセキュリティ防護を強化する。

動的な人工知能研究開発・応用評価メカニズムを構築し、人工知能の設計、製品およびシステムの複
雑性、リスク性、不確実性、説明可能性、潜在的な経済的影響などの問題を中心に体系的なテスト方
法と指標体系を開発し、多分野にわたる人工知能テストプラットフォームを建設し、人工知能安全認
証を推進し、人工知能製品およびシステムの中核性能を評価する。

要点

中国国務院が次世代人工知能発展の国家戦略目標と5大中核基礎理論および5大イノベーション
プラットフォーム構築課題を明示する。人工知能がもたらす雇用問題および社会倫理的リスク
を短期・長期の観点から先制的に予防・制御するよう規定する。設計問責制と応用監督を並行
する二重監督体系を構築し、開発およびサービス適用の全過程を管理する。
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53. 国務院の「人工知能+」行動深化実施に関する意見

国务院关于深入实施“人工智能+”行动的意见

法令情報

効力: 国�院政策文件

状態: �行政策

公布機関: 国�院

公布・公開・施行: 2025- 08- 21 / 2025- 08- 27 / 2025- 08- 21

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2025- 08/ 27/ c_ 1758018277755538. htm

行政解釈: https: / / www. ndrc. gov. cn/ xxgk/ jd/ jd/ 202508/ t20250826_ 1400058. html

法令用語

人工知能+

新質生産力

科学大規模モデル

知能型農業機械

アルゴリズム差別

包容的・慎重なガバナンス

中国語原文

国务院关于深入实施“人工智能+”行动的意见_ 中央网络安全和信息化委员会办公室国务院关于深入

实施“人工智能+”行动的意见国务院关于深入实施“人工智能+”行动的意见以习近平新时代中国特

色社会主义思想为指导，完整准确全面贯彻新发展理念，坚持以人民为中心的发展思想，充分发挥我

国数据资源丰富、产业体系完备、应用场景广阔等优势，强化前瞻谋划、系统布局、分业施策、开放

共享、安全可控，以科技、产业、消费、民生、治理、全球合作等领域为重点，深入实施“人工智能
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+”行动，涌现一批新基础设施、新技术体系、新产业生态、新就业岗位等，

加快培育发展新质生产力，使全体人民共享人工智能发展成果，更好服务中国式现代化建设。

加快探索人工智能驱动的新型科研范式，加速“从0到1”重大科学发现进程。加快科学大模型建设应

用，推动基础科研平台和重大科技基础设施智能化升级，打造开放共享的高质量科学数据集，提升跨

模态复杂科学数据处理水平。强化人工智能跨学科牵引带动作用，推动多学科融合发展。

推动人工智能驱动的技术研发、工程实现、产品落地一体化协同发展，加速“从1到N”技术落地和迭

代突破，促进创新成果高效转化。支持智能化研发工具和平台推广应用，加强人工智能与生物制造、

量子科技、第六代移动通信（6G）等领域技术协同创新，以新的科研成果支撑场景应用落地，以新的

应用需求牵引科技创新突破。

加快人工智能驱动的育种体系创新，支持种植、养殖等农业领域智能应用。大力发展智能农机、农业

无人机、农业机器人等智能装备，提高农业生产和加工工具的智能感知、决策、控制、作业等能力，

强化农机农具平台化、智能化管理。加强人工智能在农业生产管理、风险防范等领域应用，帮助农民

提升生产经营能力和水平。

推动模型算法、数据资源、基础设施、应用系统等安全能力建设，防范模型的黑箱、幻觉、算法歧视

等带来的风险，加强前瞻评估和监测处置，推动人工智能应用合规、透明、可信赖。建立健全人工智

能技术监测、风险预警、应急响应体系，强化政府引导、行业自律，坚持包容审慎、分类分级，加快

形成动态敏捷、多元协同的人工智能治理格局。

日本語訳

国務院の「人工知能+」行動深化実施(深入�施)に関する意見_ 中央サイバーセキュリティ・情報化委
員会弁公室

国務院の「人工知能+」行動深化実施(深入�施)に関する意見

国務院の「人工知能+」行動深化実施(深入�施)に関する意見

習近平新時代中国特色社会主義思想を指導理念とし、新発展理念を全面的かつ正確に、包括的に貫徹
し、人民中心の発展思想を堅持する。我が国の豊富なデータ資源、完備された産業体系、広範な応用
シナリオなどの優位性を十分に発揮し、先取り的な企画、システム的配置、業種別対策、開放・共有、
安全・制御可能性を強化する。

科学技術、産業、消費、民生、ガバナンス、グローバル協力などの分野を重点に「人工知能+」行動
を深く推進し、新型インフラ、新技術体系、新産業エコシステム、新規雇用などを大量に創出し、新
質生産力の育成と発展を加速化する。これを通じて全人民が人工知能発展の成果を共有できるように
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し、中国式現代化建設をより良く支援できるようにする。

人工知能に基づく新型研究パラダイムの探索を加速化し、「0から1へ」の重大な科学的発見過程を促
進する。科学大規模モデルの構築と応用を加速化し、基礎研究プラットフォームと重大科学技術イン
フラの知能化高度化を推進し、開放・共有型の高品質科学データセットを構築し、マルチモーダル複
合科学データ処理水準を向上させる。人工知能の学際間牽引・けん引作用を強化し、多学際融合発展
を推進する。

人工知能に基づく技術研究開発、工学的実装、製品応用の一体化された協力発展を推進し、「1からN
へ」の技術応用と反復的突破を加速化して革新成果の効率的転換を促進する。知能化研究開発ツール
及びプラットフォームの普及と応用を支援し、人工知能とバイオ製造、量子技術、第6世代移動通信
(6G)などの分野における技術協力革新を強化し、新たな研究成果でシナリオ応用の実装を裏付け、新
たな応用需要で科学技術革新の突破をけん引する。

人工知能に基づく育種体系の革新を加速化し、耕作・畜産など農業分野の知能化応用を支援する。知
能型農業機械、農業用ドローン、農業用ロボットなどの知能化装備を大々的に発展させ、農業生産及
び加工用具の知能型感知・意思決定・制御・作業能力を向上させ、農機具のプラットフォーム化・知
能化管理を強化する。農業生産管理、リスク防止などの分野で人工知能応用を強化し、農民の生産・
経営能力と水準の向上を後押しする。

モデルアルゴリズム、データ資源、インフラ、応用システムなどの安全能力構築を推進し、モデルの
ブラックボックス化、ハルシネーション、アルゴリズム差別などが引き起こすリスクを防止し、事前
評価とモニタリング・処分を強化して人工知能応用が順法性、透明性、信頼性を備えるよう推進する。
人工知能技術モニタリング、リスク早期警戒、緊急対応体系を確立・整備し、政府指導と業界自律を
強化し、包容的・慎重、分類・等級化の原則を堅持して、動的かつ機敏で多元協力的な人工知能ガバ
ナンスの構図を早期に形成する。

要点

科学技術、産業、農業、ガバナンスなどの主要分野で「人工知能+」行動を推進し、新質生産
力を育成し国家現代化を支援する政策の基本方向を定める。人工知能に基づく新型研究パラダ
イムと技術・産業融合を加速化し、知能型農業機械及び生産管理の知能化を推進する。あわせ
て、モデルのブラックボックス化・ハルシネーション・アルゴリズム差別などのリスク防止の
ための安全能力とモニタリング・緊急対応ガバナンス体系を構築するようにする。
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54. 高等学校人工知能革新行動計画

教育部关于印发《高等学校人工智能创新行动计划》的通知

法令情報

効力: 部门政策文件

状態: �行政策

公布機関: 教育部

公布・公開・施行: 2018- 04- 02 / 2018- 04- 10 / 2018- 04- 02

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. moe. gov. cn/ srcsite/ A16/ s7062/ 201804/ t20180410_ 332722. html

法令用語

高等学校

脳型知能

群知能

知能型キャンパス

個別化教育

知能型医療

中国語原文

教育部关于印发《高等学校人工智能创新行动计划》的通知 - 中华人民共和国教育部政府门户网站教育

部关于印发《高等学校人工智能创新行动计划》的通知随着互联网、大数据、云计算和物联网等技术

不断发展，人工智能正引发可产生链式反应的科学突破、催生一批颠覆性技术，加速培育经济发展新

动能、塑造新型产业体系，引领新一轮科技革命和产业变革。我国正处于全面建成小康社会的决胜阶

段，人民对美好生活的需要和经济高质量发展的要求，为我国人工智能发展和应用带来广阔前景。
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人工智能具有技术属性和社会属性高度融合的特点，是经济发展新引擎、社会发展加速器。大数据驱

动的视觉分析、自然语言理解和语音识别等人工智能能力迅速提高，商业智能对话和推荐、自动驾驶、

智能穿戴设备、语言翻译、自动导航、新经济预测等正快速进入实用阶段，人工智能技术正在渗透并

重构生产、分配、交换、消费等经济活动环节，形成从宏观到微观各领域的智能化新需求、新产品、

新技术、新业态，改变人类生活方式甚至社会结构，实现社会生产力的整体跃升。

同时，加快人工智能在教育领域的创新应用，利用智能技术支撑人才培养模式的创新、教学方法的改

革、教育治理能力的提升，构建智能化、网络化、个性化、终身化的教育体系，是推进教育均衡发展、

促进教育公平、提高教育质量的重要手段，是实现教育现代化不可或缺的动力和支撑。

2. 推动新一代人工智能核心关键技术创新。围绕新一代人工智能关键算法、硬件和系统等，加快机器

学习、计算机视觉、知识计算、深度推理、群智计算、混合智能、无人系统、虚拟现实、自然语言理

解、智能芯片等核心关键技术研究，在类脑智能、自主智能、混合智能和群体智能等领域取得重大突

破，形成新一代人工智能技术体系；

在核心算法和数据、硬件基础上，以提升跨媒体推理能力、群智智能分析能力、混合智能增强能力、

自主运动体执行能力、人机交互能力为重点，构建算法和芯片协同、软件和硬件协同、终端和云端协

同的人工智能标准化、开源化和成熟化的服务支撑能力。

3. 促进人工智能的技术体系构建。在类脑智能、自主智能、混合智能和群体智能等核心技术取得突破

的基础上，重点提升跨媒体推理能力、群智智能分析能力、混合智能增强能力、自主运动体执行能力、

人机交互能力，促进以算法为核心、以数据和硬件为基础的稳定成熟的人工智能技术体系的构建。

15. 推进智能教育发展。推动学校教育教学变革，在数字校园的基础上向智能校园演进，构建技术赋能

的教学环境，探索基于人工智能的新教学模式，重构教学流程，并运用人工智能开展教学过程监测、

学情分析和学业水平诊断，建立基于大数据的多维度综合性智能评价，精准评估教与学的绩效，实现

因材施教；推动学校治理方式变革，支持学校运用人工智能技术变革组织结构和管理体制，优化运行

机制和服务模式，实现校园精细化管理、个性化服务，全面提升学校治理水平；

推动终身在线学习，鼓励发展以学习者为中心的智能化学习平台，提供丰富的个性化学习资源，创新

服务供给模式，实现终身教育定制化。

3. 推动智能医疗应用示范。针对人口老龄化、传染病与慢病、出生缺陷和生育障碍等主要健康问题，

突破多模态流式健康大数据的分析与理解的瓶颈问题，促进非完全信息条件下综合推理、人机交互辅

助诊断、医学知识图谱构建等技术在医疗领域高效融合，推动医学领域大数据与其他领域大数据的深

度融合，搭建具有识别、判别、筛选和推理等功能的智能医疗人工智能辅助系统和创新服务云平台，

增强智能医疗供给能力。
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日本語訳

教育部の《高等学校人工知能革新行動計画》の発行・通知に関する通知 - 中華人民共和国教育部政府
ポータルサイト

教育部の《高等学校人工知能革新行動計画》の発行・通知に関する通知

インターネット、ビッグデータ、クラウドコンピューティング、モノのインターネットなどの技術が
持続的に発展するにつれ、人工知能は連鎖反応を引き起こしうる科学的突破を誘発し、汎用破壊的技
術を誕生させ、経済発展の新たな原動力の育成を加速化し、新型産業体系を形成し、新たな次元の科
学技術革命と産業変革を導いている。我が国(中国)は全面的な小康社会建設の決定的段階にあり、美
しい生活に対する人民の要求と経済の高品質発展の要求は、我が国の人工知能発展と応用に広範な展
望をもたらしている。

人工知能は技術的属性と社会的属性が高度に融合した特性を持っており、経済発展の新たなエンジン
であり社会発展の加速器である。ビッグデータに基づく視覚分析、自然言語理解、音声認識などの人
工知能能力が急速に向上し、対話型及び推薦型ビジネスインテリジェンス、自動運転、知能型ウェア
ラブル機器、言語翻訳、自動ナビゲーション、新経済予測などが急速に実用化段階に進入している。

人工知能技術は生産、分配、交換、消費など経済活動の全過程に浸透・再編し、マクロからミクロに
至る各分野の知能化された新需要・新製品・新技術・新業態を形成し、人類の生活様式と社会構造ま
でも変え、社会的生産力の全面的な飛躍を実現している。

あわせて、教育分野における人工知能の革新的応用を加速化し、知能型技術を用いて人材育成モデル
の革新、教授法改革、教育ガバナンス能力向上を支援し、知能化・ネットワーク化・個別化・生涯化
された教育体系を構築することは、教育の均衡的発展の推進、教育公正の促進、教育品質向上のため
の重要な手段であり、教育の現代化実現になくてはならない原動力であり支えである。

2. 新世代人工知能の核心技術の革新推進。新世代人工知能の核心アルゴリズム、ハードウェア、シス
テムなどを中心に、機械学習、コンピュータビジョン、知識計算、深層推論、群知能計算、複合知能、
無人システム、仮想現実、自然言語理解、知能型半導体などの核心技術研究を加速化し、脳型知能、
自律知能、複合知能、集団知能などの分野で重大な突破を遂げ、新世代人工知能技術体系を形成する。

核心アルゴリズムとデータ、ハードウェアを土台に、クロスメディア推論能力、群知能分析能力、複
合知能増強能力、自律移動体実行能力、ヒューマン・コンピュータ・インタラクション能力の向上に
重点を置き、アルゴリズムと半導体の協力、ソフトウェアとハードウェアの協力、端末とクラウドの
協力による人工知能の標準化・オープンソース化・成熟化されたサービス支援能力を構築する。

3. 人工知能技術体系構築の促進。脳型知能、自律知能、複合知能、集団知能など核心技術の突破を土
台に、クロスメディア推論能力、群知能分析能力、複合知能増強能力、自律移動体実行能力、ヒュー
マン・コンピュータ・インタラクション能力を重点的に向上させ、アルゴリズムを核心とし、データ
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とハードウェアを基礎とする安定的かつ成熟した人工知能技術体系の構築を促進する。

15. 知能型教育の発展推進。学校教育・学習改革を推進し、デジタルキャンパスを土台に知能型キャ
ンパスへと発展させ、技術力が付与された学習環境を構築し、人工知能に基づく新たな教授モデルを
模索して学習プロセスを再編する。人工知能を用いて授業過程のモニタリング、学習状況分析、学業
水準診断を実施し、ビッグデータに基づく多次元的・総合的な知能評価体系を確立して教授・学習成
果を精密に評価することにより、個別化教育を実現する。

学校ガバナンス方式の改革を推進し、学校が人工知能技術を用いて組織構造と管理体制を変え、運営
メカニズムとサービスモデルを最適化してキャンパスの精密管理と個別化サービスを実現することに
より、学校ガバナンス水準を全面的に向上させる。生涯オンライン学習を推進し、学習者中心の知能
型学習プラットフォームの発展を奨励して豊富な個別化学習資源を提供し、サービス供給モデルを革
新して生涯教育の個別化を実現する。

3. 知能型医療応用の試行推進。人口高齢化、感染症及び慢性疾患、先天性欠陥、生殖障害など主要な
健康問題を対象に、多重モーダルストリーミング健康ビッグデータの分析及び理解に関するボトルネッ
ク問題を解決する。不完全情報条件下での総合推論、ヒューマン・コンピュータ・インタラクション
による補助診断、医学知識グラフ構築などの技術が医療分野で効率的に融合されるよう促進し、医学
分野のビッグデータと他分野のビッグデータの深い融合を推進する。

識別・判別・選別・推論などの機能を備えた知能型医療AI補助システムと革新サービスクラウドプラッ
トフォームを構築し、知能型医療の供給能力を強化する。

要点

高等教育機関を中心に新世代人工知能核心技術の研究開発と技術体系構築を促進し、アルゴリ
ズム・ハードウェア・クラウド協力インフラを強化する。教育分野では知能型キャンパスの構
築、個別化教育及びガバナンス革新、生涯学習プラットフォームの提供などを通じて知能型教
育を推進する。医療分野では多重モーダル健康ビッグデータ分析と知能型診断補助システムの
構築を通じて知能型医療の供給力を向上させるよう定める。
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55. 中国人民銀行 金融科学技術発展計画2022- 2025

中国人民银行关于印发《金融科技发展规划（2022—2025年）》的通知

法令情報

効力: 部门政策文件

状態: �行政策

公布機関: 中国人民�行

公布・公開・施行: 2021- 12- 31 / 2022- 01- 04 / 2022- 01- 01

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. pbc. gov. cn/ zhengwugongkai/ 4081330/ 4406346/ 4693549/ 4470403/
index. html

法令用語

金融科学技術

プライバシー計算

アルゴリズムブラックボックス

群集効果

貫通型分析

デジタル規制

中国語原文

“十三五”期间，金融业贯彻落实党中央、国务院决策部署，聚力“六稳”“六保”，坚持发展与监

管两手抓，推动金融科技在实体经济的沃土中落地生根。大数据、云计算、人工智能、区块链等技术

金融应用成效显著。金融服务覆盖面逐步扩大，优质金融产品供给不断丰富，金融惠民利企水平持续

提升。金融科技创新监管工具稳步实施，监管规则体系和监管框架不断健全，金融守正创新能力大幅

提高。总的看，我国金融科技发展从星星之火到百舸争流、从基础支撑到驱动变革，呈现出旺盛生机

与活力，有力提升金融服务质效，高效赋能实体经济，为金融业高质量发展注入充沛动力。
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——数字驱动。把握数字经济发展新趋势，发挥数据要素倍增作用，将数字元素注入金融服务全流程，

将数字思维贯穿于业务运营全链条，强化金融创新的科技武装、数据加持，加快金融数字化转型步伐

，全面提升我国金融业综合实力和核心竞争力。践行安全发展观，运用数字化手段不断增强风险识别

监测、分析预警能力，切实防范算法、数据、网络安全风险，共建数字安全生态。

（五）推动数据有序共享。在技术方面，积极应用多方安全计算、联邦学习、差分隐私、联盟链等技

术，探索建立跨主体数据安全共享隐私计算平台，在保障原始数据不出域前提下规范开展数据共享应

用，确保数据交互安全、使用合规、范围可控，实现数据可用不可见、数据不动价值动。在管理方面

，探索建立多元化数据共享和权属判定机制，明确数据的权属关系、使用条件、共享范围等，通过模

型计算、模糊查询、智能核验等方式实现跨机构、跨地域、跨行业数据资源有序共享，在确保最小必

要、专事专用前提下增强金融数据规模效应和正外部性，提升数据要素资源配置效率。

（九）架设安全泛在的金融网络。积极应用分段路由、软件定义网络等技术，优化建设高可靠冗余网

络架构，实现网络资源虚拟化、流量调度智能化、运维管理自动化，着力提升金融网络健壮性和服务

能力，为金融数字化转型架设通信高速公路。

综合运用第五代移动通信技术（5G）、窄带物联网（NB- IoT）、射频识别（RFID）等技术打造固移

融合、宽窄结合的物与物互联网络和服务平台，实现移动金融终端和固定传感设备统一接入、管理和

控制，为数字信贷、数字风控等金融业务提供海量物联网数据支撑，助力线上线下、内外部多渠道融

合互联，促进云管边端一体化协同发展。全面推进互联网协议第六版（IPv6）技术创新与融合应用，

实现从能用向好用转变、从数量到质量转变、从外部推动向内生驱动转变。

充分发挥区块链技术低成本互信、数据不可篡改、信息可追溯的优势，通过分布式账本、智能合约、

共识机制等手段解决互联网存在的数据安全性、完整性、可信性问题，为供应链金融、贸易金融等参

与主体多、验真成本高、交易流程长的金融场景提供底层基础支撑。

（十）布局先进高效的算力体系。加快云计算技术规范应用，稳妥推进信息系统向多节点并行运行、

数据分布存储、动态负载均衡的分布式架构转型，为金融业务提供跨地域数据中心资源高效管理、弹

性供给、云网联动、多地多活部署能力，实现敏态与稳态双模并存、分布式与集中式互相融合。围绕

高频业务场景开发部署智能边缘计算节点，打造技术先进、规模适度的边缘计算能力，实现金融业务

边缘侧数据的筛选、整合与处理，有效释放云端压力、快速响应用户需求，为金融数字化转型提供更

为精准、高效的算力支持。

探索运用量子技术突破现有算力约束、算法瓶颈，提升金融服务并发处理能力和智能运算效率，节省

能源消耗和设备空间，逐步培育一批有价值、可落地的金融应用场景。

（二十三）加强数字化监管能力建设。打造权威专业化风险控制基础设施，推动构建跨行业、跨机构

的风险联防联控体系，为金融管理部门开展监管指导提供支撑，为金融机构做好风险防控提供支持。

建设金融信息基础设施管理平台，汇聚“海量、多维、动态”的设施资源信息，利用大数据、机器学
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习、模式识别等技术监测基础设施运行状况、智能分析基础设施发展趋势，夯实金融数字化监管基础。

按照“共建、共享、共用”原则，建立维护金融科技风险库、漏洞库和案例库，通过系统探测、数据

采集、行业共享等方式强化跨机构、跨行业风险监测预警，增强对数字渠道风险、智能算法风险、大

数据风险等的动态感知和穿透式分析能力。

（二十四）筑牢金融与科技风险防火墙。健全智能算法管理规则制度，建立模型安全评估和合规审计

体系，及时披露算法决策机理、运行逻辑和潜在风险，通过临界测试、仿真模拟、参数调优等方式着

力防范算法黑盒、羊群效应、算法歧视等问题，提升算法可解释性、透明性、公平性和安全性。强化

云计算标准符合性与安全性管理，规范金融团体云应用，通过负面清单、尽职调查、风险补偿、退出

预案等措施加强第三方算力设施集中度风险管控，防范外部云服务缺陷引发的风险向金融领域传导。

强化数据共享合作方业务资质把关，划定金融机构与数字渠道合作方的安全基线和责任边界，通过主

动信息披露、用户适当性管理等措施，防范通过流量入口开展虚假宣传、过度营销、强制搭售等行为。

（二十七）健全法规制度体系。制定《中华人民共和国网络安全法》《中华人民共和国数据安全法》

《中华人民共和国个人信息保护法》在金融领域的配套规章制度，研究出台与金融数字化发展相适应

的政策规则。贯彻落实《法治政府建设实施纲要（2021—2025年）》，强化法律法规制度执行，推动

金融科技健康有序发展。加强金融科技相关法律法规制度宣传教育和政策解读，增强从业人员法治观

念和合规意识，提升从业机构依法经营、依法决策能力，强化金融科技高质量发展的法治保障。

日本語訳

「第13次五カ年」期間中、金融業は党中央と国務院の意思決定・配置を貫徹・実行し、「六つの安定
(六穏)」と「六つの保障(六保)」に力を集中し、発展と監督管理を並行させて金融科学技術(フィンテッ
ク)が実体経済の土壌に根を下ろすよう推進した。ビッグデータ、クラウドコンピューティング、人
工知能、ブロックチェーンなどの技術の金融分野への応用成果は顕著であった。金融サービスのカバ
レッジは段階的に拡大し、優良な金融商品の供給は持続的に充実し、金融による民生の利便と企業支
援の水準は持続的に向上した。

金融科学技術イノベーション規制ツールは安定的に実施され、規制ルール体系と規制フレームワーク
は持続的に整備され、金融の適正な遵守及びイノベーション能力は大きく向上した。総じて見れば、
我が国の金融科学技術の発展は小さな火種から競争的発展へ、基礎的な下支えから変革を牽引する段
階へと歩みを進め、旺盛な活力と生命力を示し、金融サービスの質と効率を有効に高め、実体経済を
高効率に支援することで金融業の高品質な発展に十分な原動力を注入した。

——デジタルドライブ。デジタル経済発展の新たなトレンドを把握し、データ要素の倍加作用を発揮
させ、デジタル要素を金融サービスの全プロセスに注入し、デジタル思考を業務運営の全チェーンに
貫徹し、金融イノベーションの科学技術による武装とデータ加工を強化することで、我が国の金融デ
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ジタル転換の歩みを加速し、金融業の総合実力と中核競争力を全面的に向上させる。

安全発展観を実践し、デジタル化の手段を運用してリスクの識別・モニタリング、分析・早期警戒能
力を持続的に強化し、アルゴリズム・データ・ネットワークの安全リスクを防止し、デジタル安全エ
コシステムを共に構築する。

(5)データの秩序ある共有の推進。技術面では、マルチパーティ計算(セキュアマルチパーティ計算)、
連合学習、差分プライバシー、コンソーシアムブロックチェーンなどの技術を積極的に応用し、主体
間のデータ安全共有プライバシー計算プラットフォームの構築を模索する。原データが領域を離れな
いことを前提として、データ共有の応用を規範的に推進し、データ相互作用の安全性、利用の遵法性、
範囲の統制可能性を確保し、「データは利用可能だが見えない、データは動かないが価値は動く」こ
とを実現する。

管理面では、多元化されたデータ共有及び権属判定メカニズムの確立を模索し、データの権属関係、
利用条件、共有範囲などを明確にする。モデル計算、あいまい照会、インテリジェント検証などの方
式により、機関間、地域間、業種間のデータ資源の秩序ある共有を実現し、必要最小限及び専用利用
を前提として金融データの規模効果と正の外部性を強化し、データ要素の資源配分効率を向上させる。

(9)安全でどこにでも存在する金融ネットワークの構築。セグメントルーティング、ソフトウェア定義
ネットワーク(SDN)などの技術を積極的に応用し、高信頼性を保証するネットワークアーキテクチャ
の構築を最適化し、ネットワーク資源の仮想化、トラフィックスケジューリングのインテリジェント
化、運用・保守管理の自動化を実現し、金融ネットワークの堅牢性とサービス能力を一層引き上げ、
金融デジタル転換のための通信ハイウェイを構築する。

第5世代移動通信技術(5G)、狭帯域IoT(NB- IoT)、無線周波数識別(RFID)などの技術を総合的に運用し、
有線・無線の融合及び広帯域・狭帯域を組み合わせたモノ同士の相互接続ネットワークとサービスプ
ラットフォームを固め、モバイル金融端末と固定センサー機器の統一的な接続・管理・制御を実現し、
デジタル与信、デジタルリスク管理などの金融業務に膨大なIoTデータの支援を提供し、オンライン・
オフライン及び内部・外部の多チャネル融合相互接続を促進し、クラウド・パイプ(ネットワーク)・
エッジ・端末の一体化協調発展を促進する。

インターネットプロトコル第6版(IPv6)の技術革新と融合応用を全面的に推進し、「利用可能」から「
使いやすい」へ、「数量」から「品質」へ、「外部からの推進」から「内生的な駆動」への転換を実
現する。

ブロックチェーン技術の低コストでの相互信頼、データ改ざん不可能性、情報追跡可能性という優位
性を十分に発揮し、分散型台帳、スマートコントラクト、コンセンサスメカニズムなどの手段を通じ
てインターネット上に存在するデータの安全性・完全性・信頼性の問題を解決し、サプライチェーン
金融、貿易金融など参加主体が多く検証コストが高く取引プロセスが長い金融シナリオに基盤的な支
援を提供する。
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(10)先進的で効率的な演算力体系の配置。クラウドコンピューティング技術の規範的な応用を加速し、
情報システムの複数ノードによる並列実行、データの分散保存、動的な負荷分散を伴う分散型アーキ
テクチャへの転換を安定的に推進し、金融業務に対して地域間データセンター資源の高効率な管理、
弾力的な供給、クラウド・ネットワーク連携、多地域マルチアクティブ配置能力を提供し、アジャイ
ル型と安定型の両モードの並存、分散型と集中型の相互融合を実現する。

高頻度の業務シナリオを中心にインテリジェントエッジコンピューティングノードを開発・配置し、
技術的に先進的で規模が適正なエッジコンピューティング能力を構築し、金融業務のエッジ側データ
の選別・統合・処理を実現してクラウド端末の負荷を有効に解消し、ユーザーニーズに迅速に応える
ことで、金融デジタル転換により精密で効率的な演算力の支援を提供する。

量子技術を運用して既存の演算力の制約とアルゴリズムのボトルネックを突破する方策を模索し、金
融サービスの同時処理能力とインテリジェント演算効率を向上させ、エネルギー消費と設備スペース
を削減し、価値があり実用可能な金融応用シナリオを段階的に育成する。

(23)デジタル化規制能力の構築強化。権威ある専門的なリスク制御インフラを構築し、業種間・機関
間のリスク連携防御・制御体系の構築を推進し、金融管理部門の監督・指導の遂行に支援を提供する
とともに、金融機関のリスク防御・制御の遂行に支援を提供する。金融情報インフラ管理プラットフォ
ームを構築して「膨大、多次元、動的」なインフラ資源情報を集約し、ビッグデータ、機械学習、パ
ターン認識などの技術を用いてインフラの運用状況をモニタリングし、インフラの発展傾向をインテ
リジェントに分析することで金融デジタル規制の基盤を固める。

「共同構築、共有、共同利用」の原則に従い、金融科学技術リスクデータベース、脆弱性データベー
ス、事例データベースを確立・維持し、システム検知、データ収集、業種内共有などの方式を通じて
機関間・業種間のリスクモニタリング・早期警戒を強化し、デジタルチャネルリスク、インテリジェ
ントアルゴリズムリスク、ビッグデータリスクなどに対する動的検知と貫通型分析能力を強化する。

(24)金融と科学技術のリスクファイアウォールの構築。インテリジェントアルゴリズム管理の規則・
制度を整備し、モデル安全評価及びコンプライアンス監査体系を確立し、アルゴリズムの意思決定メ
カニズム、実行ロジック及び潜在的リスクを適時に開示し、限界テスト、シミュレーション、パラメー
タ最適化などの方式を通じてアルゴリズムブラックボックス、偏向行動、アルゴリズム差別などの問
題の防止に努め、アルゴリズムの説明可能性、透明性、公正性及び安全性を向上させる。

クラウドコンピューティングの標準適合性及び安全性管理を強化し、金融機関団体のクラウド応用を
規範化し、不良リスト、デューデリジェンス、リスク補償、撤退緊急計画などの措置を通じて第三者
演算力施設の集中度リスク管理を強化し、外部クラウドサービスの欠陥に起因するリスクが金融分野
に波及することを防止する。

データ共有パートナーの業務資格検証を強化し、金融機関とデジタルチャネルパートナーとの間に安
全基準線と責任の境界を設定し、積極的な情報開示、ユーザー適合性管理などの措置を通じて、トラ
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フィック入口を経由した虚偽広告、過度なマーケティング、抱き合わせ販売の強要などの行為を防止
する。

(27)法規制度体系の整備。《中華人民共和国サイバーセキュリティ法》、《中華人民共和国データセ
キュリティ法》、《中華人民共和国個人情報保護法》の金融分野における下位の細則制度を制定し、
金融デジタル化の発展に適合する政策ルールの策定を検討する。《法治政府建設実施要綱(2021-
2025年)》を貫徹・実行し、法律・法規・制度の執行を強化して金融科学技術の健全で秩序ある発展
を推進する。

金融科学技術関連の法律・法規・制度に関する広報教育と政策解説を強化して従事者の法治観念と遵
法意識を高め、従事機関の法に基づく経営及び意思決定能力を向上させ、金融科学技術の高品質な発
展に対する法治的保障を強化する。

要点

金融デジタル転換の加速化のため、データ共有、安全な金融ネットワーク、分散型・エッジコ
ンピューティング演算力体系の構築など技術的基盤の整備を規定する。また、主体間のプライ
バシー計算を通じたデータ安全共有と、クラウド・アルゴリズムリスク防止のためのファイア
ウォール構築措置を明示する。あわせて、リスク連携防御・制御のためのデジタル規制能力を
強化し、関連するサイバー・データ・個人情報保護の法規制度を整備するよう定める。
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56. 国家薬品監督管理局「人工知能+医薬品監督管理」実施意見

国家药监局关于“人工智能+药品监管”的实施意见

法令情報

効力: 部门政策文件

状態: �行政策

公布機関: 国家�品�督管理局

公布・公開・施行: 2026- 04- 02 / 2026- 04- 02 / 2026- 04- 02

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. nmpa. gov. cn/ xxgk/ fgwj/ gzwj/ gzwjzh/ 20260402091552114. html? m= 
& type= pc; https: / / www. ccfdie. org/ cn/ yjxx/ zcwj/ webinfo/ 2026/ 04/ 1778084826301468. htm

行政解釈: https: / / www. nmpa. gov. cn/ directory/ web/ nmpa/ / / / xxgk/ zhcjd/ zhcjdzh/
20260402091856160. html

法令用語

人工知能+医薬品監督管理

デジタル化・知能化

垂直大規模モデル

エージェント

全ライフサイクル監督管理

中国語原文

国家药监局发布《关于“人工智能+药品监管”的实施意见》- 政策文件国家药监局药审中心关于发布

《预防用mRNA疫苗临床试验技术指. . . [2026 29] 国家药监局药审中心关于发布《关于开发适宜药品

包装规格的指导原. . . [2026 29] 国家药监局国家卫生健康委国家中医药局国家疾控局关于发布. . .

[2026 25] 国家药监局关于发布药品试验数据保护实施办法的公告（2026年. . . [2026 25] 关于举办第十

六届中国医疗器械监督管理国际会议的通知 [2026 24] 关于征集第十六届中国医疗器械监督管理国际会
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议演讲题目的通知 [2026 24] 境外生产药品上市后备案类变更问与答（一） [2026 23]

所有栏目中心简介工作动态会议展览护照签证药监信息药品医疗器械化妆品政策文件非官方公务来访

接待党建工作图片新闻电子期刊滚动新闻联系我们联系我们在线留言公告通知深入学习贯彻习近平新

时代中国特色社会主义思想重要讲话重要论述重要文章党史学习教育专题重要信息学习动态医疗器械

科普和宣传化妆品科普和宣传学习二十届四中全会精神学习交流重要信息重要讲话重要论述重要文章

主题正文到国家药监局发布《关于“人工智能+药品监管”的实施意见》

2026年4月2日，国家药监局发布《关于“人工智能+药品监管”的实施意见》(以下简称《意见》)。

《意见》包括总体要求、数智赋能重点监管场景、“人工智能+药品监管”基础支撑、组织实施四个部

分。聚焦药品监管改革的重点任务，以药品监管现代化为目标，提出下一阶段监管数智化的七大重点

方向。结合人工智能技术发展新趋势，提出筑牢“人工智能+药品监管”基础支撑的五项重点任务。

《意见》提出，到2030年，初步构建药品监管与人工智能融合创新体系，“人工智能+药品监管”运行

管理机制基本形成，算力支撑底座更加集约高效，形成满足监管智能化需要的高质量数据集、垂直大

模型和智能体，人工智能在审评审批、监督检查、检验监测、政务服务等场景中有效应用，人机协同

效率显著提升，全生命周期数智化监管能力迈上新台阶。到2035年，基本形成数智驱动、智能敏捷、

自主可控、生态协同的智慧化药品安全治理新格局。

《关于“人工智能+药品监管”的实施意见》地址：https: / / www. nmpa. gov. cn/ xxgk/ fgwj/

gzwj/ gzwjzh/ 20260402091552114. html

日本語訳

国家薬品監督管理局、「人工知能+医薬品監督管理」に関する実施意見を公表 - 政策文書

国家薬品監督管理局、「人工知能+医薬品監督管理」に関する実施意見を公表

2026年4月2日、国家薬品監督管理局は「人工知能+医薬品監督管理」に関する実施意見(以下「意見」
という)を公表した。

「意見」は、総体的要求、デジタル・知能化能力強化の重点監督管理シナリオ、「人工知能+医薬品
監督管理」の基礎支援、組織実施の4部分から構成される。医薬品監督管理改革の重点課題に焦点を
当て、医薬品監督管理の現代化を目標として、次段階の監督管理デジタル・知能化における7大重点
方向を提示する。人工知能技術発展の新たな潮流と結び付け、「人工知能+医薬品監督管理」の基礎
支援を固めるための5つの重点課題を提示する。

「意見」は、2030年までに医薬品監督管理と人工知能の融合イノベーション体系を初歩的に構築し、
「人工知能+医薬品監督管理」の運用管理メカニズムを基本的に形成するとともに、演算力支援基盤
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をより集約的かつ効率的なものとし、監督管理の知能化ニーズを満たす高品質データセット、垂直大
規模モデル及びエージェントを形成し、人工知能が審査・承認、監督・検査、検査・モニタリング、
対民政務サービス等のシナリオで有効に活用されることで、人間とAIの協働効率を著しく高め、全ラ
イフサイクルのデジタル・知能化監督管理能力を新たな段階へと引き上げることを提示する。

2035年までに、デジタル・知能駆動型で、知能的・機敏、自律・制御可能、かつ生態協働型のインテ
リジェント医薬品安全ガバナンスの新たな構図を基本的に形成する。

「人工知能+医薬品監督管理」に関する実施意見 URL: https: / / www. nmpa. gov. cn/ xxgk/ fgwj/
gzwj/ gzwjzh/ 20260402091552114. html

要点

医薬品監督管理のデジタル・知能化現代化を目標に、人工知能技術を審査・承認、監督・検査、
検査・モニタリング、政務サービス等の全ライフサイクルに導入する推進方策を定める。
2030年までに垂直大規模モデルとエージェントを構築し人間とAIの協働効率を高め、2035年
までにインテリジェント医薬品安全ガバナンスの構図を確立するとの段階的目標を提示する。
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57. 教育部等5部門「人工知能+教育」行動計画

教育部等五部门关于印发《“人工智能+教育”行动计划》的通知

法令情報

効力: 部门政策文件

状態: �行政策

公布機関: 教育部; 国家�展改革委; 工�和信息化部; 国家数据局; 中国科�

公布・公開・施行: 2026- 04- 10 / 2026- 04- 10 / 2026- 04- 10

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. moe. gov. cn/ srcsite/ A16/ s3342/ 202604/ t20260410_ 1433240. html

法令用語

人工知能+教育

教育知能ブレイン

科学エージェント

教育大規模モデル

価値観アライメント

受験カンニング

中国語原文

教育部等五部门关于印发《“人工智能+教育”行动计划》的通知 - 中华人民共和国教育部政府门户网

站教育部等五部门关于印发《“人工智能+教育”行动计划》的通知教育部等五部门关于印发《“人工

智能+教育”行动计划》的通知

（八）利用人工智能赋能教育治理。围绕便捷服务、精准管理、科学决策，打造教育智能大脑。建设

国家人才供需对接大数据平台，开展人才需求调查、预测分析和评价反馈。利用智能技术科学预测人

口变化和产业发展趋势，健全资源统筹调配和学科专业设置调整机制。推动智能命题、智能组卷、智
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能监考、智能评卷等应用。研发教育评价智能化工具，探索开展学生学习全过程纵向评价、德智体美

劳全要素横向评价。打造智能化就业服务系统，实现大学生就业岗位智能推荐，促进高校毕业生高质

量充分就业。

高效分析海量多模态监测数据，提升校园安全风险实时预警、应急处置能力，支撑平安校园建设。

（九）利用人工智能赋能科学研究。围绕自然科学、工程科学和哲学社会科学，探索以揭榜挂帅等形

式，建设并推广科学智能体和智能工具，帮助科研人员发现、总结规律，解决复杂问题。建设人工智

能学科交叉创新平台，强化人工智能牵引的多学科融合发展，拓展知识边界，加快探索智能时代科研

新范式。推动基础科研平台和科技基础设施智能升级，建设智能实验室和自主实验集群，实现自动化

设计实验方案、开展实验操作、分析实验数据，提高科研创新效率。深化高校科技成果交易平台“科

交汇”智能体应用，实现企业需求智能感知和转化成果智能匹配，培育新质生产力。

（十）构筑集约高效的智能教育基座。建设国家教育智能算力服务平台，有效汇聚算力、数据、模型、

工具等人工智能创新资源。用好教育和科研计算机网，连接国家算力训练场、国家算力枢纽、企业和

高校，整合各方智算、通算和超算资源。鼓励省级教育行政部门利用全国一体化算力网，为人工智能

应用提供算力保障。围绕思政教育、学科知识、科学研究等方向，组织开发国家基础语料库，鼓励地

方和高校开发领域特色数据集。建强国家教育大数据中心，建立跨部门、跨地域、跨平台的数据网络

，探索基于平台、期刊、终端等数据动态更新机制。

国家开展有组织攻关，分教育阶段研发人工智能教育大模型，强化价值对齐、逻辑推理、安全伦理等

能力，为地方和高校应用提供支撑，有效避免资源浪费和低水平重复建设。

（十一）培育共创共享的智能应用体系。深入推动国家平台智能升级，实现资源个性推送、服务智能

办理、数据智能分析。建立高等学校和中小学的协同贯通机制，共同研制人工智能课程，共同开发人

工智能应用。布局建设国家人工智能（教育）应用中试基地，提供学生知识、能力和素质图谱等公共

产品，降低应用创新门槛，培育应用服务体系，加快智能产品与服务落地。建设人工智能学习社区，

汇聚开源课程，提供创新资源，开展成果认证，鼓励师生参与开源生态建设，实现语料共建、模型共

测、应用共创，持续培育优质的教育智能应用。

建立智能应用能力评估体系，遴选面向不同教育角色、不同应用场景的教育智能体，择优上线国家平

台。组织人工智能先导应用场景项目，打造一批高价值的标杆应用。

（十六）筑牢“人工智能+教育”安全屏障。建立人工智能教育应用的安全防护体系，分类分级确定安

全防护标准。深化建立教育大模型安全审核机制，确保生成内容积极健康、向上向善。建立人工智能

教育应用的安全测评标准，一体保障模型算法、数据资源、基础设施、应用系统等安全，确保技术应

用符合教育规律。推动软件正版化，保障人工智能应用安全、可信、可控。强化人工智能进校园管理

，明确智能产品、终端的应用规范。健全人工智能评估备案、技术监测、风险预警、应急响应机制，

有效防范利用人工智能伪造诈骗、学术造假、应试内卷、泄露隐私等问题。
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日本語訳

教育部等5部門の「人工知能+教育」行動計画の発行・通知について - 中華人民共和国教育部政府ポー
タルサイト

教育部等5部門の「人工知能+教育」行動計画の発行・通知について

教育部等5部門の「人工知能+教育」行動計画の発行・通知について

(8)人工知能を活用した教育ガバナンス能力の強化。利便性の高いサービス、精密な管理、科学的意思
決定を中心に教育知能ブレインを構築する。国家人材需給対応ビッグデータプラットフォームを構築
し、人材需要調査、予測分析、評価フィードバックを実施する。インテリジェント技術を用いて人口
変動と産業発展の趨勢を科学的に予測し、資源の統合配分及び学科・専攻設置の調整メカニズムを整
備する。インテリジェント出題、インテリジェント問題編成、インテリジェント試験監督、インテリ
ジェント採点等の応用を推進する。

教育評価の知能化ツールを研究開発し、学生の学習全課程に対する縦断的評価と、徳・知・体・美・
労の全面的資質に対する総合評価を推進する。知能化就職支援システムを構築して大学生向け就職ポ
スト・インテリジェント推薦を実現し、大学卒業生の質の高い十分な就業を促進する。大量のマルチ
モーダル・モニタリングデータを効率的に分析し、キャンパス安全リスクのリアルタイム早期警報及
び緊急対応能力を向上させ、安全なキャンパスの構築を支援する。

(9)人工知能を活用した科学研究能力の強化。自然科学、工学、哲学・社会科学を中心に、公募型課題
指定等の形式で科学エージェント及びインテリジェントツールを構築・普及させ、研究者が法則を発
見・整理し複雑な問題を解決することを支援する。人工知能学際イノベーションプラットフォームを
構築し、人工知能が牽引する多学際融合発展を強化するとともに、知識の境界を拡張し、知能時代の
新たな研究パラダイム模索を加速化する。

基礎研究プラットフォーム及び科学技術インフラのインテリジェント高度化を推進し、インテリジェ
ント実験室及び自律実験クラスターを構築して、実験方案設計、実験操作実行、実験データ分析の自
動化を実現することで科学技術イノベーション効率を高める。大学科学技術成果取引プラットフォー
ム「科教会」エージェント応用を深化させ、企業ニーズのインテリジェント感知及び転換成果のイン
テリジェントマッチングを実現し、新質生産力を育成する。

(10)集約的かつ効率的なインテリジェント教育基盤の構築。国家教育知能演算力サービスプラットフォ
ームを構築し、演算力、データ、モデル、ツール等の人工知能イノベーション資源を有効に集積する。
教育・学術コンピュータネットワークを活用し、国家演算力トレーニング場、国家演算力ハブ、企業
及び大学を連結し、各分野のインテリジェント演算、一般演算、スーパーコンピューティング資源を
統合する。省レベル教育行政部門が全国一体化演算力ネットワークを活用して人工知能応用に演算力
保障を提供することを奨励する。
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思想政治教育、学科知識、科学研究等の方向性を中心に国家基礎コーパスの開発を組織し、地方及び
大学が分野別特化データセットを開発することを奨励する。国家教育ビッグデータセンターを強化し、
部門間、地域間、プラットフォーム間のデータネットワークを構築するとともに、プラットフォーム、
学術誌、端末等のデータの動的更新メカニズムを模索する。

国家レベルの組織的研究開発を実施し、教育段階別に人工知能教育大規模モデルを開発し、価値観ア
ライメント、論理的推論、安全倫理等の能力を強化して地方及び大学の応用を支援するとともに、資
源の浪費及び低水準の重複建設を有効に防止する。

(11)共創・共有型インテリジェント応用体系の育成。国家プラットフォームのインテリジェント高度
化を深く推進し、資源のパーソナライズド推薦、サービスのインテリジェント処理、データのインテ
リジェント分析を実現する。大学と小・中・高等学校の協力連携メカニズムを確立し、人工知能教育
課程を共同で制定し、人工知能応用を共同開発する。国家人工知能(教育)応用実証基地を配置・構築
し、学生の知識・能力・資質指導等の公共製品を提供し、応用イノベーションのハードルを下げ、応
用サービス体系を育成することでインテリジェント製品及びサービスの適用を加速化する。

人工知能学習コミュニティを構築し、オープンソース教育課程を集積し、イノベーション資源を提供
し、成果認証を実施することで、教師と学生がオープンソースエコシステムの構築に参加することを
奨励し、コーパスの共同構築、モデルの共同テスト、応用の共同創出を実現して優れた教育知能応用
を持続的に育成する。インテリジェント応用能力評価体系を確立し、多様な教育役割及び応用シナリ
オに応じた教育エージェントを選定して国家プラットフォームへ優先的に搭載する。人工知能先導応
用シナリオプロジェクトを組織し、代表性のある高付加価値の模範的応用を構築する。

(16)「人工知能+教育」安全バリアの構築。人工知能教育応用の安全保護体系を構築し、分類・等級
別安全保護基準を確立する。教育大規模モデルの安全審査メカニズムを深化・確立し、生成内容が積
極的で健全であり善を志向するものとなるよう保証する。人工知能教育応用の安全評価基準を確立し、
モデルアルゴリズム、データ資源、インフラ、応用システム等の安全を一体的に保障し、技術応用が
教育の法則に合致するようにする。ソフトウェアの正規品化を推進し、人工知能応用の安全性、信頼
性、制御可能性を保障する。

人工知能の学校参入管理を強化し、インテリジェント製品及び端末の応用規範を明確化する。人工知
能の評価・生成・記録、技術モニタリング、リスク早期警報、緊急対応メカニズムを整備し、人工知
能を利用したディープフェイク詐欺、学術不正、受験カンニング、個人情報漏洩等の問題を有効に防
止する。

要点
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教育知能ブレイン及びビッグデータプラットフォームを通じて、人材需給、パーソナライズド
評価、自動出題・採点、キャンパス安全モニタリング等の教育ガバナンスの知能化を規定する。
また、科学エージェント及びインテリジェント実験室による研究パラダイムの革新、国家演算
力・コーパス・教育大規模モデルを基盤とした集約的教育インフラ及び応用エコシステムの構
築を明示する。あわせて、教育大規模モデルの安全審査、並びにディープフェイク詐欺・学術
不正・個人情報漏洩の防止のための安全保護体系の強化を定める。
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58. 人工知能とエネルギーの相互能力強化行動方案

关于促进人工智能与能源双向赋能的行动方案

法令情報

効力: 部门政策文件

状態: �行政策

公布機関: 国家�展改革委; 国家能源局; 工�和信息化部; 国家数据局

公布・公開・施行: 2026- 04- 20 / 2026- 05- 08 / 2026- 04- 20

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. nea. gov. cn/ 20260508/ 4dae97ca01d348e4871bb8654be34b3a/ c. html

法令用語

相互能力強化

算力施設

クリーンエネルギー供給

高付加価値シナリオ

データセット共同構築・共有

中国語原文

国家发展改革委国家能源局工业和信息化部国家数据局印发《关于促进人工智能与能源双向赋能的行

动方案》的通知- 国家能源局国家发展改革委国家能源局工业和信息化部国家数据局印发《关于促进人

工智能与能源双向赋能的行动方案》的通知国家发展改革委国家能源局工业和信息化部国家数据局印

发《关于促进人工智能与能源双向赋能的行动方案》的通知为贯彻落实党中央、国务院有关部署要求

，积极推进人工智能与能源双向赋能、深度融合发展，国家发展改革委、国家能源局、工业和信息化

部、国家数据局联合编制了《关于促进人工智能与能源双向赋能的行动方案》，

现印发给你们，请认真遵照执行。
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关于促进人工智能与能源双向赋能的行动方案以习近平新时代中国特色社会主义思想为指导，深入贯

彻党的二十大和二十届历次全会精神，认真落实四中全会部署，充分发挥我国能源产业体系完备、数

据资源富集、应用场景广阔等优势，促进能源、算力、场景、数据、模型等要素高效协同，助力抢占

人工智能产业应用制高点，有力支撑能源高质量发展。

到2027年，支撑人工智能创新发展的安全、绿色、经济的能源保障体系初步构建，清洁能源与算力设

施互动能力显著提升。能源领域高价值场景逐步开放应用，能源高质量数据集共建共享长效管理机制

初步建立，能源企业算力资源利用效率持续优化、稳步提升。到2030年，人工智能算力设施的清洁能

源供给保障能力、能源领域人工智能专用技术研发和应用达到世界领先水平，人工智能与能源双向赋

能取得明显成效。

（十一）推动能源高价值场景开放。搭建能源领域场景开放共享平台，建立能源场景开放标准规范及

评价体系，鼓励能源企业开放标杆场景，以点带面牵引全产业链协同创新。在切实保障国家能源安全、

网络安全和商业秘密的前提下，促进技术、数据与软硬件基础设施等要素的开放与流通。

日本語訳

国家発展改革委員会、国家エネルギー局、工業情報化部、国家データ局による『人工知能とエネルギー
の相互能力強化促進に関する行動方案』の印刷・通達に関する通知 - 国家エネルギー局

国家発展改革委員会、国家エネルギー局、工業情報化部、国家データ局による『人工知能とエネルギー
の相互能力強化促進に関する行動方案』の印刷・通達に関する通知

国家発展改革委員会、国家エネルギー局、工業情報化部、国家データ局による『人工知能とエネルギー
の相互能力強化促進に関する行動方案』の印刷・通達に関する通知

党中央と国務院の関連配置要求を貫徹・履行し、人工知能とエネルギーの双方向能力強化及び深い融
合発展を積極的に推進するため、国家発展改革委員会、国家エネルギー局、工業情報化部、国家デー
タ局は共同で『人工知能とエネルギーの相互能力強化促進に関する行動方案』を作成し、ここに印刷・
発行する。貴機関におかれては、これを誠実に遵守し執行されたい。

人工知能とエネルギーの相互能力強化促進に関する行動方案

習近平新時代中国特色社会主義思想を指導理念とし、党の第20回大会及び第20期各回全体会議の精神
を深く貫徹し、四中全会の配置を確実に履行する。わが国のエネルギー産業体系の完備性、データ資
源の豊富さ、応用シナリオの広範さ等の優位性を十分に発揮し、エネルギー、算力、シナリオ、デー
タ、モデル等の要素の高効率協力を促進し、人工知能産業応用における各種の優位確保を支援し、エ
ネルギーの高品質発展を強力に下支えする。
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2027年までに、人工知能の革新的発展を支える安全で環境に優しく経済的なエネルギー保障体系を初
歩的に構築し、クリーンエネルギーと算力施設間の相互作用能力を著しく向上させる。エネルギー分
野における高付加価値シナリオの応用を段階的に開放し、エネルギー高品質データセットの共同構築・
共有の長期管理メカニズムを初歩的に確立し、エネルギー企業の算力資源使用効率を持続的に最適化
し、安定的に向上させる。

2030年までに、人工知能算力施設のクリーンエネルギー供給保障能力及びエネルギー分野における人
工知能専用技術の研究開発と応用を世界先進水準に到達させ、人工知能とエネルギーの双方向能力強
化において顕著な成果を上げる。

(11)エネルギー高付加価値シナリオの開放推進。エネルギー分野のシナリオ開放・共有プラットフォー
ムを構築し、エネルギーシナリオ開放標準規範及び評価体系を確立し、エネルギー企業が代表的シナ
リオを開放するよう奨励し、要となる拠点を通じて産業体系全体の協力・革新を牽引する。国家エネ
ルギー安全、サイバーセキュリティ及び営業秘密を有効に保障する前提のもと、技術、データ及びソ
フトウェア・ハードウェアインフラ等の要素の開放と流通を促進する。

要点

人工知能とエネルギー産業の相互能力強化のため、クリーンエネルギーに基づく算力供給と高
品質データセットの共同構築体系を整備するよう定める。2027年までに、安全で環境に優し
いエネルギー保障体系と算力インフラ連携能力を初歩的に構築し、2030年までに専用技術及
び供給保障能力を世界先進水準に高める目標を掲げる。あわせて、国家安全及び営業秘密の保
障を前提に、エネルギー高付加価値シナリオとデータ・インフラ要素の開放と流通を促進する
よう定める。
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59. 「人工知能+消費」発展加速実施意見

商务部等8部门关于加快“人工智能+消费”发展的实施意见

法令情報

効力: 部门政策文件

状態: �行政策

公布機関: 商�部; 国家�展改革委; 工�和信息化部; �政部; 人力�源社会保障部; 文化和旅游部; 市�
�管�局; 体育�局

公布・公開・施行: 2026- 06- 18 / 2026- 06- 18 / 2026- 06- 18

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / scjss. mofcom. gov. cn/ zlgh/ zcfb/ art/ 2026/ art_
e24c3760c5e3453199d2701febe7abbc. html

法令用語

人工知能+消費

スマートコネクテッドカー

ブレイン・コンピュータ・インターフェース

スマート介護ロボット

デジタルヒューマンライブコマース

消費者情報保護

中国語原文

商务部等8部门关于加快“人工智能+消费”发展的实施意见商务部等8部门关于加快“人工智能+消费

”发展的实施意见以习近平新时代中国特色社会主义思想为指导，全面贯彻党的二十大和二十届历次

全会精神，完整准确全面贯彻新发展理念，充分发挥我国超大规模市场、消费场景广阔、消费数据资

源丰富优势，加快人工智能新产品新服务新场景示范应用，促进人工智能进千家万户、进千商万店，

培育形成消费新增长点新动能，带动人工智能新技术新产品迭代升级，开辟人工智能新产业新赛道，
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更好满足人民美好生活需要。

（一）增加人工智能产品新供给。完善人工智能新产品研发机制，加快推出新一代人工智能手机、智

能电脑、智能电视，推广智能家电、智能厨卫、智能照明等智能家居产品，推动消费电子产品和家居

家电产品更新换代。培育智能穿戴消费市场，加强人工智能眼镜等新产品研发推广，重点打造实时翻

译、移动支付等显示度高的消费场景。加力支持智能网联汽车发展，带动智能化车载终端消费，打造

“人、车、家”全场景联动的智能产品生态。

推动人工智能与脑机接口、增强现实（AR）、虚拟现实（VR）、混合现实（MR）等技术融合，研发

推出一批国际领先、消费潜力大的新产品。

（三）建设人工智能商品首发平台。办好世界人工智能大会，不断提升国际影响力，打造成人工智能

产品展示窗口、中国方案发布平台。支持人工智能商品首发首展，用好中国国际进口博览会、中国进

出口商品交易会、中国国际消费品博览会、全球数字贸易博览会等展会平台，展示人工智能新产品新

服务。支持人工智能企业开设品牌专卖店、展示体验中心，举行新品发布活动。组织“人工智能进万

家”活动。

（五）加快人工智能+养老服务。优化全国养老服务信息平台，打造全国养老服务“一张网”。指导养

老服务机构运用人工智能技术，布局信息化管理、智能安防等技术系统，配备智能护理机器人、康复

机器人等产品，设置智能养老产品集中展示专区，提供安全、智能的养老服务。开展智能养老服务机

器人结对攻关和场景应用试点，加快智能产品在家庭、社区和养老机构等场景应用验证和迭代升级。

开展家庭智能化、适老化整体改造，支持购买智能化安全风险防范预警设备。

（十）推进人工智能+电子商务。推动电子商务与人工智能深度融合，赋能运营、客服、设计、营销、

直播等全场景全流程。创新数字人直播、虚拟体验等沉浸式消费场景，优化智能客服、智能推荐等个

性化消费体验。推广创意内容生成、智能质检系统等工具，提升运营效率。鼓励电商平台开设“人工

智能+消费”专区。

（十七）筑牢安全防线。在消费领域大模型研发、设计、训练、部署、运行各环节，加强网络安全、

数据安全、内容安全等安全能力建设。健全“人工智能+消费”监管机制，加强消费者信息保护，完善

大数据算法、消费欺诈等治理措施。

日本語訳

商務部等8部門による『「人工知能+消費」発展加速化に関する実施意見』

商務部等8部門による『「人工知能+消費」発展加速化に関する実施意見』
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習近平新時代中国特色社会主義思想を指導理念とし、党の第20回大会及び第20期各回全体会議の精神
を全面的に貫徹し、新発展理念を完全かつ正確に、そして包括的に貫徹する。わが国の超大規模市場、
広範な消費シナリオ、豊富な消費データ資源の優位性を十分に発揮し、人工知能の新製品・新サービ
ス・新シナリオの試験的応用を加速化し、人工知能が数多くの家庭や店舗に浸透するよう促進する。

これを通じて消費の新たな成長点と新動力を育成・形成し、人工知能の新技術・新製品の反復的な高
度化を導き、人工知能の新産業・新たなトラックを切り拓き、人民の美しい生活に対する需要をより
よく満たす。

(1)人工知能製品の新規供給拡大。人工知能新製品の研究開発メカニズムを整備し、新世代人工知能ス
マートフォン、スマートPC、スマートテレビの発売を加速化し、スマート家電、スマートキッチン・
バスルーム、スマート照明等のスマートホーム製品を普及させ、消費電子製品や家電・家具製品の新
型への買い替えを推進する。スマートウェアラブル消費市場を育成し、人工知能スマートグラス等の
新製品の研究開発・普及を強化し、リアルタイム翻訳、モバイル決済等の注目度の高い消費シナリオ
を重点的に構築する。

スマートコネクテッドカーの発展をさらに支援し、スマート化された車両端末の消費を牽引し、「人・
車・家庭」の全シナリオが連動するスマート製品エコシステムを固める。人工知能とブレイン・コン
ピュータ・インターフェース(BCI)、拡張現実(AR)、仮想現実(VR)、複合現実(MR)等の技術融合を推進
し、世界をリードし消費潜在力の大きい新製品を研究開発・発売する。

(3)人工知能商品初出しプラットフォームの構築。世界人工知能大会を着実に開催し、国際的影響力を
持続的に高め、人工知能製品の展示窓口及び中国方案発表プラットフォームとする。人工知能商品の
初出し・初展示を支援し、中国国際輸入博覧会、中国輸出入商品博覧会、中国国際消費財博覧会、グ
ローバルデジタル貿易博覧会等の展示会プラットフォームを活用して人工知能新製品と新サービスを
披露する。人工知能企業がブランド専用店舗、展示体験センターを開設し、新製品発表イベントを開
催することを支援する。「人工知能の家庭普及」活動を組織する。

(5)人工知能+高齢者介護サービスの加速化。全国高齢者介護サービス情報プラットフォームを最適化
し、全国高齢者介護サービス「ワンネットワーク」を固める。介護サービス機関が人工知能技術を運
用して情報化管理、スマートセキュリティ等の技術システムを配置し、スマート介護ロボット、リハ
ビリロボット等の製品を備え、スマート高齢者介護製品の集中展示区域を設置して、安全でスマート
な高齢者介護サービスを提供するよう指導する。

スマート高齢者介護サービスロボットの結合研究開発及びシナリオ応用の実証を実施し、スマート製
品の家庭、コミュニティ、高齢者介護機関等のシナリオにおける応用検証と反復的な高度化を加速化
する。家庭のスマート化及び高齢者に優しい総合改修を推進し、スマート安全リスク防止・早期警報
機器の購入を支援する。
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(10)人工知能+電子商取引の推進。電子商取引と人工知能の深い融合を推進し、運営、カスタマーサ
ポート、デザイン、マーケティング、ライブコマース等の全シナリオ及び全プロセスを支援する。デ
ジタルヒューマンライブコマース、バーチャル体験等の没入型消費シナリオを革新し、スマートカス
タマーサポート、スマートレコメンド等のパーソナライズされた消費体験を最適化する。クリエイティ
ブコンテンツ生成、スマート品質検査システム等のツールを普及させ、運営効率を向上させる。電子
商取引プラットフォームが「人工知能+消費」専用区域を開設するよう奨励する。

(17)安全ファイアウォールの構築。消費分野の大規模言語モデルの研究開発、設計、訓練、配置、実
行の各段階において、サイバーセキュリティ、データセキュリティ、コンテンツセキュリティ等の安
全能力構築を強化する。「人工知能+消費」の監督管理メカニズムを整備し、消費者情報保護を強化
し、ビッグデータアルゴリズム、消費欺瞞等に対するガバナンス措置を整備する。

要点

スマートフォン・家電・ウェアラブル・コネクテッドカー等の人工知能消費製品の供給拡大と
初出しプラットフォームの構築方案を定める。高齢者介護サービスのスマート化、電子商取引
のライブコマース及びカスタマーサポートとの融合を通じて消費の成長動力を育成するよう規
定する。あわせて、消費分野の大規模言語モデルのサイバー・データ・コンテンツ安全能力構
築と、消費者情報保護及びアルゴリズム欺瞞防止の監督管理を強化するよう明示する。
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60. 「人工知能+人事社会保障」応用発展加速実施意見

人力资源社会保障部等四部门关于加快推进“人工智能+人社”应用发展的实施意
见

法令情報

効力: 部门政策文件

状態: �行政策

公布機関: 人力�源社会保障部; 国家�展改革委; 工�和信息化部; 国家数据局

公布・公開・施行: 2026- 07- 08 / 2026- 07- 08 / 2026- 07- 08

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. nda. gov. cn/ sjj/ zwgk/ zcfb/ 0708/ 20260708133949899211227_ pc. html

法令用語

人事・社会保障

デジタルヒューマンライブ採用

精密プロファイリング

デジタル職員

効率的処理

ゼロトラスト

中国語原文

人力资源社会保障部国家发展改革委工业和信息化部国家数据局关于加快推进“人工智能＋人社”应

用发展的实施意见- 国家数据局人力资源社会保障部国家发展改革委工业和信息化部国家数据局关于加

快推进“人工智能＋人社”应用发展的实施意见到2026年，人社行业领域人工智能应用体系、标准体

系、保障体系等初步成形，“人工智能＋人社”应用基础设施落地部署，培育一批高性能人社行业大

模型和智能体应用，打造20个左右基于人社行业大模型建设的应用场景及相应高质量数据集，形成算

力、模型、数据、场景应用协同发展生态。
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到2027年，普及应用一批人社行业大模型和智能体，探索50个左右高价值应用场景赋能路径，智能化

发展取得明显成效。到2030年，行业高质量数据集有效供给，人社行业大模型成熟完备，人工智能应

用体系基本健全，形成人社行业领域人工智能普遍应用的创新局面。

深挖就业管理、政策申领、就业服务、创业服务等需求，持续拓展就业创业领域人工智能应用场景，

提高就业服务管理效率。构建职业分类知识图谱和求职招聘模型，快速识别用人单位招聘需求和劳动

者求职意向，协助生成招聘公告和求职简历，开拓数字人直播带岗、远程招聘、智慧面试等新模式，

促进人岗精准匹配智慧对接。综合评价劳动者职业能力和素质，实现精准画像，提供个性化智慧职业

创业指导。推进就业信息资源库的数据整合和智能化升级，以登记失业人员为重点，构建完善全链条

经办服务、全流程跟踪管理模式，实现对重点群体的智能化管理和精细化服务。

利用人工智能技术加快促进“岗位需求＋技能培训＋技能评价＋就业服务”四位一体联动贯通。探索

与相关部门联合开展智慧就业运行监测，强化就业优先的宏观调控能力。加快建立人工智能就业影响

评估体系，建立人工智能就业影响调查制度，引导创新资源向创造就业潜力大的方向倾斜，减少对就

业的冲击。

推进相关人才信息归集共享，健全专业技术人才和技能人才库，构建紧缺岗位需求图谱、核心技术人

才地图等，分析研判区域、产业、岗位、劳动力发展趋势。推动人才分布、市场供需、培训资源等动

态感知和态势研判，支撑技术技能培训、人才引进等，实现产业链人才链有效衔接。聚焦新质生产力

的人力资源需求，探索智慧人才搜寻应用，优化紧缺人才触达渠道方案，提升人才寻访效率。推动实

现流动人员人事档案智能扫描、库房智能管理等全流程智能化。

探索“人工智能＋继续教育”新范式，构建专业技术人才和高技能人才职业功能、专业能力、专业知

识图谱，搭建云学习空间和虚拟仿真实践平台，建设智慧继续教育资源库和大模型，打造智能化个性

化全域终身自主学习体系。构建智能化情景交互培训模式，根据培训需求智能生成个性化培训课件，

定制具有针对性的教学资源，重点面向欠发达地区开展远程智能培训，提升优质培训资源覆盖面。鼓

励和支持技术技能培训和评价机构、公共实训基地、继续教育基地推动人工智能创新应用。

推行人才人事智慧考试，在智能命题、智能阅卷、智能考务、智能监考、个性化服务、智能审核等方

面加速智能场景赋能。加强人工智能技术技能培训和评价，助力提升全民人工智能素养与技能。

推进人力资源服务产业园和相关人力资源服务机构人工智能应用，基于海量人力资源服务数据深度挖

掘市场规律，发展人力资源智慧匹配、智慧评测、智慧开发、智慧管理等新业务新模式，更加智能精

准地实现人力资源市场监测、供需对接和开发利用，形成智能驱动的决策和服务能力，推动人力资源

服务业向智向新发展。与重点企业人力资源管理系统对接实现“政企智联”，探索基于人工智能的用

工管理服务新范式，构建人力资源管理智慧助理，协助用人单位处理人力资源管理事务，降低管理成

本。
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支持人力资源服务机构和有条件的企业打造多模态“数字员工”，为企业员工咨询解答人力资源政策

，提供个性化的人力资源服务。

持续深化员工录用、灵活就业、职工退休等场景“高效办成一件事”，融合人工智能技术发展智能化、

个性化服务，探索“您说我办”极简服务模式。推动全国人社政务服务平台、全国就业公共服务平台、

国家社保公共服务平台、电子社保卡、掌上12333等线上服务平台数智化升级改造，打造精准识别需求、

主动规划服务、全程智能办理的政务服务新模式。构建多模态的智慧人社助手，提供“数字柜员”24

小时在线服务，实现数字人的场景式导办、互动感知的自助办。研发智能客服机器人，建立全国12333

智能知识库，推动12333热线智能化应用。

探索公文起草、会议记录、政策比对等智能化应用。开展政策问答、政策宣传等数据集建设和场景应

用，加强智慧问数、政策问效、突发事件处置等智能监控和决策场景建设。探索通用人工智能技术在

信息系统运维监控等方面的辅助应用。

落实数据分类分级保护要求，加强零信任、隐私计算等技术应用，依法依规做好个人信息和政务信息

保护工作，确保数据安全。推动模型算法、数据资源、基础设施、应用系统等安全能力建设，提升人

社行业领域人工智能内生安全水平，确保人工智能安全、可靠、可控。建立健全人工智能技术监测、

风险预警、应急响应机制，加强人工智能科技伦理治理，有效应对人工智能应用风险，推动人工智能

应用合规、透明、可信赖。

日本語訳

人力資源社会保障部等4部門の《「人工知能+人事・社会保障」応用発展加速推進に関する実施意見》
－国家データ局

人力資源社会保障部等4部門の《「人工知能+人事・社会保障」応用発展加速推進に関する実施意見》

2026年までに人事・社会保障分野における人工知能応用体系、標準体系、保障体系等を初歩的に形成
し、「人工知能+人事・社会保障」応用インフラを構築・配備して、高性能な人事・社会保障業界大
規模モデルとエージェント応用を一部育成し、人事・社会保障業界大規模モデルを基盤として構築さ
れた20件前後の応用シナリオおよびそれに対応する高品質データセットを作成し、演算能力、モデル、
データ、シナリオ応用が協働発展するエコシステムを形成する。

2027年までに人事・社会保障業界大規模モデルとエージェントを普及応用し、50件前後の高価値応
用シナリオへの付与経路を模索して、知能化発展において顕著な成果を収める。2030年までに業界高
品質データセットの有効な供給を実現し、人事・社会保障業界大規模モデルを成熟・完備させ、人工
知能応用体系を基本的に整備して、人事・社会保障分野における人工知能の普遍的応用・革新の構図
を形成する。
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就業管理、政策申請、就業サービス、創業サービス等の需要を深く掘り起こし、就業・創業分野にお
ける人工知能応用シナリオを継続的に拡張して就業サービス・管理の効率を高める。職業分類ナレッ
ジグラフと求職・採用モデルを構築して求人企業の採用需要と労働者の求職意向を迅速に識別し、求
人広告および求職履歴書の生成を支援するとともに、デジタルヒューマンライブ採用、リモート採用、
スマート面接等の新たなモデルを開拓し、人材と職務の精密マッチングおよび知能的連携を促進する。

労働者の職業能力と素養を総合評価して精密プロファイリングを実現し、個々に合わせた知能的職業・
創業指導を提供する。就業情報資源プールのデータ統合と知能化高度化を推進し、失業登録者を重点
対象として全過程手続きサービス、全過程追跡管理モデルを構築・完備して、重点集団に対する知能
化管理と精密サービスを実現する。人工知能技術を用いて「職務需要+技能教育+技能評価+就業サー
ビス」の四位一体連動貫通を加速化する。

関連部門と連携した知能的就業運用モニタリングを実施して、就業優先のマクロ調整能力を強化する。
人工知能の就業影響評価体系の確立を加速し、人工知能就業影響調査制度を設けて、革新資源が就業
創出のポテンシャルが大きい方向へ傾くよう誘導し、就業に及ぼす衝撃を軽減する。

関連人材情報の収集・共有を推進し、専門技術人材および技能人材データベースを整備するとともに、
緊急求人需要マップ、中核技術人材マップ等を構築して、地域、産業、職務、労働力の発展傾向を分
析・診断する。人材分布、市場需給、教育資源等の動的モニタリングと態勢診断を推進して、技能教
育、人材誘致等を支援し、産業チェーンと人材チェーンの有効な連携を実現する。新質生産力の人的
資源需要に注力して知能的人材検索応用を模索し、緊急人材到達チャネル方策を最適化して人材探索・
接触の効率を高める。

流動人員人事記録の知能的スキャン、保管庫の知能的管理等、全過程の知能化を推進する。「人工知
能+継続教育」の新たな範疇を模索し、専門技術人材および高技能人材の職務技能、専門能力、専門
知識グラフを構築するとともに、クラウド学習空間と仮想シミュレーション実習プラットフォームを
整備し、知能的継続教育資源プールと大規模モデルを構築して、知能化・個人化された全域生涯自律
学習体系を築く。

知能化された状況対話型教育モデルを構築して、教育需要に応じて個別対応の教材を知能的に生成し、
対象を絞った授業資源を提供するとともに、後発地域を対象にリモート知能教育を重点的に実施して
優良教育資源のカバー範囲を拡大する。技能教育・評価機関、公共実習基地、継続教育基地が人工知
能の革新応用を推進するよう奨励・支援する。人材・人事分野の知能的試験を推進し、知能的出題、
知能的採点、知能的試験事務、知能的監督、個別対応サービス、知能的審査等における知能的シナリ
オ付与を加速化する。

人工知能技能教育および評価を強化して、全国民の人工知能リテラシーと技能の向上を支援する。

人的資源サービス産業団地および関連人的資源サービス機関の人工知能応用を推進し、大量の人的資
源サービスデータに基づいて市場法則を深く掘り起こし、人的資源の知能的マッチング、知能的評価、
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知能的開発、知能的管理等の新業務・新モデルを発展させて、人的資源市場のモニタリング、需給連
結および開発・利用をより知能的かつ精密に実現し、知能駆動型の意思決定・サービス能力を形成し
て人的資源サービス業の知能化・新型発展を推進する。

重点企業の人的資源管理システムと連携して「政府- 企業知能連結」を実現し、人工知能を基盤とし
た雇用管理サービスの新たな範疇を模索するとともに、人的資源管理知能アシスタントを構築して、
求人企業が人的資源管理事務を処理し管理コストを引き下げられるよう支援する。人的資源サービス
機関および条件の整った企業がマルチモーダル「デジタル職員」を整備するよう支援し、企業従業員
に対して人的資源政策の相談・応答を行い、個別対応の人的資源サービスを提供する。

職員採用、柔軟な雇用、労働者退職等のシナリオにおける「一括効率的処理」を継続的に深化させ、
人工知能技術を融合して知能化・個別対応サービスを発展させるとともに、「おっしゃれば処理いた
します」という極限サービスモデルを模索する。全国人事・社会保障政務サービスプラットフォーム、
全国就業公共サービスプラットフォーム、国家社会保険公共サービスプラットフォーム、電子社会保
障カード、モバイル12333等のオンラインサービスプラットフォームのデジタル・知能化高度化改造
を推進し、需要を精密に識別し、サービスを主導的に企画し、全過程を知能的に処理する政務サービ
スの新モデルを築く。

マルチモーダル知能人事・社会保障アシスタントを構築して「デジタル窓口職員」による24時間オン
ラインサービスを提供し、デジタルヒューマンによるシナリオ型案内、対話感知型セルフ処理を実現
する。知能カスタマーサポートロボットを研究開発し、全国12333知能ナレッジベースを構築して
12333ホットラインの知能的応用を推進する。公文書作成、議事録作成、政策比較等の知能的応用を
模索する。

政策質疑応答、政策広報等のデータセット構築とシナリオ応用を実施し、知能的データ照会、政策効
果分析、突発事件対応等の知能的モニタリングおよび意思決定シナリオの構築を強化する。汎用人工
知能技術による情報システム運用・保守モニタリング等の補助的応用を模索する。

データ分類・等級別保護要求を貫徹・履行し、ゼロトラスト、プライバシー計算等の技術応用を強化
するとともに、法令に従って個人情報および政務情報の保護業務を適切に遂行し、データセキュリティ
を確保する。モデルアルゴリズム、データ資源、インフラ、応用システム等の安全能力構築を推進し
て人事・社会保障分野における人工知能の内生的安全水準を高め、人工知能の安全性・信頼性・制御
可能性を確保する。

人工知能技術モニタリング、リスク早期警戒、緊急対応メカニズムを確立・整備し、人工知能科学技
術倫理ガバナンスを強化するとともに、人工知能応用リスクに有効に対応して、人工知能応用の適法
性・透明性・信頼性を推進する。

要点
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人事・社会保障分野に大規模モデルとエージェントを導入して、知能的求職マッチング、人材
マップ構築、継続教育の知能化等、就業および人材サービスを革新するよう定める。また、政
務サービスプラットフォームのデジタル・知能化改造と、デジタル窓口職員および12333知能
カスタマーサポートの構築を通じて、行政サービスの機敏性と効率を高める。あわせてゼロト
ラストおよびプライバシー計算技術を適用して、データ・個人情報の安全と倫理的ガバナンス
体系を築くよう定める。
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第15部 政策文書
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61. AIエージェントの規範的応用と革新発展実施意見

智能体规范应用与创新发展实施意见

法令情報

効力: 政策文件

状態: �行政策

公布機関: 国家互�网信息�公室; 国家�展和改革委�会; 工�和信息化部

公布・公開・施行: 2026- 05- 08 / 2026- 05- 08 / 2026- 05- 08

定義条文: 序言

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 05/ 08/ c_ 1779979789523320. htm

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 05/ 08/ c_ 1779979790609763. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ 2026- 05/ 08/ c_ 1779979790736565. htm

法令用語

智能体: エージェント

数据投毒: データポイズニング

算法�榨: アルゴリズム搾取

多模�: マルチモーダル

中国語原文

智能体规范应用与创新发展实施意见_ 中央网络安全和信息化委员会办公室智能体是具备自主感知、记

忆、决策、交互与执行能力的智能系统，是人工智能产品及服务的重要形态。随着大模型等新一代人

工智能技术迅猛发展，智能体正加速与网络空间、物理世界深度融合，深刻改变人类生产生活方式和

社会治理模式。为落实国务院《关于深入实施“人工智能+”行动的意见》，促进智能体规范应用与创

新发展，制定本实施意见。

加快研究智能体相关政策法规及伦理规范，发挥专业机构内容资源和审核把关优势，确保智能体行为

符合法律法规及主流价值观。防止智能体利用数据优势、人格化技术实施传播不良价值观、算法压榨
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等行为，防范未成年人、老年人沉迷成瘾、情感依赖等风险。做好与人工智能伦理审查等制度衔接。

研究智能体数据安全、个人信息保护、密码防护、攻击检测、权限管理、行为控制等安全技术，提升

智能体系统安全保障能力，防范数据投毒、隐私泄露、算法篡改、系统漏洞、运行失控等安全风险。

研究智能体安全检测技术，探索建立智能体安全评估体系。

鼓励行业组织、主要企业联合制定行业自律规则，明确智能体功能合规、算法治理、知识产权保护、

公平竞争等规范细则。指导智能体开发平台、分发平台、服务提供者建立公平合理的平台规则、用户

服务协议及隐私政策，明确供需双方权责，保障产业健康发展。加强智能体应用风险宣传教育，提升

用户安全意识。

研发理论推演、模拟仿真等智能体，挖掘潜在技术路径。强化智能体信息关联整合、知识体系构建等

能力，提升自然科学、哲学社会科学研究发现能力。促进智能体与科学仪器、实验平台融合，实现方

案设计、实验操作、数据处理、结果分析等全流程智能化。

探索智能体在网络内容建设管理中的应用，鼓励信息发布部门和内容传播平台研发用户分析、选题策

划、采编加工、分发推荐、智能审核、舆论引导、情绪疏导、实时翻译等智能体，实现多模态信息、

跨领域信息的高效整合。

依托世界人工智能大会、世界互联网大会等国际平台，交流展示智能体技术创新成果。推动终端设备、

软件企业适配智能体，引导相关企业做好海外合规建设，推动智能体适应当地法律法规和文化习俗。

日本語訳

エージェントの規範的応用と革新発展に関する実施意見_ 中央サイバーセキュリティ・情報化委員会
弁公室

エージェントとは、自律的な知覚・記憶・意思決定・相互作用及び実行能力を備えた知能型システム
であり、人工知能製品及びサービスの重要な形態である。大規模モデル等の新世代人工知能技術が急
速に発展するにつれ、エージェントはサイバー空間及び物理世界との深い融合を加速させ、人類の生
産・生活様式と社会ガバナンスモデルを深く変化させている。国務院の《「人工知能+」行動の深化
実施に関する意見》を履行し、エージェントの規範的応用と革新発展を促進するため、本実施意見を
制定する。

エージェント関連の政策・法令及び倫理規範の研究を加速し、専門機関のコンテンツ資源と審査・検
証の優位性を発揮させ、エージェントの行為が法令及び主流の価値観に合致するよう保障する。エー
ジェントがデータ優位性及び人格化技術を利用して不健全な価値観の流布、アルゴリズム搾取等の行
為を実施することを防止し、未成年者及び高齢者の過度な没入・依存、感情依存等のリスクを予防す
る。人工知能倫理審査等の制度との連携を着実に推進する。
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エージェントのデータセキュリティ、個人情報保護、暗号防護、攻撃検知、権限管理、行為制御等の
安全技術を研究し、エージェントシステムの安全保障能力を高め、データポイズニング(投毒)、プラ
イバシー漏洩、アルゴリズム改ざん、システム脆弱性、運用制御不能等の安全リスクを予防する。エー
ジェントの安全検知技術を研究し、エージェント安全評価体系の構築を模索する。

業界団体と主要企業が共同で業界自律規則を制定するよう奨励し、エージェント機能の法令遵守、ア
ルゴリズムガバナンス、知的財産権保護、公正競争等の規範の細部を明確化する。エージェント開発
プラットフォーム、配信プラットフォーム、サービス提供者が公正かつ合理的なプラットフォーム規
則、利用者サービス規約及び個人情報保護方針を策定するよう指導し、供給者と需要者双方の権限と
責任を明確にして産業の健全な発展を保障する。エージェント応用リスクに関する広報・教育を強化
し、利用者の安全意識を高める。

理論推論、シミュレーション模擬等のエージェントを研究開発し、潜在的な技術経路を発掘する。エー
ジェントの情報連関統合、知識体系構築等の能力を強化し、自然科学及び哲学・社会科学の研究・発
見能力を高める。エージェントと科学機器、実験プラットフォームとの融合を促進し、方案設計、実
験操作、データ処理、結果分析等の全過程の知能化を実現する。

サイバーコンテンツの構築・管理におけるエージェント応用を模索し、情報発表部門及びコンテンツ
伝播プラットフォームが利用者分析、テーマ企画、取材・編集・加工、配信・推薦、知能型審査、世
論誘導、感情浄化、リアルタイム翻訳等のエージェントを研究開発するよう奨励し、マルチモーダル
情報及び異種領域情報の効率的統合を実現する。

世界人工知能大会、世界インターネット大会等の国際プラットフォームを活用し、エージェント技術
革新の成果を交流・展示する。端末機器及びソフトウェア企業がエージェントに適応するよう推進し、
関連企業が海外での法令遵守体系を着実に構築するよう導き、エージェントが現地の法令及び文化習
慣に適応するよう推進する。

要点

エージェントの概念と倫理的・技術的安全基準を提示し、不健全な価値観の流布及びデータポ
イズニング等の安全リスク予防措置を規定する。業界自律規則の制定と開発・配信プラットフォ
ームの利用者規約策定を通じて、データ及びプライバシー保護体系を構築させる。研究開発、
サイバーコンテンツ管理、グローバル適応等の全産業分野においてエージェントの融合応用と
標準化を推進する。
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第16部 政策原則
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62. 新世代人工知能ガバナンス原則

新一代人工智能治理原则——发展负责任的人工智能

法令情報

効力: 政策原�

状態: 政策原�

公布機関: 国家新一代人工智能治理��委�会

公布・公開・施行: 2019- 06- 17 / 2019- 06- 17 / 2019- 06- 17

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. most. gov. cn/ kjbgz/ 201906/ t20190617_ 147107. html

法令用語

知情权: 知る権利

数字�沟: デジタルデバイド

�棒性: ロバスト性

包容共享: 包摂・共有

中国語原文

发展负责任的人工智能：新一代人工智能治理原则发布- 中华人民共和国科学技术部发展负责任的人工

智能：新一代人工智能治理原则发布

6月17日，国家新一代人工智能治理专业委员会发布《新一代人工智能治理原则——发展负责任的人工

智能》（以下简称《治理原则》），提出了人工智能治理的框架和行动指南。

新一代人工智能治理原则——发展负责任的人工智能二、公平公正。人工智能发展应促进公平公正，保

障利益相关者的权益，促进机会均等。通过持续提高技术水平、改善管理方式，在数据获取、算法设

计、技术开发、产品研发和应用过程中消除偏见和歧视。
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三、包容共享。人工智能应促进绿色发展，符合环境友好、资源节约的要求；应促进协调发展，推动

各行各业转型升级，缩小区域差距；应促进包容发展，加强人工智能教育及科普，提升弱势群体适应

性，努力消除数字鸿沟；应促进共享发展，避免数据与平台垄断，鼓励开放有序竞争。

四、尊重隐私。人工智能发展应尊重和保护个人隐私，充分保障个人的知情权和选择权。在个人信息

的收集、存储、处理、使用等各环节应设置边界，建立规范。完善个人数据授权撤销机制，反对任何

窃取、篡改、泄露和其他非法收集利用个人信息的行为。

五、安全可控。人工智能系统应不断提升透明性、可解释性、可靠性、可控性，逐步实现可审核、可

监督、可追溯、可信赖。高度关注人工智能系统的安全，提高人工智能鲁棒性及抗干扰性，形成人工

智能安全评估和管控能力。

日本語訳

責任ある人工知能発展: 新世代人工知能ガバナンス原則を発表- 中華人民共和国科学技術部

責任ある人工知能発展: 新世代人工知能ガバナンス原則を発表

6月17日、国家新世代人工知能ガバナンス専門委員会は《新世代人工知能ガバナンス原則——責任あ
る人工知能発展》(以下《ガバナンス原則》という)を発表し、人工知能ガバナンスのフレームワーク
と行動指針を提示した。

新世代人工知能ガバナンス原則——責任ある人工知能発展

2. 公正・公平。人工知能の発展は公正・公平を促進し、利害関係者の権益を保障し、機会均等を促進
しなければならない。継続的な技術水準の向上及び管理方式の改善を通じて、データ収集、アルゴリ
ズム設計、技術開発、製品研究開発及び応用の過程における偏向と差別を解消する。

3. 包摂・共有。人工知能は環境に優しい発展を促進し、環境親和・資源節約の要求に合致しなければ
ならない。調和のとれた発展を促進して各産業分野の転換・高度化を推進し、地域間格差を縮小しな
ければならない。包摂的発展を促進して人工知能教育及び科学普及を強化し、脆弱層の適応性を高め、
デジタルデバイドの解消に努めなければならない。共有発展を促進してデータ及びプラットフォーム
の独占を防止し、開放的かつ秩序ある競争を奨励しなければならない。

4. プライバシーの尊重。人工知能の発展は個人のプライバシーを尊重・保護し、個人の知る権利と選
択権を十分に保障しなければならない。個人情報の収集、保存、処理、利用等の各段階において境界
を設定し、規範を確立しなければならない。個人データの同意撤回メカニズムを整備し、個人情報を
窃取・改ざん・漏洩し、又はその他不法に収集・利用するあらゆる行為に反対する。

5. 安全・制御可能性。人工知能システムは透明性、説明可能性、信頼性、制御可能性を継続的に向上
させ、監査可能・監督可能・追跡可能・信頼可能を段階的に実現しなければならない。人工知能シス
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テムの安全性に高度な注意を払い、人工知能のロバスト性(Robustness)及び耐妨害性を向上させ、人
工知能安全評価及び管制能力を形成する。

要点

人工知能の開発及び応用の過程において公正性の保障、偏向・差別の解消、環境親和及びデジ
タルデバイドの解消のためのガバナンス原則を設定する。個人情報の収集・処理段階ごとの境
界設定と同意撤回メカニズムを通じてプライバシーと個人の権利を保護する。人工知能システ
ムの透明性、説明可能性、安全性及び制御可能性を向上させるための安全評価及び監督体系を
確立する。
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第17部 倫理規範



347



348

63. 新世代人工知能倫理規範

新一代人工智能伦理规范

法令情報

効力: �理�范

状態: 政策�范

公布機関: 国家新一代人工智能治理��委�会

公布・公開・施行: 2021- 09- 25 / 2021- 09- 26 / 2021- 09- 25

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. most. gov. cn/ kjbgz/ 202109/ t20210926_ 177063. html

法令用語

全生命周期: ライフサイクル全体

�得感: 獲得感

自适�性: 自律的適応性

市�准入: 市場参入

中国語原文

第一条本规范旨在将伦理道德融入人工智能全生命周期，促进公平、公正、和谐、安全，避免偏见、

歧视、隐私和信息泄露等问题。

第二条本规范适用于从事人工智能管理、研发、供应、使用等相关活动的自然人、法人和其他相关机

构等。

（一）管理活动主要指人工智能相关的战略规划、政策法规和技术标准制定实施，资源配置以及监督

审查等。

（二）研发活动主要指人工智能相关的科学研究、技术开发、产品研制等。
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（三）供应活动主要指人工智能产品与服务相关的生产、运营、销售等。

（四）使用活动主要指人工智能产品与服务相关的采购、消费、操作等。

第三条人工智能各类活动应遵循以下基本伦理规范。

（一）增进人类福祉。坚持以人为本，遵循人类共同价值观，尊重人权和人类根本利益诉求，遵守国

家或地区伦理道德。坚持公共利益优先，促进人机和谐友好，改善民生，增强获得感幸福感，推动经

济、社会及生态可持续发展，共建人类命运共同体。

（二）促进公平公正。坚持普惠性和包容性，切实保护各相关主体合法权益，推动全社会公平共享人

工智能带来的益处，促进社会公平正义和机会均等。在提供人工智能产品和服务时，应充分尊重和帮

助弱势群体、特殊群体，并根据需要提供相应替代方案。

（三）保护隐私安全。充分尊重个人信息知情、同意等权利，依照合法、正当、必要和诚信原则处理

个人信息，保障个人隐私与数据安全，不得损害个人合法数据权益，不得以窃取、篡改、泄露等方式

非法收集利用个人信息，不得侵害个人隐私权。

（四）确保可控可信。保障人类拥有充分自主决策权，有权选择是否接受人工智能提供的服务，有权

随时退出与人工智能的交互，有权随时中止人工智能系统的运行，确保人工智能始终处于人类控制之

下。

（五）强化责任担当。坚持人类是最终责任主体，明确利益相关者的责任，全面增强责任意识，在人

工智能全生命周期各环节自省自律，建立人工智能问责机制，不回避责任审查，不逃避应负责任。

（六）提升伦理素养。积极学习和普及人工智能伦理知识，客观认识伦理问题，不低估不夸大伦理风

险。主动开展或参与人工智能伦理问题讨论，深入推动人工智能伦理治理实践，提升应对能力。

第四条人工智能特定活动应遵守的伦理规范包括管理规范、研发规范、供应规范和使用规范。 第二章

管理规范

第十二条增强安全透明。在算法设计、实现、应用等环节，提升透明性、可解释性、可理解性、可靠

性、可控性，增强人工智能系统的韧性、自适应性和抗干扰能力，逐步实现可验证、可审核、可监督、

可追溯、可预测、可信赖。

第十三条避免偏见歧视。在数据采集和算法开发中，加强伦理审查，充分考虑差异化诉求，避免可能

存在的数据与算法偏见，努力实现人工智能系统的普惠性、公平性和非歧视性。 第四章供应规范

第十四条尊重市场规则。严格遵守市场准入、竞争、交易等活动的各种规章制度，积极维护市场秩序

，营造有利于人工智能发展的市场环境，不得以数据垄断、平台垄断等破坏市场有序竞争，禁止以任
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何手段侵犯其他主体的知识产权。

日本語訳

第1条 本規範は、倫理道徳を人工知能のライフサイクル全体に融合させることにより、公正、公平、
調和、安全を促進し、偏見、差別、プライバシー及び情報漏洩等の問題を防止することを目的とする。

第2条 本規範は、人工知能の管理、研究開発、供給、利用等の関連活動に従事する自然人、法人及び
その他の関連機関等に適用する。

(1) 管理活動とは、主に人工知能に関する戦略企画、政策法令及び技術標準の制定・施行、資源配分
並びに監督・審査等をいう。

(2) 研究開発活動とは、主に人工知能に関する科学研究、技術開発、製品制作等をいう。

(3) 供給活動とは、主に人工知能製品及びサービスに関する生産、運営、販売等をいう。

(4) 利用活動とは、主に人工知能製品及びサービスに関する購入、消費、操作等をいう。

第3条 人工知能の各種活動は、次の基本倫理規範を遵守しなければならない。

(1) 人類の福祉の増進。人間中心を堅持し、人類共通の価値観に従い、人権及び人類の根本的利益の
擁護を尊重し、国家又は地域の倫理道徳を遵守する。公共の利益優先を堅持し、人間と機械の調和的
で親和的な関係を促進し、民生を改善して獲得感及び幸福感を増進し、経済・社会及び生態の持続可
能な発展を推進して、人類運命共同体を共に構築する。

(2) 公正・公平の促進。普遍的恵益性と包摂性を堅持し、関係主体各々の合法的権益を具体的に保護
し、社会全体が人工知能のもたらす恩恵を公正に共有できるよう推進して社会的公正・正義及び機会
均等を促進する。人工知能製品及びサービスを提供する際には、社会的弱者及び特殊な立場にある者
を十分に尊重し支援しなければならず、必要に応じて相応の代替手段を提供しなければならない。

(3) プライバシー及び安全の保護。個人情報の知る権利、同意等の権利を十分に尊重し、適法・正当・
必要及び信義誠実の原則に従って個人情報を処理し、個人のプライバシー及びデータの安全を保障し、
個人の合法的なデータ権益を損なってはならず、窃取・改ざん・漏洩等の方法により個人情報を不法
に収集・利用してはならず、個人のプライバシー権を侵害してはならない。

(4) 制御可能性及び信頼性の確保。人類が十分な自律的意思決定権を保有することを保障し、人工知
能が提供するサービスの受諾の可否を選択する権利、人工知能との相互作用からいつでも離脱する権
利、人工知能システムの運用をいつでも停止する権利を有するようにし、人工知能が常に人類の制御
下にあることを確保する。



351

(5) 責任意識の強化。人類が最終的な責任主体であることを堅持し、利害関係者の責任を明確化し、
責任意識を全面的に強化して、人工知能のライフサイクル全体の各段階において自省・自律を行い、
人工知能問責メカニズムを構築して責任の審査を回避せず、負うべき責任を逃れない。

(6) 倫理的素養の向上。人工知能倫理知識を積極的に学習・普及し、倫理問題を客観的に認識し、倫
理リスクを過小評価又は誇張しない。人工知能倫理問題の討論を主導的に開催又は参加し、人工知能
倫理ガバナンスの実践を深く推進し、対応能力を高める。

第4条 人工知能の特定活動が遵守すべき倫理規範には、管理規範、研究開発規範、供給規範及び利用
規範が含まれる。 第2章 管理規範

第12条 安全性及び透明性の強化。アルゴリズムの設計、実装、応用等の段階において透明性、説明
可能性、理解可能性、信頼性、制御可能性を高め、人工知能システムのレジリエンス、自律的適応性
及び耐妨害能力を強化し、検証可能・監査可能・監督可能・追跡可能・予測可能・信頼可能を段階的
に実現する。

第13条 偏見及び差別の防止。データ収集及びアルゴリズム開発の過程において倫理審査を強化し、
多様化した需要を十分に考慮して、生じうるデータ及びアルゴリズムの偏見を防止し、人工知能シス
テムの普遍的恵益性、公正性及び非差別性の実現に努める。 第4章 供給規範

第14条 市場規則の尊重。市場参入、競争、取引等の活動に関する各種規定制度を厳格に遵守し、市
場秩序を積極的に維持し、人工知能の発展に有益な市場環境を醸成し、データ独占、プラットフォー
ム独占等により市場の秩序ある競争を破壊してはならず、いかなる手段によっても他の主体の知的財
産権を侵害することを禁止する。

要点

人工知能の管理、研究開発、供給、利用等のライフサイクル全体にわたって適用される基本的
な倫理原則及び行動規範を明示する。人類の福祉の増進、公正・公平、プライバシー保護、人
間による制御可能性及び最終責任原則の確立を義務付ける。アルゴリズムの透明性及び安全性
の向上、偏見・差別の防止、市場競争秩序の遵守並びに知的財産権保護のための特定の管理・
供給指針を規定する。
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第18部 司法政策文書
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64. 最高人民法院による人工知能司法応用の規範化・強化に関す
る意見

最高人民法院关于规范和加强人工智能司法应用的意见

法令情報

効力: 司法政策文件

状態: �行

公布機関: 最高人民法院

公布・公開・施行: 2022- 12- 08 / 2022- 12- 09 / 2022- 12- 08

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. court. gov. cn/ fabu/ xiangqing/ 382461. html

判例・司法資料: https: / / www. court. gov. cn/ zixun/ xiangqing/ 492351. html; https: / / www.
court. gov. cn/ fabu/ xiangqing/ 412992. html

法令用語

司法�用: 司法応用

�体国家安全�: 総体的国家安全保障観

�助裁判推定��: 補助裁判推定ロジック

司法数据中台: 司法データハブ（Data Hub）

智慧法院大�: スマート法院ブレイン

分类分�管理: 分類・等級管理

中国語原文

《最高人民法院关于规范和加强人工智能司法应用的意见》全文（中英文版）
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3. 安全合法原则。坚持总体国家安全观，禁止使用不符合法律法规的人工智能技术和产品，司法人工

智能产品和服务必须依法研发、部署和运行，不得损害国家安全，不得侵犯合法权益，确保国家秘密、

网络安全、数据安全和个人信息不受侵害，保护个人隐私，促进人机和谐友好，努力提供安全、合法、

高效的智能化司法服务。

4. 公平公正原则。坚持遵循司法规律、服务公正司法，保证人工智能产品和服务无歧视、无偏见，不

因技术介入、数据或模型偏差影响审判过程和结果的公正，同时尊重不同利益诉求，能够根据司法需

求公平提供合理可行方案，充分照顾困难群体、特殊群体，使其在司法活动中获得必要帮助，实现智

能化司法服务对各类用户的普适包容和机会均等。

6. 透明可信原则。坚持技术研发、产品应用、服务运行的透明性，保障人工智能系统中的司法数据采

集管理模式、法律语义认知过程、辅助裁判推定逻辑、司法服务互动机制等各个环节能够以可解释、

可测试、可验证的方式接受相关责任主体的审查、评估和备案。司法人工智能产品和服务投入应用时

，应当以便于理解的方式说明和标识相应的功能、性能与局限，确保应用过程和结果可预期、可追溯、

可信赖。

14. 加强司法数据中台和智慧法院大脑建设。加快推进司法数据库、数据服务平台、司法知识库、人工

智能引擎、知识服务平台和司法区块链平台等系统的建设和集成，打造实体化司法数据中台和智慧法

院大脑，为面向各类业务的人工智能司法应用提供核心驱动。

16. 加强司法人工智能关键核心技术攻关。依托国家重点工程、科研项目和科技创新平台，组织产学研

优势力量，发挥学科交叉催化剂作用，针对面向司法语境的大规模预训练语言模型及其应用、多模态

司法大数据高效处理方法、司法数据驱动与知识引导相结合的深度神经网络模型构建与样本学习方法、

基于法律知识增强的可解释检索和推理模型、面向司法效能提升的人机交互范式、基于新一代人工智

能的审判辅助系统等关键核心技术集智攻关，为司法人工智能系统建设提供牵引和支撑。

17. 加强基础设施建设和安全运维保障。根据司法人工智能对算力、通信和服务能力的需求，科学合理

地规划和建设通信网络、计算存储、通用终端设备和专用信息化设施等信息基础设施，强化网络安全、

数据安全和个人信息保护能力，完善人工智能运行维护机制，为人工智能司法应用提供必要的保障条

件。

20. 加强安全保障，防范安全风险。加强司法数据分类分级管理，强化重要数据和敏感信息保护，完善

司法数据安全共享和应用模式，通过司法人工智能伦理委员会等机制，综合采用伦理审核、合规审查、

安全评估等方式，防范化解人工智能应用过程中的安全风险。

日本語訳

《最高人民法院による人工知能司法応用の規範化及び強化に関する意見》全文（中・英文版）
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3. 安全及び合法原則。総体的国家安全保障観を堅持し、法律・法規に適合しない人工知能技術及び製
品の使用を禁止し、司法人工知能製品及びサービスは法に基づいて研究開発・配備・運用されなけれ
ばならず、国家安全を損なったり合法的権益を侵害したりしてはならず、国家秘密、ネットワーク安
全、データ安全及び個人情報が侵害されないことを確保し、個人のプライバシーを保護して人間と機
械の調和的で親和的な関係を促進し、安全かつ合法的で効率的な知能化司法サービスを提供するよう
努めなければなりません。

4. 公平及び公正原則。司法の法則を遵守し公正な司法に資することを堅持して、人工知能製品及びサー
ビスに差別及び偏見がないことを保障し、技術的介入又はデータ・モデルの偏りにより裁判の過程及
び結果の公正性が影響を受けないようにし、同時に異なる利益要求を尊重して司法上の需要に応じて
公平かつ合理的で実現可能な方策を提供し、社会的弱者及び特殊な立場にある者を十分に配慮して、
これらの者が司法活動において必要な支援を受けられるようにすることにより、多様な利用者に対す
る知能化司法サービスの普遍的包摂性及び機会均等を実現しなければなりません。

6. 透明及び信頼原則。技術研究開発、製品応用、サービス運営の透明性を堅持し、人工知能システム
内における司法データの収集・管理モード、法律的意味の認知過程、補助裁判推定ロジック、司法サー
ビスの相互作用メカニズム等の各段階について、説明可能・テスト可能・検証可能な方式により、関
係する責任主体の審査・評価・セキュリティ登録を受けることを保障しなければなりません。

司法人工知能製品及びサービスを応用に投入する際には、理解しやすい方式で、それに相応する機能・
性能・限界を説明及び表示し、応用の過程及び結果が予測可能、追跡可能かつ信頼可能であるように
しなければなりません。

14. 司法データハブ（Data Hub）及びスマート法院ブレインの構築強化。司法データベース、データ
サービスプラットフォーム、司法ナレッジベース、人工知能エンジン、ナレッジサービスプラットフォ
ーム及び司法ブロックチェーンプラットフォーム等のシステムの構築及び統合を速やかに推進し、実
体化された司法データハブ及びスマート法院ブレインを構築して、各種業務に対応する人工知能司法
応用に中核的な原動力を提供しなければなりません。

16. 司法人工知能の中核技術攻略の強化。

国家重点工程、研究プロジェクト、科学技術イノベーションプラットフォームに依拠して、産学研の
優れた人材及び資源を組織し、学際的融合の触媒的役割を発揮させ、司法の文脈に適した大規模事前
学習言語モデル及びその応用、多モーダル司法ビッグデータの効率的処理方法、司法データ駆動と知
識誘導を結合したディープニューラルネットワークモデルの構築及びサンプル学習方法、法律知識増
強に基づく説明可能な検索・推論モデル、司法効率向上のための人間・コンピュータ相互作用パラダ
イム、次世代人工知能に基づく裁判補助システム等の中核技術を集中的に攻略し、司法人工知能シス
テムの構築に牽引力及び基盤を提供しなければなりません。
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17. インフラ構築及び安全な運用・保守保障の強化。司法人工知能が求める計算能力、通信、サービ
ス能力の需要に応じて、通信ネットワーク、計算・記憶、汎用端末設備、専用情報化施設等の情報イ
ンフラを科学的かつ合理的に企画・構築し、ネットワーク安全、データ安全、個人情報保護能力を強
化し、人工知能運用保守メカニズムを整備して、人工知能司法応用に必要な保障条件を提供しなけれ
ばなりません。

20. 安全保障の強化及び安全保障リスクの防止。司法データの分類・等級管理を強化し、重要データ
及び機微情報の保護を強化し、司法データの安全な共有及び応用モードを整備するとともに、司法人
工知能倫理委員会等のメカニズムを通じて倫理審査、コンプライアンス審査、安全評価等の方式を総
合的に適用し、人工知能応用の過程における安全保障上のリスクを防止・解消しなければなりません。

要点

司法人工知能製品及びサービスは、法律の規定を遵守し、偏見や差別なく裁判の公正性を保障
しなければなりません。データ収集、裁判推論ロジック等の全過程を説明可能かつ検証可能な
形で公開し、理解しやすい形式で性能及び限界を表示しなければなりません。司法データハブ
及びスマート法院ブレイン体系を構築し、データの分類・等級管理及び倫理審査を通じてセキュ
リティリスクを制御することを定めました。
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第19部 外交方針文書
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65. 人工知能軍事応用の規範化に関する中国の立場文書

中国关于规范人工智能军事应用的立场文件

法令情報

効力: 外交政策文件

状態: 政策立�

公布機関: 外交部

公布・公開・施行: 2021- 12- 13 / 2022- 06- 14 / 2021- 12- 13

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. mfa. gov. cn/ web/ wjb_ 673085/ zzjg_ 673183/ jks_ 674633/ zclc_
674645/ rgzn/ 202206/ t20220614_ 10702838. shtml

法令用語

人工智能�事�用: 人工知能の軍事応用

全球�略�定: グローバル戦略的安定

����: 軍拡競争

���事��: 絶対的軍事優位

�略�判: 戦略的誤算

可控性: 制御可能性

中国語原文

中国关于规范人工智能军事应用的立场文件_ 中华人民共和国外交部人工智能技术的快速发展及其广泛

应用，正深刻改变人类生产和生活方式，给世界带来巨大机遇的同时，也带来难以预知的安全挑战。

特别值得关注的是，人工智能技术的军事应用，在战略安全、治理规则、道德伦理等方面可能产生深

远影响和潜在风险。
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人工智能安全治理是人类面临的共同课题。随着人工智能技术在各领域的广泛应用，各方普遍对人工

智能军事应用乃至武器化风险感到担忧。

在世界和平与发展面临多元挑战的背景下，各国应秉持共同、综合、合作、可持续的全球安全观，通

过对话与合作，就如何规范人工智能军事应用寻求共识，构建有效的治理机制，避免人工智能军事应

用给人类带来重大损害甚至灾难。

加强对人工智能军事应用的规范，预防和管控可能引发的风险，有利于增进国家间互信、维护全球战

略稳定、防止军备竞赛、缓解人道主义关切，有助于打造包容性和建设性的安全伙伴关系，在人工智

能领域践行构建人类命运共同体理念。

——战略安全上，各国尤其是大国应本着慎重负责的态度在军事领域研发和使用人工智能技术，不谋求

绝对军事优势，防止加剧战略误判、破坏战略互信、引发冲突升级、损害全球战略平衡与稳定。

——军事政策上，各国在发展先进武器装备、提高正当国防能力的同时，应铭记人工智能的军事应用不

应成为发动战争和追求霸权的工具，反对利用人工智能技术优势危害他国主权和领土安全的行为。

——技术安全上，各国应不断提升人工智能技术的安全性、可靠性和可控性，增强对人工智能技术的安

全评估和管控能力，确保有关武器系统永远处于人类控制之下，保障人类可随时中止其运行。人工智

能数据的安全必须得到保证，应限制人工智能数据的军事化使用。

日本語訳

人工知能の軍事的応用の規範化に関する中国の立場文書_ 中華人民共和国外交部

人工知能技術の急速な発展と広範な応用は、人類の生産及び生活様式を大きく変えつつあり、世界に
巨大な機会をもたらすと同時に、予測困難な安全保障上の課題ももたらしている。人工知能技術の軍
事的応用は、戦略的安全保障、ガバナンス規則、道徳倫理等の分野において深い影響と潜在的リスク
をもたらしうる。

人工知能の安全保障ガバナンスは、人類が直面する共通の課題である。各分野において人工知能技術
が広く用いられるにつれ、各主体は人工知能の軍事的応用及び兵器化のリスクに懸念を表明している。

世界の平和と発展が多元的な課題に直面する中、各国は共同・総合・協力・持続可能なグローバル安
全保障観を堅持し、対話と協力を通じて人工知能軍事応用の規範化に関する共通認識を模索し、実効
性あるガバナンスメカニズムを構築することで、人工知能の軍事応用が人類に重大な損失や災禍をも
たらすことを防止すべきである。

人工知能軍事応用の規範を強化し、発生し得るリスクを予防・抑制することは、国家間の相互信頼の
増進、グローバル戦略的安定の維持、軍拡競争の防止、人道上の懸念の緩和に資するものであり、包
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摂的かつ建設的な安全保障パートナーシップを形成し、人工知能分野における人類運命共同体構想の
実践に寄与する。

- - 戦略的安全保障の面では、各国、とりわけ大国は、慎重かつ責任ある姿勢で軍事分野における人工
知能技術を研究・開発・使用すべきであり、絶対的軍事優位を追求せず、戦略的誤算の深化、戦略的
相互信頼の毀損、紛争のエスカレーションの誘発、グローバル戦略的均衡と安定の毀損を防止しなけ
ればならない。

- - 軍事政策の面では、各国は先進兵器装備を発展させ正当な国防能力を向上させると同時に、人工知
能の軍事的応用が戦争挑発と覇権追求の道具となってはならないことを銘記し、人工知能技術の優位
性を利用して他国の主権と領土の安全を侵害する行為に反対すべきである。

- - 技術的安全保障の面では、各国は人工知能技術の安全性・信頼性・制御可能性を継続的に高め、人
工知能技術に対する安全評価及び制御能力を強化し、関連する兵器システムが常に人間の統制下に置
かれることを保証し、人間がいつでも運用を停止できるようにしなければならない。人工知能データ
の安全は必ず保障されなければならず、人工知能データの軍事的使用を制限すべきである。

要点

各国は絶対的軍事優位を追求せず、慎重な姿勢で軍事用人工知能技術を研究・開発及び使用し、
戦略的誤算と紛争のエスカレーションを防止しなければならない。人工知能の軍事応用を他国
の主権侵害や覇権追求の道具として使用する行為を禁止する。兵器システムが常に人間の統制
下に置かれるよう安全性・制御可能性を確保し、人工知能データの軍事的使用を制限するよう
定める。
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第20部 政策解説
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66. 新就業形態労働者の権益保障に関する指導意見解説

外卖骑手、网约车司机等权益保障有哪些突破？——八部门发文规范平台用工焦
点问题

法令情報

効力: 政策解�

状態: �行政策解�

公布機関: 国家�展和改革委�会

公布・公開・施行: 2021- 07- 22 / 2021- 07- 28 / 2021- 07- 22

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. ndrc. gov. cn/ fggz/ jyysr/ jysrsbxf/ 202107/ t20210728_ 1291917. html

法令用語

外��手: 出前配達員(デリバリーライダー)

网�车司机: 配車アプリ運転手

新就�形���者: 新雇用形態労働者

��保障权益: 労働保障権益

不完全符合确立��关系情形: 労働関係の確立要件に完全には合致しない状態

算法取中: アルゴリズム中間値採用

中国語原文

【外卖骑手、网约车司机等权益保障有哪些突破？ ——八部门发文规范平台用工焦点问题】- 国家发展

和改革委员会外卖骑手、网约车司机等权益保障有哪些突破？ ——八部门发文规范平台用工焦点问题

人力资源和社会保障部、国家发展改革委等八部门近日联合发布《关于维护新就业形态劳动者劳动保

障权益的指导意见》，首次明确平台责任、报酬、休息、职业伤害保障等多个焦点问题，为外卖骑手、

网约车司机、电商主播等构建权益 “ 防护网 ” 。
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承认平台用工特殊性：没签劳动合同也算用工关系，纳入制度保障

“ 这次意见最大亮点就是承认了平台用工的特殊性，在现行劳动法体系中确立了除 ‘ 有劳动关系

’‘ 无劳动关系 ’ 外，不完全符合确立劳动关系情形的 ‘ 第三类 ’ 劳动者。

市场监管总局等部门近日发文，专门要求网络餐饮平台建立与外卖送餐员工作任务、劳动强度相匹配

的收入分配机制，不得将 “ 最严算法 ” 作为考核要求，通过 “ 算法取中 ” 等方式， 合理确定订单

数量、准时率、在线率等考核要素，适当放宽配送时限。

维护劳动者话语权：畅通诉求表达，制度规则和平台算法要充分听取意见这次意见指明破题方向 ——

督促企业制定修订平台进入退出、订单分配、计件单价、抽成比例、报酬构成及支付、工作时间、奖

惩等直接涉及劳动者权益的制度规则和平台算法，充分听取工会或劳动者代表的意见建议，将结果公

示并告知劳动者。

日本語訳

[出前配達員、配車アプリ運転手等の権益保障にどのような打開策が講じられたのか? ——8部門によ
る文書発表でプラットフォーム雇用の核心的課題を規範化] - 国家発展改革委員会

出前配達員、配車アプリ運転手等の権益保障にどのような打開策が講じられたのか? ——8部門による
文書発表でプラットフォーム雇用の核心的課題を規範化

人的資源社会保障部、国家発展改革委員会等8部門は最近共同で《新雇用形態労働者の労働保障権益
維持に関する指導意見》を発表し、プラットフォームの責任、報酬、休息、労災保障等の複数の核心
的課題を初めて明確化し、出前配達員、配車アプリ運転手、電子商取引ライブ配信者等のための権益"
防護網"を構築した。

プラットフォーム雇用の特殊性の承認: 労働契約を締結していなくても雇用関係として認め、制度的
保障に含める

「今回の意見の大きな特徴は、プラットフォーム雇用の特殊性を認め、現行の労働法体系の中で『労
働関係あり』『労働関係なし』のほかに、労働関係の確立要件に完全には合致しない『第三の類型』
の労働者を確立したことである。」

市場監督管理総局等の部門は最近文書を発出し、インターネット飲食店プラットフォームに対し、配
達員の業務量、労働強度に見合った所得分配メカニズムを構築するよう専門的に求め、「最厳格アル
ゴリズム」を評価要件としてはならないとし、「アルゴリズム中間値採用」等の方式を通じて注文数
量、時間厳守率、オンライン率等の評価要素を合理的に確定し、配達期限を適切に緩和するよう求め
た。
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労働者の発言権の維持: 苦情・要求を表明する窓口を開放し、制度規則とプラットフォームアルゴリ
ズムの策定時に意見を十分に聴取

今回の意見は問題解決の方向性を示し、企業がプラットフォームへの参入・退出、注文配分、案件単
価、手数料率、報酬構成及び支給、労働時間、賞罰等、労働者の権益に直接影響を及ぼす制度規則及
びプラットフォームアルゴリズムを制定・改定する際には、労働組合又は労働者代表の意見と提案を
十分に聴取し、その結果を公示して労働者に周知するよう求めている。

要点

人的資源社会保障部等8部門は、労働契約を締結していないプラットフォーム労働者を第三の
労働形態として制度的保障の範囲に含めた。インターネット飲食店プラットフォームは配達員
の労働強度に見合った所得分配メカニズムを整備し、最厳格アルゴリズム評価を禁止し、配達
期限を緩和しなければならない。また、企業が手数料率、報酬構成、労働時間等の主要なプラッ
トフォーム規則及びアルゴリズムを制定・改定する際には、労働者代表の意見を聴取し、結果
を公示するよう定めた。
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第21部 意見募集案
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67. デジタル仮想人間情報サービス管理方法意見募集案

数字虚拟人信息服务管理办法（征求意见稿）

法令情報

効力: 征求意见稿

状態: 征求意见

公布機関: 国家互�网信息�公室

公布・公開・施行: / 2026- 04- 03 / 未施行

定義条文: 第二十五条

制裁条文: 第24条

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 04/ 03/ c_ 1776952992709096. htm

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2026- 04/ 03/ c_ 1776953007208921. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ 2026- 04/ 03/ c_ 1776952999983927. htm

法令用語

数字虚�人: デジタル仮想人

真人��: 実人(真人)駆動

提示��: 表示識別子

�人化: 擬人化

中国語原文

第一条为了促进数字虚拟人信息服务健康发展和规范应用，保障公民、法人和其他组织的合法权益，

根据《中华人民共和国网络安全法》、《中华人民共和国数据安全法》、《中华人民共和国个人信息

保护法》、《互联网信息服务管理办法》、《未成年人网络保护条例》、《网络数据安全管理条例》

等法律、行政法规，制定本办法。

第七条任何组织和个人使用自然人敏感个人信息用于建模、形象生成、场景构建等活动的，应当遵守

法律、行政法规，符合以下要求：
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（一）取得自然人的单独同意，并以显著方式、清晰易懂的语言，真实、准确、完整地告知处理目的、

必要性、对个人权益的影响，以及法律、行政法规规定的其他事项；使用未满十四周岁未成年人个人

信息的，应当取得父母或者其他监护人的单独同意。法律、行政法规另有规定的除外。

（二）在自然人撤回同意后，采取删除相关个人信息等方式消除影响，不得以任何形式留存个人信息

或者用于其他用途，法律、行政法规另有规定的除外。除当事人另有约定外，还应当注销数字虚拟人。

（三）尊重他人合法权益，不得侵害他人肖像权、名誉权、荣誉权、隐私权和个人信息权益。使用死

者的个人信息开展相关活动的，死者近亲属为了自身的合法、正当利益，可以对死者的相关个人信息

依法行使相应权利；死者生前另有安排的除外。

第十三条自数字虚拟人服务开始，数字虚拟人服务提供者、服务使用者及提供网络信息内容传播服务

的服务提供者应当在数字虚拟人展示区域全程持续显示含有“数字人”字样的显著提示标识，并符合

国家人工智能生成合成内容标识有关规定。

第十五条数字虚拟人服务提供者和服务使用者应当建立数字虚拟人服务安全风险监测、预警和应急处

置、防沉迷提示等机制，建立完善内容导向管理制度；配备与经营规模相适应的技术能力和人员力量

，采用人工智能、大数据等技术手段和人工审核相结合的方式，加强对数字虚拟人服务风险的识别、

监测和预警，记录并留存日志信息。 发现使用数字虚拟人服务从事违法活动的，应当及时采取身份动

态核验、警示、限制功能、终止服务等措施；发现存在重大风险的，应当立即暂停或者终止数字虚拟

人服务，注销数字虚拟人并消除影响。

第十八条使用数字虚拟人服务提供人工智能拟人化互动服务的，用户选择取消服务特定功能或者退出

服务的，不得诱骗或者过度诱导用户继续使用。 鼓励采取必要措施，对用户自杀、自残等威胁生命健

康的倾向进行积极干预和专业救助。

第二十一条具有舆论属性或者社会动员能力的数字虚拟人服务提供者，应当按照《互联网信息服务算

法推荐管理规定》履行算法备案和变更、注销备案手续。 数字虚拟人技术支持者参照前款规定履行备

案和变更、注销备案手续。

第二十五条本办法下列用语的含义： 数字虚拟人，是指存在于非物理世界，利用图形学、数字图像处

理或者人工智能等技术，借助真人驱动或者计算驱动，模拟人类外貌，具备声音、行为、交互能力或

者性格等特征的虚拟数字形象。 真人驱动数字虚拟人，是指通过动作捕捉技术实时映射真人表情、动

作和语音的虚拟数字形象。 数字虚拟人服务提供者，是指提供数字虚拟人服务的组织、个人。 数字虚

拟人技术支持者，是指为数字虚拟人服务提供技术支持的组织、个人。 数字虚拟人服务使用者，是指

使用数字虚拟人制作、复制、发布信息的组织、个人。

日本語訳
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第1条 デジタル仮想人情報サービスの健全な発展と規範的な応用を促進し、市民、法人及びその他の
組織の合法的権益を保障するため、《中華人民共和国ネットワーク安全法》、《中華人民共和国デー
タ安全法》、《中華人民共和国個人情報保護法》、《インターネット情報サービス管理方法》、《未
成年者ネットワーク保護条例》、《ネットワークデータ安全管理条例》等の法律、行政法規に基づき、
本方法を制定する。

第7条 自然人の敏感個人情報をモデリング、形象生成、シナリオ構築等の活動に使用するいかなる組
織及び個人も、法律、行政法規を遵守しなければならず、次の要件に適合しなければならない。

(一)自然人の別途の同意を取得し、目立つ方式と明確で分かりやすい言葉で、処理の目的、必要性、
個人の権益に及ぼす影響及び法律、行政法規が規定するその他の事項を真実かつ正確、完全に告知し
なければならない。満14歳未満の未成年者の個人情報を使用する場合、父母又はその他の後見人の別
途の同意を取得しなければならない。法律、行政法規に別段の定めがある場合は、その定めるところ
による。

(二)自然人が同意を撤回した後は、関連する個人情報を削除する等の方式によりその影響を除去し、
いかなる形式によっても個人情報を保存し又はその他の用途に使用してはならない。法律、行政法規
に別段の定めがある場合は、その定めるところによる。当事者が別途約定した場合を除き、デジタル
仮想人も抹消しなければならない。

(三)他人の合法的権益を尊重しなければならず、他人の肖像権、名誉権、栄誉権、プライバシー権及
び個人情報権益を侵害してはならない。死亡者の個人情報を使用して関連活動を行う場合、死亡者の
近親族は自らの合法的かつ正当な利益のため、死亡者の関連個人情報について法に基づき相応する権
利を行使することができる。死亡者が生前に別段の定めをした場合は、この限りでない。

第13条 デジタル仮想人サービスの開始時から、デジタル仮想人サービス提供者、サービス利用者及
びネットワーク情報コンテンツ伝播サービスを提供するサービス提供者は、デジタル仮想人の表示領
域に、全過程にわたり継続的に「数字人(デジタル人)」という文言を含む目立つ表示識別子を掲示し
なければならず、国家の人工知能生成・合成コンテンツ識別子に関する規定に適合しなければならな
い。

第15条 デジタル仮想人サービス提供者及びサービス利用者は、デジタル仮想人サービスの安全リス
クの監視、早期警報及び応急処置、過度な没入・依存防止の案内等のメカニズムを構築し、コンテン
ツ指向の管理制度を整備・完備しなければならない。経営規模に見合った技術能力及び人員を備え、
人工知能、ビッグデータ等の技術手段と人による審査を組み合わせた方式を採用して、デジタル仮想
人サービスのリスクの識別、監視及び早期警報を強化し、ログ情報を記録し保存しなければならない。

デジタル仮想人サービスを利用して違法な活動に従事していることを発見した場合、速やかに身元の
動的検証、警告、機能制限、サービス終了等の措置を講じなければならない。重大なリスクが存在す
ることを発見した場合、直ちにデジタル仮想人サービスを一時停止又は終了し、デジタル仮想人を抹
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消してその影響を除去しなければならない。

第18条 デジタル仮想人サービスを利用して人工知能擬人化インタラクションサービスを提供する場
合、利用者がサービスの特定の機能を取り消し、又はサービスからの離脱を選択したときは、利用者
に継続利用を誘引し、又は過度に誘導してはならない。利用者の自殺、自傷等生命・健康を脅かす傾
向に対し、積極的な介入及び専門的な救護を実施するため必要な措置を講じることを奨励する。

第21条 世論属性又は社会動員能力を有するデジタル仮想人サービス提供者は、《インターネット情
報サービスアルゴリズム推奨管理規定》に基づき、アルゴリズムの届出(�案)及び変更、抹消届出の
手続を履行しなければならない。デジタル仮想人技術支援者は、前項の規定を参照して届出及び変更、
抹消届出の手続を履行する。

第25条 本方法で使用する用語の意味は次のとおりである。「デジタル仮想人」とは、非物理的世界
に存在し、グラフィックス、デジタル画像処理又は人工知能等の技術を利用して、実人(真人)駆動又
は計算駆動により人間の外見を模倣し、音声、行動、インタラクション能力又は性格等の特徴を備え
た仮想デジタル形象をいう。「実人駆動デジタル仮想人」とは、モーションキャプチャ技術を通じて
実人の表情、動作及び音声をリアルタイムでマッピングする仮想デジタル形象をいう。

「デジタル仮想人サービス提供者」とは、デジタル仮想人サービスを提供する組織、個人をいう。「
デジタル仮想人技術支援者」とは、デジタル仮想人サービスに技術支援を提供する組織、個人をいう。
「デジタル仮想人サービス利用者」とは、デジタル仮想人を利用して情報を制作、複製、発表する組
織、個人をいう。

要点

デジタル仮想人の制作・使用時における敏感個人情報及び未成年者個人情報の使用に関する別
途の同意と、同意撤回時の仮想人抹消義務を規定する。デジタル仮想人の表示領域における「
デジタル人」表示識別子の継続的な提示とアルゴリズム届出手続の履行を義務付ける。サービ
スリスクの監視、違法行為時の機能制限・サービス停止措置、及び擬人化サービスにおける自
殺・自傷リスクへの積極的介入義務を明示する。
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第22部 その他文書
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68. 政務領域人工知能大規模モデル配置・活用指針

政务领域人工智能大模型部署应用指引

法令情報

効力: 政策指引

状態: �行指引

公布機関: 国家互�网信息�公室

公布・公開・施行: 2025- 10- 10 / 2025- 10- 10 / 2025- 10- 10

定義条文: -

制裁条文: -

原文URL: https: / / www. cac. gov. cn/ 2025- 10/ 10/ c_ 1761819469929310. htm

行政解釈: https: / / www. cac. gov. cn/ 2025- 10/ 10/ c_ 1761819470255103. htm; https: / / www.
cac. gov. cn/ 2025- 10/ 10/ c_ 1761819470118621. htm

法令用語

政��域: 政務分野

大模型: 大規模モデル

垂直模型: 垂直型モデル

模型孤�: モデル孤立島

提示�注入: プロンプトインジェクション

涉密不上网、上网不涉密: 秘密情報をインターネットに入力しない、インターネット接続機器で秘密
情報を扱わない

中国語原文

政务领域人工智能大模型部署应用指引_ 中央网络安全和信息化委员会办公室运用生成式时间序列分析

模型和异常检测算法等，对各类市场数据进行监测和深度分析，捕捉市场动向，包括经济指标波动、

异常情况等，预测可能出现的市场风险，研判对经济社会带来的影响和经济走势，并及时发出预警，
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为政府管理和社会治理提供支撑。

利用人工智能大模型推断分析能力与数据挖掘能力，对公众反馈、市场反应、经济指标和社会满意度

等进行分析，构建多维度指标，评估政策目标实现程度、政策影响力和潜在问题，支撑政策制定部门

进行政策优化。

政务部门应根据不同政务场景需求与现有技术基础，审慎选择人工智能大模型实施路径。对于智能问

答、辅助文书起草等通用性较强、数据资源丰富的场景，需采用市场上成熟，并已完成网信部门备案

的模型产品和服务。对于辅助执法监管、市场风险预测等专业性较强、业务逻辑复杂的场景，可利用

领域专家知识和专业数据进行针对性训练，打造垂直模型。在保障安全和不泄露国家秘密、工作秘密

和敏感信息等的前提下，充分利用互联网算力和模型资源，开展政务领域人工智能大模型部署应用。

鼓励探索政务智能体、具身智能等创新应用。

政务部门应探索构建“一地建设、多地多部门复用”的集约化部署模式，统筹推进政务大模型部署应

用，防止形成“模型孤岛”。省（自治区、直辖市）应搭建政务领域人工智能大模型统一服务平台，

并与政务云管理平台、政务应用和组件管理平台等融合共建，将区域内电子政务外网智能算力、政务

大模型、政务数据集等资源纳入统一管理，形成要素资源“一本账”，支撑政务大模型运行监测，提

供资源申请与调度服务，推动高效复用。

国家行业主管部门按照业务需求和发展需要探索细分领域政务垂直大模型的统一训练与构建，加强与

省（自治区、直辖市）协同部署，深化跨层级、跨地域的行业领域智能化赋能。垂直管理部门应强化

模型、算力、数据等资源的统筹部署和管理，避免资源浪费。

政务部门应建立安全责任制度，明确数据处理、大模型训练和场景应用各阶段参与主体的安全职责和

任务，做好用户身份识别和权限管理。政务部门提供人工智能大模型服务时，应遵守《生成式人工智

能服务管理暂行办法》等相关规定，使用具有合法来源的数据和基础模型，依法履行算法备案和安全

评估等义务，与使用者签订服务协议，明确双方权利义务。构建政务领域人工智能大模型分类分级治

理制度，完善安全管理流程，针对可能出现的安全风险，制定应急处置预案。做好政务大模型对抗攻

击的检测与处置，识别并拦截提示词注入、资源消耗攻击等。

加强政务大模型内容安全管理，综合运用语义识别、规则库、模型算法等，做好多模态输入输出内容

的识别、分析与管控，建立合理的代答、拒答机制，及时发现并处置违法和不良信息、敏感内容等。

发挥新闻媒体内容审核优势，做好政务大模型训练数据的内容审核把关，加强政务大模型内容监测管

理。做好政务大模型应用运行日志管理，定期对日志记录进行审计。推动形成安全风险威胁信息共享

和应急处置机制，按照规定及时处置并报告安全事件，提升人工智能安全风险应对能力。

政务部门在模型训练、部署应用等过程中应加强数据安全保密和个人信息保护，坚持底线思维，严格

落实“涉密不上网、上网不涉密”等保密纪律要求，采取加装保密“护栏”等措施，防止国家秘密、

工作秘密和敏感信息等输入非涉密人工智能大模型，防范敏感数据汇聚、关联引发的泄密风险。制定
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完善人工智能大模型在政务领域应用相关保密管理制度，规范人工智能大模型选型、部署、训练、使

用、废止等全流程保密管理。涉密信息系统应用人工智能大模型按照国家保密行政管理部门要求稳妥

推进。

构建政务领域人工智能大模型部署应用全流程监测评估体系，适时开展监测评估工作。建立政务大模

型安全测评机制，上线前对模型算法、生成内容、应用功能、配置环境、挂接数据、漏洞风险等进行

充分测试验证，对发现的问题隐患进行整改加固。加强政务领域人工智能大模型系统运行状态、响应

时间、准确性、安全性和潜在风险的实时监测分析，及时发现问题，并采取有效措施解决。做好人工

智能大模型应用效能评价，及时总结经验，持续迭代优化，推动部署应用取得实效。

日本語訳

政務分野人工知能大規模モデル配置・活用指針_ 中央インターネット安全・情報化委員会弁公室

生成的時系列分析モデル及び異常検知アルゴリズム等を運用して各種市場データをモニタリング・深
く分析することにより、経済指標の変動、異常状況等の市場動向を捕捉し、発生し得る市場リスクを
予測するとともに、経済社会への影響及び経済の流れを研究・判断して適時に予報を発令することで、
政府管理及び社会ガバナンスに支えを提供します。

人工知能大規模モデルの推論・分析能力及びデータマイニング能力を用いて、大衆からのフィードバッ
ク、市場の反応、経済指標及び社会満足度等を分析し、多次元指標を構築して政策目標の達成度、政
策の影響力及び潜在的な問題を評価することにより、政策立案部門の政策最適化を支援します。

政務部門は、それぞれ異なる政務シナリオの需要及び既存の技術基盤に応じて、人工知能大規模モデ
ルの実施経路を慎重に選択しなければなりません。インテリジェント質疑応答、文書作成支援等、汎
用性が強くデータ資源が豊富なシナリオについては、市場において成熟し、サイバースペース管理部
門への登録を完了したモデル製品及びサービスを採用しなければなりません。取締り・監督支援、市
場リスク予測等、専門性が強く業務ロジックが複雑なシナリオについては、当該分野の専門家知識及
び専門データを用いてカスタマイズ訓練を実施することにより、垂直型モデルを構築することができ
ます。

安全保障を確保し、国家秘密、業務秘密及び機微情報等を漏洩させないことを前提として、インター
ネットの演算能力及びモデル資源を十分に活用し、政務分野における人工知能大規模モデルの配置・
活用を推進します。政務エージェント、具身(身体性)知能等の革新的応用の模索を奨励します。

政務部門は、「一箇所で構築し、複数の地域・部門で再利用する」という集約型配置モデルの構築を
模索し、政務大規模モデルの配置・活用を統一的に推進するとともに、「モデル孤立島」の形成を防
止しなければなりません。
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省(自治区、直轄市)は、政務分野人工知能大規模モデル統合サービスプラットフォームを構築し、政
務クラウド管理プラットフォーム、政務応用及びコンポーネント管理プラットフォーム等と統合・共
同構築を行い、域内の電子政務外部ネットワークのインテリジェント演算能力、政務大規模モデル、
政務データセット等の資源を統合管理体制に組み入れることにより、要素資源の「単一台帳」を形成
し、政務大規模モデルの運用モニタリングを支援するとともに、資源申請・スケジューリングサービ
スを提供して効率的な再利用を推進しなければなりません。

国の主管部門は、業務上の需要及び発展上の必要に応じて、細分野における政務垂直大規模モデルの
統一的な訓練及び構築を模索し、省(自治区、直轄市)との協力配置を強化することで、階層・地域を
超えた産業分野のインテリジェント化によるエンパワーメントを深化させなければなりません。垂直
管理部門は、モデル、演算能力、データ等の資源の統合的な配置及び管理を強化し、資源の浪費を避
けなければなりません。

政務部門は、安全責任制度を確立し、データ処理、大規模モデル訓練及びシナリオ応用の各段階にお
ける参加主体の安全上の責務及び任務を明確にし、利用者の身元識別及び権限管理を徹底しなければ
なりません。政務部門が人工知能大規模モデルサービスを提供する場合には、《生成的人工知能サー
ビス管理暫定弁法》等の関連規定を遵守し、適法な出所のデータ及び基盤モデルを使用するとともに、
法に従いアルゴリズム登録及び安全評価等の義務を履行し、利用者とサービス協定を締結して双方の
権利及び義務を明確にしなければなりません。

政務分野人工知能大規模モデルの分類・等級ガバナンス制度を構築し、安全管理プロセスを整備する
とともに、発生し得る安全保障リスクに備えて緊急対応計画を策定しなければなりません。政務大規
模モデルに対する敵対的攻撃の検知及び処理を徹底し、プロンプトインジェクション、資源消耗攻撃
等を識別・遮断しなければなりません。

政務大規模モデルのコンテンツ安全管理を強化し、意味識別、ルールベース、モデルアルゴリズム等
を総合的に運用することにより、マルチモーダル入出力コンテンツの識別・分析・制御を徹底し、合
理的な代理応答及び拒否応答メカニズムを構築して、違法・不良情報、機微な内容等を適時に発見・
処理しなければなりません。報道機関のコンテンツ審査における優位性を発揮し、政務大規模モデル
の訓練データに対するコンテンツ審査を徹底するとともに、政務大規模モデルのコンテンツモニタリ
ング管理を強化しなければなりません。政務大規模モデルの応用運用ログの管理を徹底し、定期的に
ログ記録を監査しなければなりません。

安全保障上のリスク・脅威情報の共有及び緊急対応メカニズムの形成を推進し、規定に従い安全事案
を適時に処理・報告することにより、人工知能の安全保障リスクへの対応能力を向上させなければな
りません。

政務部門は、モデル訓練、配置・活用等の過程においてデータ安全上の秘密保持及び個人情報保護を
強化し、ボトムライン思考を堅持するとともに、「秘密情報をインターネットに入力しない、インター
ネット接続機器で秘密情報を扱わない」等の秘密保持規律上の要求を厳格に履行し、秘密保持の「柵」
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を設置する等の措置を講じることにより、国家秘密、業務秘密及び機微情報等が非秘密の人工知能大
規模モデルに入力されることを防止し、機微データの集積・関連付けによる漏洩リスクを遮断しなけ
ればなりません。

政務分野人工知能大規模モデル応用に関する秘密保持管理制度を制定・整備し、人工知能大規模モデ
ルの選定、配置、訓練、使用、廃棄等の全過程における秘密保持管理を規範化しなければなりません。
秘密情報システムにおける人工知能大規模モデルの応用は、国家秘密保持行政管理部門の要求に従い
慎重に推進します。

政務分野人工知能大規模モデルの配置・活用の全過程にわたるモニタリング・評価体系を構築し、適
時にモニタリング・評価業務を実施しなければなりません。政務大規模モデル安全評価メカニズムを
確立し、オンライン公開前にモデルアルゴリズム、生成内容、応用機能、環境設定、接続データ、脆
弱性リスク等について十分にテスト・検証を行い、発見された問題及び脆弱性を是正・補強しなけれ
ばなりません。

政務分野人工知能大規模モデルシステムの運用状態、応答時間、正確性、安全性及び潜在的リスクに
対するリアルタイムモニタリング・分析を強化し、問題を適時に発見して有効な措置を講じ解決しな
ければなりません。人工知能大規模モデル応用の効能評価を徹底し、経験を適時に整理するとともに、
継続的な反復最適化を行い、配置・活用の実質的な成果を推進しなければなりません。

要点

政務部門は、シナリオの性質に応じて、登録を完了した汎用モデル又は専門家データを用いた
垂直型モデルを慎重に選定・配置しなければなりません。省級プラットフォームの統合管理及
び資源共有体制を構築し、モデルの孤立を防止して集約的な配置を実現するものとします。プ
ロンプトインジェクション等の敵対的攻撃の遮断、非秘密モデルへの秘密情報の入力禁止、公
開前の安全評価及びリアルタイム運用モニタリングを義務化しました。
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